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（※１）評価対象事業は、「長崎県総合計画　チャレンジ２０２０」の施策を推進する各事業群に位置づけられる事務事業
（※２）事業群評価に際しては、一つの事業を複数の事業群に位置づけて評価している場合があり、各基本戦略の合計
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　　　　各基本戦略の合計と一致しない
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評価対象事業件数（※）

令和３年度の方向性
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 32 11 16

5% 52% 18% 26%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

世界遺産
情報発信
事業費

世界遺産
課

改善

世界遺産
でつなぐ・
つながる
プロジェク
ト事業費

世界遺産
課

改善

世界遺産
感動体験
促進事業
費

観光振興
課

改善

　「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」を訪れる来訪者の旅行形態(個人・
団体)に応じた受入体制を充実し、世界遺
産の価値(物語)の共感による満足度の向
上・再来訪を促進する。

名　　称
交流でにぎわう長崎県
    １．交流を生み出し活力を取り込む

　ホームページの多言語対応に取り組むと
ともに、登録1周年を記念してフランスパリ
で世界遺産を含む長崎県の魅力をＰＲした
ほか、登録までの道のり等を記録した記念
誌を作成し、配布した。
　長崎と天草地方のキリスト教関連歴史文
化遺産群ウェブサイト「おらしょ」の定期更
新、登録資産を記載したマップを含むリー
フレットを作成した。

評価対象事業延べ件数

施策：（１）２つの世界遺産等を活用した観光地づくりと誘客拡大

　事業群：①価値を正確に伝え守る仕組みづくりの推進

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

62件 令和３年度の方向性

　世界遺産登録効果が一過性のものとならないよ
う、世界遺産の価値をしっかりと伝え、構成資産
保護の意識醸成を図るとともに、秩序ある公開と
適切な受入の仕組みを継続しながら活用してい
く。
　構成資産の魅力づくりにつながるように、ホー
ムページやリーフレットの多言語化や既存コンテ
ンツの発信機会の拡充を行っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　地域をつなぐ取組として、保護母体の活
動の継続や活発化のための課題解決など
３市町の取組を支援するほか、構成資産
同士の交流を促進する情報交流会を開催
した。
　世代をつなぐ取組として、長崎大学や長
崎県立大学と連携した世界遺産集落にお
けるフィールドワークの実施や、長崎大学
教育学部附属小・同中学校におけるモデ
ル授業を参考に、県内小・中・高校でのふ
るさと教育の展開を図った。

　地域と世代をつなぐ取組として、大学と連携し
たフィールドワークの実施やふるさと教育の促
進、構成資産の保護を担う集落等が活性化するた
めの活動支援など継続して実施していく中で、よ
り効果的な取組が行えるように、関係市町及び大
学等との情報交換や意見交換を十分に行う。
　本事業を通じてモデル的な取組を作り出し、市
町の事業化や他市町への展開を目指していくとと
もに、世代間や地域間の交流を促進しながら、構
成資産の保護や次世代への継承、地域の活性化に
つなげていく。

　令和２年度から個人向け施策として定点ガイド
の配置実証事業を行う。
　今回の実証事業の取組状況も踏まえ、令和3年
度の事業構築に取り組む。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4 2 1

13% 50% 24% 13%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

売り込もう
長崎の県
産品事業
費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

戦略的情
報発信推
進事業費

観光振興
課

改善

周遊観光
スマート
化推進事
業費

観光振興
課

改善

長崎県
フィルムコ
ミッション
（撮影誘
致支援）
事業費

観光振興
課

改善

ながさきリ
ピーター
創出促進
事業費

観光振興
課

終了

“ふるさと
再発見”
誘客対策
事業費

観光振興
課

終了

令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　これまでの情報発信に加え、Webの強み
であるターゲティングの要素を取り込むこと
で、ピンポイントで効果的な情報発信を行っ
た。また、発信後の行動分析等を行うこと
で、次の展開に活かす内容とし、PDCAサ
イクルを取り入れた好循環型の情報発信
(伝達）事業を強化した。なお、観光ポータ
ルサイト「ながさき旅ネット」内の離島特設
サイトをリニューアルするとともに、スマート
フォン対応のデザインも最適化した。

　戦略的なターゲティングによるピンポイントで
訴求力の高い情報発信と、その結果に基づき、次
回の展開へつなげるＰＤＣＡサイクルを引き続き
取り入れるとともに、メディア・企業との連携に
よる情報発信を行う。また、観光ポータルサイト
「ながさき旅ネット」の運営においても、引き続
きWebマスターによる内製化を推進していく。

　事業群：⑥ジオツーリズム等を通じた世界ジオパーク等の地域資源の活用

評価対象事業件数

8件

　首都圏等における誘致説明会やキーマ
ンの視察招聘などを行うとともに、開催に
要する経費の一部を助成することにより、
県内へのコンベンション誘致を維持・拡大
し、観光客の増加を図った。

　これまでの誘致活動に加え、新型コロナウイル
ス感染症の影響による方面変更で本県に受け入れ
た学校及び地域を対象に今後の誘致活動の強化を
図る。
　コンベンション補助金については、ＩＲやＭＩ
ＣＥ建設により、その誘致に係る環境がこれまで
と大きく変化することが想定されるため、関係市
町と協議のうえ対応を検討していく必要がある。

　県内の豊富な農水産物の付加価値を高める新商
品開発の促進及び県特産品新作展入賞作品を中心
とした県産品の都市圏等への販路拡大対策につい
ては、継続的に取り組んでいく。

　県内事業者の商品開発意欲の醸成と県
内の豊富な農水産物の付加価値を高める
ため新商品開発の促進等を目的に特産品
新作展を開催した。
　都市圏及び県内等における県産品の販
路拡大を図るため、入賞商品を中心に、商
品の売り込み及びテレビ・マスコミ等を活用
しＰＲを実施した。

　観光客が県内をスムーズに周遊できるよ
うに、着地型旅行商品の造成を図るととも
に、発地において、ワンストップで予約から
購入までができるWebサイトを通じて、一般
向け販売を促進した。

　引き続き九州観光推進機構と連携しながら、着
地型旅行商品の磨き上げを図るとともに、効果的
な情報発信により、県内の周遊促進を図ってい
く。また、県内周遊旅行商品造成タイアップにつ
いては、支援内容の見直しなど旅行会社とも協議
しながら、より多く送客できる商品造成を推進し
ていく。

　映画やテレビ等でのロケ件数、放映件数
の増加を図ることにより、本県の魅力が数
多く発信されるよう、制作関係者等への誘
致活動やロケ地下見時の随行、撮影時に
必要な各種申請手続き等の代行を行なっ
た。

　作品をきっかけに「長崎」の魅力を広くプロ
モーションするために、新型コロナウイルス感染
症の影響により落ち込んだロケ需要を回復させる
ため制作会社への継続的な営業を行い本県をロケ
地とした映画やテレビ等の撮影誘致支援を実施す
る。

　事業群：②価値を活かした本県の新たな魅力づくりと情報発信

　新型コロナウイルスの影響により大きな
打撃を受けている県内観光業界の回復に
向けて、国のGoToキャンペーンに先駆けて
「県民向け→全国」と県独自の宿泊割引に
よる誘客促進キャンペーンを実施。

　本事業は本年度で終了するが、本事業により県
内外の方に長崎県の魅力を伝えることができたた
め、今後も引き続き、他と差別化ができるような
誘客事業に取り組んでいく必要がある。

3



自然公園
等インバ
ウンド受
入れ環境
整備事業

自然環境
課

拡充

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 4 3

37% 36% 27%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

世界遺産
感動体験
促進事業
費

観光振興
課

改善

２１世紀
まちづくり
推進総合
支援事業
費

観光振興
課

改善

外国人受
入環境パ
ワーアッ
プ事業費

国際観光
振興室

終了

ユニバー
サルツー
リズム受
入体制整
備促進事
業費

観光振興
課

改善

観光地受
入態勢ス
テップアッ
プ事業費

観光振興
課

終了

　本事業は、観光関連事業者の雇用維持及び世の
中の事業活動がストップしている間に受入態勢を
強化し、新型コロナウイルス収束後の反転攻勢に
つなげることを目的とした事業である。
　緊急事態宣言解除後は、県内への誘客を積極的
に促す次のステージへと施策を転換していくこと
になるため、現時点においては、本事業は今年度
限りで終了することとしている。

　高齢者や障害者等をターゲットとした誘
客拡大を図るため、タビマエやタビナカにお
けるユニバーサルツーリズムの相談や車
椅子の貸出、入浴介助など各種サービス
を提供するワンストップ窓口として、長崎県
ユニバーサルツーリズムセンター（仮称）を
開設する民間団体を支援する。

　長崎県ユニバーサルツーリズムセンター（仮
称）の運営にあたり見直すべき施策や、ユニバー
サルツーリズムに関する需要の創出に向けた施策
等、受入の拡大に向け事業内容を精査する。

11件 令和３年度の方向性

　事業者の雇用確保及び新型コロナ収束
時の反転攻勢を見据えた環境整備のた
め、宿泊事業者等が実施する受入態勢強
化のための取組（おもてなし力向上対策、
誘客・経営効率化対策、安全安心対策な
ど）を支援

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　本県を周遊滞在中の外国人観光客に、
言語の壁のないストレスフリーな旅行環境
を提供し、外国人観光客のさらなる増加を
図るため、多言語コールセンターを設置、
運営を行った。

　本事業は令和２年度をもって終期を迎えるが、
多言語コールセンターは九州各県と連携した取組
みであり、受入環境の整備は継続して取り組む必
要があることから、今後のあり方については各県
とも議論を深めたうえで検討していく。

　交流人口の拡大、地域課題の解決・資源
の活用による地域の活性化を推進するた
め、市町等地域が取り組む観光振興のま
ちづくりの事業に対し支援した。

　観光客の滞在日数の延長やリピーター化に直接
つながる取組を優先的に採択するとともに、県内
の観光地づくりのモデルケースとなりうる先駆的
な取組や地域が主体的に取り組む実現可能性の高
いまちづくり構想等に対する集中的な支援を引き
続き行う。
　また、新幹線開業等に向けて、まだ顕在化して
いないまちづくりの動きや素材を顕在化・商品化
し、観光による経済波及効果を高めていく必要が
あることから、各地域の動向や素材等を踏まえ、
さらなる観光まちづくり推進のための支援体制の
再構築や拡充についても検討を行う。

　事業群：③各地域における観光客の受入体制整備の促進

　トイレの洋式化等を行い、インバウンド受
入れ環境を整備する。

　「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」を訪れる来訪者の旅行形態(個人・
団体)に応じた受入体制を充実し、世界遺
産の価値(物語)の共感による満足度の向
上・再来訪を促進する。

　令和２年度に実施する定点ガイドの配置実証事
業の取組状況も踏まえ、令和3年度の事業構築に
取り組む。

　自然資源の更なる活用を図るため、関係機関
（環境省、市、各団体、県等）と連携を図り、多
言語解説板のみならず、トレッキングコースなど
の魅力的なコンテンツの基盤となる利用施設の整
備を含めた受け入れ環境の充実に取り組んで行
く。

　事業群：⑤観光産業の充実・強化

評価対象事業件数
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長崎コン
シェル
ジュ推進
事業費

観光振興
課

終了

観光の「ミ
ライ☆ニ
ナイ」手
育成事業
費

観光振興
課

改善

宿泊施設
安全・安
心・快適
化促進事
業費

観光振興
課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 1

83% 17%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ビジットな
がさき・イ
ンバウン
ド旅行需
要創出事
業

国際観光
振興室

終了

ディスカ
バー
NAGASA
KIグロー
バルキャ
ンペーン
事業

国際観光
振興室

改善

インバウ
ンド向け
戦略的プ
ロモーショ
ン強化事
業費

国際観光
振興室

改善

　Webプロモーションを通して、旅行者の行動を
補足・分析することとしており、分析結果に基づ
きプロモーションの内容を改善することで、効果
的な情報発信を実施する。
　また、新型コロナウイルスの収束状況、各国の
海外渡航制限や日本の入境規制を踏まえながら、
旅行需要を喚起するためのプロモーションを実施
するとともに、旅行ニーズの変化をふまえ自然体
験型観光を提案するなど、収束後を見据えたイン
バウンドの誘客拡大に取り組む。

　訪日外国人旅行者の行動をWebプロモー
ションを通して調査分析し、東アジア・東南
アジア・欧米豪において、戦略的な情報発
信を実施する。

　事業群：④インバウンド観光の拡大
　※施策：（３）海外活力の取り込み
　　事業群：④ＬＣＣ等国際航空路線の強化と長崎空港の活性化
　　と統合して評価

　市場ごとの特性に応じた観光コンテンツ
を地域と一体となってインバウンド向けにカ
スタマイズし、ターゲット市場で情報発信を
実施した。

　各地域の取組について情報収集や意見交換を十
分に行うとともに、インバウンドだけでなく国内
も含めた地域全体の観光まちづくりについて、観
光振興課など関係部局との連携をさらに強化して
事業に取り組む。

　本事業は、宿泊者が衛生的で快適に過ごすこと
ができる態勢整備を行う宿泊事業者を対象とし、
感染症防止対策に係る備品購入及び施設改修工事
の経費の一部を県が負担ものである。
　感染防止対策の態勢整備は今年度で整う見込み
であるため、終了することとしている。

評価対象事業件数

6件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　各市場ごとに訴求するテーマを設定し観
光展への出展やセールス、Web・SNS等に
よる情報発信を行った。

　今年度からSNSの管理・運用を一本化し、外国
語観光ホームページもリニューアルすることか
ら、Web・SNSでの発信を強化する。また、新型コ
ロナウイルスの収束状況、各国の海外渡航制限や
日本の入境規制を踏まえながら、セールス活動や
観光展出展等を一部外注化するなど、新たな事業
構築につなげる。

　県内の高校２年生を主な対象に、観光
（主に宿泊業）をテーマにした講座（全7回）
を開催することにより、明確なジョブイメー
ジを持って観光関連産業に就職し、将来に
わたって活躍できる人材の確保・育成を
図った。

　令和元年度は定員を大きく上回る受講の申し込
みがあり、宿泊業に関心をもつ高校生は一定数い
ると考えている。そのような高校生に対して就職
先として宿泊業のイメージを持ってもらい、就職
につながるよう、本塾修了生の就職先や受講後の
アンケートをもとに高校生にとって有益な情報や
講師の選定を行い、より効果的な講座内容の検討
につなげる。

　ホテルコンシェルジュ配置実証事業（H27
～H29）での成果を更に県内に広く波及さ
せるため「長崎コンシェルジュ認定試験」を
実施した。また、「長崎コンシェルジュ」の配
置拡大を図るため、認定試験受験希望者
及び「長崎コンシェルジュ」を対象とした勉
強会、情報交換会を実施した。

　本事業は令和２年度で終了となっているが、資
格管理やレベル維持の必要性から、次年度以降は
既認定者のスキルアップ、連携強化を主眼としつ
つ、効率的な事業実施を図るため、事業主体の見
直しや資格更新制度の導入を含め、実施方法の検
討を行う。

　新型コロナウイルス感染症の影響からの
宿泊施設の中長期的な回復を目的として、
宿泊者が衛生的で快適に過ごすことができ
る態勢整備を行う宿泊事業者を対象とし、
感染症防止対策に係る備品購入及び施設
改修工事の経費の一部を県が負担するこ
とにより、県内宿泊施設の感染症予防対策
等の実施を推進する。
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大型客船
誘致促進
プロジェク
ト推進事
業

国際観光
振興室

改善

九州観光
推進機構
負担金

観光振興
課

改善

航空路線
利用促進
事業（国
際線対
策）

国際観光
振興室

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

究める・
つなげる
「長崎の
歴史」魅
力発信事
業費

文化振興
課

改善

振興局活
動推進費
（県北プロ
ジェクト）

地域づく
り推進課

終了

長崎と中
国の永遠
の絆発信
事業費

文化振興
課

改善

　官民一体の組織である長崎県空港活性
化推進協議会を通じて航空会社に対し、安
定的な運航を図るため、着陸料等の助成
を行ったほか、インバウンド・アウトバウンド
双方の利用促進を図ることを目的とした助
成等を行った。

　新型コロナウイルスの収束状況、各国の出入国
規制、日本の入境規制等を踏まえながら、定期路
線の早期の運航再開を図る。また、上海線、香港
線、新規就航に向けて取り組む台湾線について
は、航空会社や旅行社と連携しながら、より一層
の情報発信等の強化により、さらなるインバウン
ド・アウトバウンド両面での利用促進対策を図
る。昨年3月末から運休しているソウル線につい
て、状況を注視しながら運航再開に向けて航空会
社への働きかけを続けていくと同時に、韓国向け
に本県の観光情報発信をより強化していくことで
再開後の安定した路線利用につなげていく。
　国際チャーター便については、定期便化の可能
性が高い航空会社を絞り込み、まずはチャーター
便の就航を目指す。

　国内外クルーズ客船の誘致や、客船の
大型化に対応するための受入体制の充実
に加えて、周遊対策、県産品の販売促進、
宿泊を伴う乗下船クルーズ商品の開発な
どに取り組んだ。

　受入港がある市町と連携し、積極的な誘致活動
を実施し、新型コロナウイルスの感染拡大の影響
により、落ち込んだ寄港数の回復を図っていく。
　また、入港再開に合わせて、従来推進してきた
寄港地からの周遊対策、県産品の販売促進、宿泊
を伴う乗下船クルーズ商品の開発など引き続き取
り組むことで、クルーズ客船入港の効果を最大化
していく。

施策：（２）本県ならではのソフトパワーの活用・発信

　事業群：①世界に通用する長崎県の歴史文化の活用と発信

評価対象事業件数

　令和２年度に新たに認定された「砂糖文化を広
めた長崎街道～シュガーロード～」や、他の認定
遺産との連携による情報発信など、日本遺産や長
崎の地域学等を通じた長崎固有の歴史・文化の県
内外への発信等について、取組をより強化してい
く必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

3件 令和３年度の方向性

　長崎県のプレゼンスの向上や中国との交
流の深化を図るため、隠元禅師や孫文・梅
屋庄吉などに象徴される長崎と中国との交
流の歴史について国内外への効果的な情
報発信を実施する。

　隠元禅師大遠諱３５０年である２０２２年に向
けて顕彰の気運が高まっていくことが想定される
ため、令和３年度はその準備についても組み込み
つつ、隠元ゆかりの地域（京都宇治や中国福建省
等）と連携した活動を実施していく。

　国内外からの観光客の誘客を図るうえ
で、広域連携の支援は今後益々、重要性
を増していく。とりわけ、九州全体の観光振
興を図る唯一の組織である九州観光推進
機構の機能強化及び役割の増大は不可欠
であることから、官民による機構への支援
を行った。

　九州観光推進機構への負担金については、新型
コロナウイルス感染症の影響を勘案しながら、九
州地域戦略会議の決議に基づく、欧米豪をター
ゲットにした誘致の拡大など、同機構の事業規模
と機能の拡大に向けて、九州各県及び経済団体と
連携して取り組む。

　本県の特色ある歴史文化の研究への助
成、県内に所在するミュージアムの活性化
と施設間の連携、日本遺産を地域の活性
化につなげる取組を実施。

　佐賀県及び関係自治体、団体等と連携
し、地域共有の資源である「やきもの」を中
心に地域の魅力等を広く発信するととも
に、誘客の促進を図る文化ツーリズムの創
出や商品造成等を行った。

　令和２年度終了予定であるが、２０２２年の九
州新幹線西九州ルート開業に向けて「肥前窯業
圏」を活用した地域活性化を図るため、関係団体
とともに新たな運営体制を検討し、これまでの事
業の成果を活用して肥前窯業圏の持つ様々な魅力
について効果的かつ積極的な情報発信を継続・強
化する必要があり、事業の再構築を検討し、今後
も県北振興局プロジェクトの一環として、肥前窯
業圏の取組を支援していく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

アジア・国
際戦略プ
ロジェクト
推進事業
費（韓国
関連）

国際課 現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

「長崎は、
美味し
い。」食の
ブランド化
推進事業
費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

情報発信
拠点運営
事業費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

県産品斡
旋事業費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

県産品愛
用運動推
進事業費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　物産協会と連携しながら大都市圏等にお
ける県産品の宣伝紹介及び販路拡大を促
進し、本県産業の更なる振興を図るため、
物産展を開催した。

　大都市圏等における物産展の開催は、県産品の
宣伝紹介及び販路拡大に効果が認められるため、
引き続き物産展開催の支援を行うとともに、効果
的なＰＲ等も検討しながら物産協会と連携するこ
とで、本県産業のより一層の振興を図る。

　優れた県産品について、関係部局、市町
や民間団体と、より一層の連携の下、首都
圏・関西圏でのブランド化や販路拡大に取
り組むとともに、ブランド食材を使用した県
内ホテルフェアの開催により食の魅力の発
信を強化する。
　これまでの、継続した情報発信対策や
「長崎フェア」開催による販路維持拡大対
策に加え、県産品の情報を集約し紹介する
県産品データベースサイトを構築し、パート
ナーシップ企業や高級ホテル・百貨店等バ
イヤーへの事業者側からの積極的な提案
を支援する。

　新型コロナウィルス感染症に対する各業界のガ
イドライン等に応じたプロモーション活動の見直
しや、感染症の拡大によって変わった消費行動に
併せた新たな手法の導入等に取り組む。

　アンテナショップ「日本橋　長崎館」におい
て、本県の歴史・文化、観光、食などの魅
力を総合的に発信するとともに、生鮮農水
産物の販売や取扱商品数の拡大等を行
い、首都圏在住者に周知するために広告
媒体を活用したPR、観光情報発信のため
のコーナーの運営等を行うことにより、来館
者増や長崎県への誘客促進を図った。

　新たな運営事業者や県内市町・関係団体等と連
携し、より効果的・効率的な情報受発信に努め、
県内事業者の販路開拓につなげる。
　情報発信という面では、多くの方に来館いただ
いているが、県内事業者向けのフィードバックの
内容等の検討や商談機会の創出により、販路拡
大・商品改良につなげる情報受信機能の強化を行
う。

　効果的な情報発信や日韓交流促進のためのイベ
ントに取り組み、さらに、釜山文化財団による朝
鮮通信使船事業を活用した取組と連携するなど、
韓国国内における本県のプレゼンス向上と観光客
誘致などの本県の実利創出・拡大に着実につなげ
ていく。

　県民に県産品の良さを知ってもらい、県
産品を多く使ってもらうため、市町、関係団
体等と連携し、テレビスポット放送や、PRイ
ベントを実施した。また、「長崎県産酒によ
る乾杯の推進に関する条例（H27.12.25公
布）」の啓発についても、企業、団体等と連
携して実施した。

　県産品の利用促進のため、愛用月間時に県産品
愛用の周知等を各市町・関係団体へ依頼するなど
連携をとりながら、テレビ局のパブリシティ等を
活用した県産品ＰＲや県内で実施される大規模イ
ベント等による県産品愛用推進運動の啓発活動に
取り組んでいく。

　事業群：③県産品のブランド化の推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

　事業群：②朝鮮通信使関連資料のユネスコ記憶遺産登録推進

　５月の朝鮮通信使まつりにおいて、朝鮮
通信使ゆかりの地観光物産展に県ブース
を出展し、長崎県ＰＲを実施した。また、行
列パレードには長崎県から芸能団（平戸市
宮の町獅子舞保存会）を派遣した。
　９月の日韓交流おまつりにおいて、朝鮮
通信使のブースを出した釜山文化財団と
連携し、クイズ形式のスタンプラリーを実施
するとともに、本県の観光の魅力の紹介や
県産品の試飲・試食及び一部販売を実施
した。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県平
和発信事
業費

国際課 改善

ヒバク
シャ医療
国際協力
事業

原爆被爆
者援護課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 5

25% 13% 62%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

中華人民
共和国駐
長崎総領
事館開設
３５周年
記念事業
費

国際課 終了

令和３年度の方向性

　被爆県として、核兵器の廃絶と世界の恒
久平和の実現を図るために、県内外大学
の留学生や日本人学生、県内市町の小中
学生等を対象に、被爆体験講話や原爆写
真等の展示を行い、原爆被害の惨状や平
和の尊さについて理解を深めることを目的
に以下の事業を実施した。
（主な事業）
・長崎平和大学　2回
・被爆講話者派遣事業
　　　　県内市町　7市町
　　　　県外大学　2大学

　事業群：①経済成長著しいアジア諸国の活力を取り込むための取組

評価対象事業件数

　事業群：③日中韓トライアングル構想の推進

（主な事業）
・チェルノブイリ・カザフスタン関連国医師受
入研修において６名の被ばく者医療に携わ
る医師の研修を行った。
・医学教科書（ロシア語版）の作成を行っ
た。

　医師等受入研修、専門家派遣、毎年交互に実施
している医学教科書の出版、永井隆平和記念・長
崎賞の各事業の経費配分や実施方法等について、
実施主体である長崎・ヒバクシャ医療国際協力会
の運営部会において経費節減の方向で検討を継続
する。

　被爆者の高齢化により、体力面・体調面を考慮
すると、今後、被爆体験講話者派遣事業を拡大し
ていくことは難しくなってくる。そのため、継承
の取組を進めている長崎市や平和推進協会などと
も連携しながら、被爆体験を若年層に効果的に継
承し、さらに若年層が次の世代に継承していくた
めの手法について引続き検討を進める。

　事業群：④核兵器廃絶と世界恒久平和に向けた発信

評価対象事業件数

2件

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

8件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　中華人民共和国駐長崎総領事館３５周
年を記念して、各種記念行事（記念祝賀会
及び訪中団の派遣、総領事館見学会）を実
施し、今後の本県と中国における人脈等の
関係強化並びに経済、文化、観光等の一
層の交流促進を図る。

―

施策：（３）海外活力の取り込み
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アジア・国
際戦略プ
ロジェクト
推進事業
費

国際課 現状維持

海外向け
認知度向
上推進事
業費

国際観光
振興室

改善

東アジア
相互交流
推進事業

国際課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1

33% 33% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県産
品輸出拡
大プロ
モーション
事業費

物産ブラ
ンド推進
課

改善

長崎県産
品輸出戦
略強化事
業費

物産ブラ
ンド推進
課

終了

　各国の特性を踏まえた上で、これまでの取組で
得た人的ネットワークを活用しながら本県の認知
度向上を図り、インバウンド観光の拡大や県産品
の輸出拡大等の経済的実利獲得につなげていく必
要がある。

　中国においては、中国国際投資貿易商
談会（於福建省）にブース出展するととも
に、現地飲食店において長崎フェアを開催
し、本県の観光、物産情報等を発信した。
　韓国においては、日韓交流おまつり
2019inソウル及び朝鮮通信使まつり（於釜
山広域市）にブース出展し、本県の観光、
物産情報等を発信した。
　東南アジアにおいては、越日文化交流
フェスティバル（於ベトナム・ダナン市）及び
ホイアン日本まつり2019（於ベトナム・ホイ
アン市）等にブース出展し、本県の観光、
物産情報等を発信したほか、タイ・バンコク
の現地飲食店において、本県の観光・物産
のプロモーションを実施した。

　県が新たな定期航空路線・観光客の誘客
や、国際交流等に戦略的に取り組む東南
アジア諸国において、新規販路開拓に取り
組み、展示商談会への出展や飲食店、小
売店等でのフェア、バイヤーとの商談を通
じて、県産品の取り扱いを促進した。

―

　県産品のブランド化及び販路拡大を図る
ため、関係各課・団体・民間企業と連携し、
海外における総合フェアの開催や海外EC
サイトでのプロモーション等により、県産品
をはじめとした本県の魅力を総合的に発信
した。

　県産品のブランド化及び販路拡大を図るために
は、海外における総合フェアの開催や海外ECサイ
トでのプロモーション等により、県産品をはじめ
とした本県の魅力を総合的に発信し続けることが
不可欠であるため、引き続き、関係各課・団体・
民間企業と連携しながら取組んでいく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

3件 令和３年度の方向性

＜中国＞
　微博（ウェイボー）及び微信（ウェイシン）
による効果的なPR戦略構築に向けた調査
を実施し、その調査結果に基づく情報発信
を実施した。
　資生堂とのタイアップにより、中国の人気
ブロガーを本県に招へいする等し、長崎県
ＰＲを実施した。
＜韓国＞
　NAVERブログやFacebookによる効果的な
PR戦略構築に向けた調査を実施し、その
調査結果に基づく情報発信を実施した。
＜東南アジア（ベトナム）＞
　Facebookによる情報発信を実施した。

　本事業で活用するツールや実施手法について
は、取組成果や各国ユーザーの動向等を分析しな
がら見直しを行うこととしているが、コロナ渦の
影響によりオンラインプロモーションは以前にも
増して重要となっている。各国の旅行市場や消費
者マインドは絶えず変化していることから、本事
業の取組成果のみならず、メディア、旅行会社、
関係機関等から得られる情報等を基に、発信すべ
き内容について柔軟に対応しながら、実効性の高
い情報発信を行っていく。

　長崎県・上海市・釜山広域市３都市交流
担当課長会議を開催し、共通のテーマ等に
ついて意見交換を行う予定であったが、日
韓関係の悪化に伴い、釜山市が行政間交
流を中断したことや新型コロナウイルス感
染拡大の影響により多くの事業を実施でき
なかった。

　引き続き、長崎県・上海市・釜山広域市３都市
交流担当課長会議を開催し、共通のテーマ等につ
いて意見交換を行うとともに、県内の民間団体が
行う日中韓交流事業について、（公財）長崎県国
際交流協会を通じた支援に取り組んでいく。ま
た、青少年トライアングル交流会については実施
後再度検討を行っていく。

　事業群：②海外需要を取り込むための県産品輸出と誘客の取組

評価対象事業件数
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

特定複合
観光施設
導入推進
事業費

ＩＲ推進課 拡充

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1 5

33% 11% 56%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

留学生受
入対策事
業

国際課 改善

私立大
学・短期
大学外国
人留学生
支援事業

学事振興
課

改善

国際交流
協会助成
事業費

国際課 改善

文化芸術
による地
域ブラン
ディング
事業費
（アーティ
スト・イン・
アイラン
ド）

文化振興
課

終了

評価対象事業件数

9件 令和３年度の方向性

　産学官が一体となって開設した長崎留学
生支援センターに県も参画し、留学生の就
職支援、生活支援、募集・広報支援等の留
学生受入促進策を実施した。

　長崎留学生支援センターによる各種の留学生支
援を継続する。
　また、海外での留学説明会や海外大学等との結
びつきを活かしながら、留学生受入拡大につなが
る事業の検討を実施する。

　（公財）長崎県国際交流協会が県の補助
事業を行うにあたり、該当事業（国際理解
講座、海外移住事業、外国人支援事業）の
事業費及び県の補助事業分に相応する人
件費及び家賃を補助した。

　民間団体による国際交流事業の拠点として、県
内への広がりのある活動が継続できるよう、県と
しても引き続き財政支援を実施する。

　在京都フランス総領事館及びアンスティ
チュ・フランセ九州から紹介を受けたアー
ティストを招聘した。また、オランダ大使館
から紹介を受けたアーティストを招聘した。

　本事業は令和２年度で終了としているが、引き
続き、各国大使館等に紹介していただいた海外
アーティストを招聘し、地域住民や地元アーティ
ストとの国際文化交流を推進することにより、イ
ンバウンドを含む交流人口の拡大、関係人口の創
出を図る。
　継続的にアーティストを受け入れるため、更な
る組織体制の強化を図る。
　招聘した海外アーティストに、定期的に本県の
情報をお伝えするなど、関係性を継続し、本県
（離島）の魅力を海外へ発信してもらう。

　事業群：⑥国際交流機能の充実・強化

　事業群：⑤統合型リゾート（ＩＲ）の導入

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

見直しの方向

　令和３年度は、区域整備計画の認定申請期間に
間に合うよう着実に準備を進めるとともに、交通
インフラの整備・検討をはじめ、MICE誘致支援組
織や人材育成コンソーシアム、懸念事項対策ネッ
トワークの組成に向けた取組等を実施していく。

事業内容
（事業の実施状況）

　本県へのＩＲ導入に向け、本県ＩＲのある
べき姿を示す基本構想やＩＲ事業者の公
募・選定に係る実施方針の検討、九州の広
域連携に向けた働きかけや各種要望活
動、県民の理解促進に向けた広報活動等
を担う長崎県・佐世保市ＩＲ推進協議会の
活動費を負担した。

　県内の私立大学・短期大学を設置する学
校法人が実施する留学生の受入促進（学
生募集活動、海外協定校訪問・交流事業
など）及び県内就職促進（県内企業見学
会、就職セミナーなど）にかかる費用に対し
て、その経費の一部を助成することにより、
留学生受入数の確保や県内就職の促進、
国際交流の推進を図った。

　他部局との連携・協力体制を推進するととも
に、本事業の効果が十分発揮できるよう各私立大
学法人に対し引き続き制度の活用を促す。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

新幹線開
業対策事
業

新幹線対
策課

拡充

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

広域観光
共同宣伝
事業費
うち九州
横断長
崎・熊本・
大分広域
観光振興
事業費

観光振興
課

改善

周遊観光
スマート
化推進事
業費

観光振興
課

改善

見直しの方向

　事業群：②誘客促進と広域連携による取組の推進

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　事業群：①アクションプラン等の策定・推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

　開業フォーラムの開催や開業専用ホーム
ページの作成による情報発信を通じて、県
民の気運醸成を図る。また、民間団体等に
よる地域の魅力づくりや観光資源の磨き上
げ等の受入体制の構築を促進するため、
市町との協調補助による支援を行う。併せ
て、開業効果を県内各地に波及させるた
め、二次交通実証運行等を行う。

　引き続き官民一体となってアクションプランの
取組を進める。特に、開業カウントダウンイベン
トの開催等による県民への積極的な情報発信や県
民参加意識の醸成に取り組み、気運醸成を図ると
ともに、誘客促進や満足度向上のための地域の魅
力づくりや観光資源の磨き上げ等の受入体制の構
築、交通事業者等と連携した県外プロモーション
の実施、デスティネーションキャンペーンとの連
携、周遊のための交通対策等、開業効果を高め、
県内に広く波及させるための基礎となる項目に重
点的に取り組んでいく。

事業内容
（事業の実施状況）

施策：（４）新幹線開業に向けた戦略的取組の推進

　観光客が県内をスムーズに周遊できるよ
うに、着地型旅行商品の造成を図るととも
に、発地において、ワンストップで予約から
購入までができるWebサイトを通じて、一般
向け販売を促進した。

　引き続き九州観光推進機構と連携しながら、着
地型旅行商品の磨き上げを図るとともに、効果的
な情報発信により、県内の周遊促進を図ってい
く。また、県内周遊旅行商品造成タイアップにつ
いては、支援内容の見直しなど旅行会社とも協議
しながら、より多く送客できる商品造成を推進し
ていく。

　３県合同で北海道旅行博に出展した。ま
た九州横断３県への周遊及び宿泊客増を
図るために、「九州横断ゴールデンルート」
をテーマとした旅行商品に対する広告支
援・催行支援を実施した。

　熊本県、大分県と連携し、九州横断3県での
セールスが効果的な新たな市場の開拓を進めると
ともに、テーマ性のある広域周遊ルートの提案・
開発等を行い、誘客を促進していく。
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 16 6 15

3% 42% 16% 39%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5

17% 83%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎駅周
辺連続立
体交差事
業促進費

都市政策
課

現状維持

長崎駅周
辺連続立
体交差事
業(単独)

都市政策
課

現状維持

都市再生
推進事業

都市政策
課

改善

環長崎港
地域都市
再生調整
事業

都市政策
課

現状維持

名　　称
交流でにぎわう長崎県
    ２．交流を支える地域を創出する

評価対象事業延べ件数

38件 令和３年度の方向性

施策：（１）時機を捉えた魅力あるまちなみの整備

　事業群：①新幹線開業に向けた駅周辺の整備

評価対象事業件数

　事業群：③県庁舎跡地整備の推進

6件 令和３年度の方向性

　JR長崎本線連続立体交差事業は、国際観光文化
都市長崎の玄関口としてふさわしいまちづくりの
ために、引き続き「長崎駅舎・駅前広場等デザイ
ン基本計画」に基づいて駅周辺のデザインを検討
していく必要がある。協議の質を上げるととも
に、必要に応じ協議回数を増やし、目標の達成を
図っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　デザイン検討会議を４回開催し、長崎駅
舎・駅前広場等のデザイン決定に向けた課
題を整理した。
　また、鉄道事業者と平成27年度に策定さ
れたデザイン基本計画に基づいた駅舎デ
ザインの具現化を図るための協議を実施し
た。

　長崎の都市再生に向けて、長崎都心地
域における都市再生緊急整備地域の地域
指定を目的に、都市再生委員会（長崎都心
地域準備協議会）を開催し、検討を進め
た。
　また、長崎駅周辺エリアデザイン調整会
議を通じ、エリア内で整備される民間施設4
件のデザイン調整を行った。

　緊急整備地域の地域指定を受け民間都市開発の
喚起を進めると共に、新幹線開業後も見据えた整
備計画の変更を進め、長崎の魅力を高めるまちづ
くりを継続させる。
また、長崎駅周辺エリアデザイン調整会議につい
ては、令和４年開業予定の九州新幹線西九州ルー
トを見据えたまちづくりに向けて、周辺開発のさ
らなる活発化に対応するため、今後も継続した取
組みが必要である。

　環長崎港地域アーバンデザイン専門家
会議を開催し、長崎港周辺で整備される公
共施設のデザイン検討を行った。

　アーバンデザイン専門家会議における若手委員
の育成を進めながら、松が枝国際観光船埠頭の2
バース化や県庁舎跡地など長崎港周辺で整備され
る施設についてデザイン検討を行い、魅力的な都
市景観の形成を行って行く。

　令和元年度は高架橋の上部工事及び駅
舎建築、軌道、電気施設等を整備し在来線
の高架化を行った。

　JR長崎本線連続立体交差事業は、国際観光文化
都市長崎の玄関口としてふさわしいまちづくりの
ために、九州新幹線西九州ルートや長崎市の事業
である長崎駅周辺土地区画整理事業と調整を図り
ながら一体となって推進する必要がある。なお、
全体事業費が令和元年度中に増となったため事業
費ベースでの事業進捗率が目標に届いていない
が、事業の進捗自体は予定通りである。
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跡地活用
検討経費

県庁舎跡
地活用室

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 2

25% 25% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎らし
い景観形
成推進事
業

都市政策
課

現状維持

２１世紀
まちづくり
推進総合
補助金
(美しい景
観形成推
進事業)

都市政策
課

拡充

日本風景
街道推進
事業費

道路維持
課

終了

令和３年度の方向性

　市町や県民等からの要請に基づき景観
アドバイザ－を派遣し、まちづくりや景観資
産の修景に対するアドバイスを実施した
他、市町のニーズを捉えるための景観連絡
会議を定期的に開催し、長崎らしい景観形
成を推進した。
　公共事業等デザイン支援会議では、県及
び市町が行う公共事業の計画又は設計段
階でのデザインの支援を行い、長崎らしい
魅力ある景観形成を推進した。

　昨年度見直した各種施策を継続的に実施するこ
とで、本県の美しい景観形成を推進していく。
　また、昨年度から実施している景観教育につい
て、教育庁と連携をとりながら更なる検討を進
め、県民の景観への意識を高めていくように取り
組んでいく。

　地域景観の核となる景観資産１件の修
景・保全、また１件の景観形成関連事業に
係る補助を実施した。
　修景・保全等による、資産の魅力向上や
景観形成により、地域のまちづくりへの活
用が推進された。

　景観計画を策定するに至っていない市町につい
ては、景観意識の不足や景観計画の策定・運用方
法についての複数の課題が挙げられるが、厳しい
財政状況が主な課題となっていることから、市町
への財政支援の一助として今後も本制度を継続す
ることで、粘り強く景観計画策定を促す必要があ
る。
　また、歴史や文化の残る古いまちなみ景観の保
全と利活用を促し、交流人口の拡大を図るため、
地域の実情に応じたきめ細やかな面的整備ができ
るよう制度拡充に向けて取り組んでいく。

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

4件

　美しい地域と道路空間づくりによる地域
の活性化を図り、各々の活動充実と相互
協力を発揮するため、「ながさきサンセット
ロ－ド推進協議会」及び「島原半島うみや
ま街道推進協議会」の運営支援、ル－トの
広報活動を行った。

―

　令和元年６月に県庁舎整備基本方針を
策定し、９月より具体の機能等を定める基
本構想の策定に着手した。また10月からは
予定していた埋蔵文化財調査を実施し、遺
構等の状況把握及び専門家への意見聴取
を実施した。
　専門家からの意見等を踏まえ、長崎市が
整備を予定していた文化芸術ホールが見
直しとなり、県において「広場」や「交流・お
もてなしの空間」を基本に、新たな機能を付
加できるかや先行的な賑わいづくりなど、
専門家等に意見聴取を行いながら、基本
構想の策定の中でさらに活用策の検討を
深めた。

　令和２年度の埋蔵文化財調査の結果や、県議会
をはじめ専門家や関係者の皆様からの幅広いご意
見を踏まえ、整備する機能の配置、規模等の整理
を行うなど、基本構想の策定を進めていく。

　事業群：②長崎らしい景観形成・まちなみ環境整備の推進
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 3

40% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

文化芸術
ながさき
ステップ
アップ事
業費

文化振興
課

改善

長崎県美
術館運営
事業費
長崎歴史
文化博物
館運営事
業費
(移動展
等）

文化振興
課

終了

「描いて
みんね！
長崎」事
業費

文化振興
課

改善

文化芸術
による地
域ブラン
ディング
事業費

文化振興
課

終了

ながさき
オンライ
ン文化祭
事業費

文化振興
課

終了

　文化芸術による地域づくりの推進と人材
の育成を図るため、東京藝術大学、地元大
学等と連携し、離島地域で「長崎しまの芸
術祭」を開催するとともに、全県域における
若者を対象としたワークショップ等の取組
により「ながさき愛」を高め、交流人口の拡
大・人口定着を図った。

　文化芸術の振興は、地域の人々のアイデンティ
ティ再認識に寄与するとともに、郷土愛を高め、
若者の人口定着を図る手法として効果的であるこ
とから、東京藝術大学との連携強化を図り、その
ノウハウ、人的ネットワーク等も活用し、地域実
行体制の強化・人材育成を図る。
　本事業は令和２年度で終了としているが、さら
にインバウンドを含む交流人口の拡大、関係人口
の創出を図るため、離島地域を中心に、海外から
アーティストを招き、地元の資源を活用した文化
芸術活動を実施する「しまの国際芸術祭」を開催
する。
　また、新たな生活様式に対応した開催手法につ
いても検討していく。

　首都圏の出版社等を訪問し、他県に類を
見ない本県の歴史、風土、景観等の地域
資源を売り込み、マンガ、小説、脚本など
の分野で作品化を図る手法の確立を目指
すとともに、放送局などより幅広い人的ネッ
トワークの構築に努めた。

　取材時には学芸員や地域ガイドによる充実した
視察対応を行い、取材後は継続した情報提供によ
り関係性を構築し、県広報媒体を活用したＰＲ支
援など作品化を図る手法の確立を目指すととも
に、マンガに限らず、小説や脚本など他分野で幅
広い人的ネットワークの構築に努める。

　長崎県美術館及び長崎歴史文化博物館
の移動展覧会やテレビ会議システムを活
用した遠隔授業、出張授業、ワークショップ
事業等を県内各地で開催し、優れた芸術・
文化に触れる機会を提供した。

　県民への優れた芸術・文化に触れる機会の提
供、また、未来を担う子供達へのふるさと教育の
場の提供のため、離島地域や遠隔地を中心とした
移動展や遠隔授業、出張事業等の実施に取り組
む。

事業内容
（事業の実施状況）

施策：（２）文化・スポーツによる地域活性化

　長崎県美術展覧会（県展）及び同移動展
を県下各地で開催する。
　県内の文化団体相互の連絡協調を行
い、文化芸術活動を促進して県民文化の
向上を図るため、補助を行う。

　「県展」と「県選抜作家展」の同時開催など、
観覧者にとって魅力ある「県内最大の総合美術
展」へ再編することなどを検討する。また、県内
の文化芸術団体に活躍の機会を提供することによ
り、地域コミュニティの活性化、若者人材の掘り
起こし、ふるさと教育につなげ、地方創生に資す
るとともに、地域文化を磨き上げることにより、
文化芸術立県としてのレガシーを残す。

見直しの方向

　事業群：①文化・芸術による地域づくり

評価対象事業件数

5件 令和３年度の方向性

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
活動自粛を余儀なくされた県内の文化芸
術団体やフリーランス等の円滑な事業再開
を支援するとともに、開催中止等で文化芸
術活動における発表の場が減少している
子ども達に、幅広く文化芸術を鑑賞・体験
する機会を提供する。

　オンライン配信による文化祭を開催することに
より、自粛期の本県芸術文化人材の雇用維持を図
るとともに、文化団体のネットワーク強化や文化
芸術人材の発掘など国民文化祭に向けた基盤作り
を目指す。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

文化財調
査管理費

学芸文化
課

改善

重要遺跡
情報保存
活用事業
費

学芸文化
課

現状維持

埋蔵文化
財セン
ター管理
運営費

学芸文化
課

現状維持

宗家文書
修復・保
存・整理
事業費

学芸文化
課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

　各種開発行為に伴う埋蔵文化財の予備
調査、分布調査を実施した。
　国・県・市町の開発部局・文化財保護部
局担当者が文化財保護の基礎的知識を習
得するための基礎研修を実施した。

　引き続き、各種開発行為に伴う埋蔵文化財の調
査を実施することにより、埋蔵文化財の適切な保
護を図る。
　併せて、文化財基礎研修の実施により、国・
県・市町の開発部局・文化財保護部局担当者の文
化財保護意識の醸成を推進していく。

　埋蔵文化財の適切な保護の推進のた
め、県内の埋蔵文化財の発掘・調査研究
や、出土品の保存処理・収集保管、埋蔵文
化財の普及啓発を実施した。

　埋蔵文化財の適切な保護と普及啓発の推進を図
るため、引き続き、県内の埋蔵文化財の発掘・調
査研究や、出土品の保存処理・収集保管、壱岐市
立一支国博物館と連携した普及啓発を推進してい
く。

見直しの方向

　次世代へ伝統文化、地域芸能を継承して
いく機運醸成の推進のため、　「長崎県の
文化財公開月間」を実施するとともに、県
内文化財の保存・活用の推進のため、文
化財の整備への助成を実施した。

   本年度中に、長崎県文化財保存活用大綱を策
定し、市町が作成する文化財保存活用地域計画な
どの文化庁長官による認定等を推進していく。
   県内文化財の積極的な保存・活用を図ってい
くための、補助制度も含め検討していく必要があ
る。

6件 令和３年度の方向性

　事業群：②伝統文化の継承と文化財の保存・活用

評価対象事業件数

　国指定重要文化財「対馬宗家関係資料」
の保存・活用の推進のため、劣化の著しい
資料を優先して修復を実施した。

　令和２年度から令和６年度までの第２期修理計
画では、従来の日記類に加え、展示効果の高い資
料や学術上注目される資料を修理対象として選定
し、引き続き修復事業を実施する。
　また、令和４年開館予定の対馬博物館におい
て、第１期修理（平成２７年度～令和元年度実
施）や維持管理行為の内容・成果などを公開する
特別展等を企画するなどし、今後の公開・活用方
法等についても検討していく必要がある。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

スポーツ
コミッショ
ン事業

スポーツ
振興課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

「スポー
ツ・夢づく
り」推進事
業

スポーツ
振興課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

見直しの方向

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

　事業群：④地域密着型クラブチーム等の活用や「わがまちスポーツ」
　　　　　　による地域活性化・交流の推進

　ラグビーワールドカップ2019のキャンプ受
け入れとして、長崎市及び島原市がキャン
プ期間中にトレーニング機器等レンタルや
仮設などにより設置したものについて、県
がその費用の一部を負担した。また、東京
2020大会の事前キャンプ誘致の一環とし
て、ベトナム空手・競泳・柔道・陸上競技
チーム、ラオス競泳チーム、ポルトガルトラ
イアスロンチーム、スペインレスリングチー
ムのトレーニングキャンプの受け入れを行
い、県がスポーツコミッションを通じ、滞在
費用の一部を負担した。

　　各市町や関係団体と連絡会議を実施し
ながら広域的な誘致活動を展開し誘致件
数の増加を図った。

　これまでのトレーニングキャンプの受入等によ
り明らかになった課題を関係市町や競技団体等と
共有し、その改善・解決策を事前キャンプの受入
手法に反映させるとともに、新型コロナウイルス
感染症対策や安全・安心な交流計画の検討など、
事前キャンプ受入に向けて万全の態勢を整えると
ともに、東京2020大会後の海外チームキャンプ誘
致にも積極的に取り組みたい。

　長崎県スポーツコミッションの「誘致アドバイ
ザー」、「スポーツコンベンション人材バンク」
制度に関して、実際に誘致する際により効果的に
活用できるよう再構築を図るとともに、新型コロ
ナウイルス感染症対策を適切に取りながら県内に
おけるスポーツ実施の様子やスポーツ施設の情報
をWEBやSNS等を活用しながら広く発信することに
よって、スポーツ分野における長崎県のブランド
力を向上させる。
　なお、長崎県スポーツコミッションについて
は、市町・競技団体など会員の意見を聴取しなが
ら、財源をどのように確保するかなど、今後のあ
り方を検討する。

　Ｊ１リーグ昇格を目指すＶ・ファーレン長崎
をサポートするため、クラブの経営安定化
を目的とした競技場使用料軽減など支援を
行うとともに、県民応援フェアなどの県内市
町と連携した集客対策を行った。

　アウェイチームのサポーターを長崎のホーム
ゲームに呼び込むため、市町、Ｖ・ファーレン長
崎、Ｖ・ファーレン長崎後援会等と連携して県外
在住者に長崎の観光地や県産品等のＰＲを行う。

　事業群：③国内外から注目されるスポーツキャンプ等の拠点づくり

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 4

43% 57%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

競技力向
上特別対
策費

体育保健
課

改善

スポーツ
大会費

体育保健
課

改善

競技力向
上特別対
策重点強
化事業費

体育保健
課

改善

　事業群：⑤競技スポーツの推進

　東京２０２０オリンピックを契機に県内から
多くの日本代表選手を輩出することを目的
に、県内在住の各カテゴリー日本代表選手
を特別強化選手及び強化選手に指定し、
強化事業費の助成を行った。
　県立総合体育館の体力総合診断機器の
６機器を最新機器に更新し、平成３０年度
から２ヵ年で整備を完了した。最新機器に
より、スポーツ医科学の見地から運動能力
を分析し、より効果的なトレーニング方法や
指導法などの情報活用により更なる競技
力向上を推進した。

　「東京オリンピックアスリート等特別強化事
業」を継続し、次期パリオリンピックを視野に入
れた県内在住の全国トップアスリートの強化を図
り、一人でも多くのオリンピックアスリートや世
界選手権等で活躍する日本代表選手の輩出を目指
す。
　優秀成年選手の確保のために、県内企業等と連
携を図り相互の協力・支援体制づくりに取り組ん
でいく。

　（公財）長崎県スポーツ協会に対し、本県
で開催される各競技の全国大会や九州大
会などに要する経費を助成することで、県
民のスポーツに対する関心を高めるととも
にスポーツの振興・普及を図った。

　本県で開催される全国大会等への助成事業は、
全国レベルの試合等を県内競技者をはじめ多くの
県民が間近で感じることができ、ひいては競技力
の向上及び地域スポーツ振興につながっていくた
め、新型コロナウイルスの感染状況に注視しつ
つ、県スポーツ協会等と連携を図りながら、各種
大会の誘致を進めていく。

　国体強化事業、世界の舞台へ羽ばたく選
手の育成事業、指導者養成事業、ジュニア
スポーツ推進事業、スポーツ非常勤職員の
配置などにより、競技団体一貫指導体制の
充実を図り、選手の発掘・育成・強化など
更なる競技力の向上に取り組んだ。

　過去の国体獲得点数の実績（成年・少年、競技
など）の分析等を踏まえ、競技団体やスポーツ協
会等の関係団体と協力しながら随時強化対策の見
直しを行い、より効果的な事業を推進していく。
各競技団体とのヒアリングを充実させ、競技特性
や種別特性等のニーズに応じた事業組立てが必要
である。
　平成２６年「長崎がんばらんば国体」に向けて
培ったジュニア層から社会人までの育成・強化を
目指した「一貫指導体制」をベースに、令和元年
度から見直した内容も踏まえ、中・長期的展望を
持って強化対策を行っていく。
　国民体育大会総合成績の躍進のために、次期国
体の少年種別を担う中学生及び国体で活躍が期待
できる少年団体種別（５倍点・８倍点の１４競
技）の強化を充実させ、中学生から高校生年代の
強化を繋げるために今後も継続して事業を行って
いく必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 2

75% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ながさき
暮らし魅
力発信事
業費

地域づく
り推進課

改善

地域産業
雇用創出
チャレン
ジ支援事
業費

地域づく
り推進課

改善

「長崎しま
雇用・しま
人材確
保」促進
事業費

地域づく
り推進課

終了

関係人口
創出・拡
大事業費

地域づく
り推進課

改善

長崎県情
報発信促
進事業費

広報課 改善

令和３年度の方向性

　国境離島創業・事業拡大等支援事業費
における島外からの事業者の掘り起こしと
人材確保を図るため、都市部において、離
島での事業展開を促すとともに、移住相談
会の開催等にあわせて、しまの事業者との
就職面談会を実施した。

　令和2年度終了予定であるが、雇用の拡大は、
離島内の事業者による雇用拡大のみでは限りがあ
り、引き続き、都市部事業者の離島における創
業・事業拡大の掘り起しが必要であることから、
雇用機会拡充や人材確保について強化を図るため
に新たな事業構築を検討する。

　事業群：②人財誘致の促進

　首都圏や関西圏、福岡圏の都市部住民に対し
て、本県と継続的に多様なかたちで関わる関係人
口の創出・拡大のきっかけとなるよう、引き続
き、本県の認知度向上とイメージアップを進め、
本県に興味・関心を持つファン層の掘り起こしを
進めていく。

　本事業は、令和２年度から新たに取り組む事業
であり、リモートワーク・ワーケーション等の企
業の新しい働き方等に着目し、県内への都市部企
業や人材の誘致を図り、関係人口の創出・拡大を
図ることとしているが、新型コロナウイルス感染
拡大を背景に、移住も含め、都市部から地方への
人の流れが拡大すると見込まれ、人材誘致に係る
地域間競争の激化が予想されることから、市町が
実施する関係人口の受入態勢整備への支援や、都
市部等へ向けたプロモーション等を更に推進して
いく必要がある。

　移住支援事業は、マッチングサイト（Nなび）
への更なる登録促進のため、産業労働部と連携し
た企業訪問などを検討する。　創業・事業拡充等
については、R元年以降の採択事業を活用したPR
を行い、事業者の更なる掘り起こしを図る。
　一方で、令和2年度も新型コロナウイルス感染
症拡大の影響で制度活用が低迷することも考えら
れることから、社会情勢の変化を踏まえつつ令和
3年度の事業実施を検討していく。

　国の政策パッケージや地方創生推進交
付金を活用し、東京圏からの移住を促進す
るとともに、地域の雇用創出につながる創
業・事業拡充等にチャレンジする事業者を
支援

　「関係人口」の創出・拡大のため、以下の
取組を実施
・都市部企業の人事担当者等に対し、本県
のリモートワーク環境や地域の魅力等をプ
レゼンするツアーの実施
・東京で開催される移住相談会と併せて、
地域活動等と都市部住民をマッチング

　関係人口創出・拡大につなげるため、市
町との連携強化のもと、首都圏・関西圏・
福岡圏におけるパブリシティ活動の実施や
動画等を活用したプロモーションを展開し、
県外への長崎県の情報発信を実施

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　動画やＳＮＳ広告を活用した都市部への
移住情報の発信や、多様な働き方や暮らし
方の実践事例のＨＰへの掲載、ＬＣＣと連
携した首都圏からの機内誌での移住情報
の発信など、潜在的移住希望者に対して、
ターゲットを絞った効果的な情報発信を実
施

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で地方回
帰の機運が高まることが見込まれることから、本
事業では、移住倶楽部の見直しによる情報発信機
能の強化など、潜在的移住希望者に対して、ター
ゲットを絞った効果的な情報発信を行うこととし
ているが、地域間競争が激化していく中で、本県
出身者向けの情報発信を強化（夏期、年末の帰省
時期の県内交通機関や自治体広報誌での情報発信
など)することで、特にUターン者の増加に努めて
いく必要がある。

施策：（３）移住施策の強化

　事業群：①長崎県移住戦略の推進

評価対象事業件数

8件
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リモート
ワーク受
入態勢緊
急整備事
業費

地域づく
り推進課

終了

ながさき
ＵＩターン
促進事業
費

地域づく
り推進課

改善

移住者向
け住宅確
保加速化
支援事業

住宅課 改善

　新型コロナウイルス感染症拡大を背景
に、都市部を中心に導入が進むリモート
ワークの県内受入態勢づくりを推進
・市町が実施する受入態勢整備への支援
・ワーケーションポータルサイトの開設、動
画等による県外向けプロモーション

―

　市町と協働で運営する「ながさき移住サ
ポートセンター」を核として、市町と連携しな
がら、就職支援をはじめとしたきめ細かな
サポートを実施するとともに、住宅支援員
による住まい確保など各種移住促進策を
実施
　また、地域おこし協力隊や移住コンシェル
ジュに対する研修会等を行うなど定住支援
に努めた。

　本事業は、「ながさき移住サポートセンター」
を核とした事業展開や市町との連携のもと、きめ
細かなサポートを実施し、また、UIターン希望者
のニーズに沿った賃貸物件情報の提供、マッチン
グを行う仕組みを構築することとしているが、地
域間競争が激化していく中、本県出身者向けの施
策を充実することで、特にUターン者の増加に努
めていく必要がある。
　また、令和3年度に向けては、市町とも協議し
ながら、就職支援体制の強化や県産業労働部との
連携強化など、「ながさき移住サポートセン
ター」の体制の見直しを図っていく。

　五島市における空き家活用団体の公募・
認定のため、県・市によるミーティングを開
催し、令和元年9月に空き家活用団体が認
定され、事業着手した。
　また、空き家の掘り起しや当事業を活用
し、住まいを確保する移住希望者と空き家
のマッチングや空き家状況調査等が行わ
れ、令和２年度の空き家改修に向けた準備
が行われた。

　市、空き家活用団体と更なる連携を図り、空き
家所有者や移住希望者に向けて、空き家を活用し
たDIYイベント等を開催し、空き家活用団体の認
知と空き家の利活用の可能性について情報発信を
行い、移住希望者の移住・定住と空き家の利活用
を促進する。
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 71 6 76

3% 45% 4% 48%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 1 4

55% 9% 36%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

地域医療
構想に係
る医療機
関の体制
構築事業
（医療介
護基金）

医療政策
課

改善

医療ICT
推進事業
（医療介
護基金）

医療政策
課

改善

医療機能
分化・連
携の推進
事業（医
療介護基
金）

医療政策
課

現状維持

回復期機
能を支え
る医療機
関の支援
事業（医
療介護基
金）

医療政策
課

改善

名　　称
地域のみんなが支えあう長崎県
    ３．互いに支えあい見守る社会をつくる

施策：（１）必要なときに必要な医療・介護・福祉サービスが受けられる
　　　　　　体制の整備

評価対象事業延べ件数

157件 令和３年度の方向性

11件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　地域医療構想の実現に向け、医療機能
の分化・連携を推進するため、長崎、佐世
保県北医療圏において、地域の医療・介護
関係者による連携会議や研修・講演会を
開催した。

　地域医療構想の実現に向けて、長崎区域、佐世
保県北区域を中心として、引き続き医療機関の機
能分化・連携に向けた具体的な議論を行うため、
県内病院の自院の状況分析を更に深化させるとと
もに、自院の立ち位置について検討を行う等、令
和２年度以降に必要な事業の方向性についても検
討を行う予定である。

　医療情報ネットワーク「あじさいネット」に
おいて、健康診断結果を共有するためのシ
ステム構築の実現に向けた調査事業や、
周産期医療支援システムの機能充実のた
めの改修を行い、ICTを活用した連携体制
の構築を推進した。

　地域医療構想の実現に向けて、病院、診療所間
の連携を推進するとともに、加入の少ない診療所
等について、医師会などと一緒に加入促進を図
り、医療情報ネットワークを充実していく。

　地域医療構想においては、回復期機能
の病床が不足しているため、医療機関が、
急性期病床から回復期病床へ機能を転換
するために必要な費用について、補助制度
を設け、転換を図った。

　地域医療構想のさらなる周知を図るとともに、
積極的に地域医療構想調整会議等において、医療
機関の建替えや改修時における当該事業を活用し
た回復期及び他用途への転換を促すこととしてい
る。

　事業群：①医療提供体制の構築－１（地域医療構想の実現）

評価対象事業件数

　地域医療構想においては、回復期機能
の病床が不足しているため、病床機能転
換に係る経営診断等に必要な経費を支援
し、転換を図る。

　地域医療構想の実現に向けた取組を推進するた
め、地域医療構想調整会議において医療機関の役
割等に関する検討を進めるとともに、医療機関に
対するアンケート結果を踏まえ事業内容の見直し
を検討する。
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がん克服
推進事業

医療政策
課

改善

在宅医
療・多職
種連携に
関わる薬
剤師の支
援事業
（医療介
護基金）

薬務行政
室

改善

在宅歯科
診療ネッ
トワーク
構築事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

終了

在宅歯科
医療に関
わる歯科
医療従事
者人材育
成支援研
修事業

長寿社会
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4 9

13% 27% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ドクターヘ
リ運営事
業費

医療政策
課

現状維持

障害者歯
科診療・
休日歯科
診療事業

国保・健
康増進課

改善

感染症予
防対策事
業

医療政策
課

改善

　在宅療養者の生活の質の向上を図るた
め、地域の拠点となる在宅歯科診療の連
携窓口として、拠点連携推進室を設置し、
連携する病院・施設への歯科衛生士介入
や、ケアマネージャーや訪問看護師等の多
職種との連携のための取組に対して助成
を行った。

　事業終期により終了となるが、これまでの在宅
歯科診療連携拠点室で培ってきたノウハウを活か
し、今後は連携拠点室の設置の有無に関わらず、
全県下において病院・施設等における口腔ケアや
在宅歯科診療の充実を図り、地域包括支援セン
ターやケアマネージャー等が在宅高齢者の口腔の
状況に応じて、適切な在宅歯科診療等につなげて
いく取組を促進する。

　事業群：①医療提供体制の構築－２（医療提供体制の構築）

評価対象事業件数

15件 令和３年度の方向性

　歯科医師や歯科衛生士を対象として質の
高い在宅歯科医療を提供するための研修
等を開催し、口腔ケアを含めた口腔リハビ
リテーションに対応できるための人材を育
成し、地域の医療・介護・福祉関係者と積
極的に関わり、在宅歯科医療を推進するた
めの取組に対して助成を行った。

　口腔リハビリテーションインストラクターとし
て養成された歯科医師等の人材が、地域の中で活
用されていくように市町や地域包括支援センター
等の地域関係者に対して周知を行い、在宅歯科医
療の充実が図られるよう見直しを行っていく。

　県内全域で県民が安心してがん医療を
受けられる体制の整備を目指して、第3期
長崎県がん対策推進計画に沿い、がん診
療機能の充実と連携の強化を図った。
　令和元年度は、がんゲノム医療の推進等
先進医療の充実や、関係医療機関と共同
でアピアランスケアへのがんとともに生きる
ための支援を行った。

　第３期長崎県がん対策推進計画に沿い、拠点病
院等を中心としたがん医療連携体制の充実やがん
検診を推進し、がんによる死亡率を減少させる。
　若年層からの意識の醸成が肝要であり、がん教
育をはじめ普及啓発を実施するとともに、緩和ケ
ア等チーム医療の推進、がんゲノム医療連携体制
の構築、妊孕性温存に対する助成制度の創設等に
取り組み、がんと共に生きる社会の実現を目指
す。

　医療・衛生材料円滑供給システム「ある
かな」の活用・普及を図るため、会員向け
の広報を実施するとともに、質の高い在宅
医療を提供するため、かかりつけ薬剤師の
スキル向上を目的とした専門研修を２回開
催した。

　薬機法改正により、在宅医療への薬剤師の関わ
りはますます重要となることから、県薬剤師会と
連携した取り組みにより、地域包括ケアシステム
構築における薬剤師の積極的な関わりを支援して
いく。

　総合的な感染症対策を推進するため、エ
イズ等感染症対策全般についての人材教
育、普及啓発活動等による感染症の予防
を図った。

　新型コロナウイルス等の発生の動向を見極めな
がら、県民に対し、手洗いやマスク着用など新た
な生活様式の定着に向け、普及啓発に努める。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　消防本部等からの要請によりドクターヘリ
を出動させ、救急患者に対して救急現場及
び搬送中に適切な処置・治療を行い、救命
率の向上や後遺症の軽減を図った。

　引き続き効率的な運用を図っていく。

　長崎県歯科医師会に委託し、障害者の
歯科診療及び休日における歯科診療の確
保を行った。
　2月以降新型コロナウイルス感染症拡大
予防のため、巡回歯科診療（佐世保診療
拠点）の中止や口腔保健センターの診療に
ついて、予約人数の制限を行った。

　他の全身疾患を抱える障害者の新型コロナウイ
ルス感染症による感染対策を強化し、新たな生活
様式に対応することが必要。
　地域からの巡回歯科診療ニーズに対応するた
め、歯科診療車の有効活用など県歯科医師会と効
率的な運営を検討しながら、障害者の歯科医療体
制の確保を継続していく。
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肝炎対策
事業費

医療政策
課

改善

献血及び
骨髄移植
推進費

薬務行政
室

拡充

薬事監視
指導費

薬務行政
室

改善

薬務行政
費

薬務行政
室

拡充

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

へき地医
療支援機
構推進事
業費

医療人材
対策室

改善

病院企業
団助成費

医療政策
課

改善

　事業群：①医療提供体制の構築－３（離島・へき地の医療機関への支援）

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　「離島・へき地医療支援センター」による、
県内離島診療所等の代診対応や医師派
遣、斡旋及び離島診療所医師の技術的指
導、相談対応などの支援を行った。

　令和元年度中に策定した医師確保計画により二
次医療圏ごとの「医師の確保数の目標・対策」が
示されたことを踏まえながら、学生期・初期臨床
研修期・医療機関勤務期のそれぞれのステージの
医師に対する施策を効果的に実施することで、離
島・へき地における医療提供体制の確保を進め
る。

　長崎県病院企業団の運営費について、
地元市町とともに支援を行い、県下の離
島・へき地における医療体制の確保、医療
レベルの維持向上を図った。

　離島及び本土基幹病院の医療機能を継続するた
めの事業であり、引き続き助成が必要である。病
院企業団が経営する病院の経営安定を目指すた
め、令和２年度から毎月病院企業団が開催してい
る基幹病院会議結果の共有・分析を行うと共に、
令和２年度に総務省から示される新公立病院改革
プランの策定時に適切なプランとなっているか確
認を行う。

　肝炎ウイルス検査の実施及び受検勧奨、
陽性となった者へは受診勧奨等のフォロー
アップを行った。また、肝疾患診療連携拠
点病院である長崎医療センターへ委託し、
肝炎コーディネータ養成研修会を開催。３２
名のコーディネータを養成した。他にも市民
公開講座なども行い、県全体の肝炎対策
の普及に努めた。

　肝疾患診療連携拠点病院である長崎医療セン
ターと十分連携し、更なる肝炎コーディネータの
養成を行う。また市町の保健所職員を対象とした
肝炎対策の説明会等の個別開催を企画し、正しい
知識の普及と肝炎ウイルス検査受検率向上及び潜
在的な未受検者への啓発に努める。
　肝炎ウイルス検査のフォローアップ（受診勧
奨）に関しては、各保健所との連携をより一層強
化し、継続的に実施する。

　市町や血液センターと連携し、献血功労
者表彰式をはじめとする各種イベントを開
催し、献血の普及啓発を行うとともに、医療
機関における血液製剤の適正使用を図る
ため、輸血療法委員会を開催した。また、
日本青年会議所の協力を得て、骨髄ド
ナーの集団登録会を開催した。

　骨髄ドナー登録者をより安定的に確保し、骨髄
ドナー提供者への支援を強化するため、市町と連
携した骨髄ドナー支援制度を創設するとともに、
引き続き関係機関と連携し、若年層に対する献血
普及啓発活動を強化をしていく。

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器
等の品質、安全性を確保するため、薬局、
医薬品販売業者、医薬品製造業者等の立
入検査、監視指導を実施した。

　法改正による認定薬局制度に対応した認定事務
や監視指導を実施するため、薬事監視員の質の向
上を図るための研修会をさらに充実させ開催する
とともに、関係団体との連携・強化を行ってい
く。

　流通している無承認無許可医薬品（医薬
品成分を含む健康食品）の買上検査や「薬
と健康の週間（10月）」期間中の啓発活動
等を実施するとともに、災害備蓄医薬品の
購入による適正備蓄やジェネリック医薬品
を普及促進するための協議会を開催した。

　法改正による薬局の機能強化等を図るため、国
の委託事業を活用した研修会等を通じて、さらに
質の高い薬剤師・薬局を整備していく必要があ
る。また、災害時に対応できる薬剤師の育成をさ
らに進めるため、引き続きさらに協議会等で取り
組む必要がある。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 3 1

56% 33% 11%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

在宅医
療・介護
連携体制
構築支援
事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

現状維持

訪問看護
サポート
センター
事業（医
療介護基
金）

長寿社会
課

改善

訪問看護
ステー
ション人
材確保事
業（医療
介護基
金）

長寿社会
課

改善

地域包括
ケアシス
テム構築
加速化支
援事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

介護予
防・重度
化防止推
進事業
（市町へ
の介護予
防事業へ
の支援）
（医療介
護基金）

長寿社会
課

終了

介護予
防・重度
化防止推
進事業
（介護予
防に資す
る人材養
成）

長寿社会
課

終了

　訪問看護事業所の人材確保や経営安定は、継続
した課題であるため、今後も実態の把握を行いな
がら支援すべき施策を検討する。

　事業群：②地域包括ケアシステムの構築

評価対象事業件数

9件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　在宅医療・介護連携推進体制の構築を
図るため、在宅医療圏域等を単位として保
健所、市町、職能団体等との在宅医療に
関する検討会や多職種研修会等の開催、
市町職員等と情報共有を図る意見交換会
等を開催した。

　令和元年度（事業初年度）に各保健所において
作成した短期・中期的な視点での各圏域における
支援目標に基づき、多職種連携の推進、人生会議
（ＡＣＰ）に関する住民啓発、地域の看取り体制
整備など在宅医療体制の充実といった各市町の在
宅医療・介護連携の取組を支援する。

　高齢者の介護予防・自立支援のための
「自立支援型地域ケア会議」を県内市町へ
普及させるため、「自立支援型地域ケア会
議」開催に向けた研修会の開催や市町へ
のアドバイザー派遣を行った。また、市町
の通いの場の立ち上げに対し、アドバイ
ザーを派遣し、実地支援を行った。

　令和２年度には、県内全市町で自立支援型地域
ケア会議が開催される予定であるが、会議内容や
ケア会議の目的である、個別支援の検討を通じ、
地域課題の抽出や課題解決に向けた施策へと繋ぐ
取組への展開が難しい市町が多いため、質の向上
を図る施策を検討する。

　市町における地域包括ケアシステムの構
築状況評価に関し、判断の目安の作成・導
入により評価の考え方を統一した。
　また、平成30年度モデル地区（都市型・
過疎型・離島型）のノウハウを全市町へ情
報提供した。
　長崎県版評価基準に基づく進捗状況の
市町自己評価、全市町ヒアリングの実施、
地域包括ケアシステム構築までのロード
マップの見直し支援及び各種研修の実施
を行った。

　市町の自己評価に対して各市町の特徴や課題等
を整理した結果をフィードバックし、市町におい
て評価結果をふまえロードマップを見直し、ロー
ドマップの実践に対して県として支援すべき施策
を検討する。

　地域包括ケアシステムの構築を進める
中、市町及び地域包括支援センターが中
心となり介護予防・重度化防止対策に取組
む必要があることから、県として、市町及び
地域包括支援センター職員を対象とした人
材養成講座及び現地支援を実施する。

　市町や地域包括支援センター職員が、地域課題
に応じて総合事業（通いの場等）を効果的に展開
できるよう、資質の向上が必要であるが、まだ市
町の現状は課題を抱えている現状であるため、今
後は、市町の意見を聞きながら、人材養成の手法
等の再構築を検討する必要がある。

　訪問看護師未経験の看護師を雇用し、育
成を行う訪問看護ステーションに対し、教
育体制の強化を支援することにより、質の
高い訪問看護師を確保し在宅医療及び介
護の充実を図る。

　訪問看護ステーションの意見を聞きながら、よ
り効率的に質の高い訪問看護師の確保ができるよ
う、支援体制の見直しを検討する。

　訪問看護事業所及び訪問看護師を総合
的に支援する長崎県訪問看護サポートセ
ンターを設置し、相談対応や訪問看護師の
知識や経験に応じた研修、圏域ごとに訪問
看護関係者との意見交換を実施し、実態
把握を行った。
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助け合い
活動強化
事業（医
療介護基
金）

長寿社会
課

改善

介護予
防・重度
化防止推
進事業
（認知症
予防に資
する取組
への支
援）（医療
介護基
金）

長寿社会
課

終了

地域リハ
ビリテー
ション活
動支援体
制整備総
合事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

特別養護
老人ホー
ム等整備
費（創設・
増床関
係）

長寿社会
課

現状維持

特別養護
老人ホー
ム等整備
費（改築
等ユニッ
ト化関係）

長寿社会
課

現状維持

地域密着
型施設整
備助成等
事業（医
療介護基
金）

長寿社会
課

改善

　生活支援コーディネーター等を対象とし
て、基礎研修や実践研修を実施するととも
に、市町が開催する勉強会等へアドバイ
ザーを派遣し、有償ボランティアや常設型
居場所などの助け合い活動として生活支
援を行う団体の設立を促進した。

　県内の好事例を発信することで、生活支援サー
ビスを行う団体や常設型居場所の創設等、助け合
いの具体的な仕組づくりを推進し県内の助け合い
活動の強化を図る。

　優れた介護サービスを提供し、利用者の
要介護度改善や自立支援に成果を上げた
介護事業所の評価・表彰を行った。また、
各事業所で実施されている認知症予防の
取組を基に、サロンインストラクターを養成
した。

　過去２年間の事業実施におけるサロンインスト
ラクターの養成者数は420人となったが、県内の
通いの場は平成30年度現在で1,894か所あり、十
分な数の養成には至っていない。県内全域で認知
症予防を含めた介護予防・重度化防止を効果的に
進めていく必要があり、事業の継続・再構築含
め、検討を行う。

　高齢者等の様々な状態に応じたリハビリ
テーション事業が適切かつ円滑に提供でき
る支援体制の整備を図るとともに、保健・
医療・福祉のネットワークづくりを推進し
た。

　各圏域の関係者（市町、包括、地域リハ広域支
援センター、保健所等）と県及び県リハビリテー
ション支援センターとの協議・検討を実施するこ
とで、各圏域の実情に応じた地域密着型の地域リ
ハビリテーション支援体制の構築を図っていく。

　事業群：③介護サービス基盤整備等の推進

評価対象事業件数

6件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　市町等の意向等を踏まえ、第７期老人福
祉計画・介護保険事業支援計画において
は、特別養護老人ホームの創設・増床は
予定しておらず、実績なし。

　特別養護老人ホームについては、施設の定員数
が、要介護3以上の在宅待機者の数を充足してお
らず、平成29年度に策定した第7期老人福祉計
画・介護保険事業支援計画の実現に向け、引き続
き取り組んでいく必要がある。併せて、特別養護
老人ホームに勤務する職員がユニットケアの有効
性及び必要性について理解を深めるための普及・
啓発についても引き続き行う必要がある。

　特別養護老人ホーム等の整備を進める
ため、施設の改築等を実施した社会福祉
法人等に対して助成を行った。

　施設に入居した高齢者の生活を限りなく在宅で
の生活に近いものにし、快適なプライバシーの確
保を推進する必要があること、また、国のユニッ
ト型居室の整備目標である「特別養護老人ホーム
定員の70％（令和7年度）」に向けて整備を進め
ていく必要があることから、事業継続が必要であ
る。

　介護サービスの地域密着型施設等の整
備を進めるため、地域医療介護総合確保
基金を活用して、市町等に対して助成を
行った。

　地域密着型介護サービス提供施設等は、未だ十
分に普及しておらず、また、施設の偏在や未整備
の地域が存在するなど、地域によりサービスの提
供体制に差が生じているため、市町の意向等を踏
まえて策定した第７期長崎県老人福祉計画・介護
保険事業支援計画に基づく地域密着型施設等の整
備について、適切な執行管理のもと連携を図って
いく。
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離島サー
ビス確保
対策検討
委員会

長寿社会
課

改善

介護サー
ビス情報
の公表事
業

長寿社会
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

8 2

80% 20%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

認知症施
策等総合
支援事業
費（認知
症疾患医
療セン
ター運営
事業）

長寿社会
課

現状維持

認知症ケ
ア人材育
成研修事
業（認知
症サポー
ト医等養
成研修事
業）
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

歯科医
師・薬剤
師の認知
症対応
力・実践
力向上研
修事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

看護師の
認知症対
応力・実
践力向上
研修事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

　市町や地域包括支援センター、かかりつけ医、
認知症サポート医、認知症疾患医療センター等の
機関間連携がさらに進むよう、より効果的な研修
内容についての検討を行う。

　認知症の早期発見とかかりつけ医との連
携、認知症の人への適時・適切な医療の
提供を図るために、歯科医師・薬剤師に認
知症対応力・実践力向上研修を実施する。

　認知症に対する基礎的な知識を修得した修了者
が、多職種によるグループワーク等をとおして、
より実践的なスキルを修得できるよう、研修内容
の見直しを行う。

　医療機関内での認知症ケアの適切な実
施とマネジメント体制を構築し、認知症医療
体制の充実強化を図るために、看護師へ
の認知症対応力・実践力向上研修を実施
する。

　研修を受講した指導的役割の看護師が研修内容
を病院へ持ち帰り、確実に院内研修を実行するこ
とで認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制
の構築ができるよう研修内容の見直しを行う。

　認知症診療に習熟した認知症サポート医
を県内各地で養成するとともに、適切な認
知症診療の知識・技術や認知症の人とそ
の家族を支える知識と方法を習得したかか
りつけ医に対しても、フォローアップ研修を
実施し、認知症医療体制の整備と連携強
化、並びに認知症診療の向上を図った。

　介護保険サービスの確保が困難な離島
地域において、地域の特性に応じた、サー
ビス確保等のための具体的な方策・事業に
ついて検討することなどを目的に検討委員
会を開催した。

　令和２年度は第８期長崎県老人福祉計画・介護
保険事業支援計画の策定年度であり、同計画に離
島の介護サービス確保対策をどう記載するかを検
討していく中で、これまでに把握した課題を再度
地域毎に整理し、解決に向けた対策の具体化の検
討や実施している対策の検証を市町と一緒に行っ
ていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　本土地域の医療機関を認知症の鑑別診
断、専門医療相談、周辺症状等への急性
期対応を行う認知症疾患医療センター（基
幹型1箇所及び地域型4箇所）として指定
し、運営を行った。

　各二次医療圏域において、認知症の早期診断・
治療が行われるよう、認知症疾患医療センターを
中核とした機関間連携のあり方を引き続き検討
し、さらなる連携強化を図っていく。

10件 令和３年度の方向性

　介護サービス事業所の名称・所在地や提
供サービスの内容、従事者の人数･職種及
び利用料金等の情報を公表した。

　介護サービス事業に係る情報の公表により、利
用者やその家族等が、介護サービスを適切に選択
することができ、ひいては介護サービスの質の向
上を図るため、全ての事業所の公表に向けて引き
続き指導を行う。

　事業群：④認知症施策の推進

評価対象事業件数
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認知症施
策等総合
支援事業
費（認知
症介護研
修）

長寿社会
課

改善

認知症ケ
ア人材育
成研修事
業（認知
症対応型
サービス
事業管理
者等研修
事業）
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

離島の認
知症施策
推進事業
（認知症
研修事
業）（医療
介護基
金）

長寿社会
課

改善

認知症施
策等総合
支援事業
費（認知
症高齢者
地域支え
合い事
業）

長寿社会
課

改善

認知症サ
ポートセ
ンター事
業

長寿社会
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

サービス・
相談支援
者等養成
研修費

障害福祉
課

改善

　認知症介護従事者に対して、認知症介護
実践研修を実施した。また、認知症介護指
導者となるための養成研修受講者を募集
したが応募がなかった。

　認知症介護研修を実施する法人を３年間の指定
としたことから、より多くの人が認知症介護実践
研修を受講できるよう早い段階から研修機会の拡
大について検討を行う。本研修のニーズや受講対
象者数について市町・事業所等に調査を行い、そ
の結果を踏まえた研修の時期、回数、定員の設定
等を行う。また、本受講によるメリットについて
周知を進めていく。

　認知症対応型サービス事業の開設や管
理運営、居宅サービス・介護計画作成に関
する研修を実施した。

　地域における認知症支援体制の構築を
サポートするための拠点を整備するととも
に、市町職員等に対する研修や、認知症
サポーターの養成を推進するためのキャラ
バンメイトの育成を行った。また、若年性認
知症コーディネーターを配置し、若年性認
知症の方やその家族に対する相談支援及
び集いの場の開催を行った。

　コーディネーターへの研修を通して各地域内で
のチームオレンジの活用、連携を図っていく。ま
た、交通事業者に対しては引き続き研修を実施す
るとともに、様々な世代への認知症の効果的な普
及啓発について検討していく。さらに、認知症の
相談先・支援組織としてのサポートセンターの認
知度向上に向けた広報を行う。

　本研修のニーズや受講対象者数について市町・
事業所等に調査を行い、その結果を踏まえた研修
の時期、回数、定員の設定、また、需要のある地
域で重点的に開催するなどの効果的な実施方法を
検討する。また、本研修は事業所の加算の要件に
もなっていること等、受講によるメリットについ
て周知を進めていく。

見直しの方向

　国研修を受講した者を講師として、相談
支援従事者及びサービス管理責任者を養
成する研修を行ったほか、多様で複雑な
ニーズに対応するため、より専門的な分野
に関する研修を行った。

　相談支援事業所における相談支援専門員と障害
福祉サービス事業者におけるサービス管理責任者
の研修については、障害者総合支援法で受講が必
須とされており、県内研修体制、相談支援体制の
充実のため、継続して実施する。

　研修参加の負担が大きい離島地区の介
護従事者等に対し、島内で研修会を開催
し、研修機会の充実を図ることで、離島地
区の認知症高齢者に対する介護の支援体
制の強化を図る。

　受講の機会を増やすためには離島地区での開催
が必要であることから、受講しやすい時期を把握
するなど、より効果的な実施方法への見直しを行
う。

　認知症当事者や介護家族をお互いに支
えあうため、電話・面接相談、県内各地で
の講習会や連絡会、若年性認知症フォー
ラム等を実施する「認知症の人と家族の会
長崎県支部」への助成を行った。

　講習会の開催等認知症の普及啓発活動や県認知
症サポートセンターと連携した若年性認知症
フォーラムの開催、様々な地域での若年性認知症
の集いの開催など、現在活動している事業の充実
に向けた見直しを行う。また、アルツハイマー月
間における普及啓発活動で県民の認知症に対する
理解を深める取り組みを行う。

　事業群：⑤障害福祉サービス等の提供体制の確保・充実

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）
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施設整備
助成費

障害福祉
課

現状維持

在宅重症
心身障害
児者短期
入所支援
事業費

障害福祉
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9 3

75% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

こころの
緊急支援
対策シス
テム整備
事業

障害福祉
課

現状維持

指定難病
対策費

国保・健
康増進課

改善

難病特別
対策推進
事業（難
病相談・
支援セン
ター）

国保・健
康増進課

改善

　事業群：①社会的配慮を必要とする人たちへ必要な支援を行う体制
　　　　　　づくり

　難病患者やその家族等に対し相談支援、
地域交流活動の促進、就労支援等を行っ
た。

　長崎、佐世保が中心となっている相談支援等を
他の地域に広げていくため、保健所、難病支援
ネットワーク、障害者就業・生活支援センター等
の支援機関と連携して取組んでいく。

　事件や事故、災害発生時において、対応の遅れ
がさまざまなストレス要因を抱えることとなり、
二次被害リスクが高まることが予想される。緊急
時速やかに派遣できるような体制を整えておくた
め、引き続き人材育成やチーム資機材の整備が必
要。

  事件・事故や災害等の緊急時には、対応
の遅れが致命的となることが多い。
  ＣＲＴについては、平時よりこころのケアを
行う専門家チームを結成しておき、教育委
員会や学校からの要請に基づいて、緊急
に現地派遣できる体制を整備している。令
和元年度においては、学校からの要請に
対しCRTを派遣した。
　ＤＰＡＴについては、平成28年度の熊本地
震派遣を経て、緊急時に現地への派遣が
きる体制の推進を図ってきている。令和元
年度においても訓練を実施した。
 ※CRT  : こころの緊急支援チーム
 ※DPAT: 災害派遣精神医療チーム

　本事業は、難病患者に対する医療等に関する法
律に則って行われており、難病患者の療養生活の
質の向上、家族の負担軽減等に寄与するために、
適切な事業運営を継続していく。
　ＩＣＴを活用した指定難病業務の効率化に継続
して取組む。
　療養支援の充実を図るため、受給者証交付のた
めに運用している難病システムを見直し、難病患
者の基礎データ（医療費給付や病状など）を効率
的に収集し、施策に活用することの出来るシステ
ムの導入を検討する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（２）誰もが安心して暮らし、社会参加のできる地域づくり

　社会福祉法人等が行う施設整備に対す
る助成により、障害福祉サービス事業所
（障害者支援施設1箇所、短期入所施設1
箇所、 児童発達支援センター１箇所）を整
備した。

　難病患者に対し医療費の助成を行うこと
で、良質かつ適切な医療の確保及び療養
生活の質の維持向上を図った。

評価対象事業件数

12件 令和３年度の方向性

　県北地域における（準）超重症心身障害
児者を介助する家族の精神的、身体的負
担の軽減を図るため、医療機関での短期
入所サービス費に対して県市で助成を行っ
た。

　在宅で生活する医療的ケアが必要な児・者への
支援（介護者の負担軽減）として重要な役割があ
ることから、安定的に継続して実施していく必要
がある。
　利用者数の増加に向け、受入側医療機関（佐世
保共済病院）及び関係機関との協議を継続し、受
入体制を整えていく。

　障害福祉計画に掲げる政策において、重要とな
る施設については計画的に整備を促していく必要
があり、そのための支援は必要である。限られた
予算の中で、何（どの種の施設）を優先するのか
を検討しながら整備を進めていく。
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難病特別
対策推進
事業（難
病支援
ネットワー
ク事業）

国保・健
康増進課

改善

難病患者
等ホーム
ヘルパー
養成研修
事業

国保・健
康増進課

改善

生活困窮
者自立支
援事業

福祉保健
課

改善

被保護世
帯自立推
進事業

福祉保健
課

改善

　生活困窮者の相談に応じ、アセスメント
（困窮の背景・要因を分析し、課題の解決
の方向性を見定めること）を実施して個々
人のニーズに応じた自立支援計画を作成
し、必要なサービスの提供につなげた。各
種支援が包括的に行われるよう関係機関
との連絡調整を行った。
　生活困窮及び生活保護世帯の子ども
（小・中学生、高校生）に対し学習支援を実
施した。（西彼地区、東彼地区、北松地区
で実施）

　自立相談支援事業（必須事業）は、本県全体の
新規相談件数の割合が全国平均を上回った（H30
年度）。引き続き、制度全般について広報誌等を
活用し一層の周知を図る。併せて、市町職員及び
相談支援員等を対象とした研修会を実施し、相談
内容に応じた的確な助言等を行えるようスキルの
向上を図る。
　自立相談支援事業を実施している市町及び運営
事業者を個別訪問し、事業運営状況のヒアリング
を実施し、助言を行う。
　自立相談支援事業と県内の社会福祉法人が実施
する生計困難者レスキュー事業との連携体制の構
築を図り、迅速かつ確実な支援の実施を図る。
　任意事業の就労準備支援事業及び家計改善支援
事業を引き続き実施し、生活困窮者に対する支援
サービスを提供するとともに、利用者の拡大のた
め、広報誌等を活用し、より一層の周知を図る。
　就労支援をより円滑に行うため、県内の就労訓
練事業を行う。
　子どもの学習支援事業については、実施回数及
び実施場所など実施方法を工夫しながら、効果的
な支援を行う。

　就労可能な被保護者に対し、福祉事務所
の自立支援プログラムによる支援（ハロー
ワークと連携した就労支援、就労支援員に
よる就労支援を含む）を行い、就職等によ
り自立を図った。
　頻回・重複受診等と認められる被保護者
や後発医薬品の使用が可能と判断される
被保護者に対し、医療扶助相談・指導員等
による受診指導や服薬指導等を行った。
　診療報酬明細書の審査・点検を通じ医療
費の適正な額の確定を行い、改善を要す
る被保護者の受診情報等を福祉事務所に
提供し、必要な指導を行った。

　ハローワークと連携し、支援対象者のうち、資
格、職歴等がなく就業に不安を抱いている方に対
して就業に対する理解と関心を深め、就業への自
信が得られるよう、職場体験講習の参加などを促
していく。
　また、引き続き被保護者就労準備支援事業と一
体的な実施を図り、被保護者の就労・自立を推進
する。

　難病患者の多様化するニーズに対応した
適切なホームヘルプサービスの提供に必
要な知識及び技能を有する、ホームヘル
パーの養成を行った。

　難病患者に対して入院・転院医療施設の
確保や在宅療養患者への往診医の紹介、
療養相談等、難病患者とその家族が安心
して療養できる環境の提供を行った。
　長崎県難病支援ネットワークを形成する
難病診療連携拠点病院や難病医療協力病
院などの関係機関とのネットワーク会議を
開催し、新しい難病医療提供体制の周知
や今後の具体的な体制構築に向けて先進
事例の研修を行った。

　新しい難病医療提供体制に求められている早期
に正しい診断をする機能、身近な医療機関で医療
を提供する機能等を強化するため、医療関係者へ
の研修を行い難病に対する理解を深めるとともに
拠点病院と協力病院ならびに地域医療機関との情
報共有の場を設けていく。

　厚生労働省通知により「常勤ヘルパーとして難
病患者等ホームヘルプサービス事業に従事する者
については、基礎課程を修了するように努めるも
のとすること」とされており、今後も引き続き、
本事業による難病ホームヘルパーの養成が必要で
あるため、開催する際は関係機関へ周知し、受講
対象者の掘り起こしを図るとともに、開催日程や
時間帯を受講対象者のニーズに合わせ調整し、受
講しやすい環境を整える。また、テレビ会議シス
テムの活用に加えて、新たにビデオによる研修を
検討する。

28



民生委員
費

福祉保健
課

改善

自殺総合
対策強化
事業

障害福祉
課

改善

依存症対
策総合支
援事業費

障害福祉
課

改善

　民生委員・児童委員の適格者を確保する
とともに、円滑な民間社会福祉活動の推進
を図った。

　地域住民の認知が低く、新たに相談･支援が必
要になった際に民生委員・児童委員への相談につ
ながらないことが大きな要因であるため、市町や
社会福祉協議会等の広報誌や新聞等への掲載、地
元行事への参加等によるPR活動を充実する等、県
民生委員児童委員協議会や地区民生委員児童委員
協議会と連携し制度の周知広報を行なっていく。
また、引き続き民生委員・児童委員の資質向上と
活動の強化、県内各民生委員児童委員協議会への
支援・協力活動を推進するとともに、民生委員･
児童委員活動が地域住民の認知につながる方策を
検討していき、相談・支援件数の増に努めてい
く。
　あわせて、民生委員・児童委員の受持ち世帯の
平準化、及び参酌基準を踏まえた適正配置への見
直しについて、前年度見直しを行なったが、引き
続き必要な市町と継続して検討・協議していく。

　平成２９年度に策定した「第３期長崎県自
殺総合対策５カ年計画」（H29～H33）に基
づき、民間を含むさまざまな関係機関・団
体がそれぞれに役割を担い、連携協力し
て、相談・支援体制の整備・充実や普及啓
発の強化等をはじめとした総合的な自殺対
策を推進した。

　今後も保健、医療、福祉、民間団体等との連携
を図り、R2年度実施する調査結果を踏まえた本県
の実情に応じた依存症対策の充実をより一層図る
必要がある。また、依存症専門医療機関及び治療
拠点機関を中心とした医療機関間の連携体制の構
築など医療連携体制の整備を図る。

　引き続き、保健、医療、福祉、教育、労働等関
連施策との連携を図り、自殺対策を推進してい
く。令和３年度は地域自殺対策推進センターにお
いて引続き自殺対策計画の策定を完了させた市町
について計画の進捗管理への支援、民間団体を含
め地域の自殺対策を支援する機能を強化する。コ
ロナ禍による雇用環境の悪化により失業率の上昇
が予想されることから、県民が相談しやすいよう
関係機関と連携を図り相談体制の強化を行う必要
がある。

　依存症患者及び家族が抱える多様な問
題、課題に対し、適切な支援、治療を受け
られる体制の整備を図った。
①依存症対策ネットワーク協議会の開催
（長崎県ギャンブル等依存症対策推進計
画の策定）
②依存症専門相談支援（依存症専門相談
員の配置）
③依存症専門医療機関の明確化（専門医
療機関３、治療拠点機関１の選定）
④依存症関係者研修会の開催
⑤回復支援
⑥民間団体活動支援
⑦普及啓発・情報提供（シンポジウムの開
催）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 2

20% 40% 40%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

福祉のま
ちづくり条
例施行事
業費

福祉保健
課

改善

福祉サー
ビスに関
する苦情
解決事業
費

福祉保健
課

現状維持

福祉サー
ビス第三
者評価推
進事業費

福祉保健
課

改善

地域再犯
防止推進
事業費

福祉保健
課

拡充

地域生活
定着支援
センター
運営委託
事業費

福祉保健
課

現状維持

　福祉サービス事業者及び利用者以外の
第三者が事業者を評価し、福祉サービスの
質の向上を図った。

　第三者評価が、福祉施設のサービス向上、利用
者への適切な情報開示につながることから、保育
所については、補助制度の積極的な利用を図り、
保育所以外の福祉サービスについては、引き続き
事業種別ごとの会議等で事業説明を行い、当該事
業を実施することの意義の周知を図っていく。
　また、第三者評価機関と協議をしながら、課題
を抽出し、周知の方法や受審の増加に繋がる対策
を検討していく。

　事業群：②高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援
　　　　　　の充実①

　国の再犯防止推進計画を踏まえ、地域に
おける罪を犯した者の実態把握及び再犯
防止取組のモデル事業を実施した。

　今年度で国の委託事業である本モデル事業は終
了するが、国の施策の動向を見据えつつ、本モデ
ル事業で明らかになった課題を踏まえて、再犯防
止の推進に向けた取組を行う。特に、モデル事業
で取組を行ってきた、入口支援については、再犯
防止の推進のため、引き続き実施することが適当
である。
　また、今年度、策定する長崎県再犯防止推進計
画に基づき、再犯防止に向けた取組の進捗管理、
推進のため、長崎県再犯防止推進ネットワーク会
議を立ち上げる。

令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

　刑務所出所者等のうち、高齢者や障害な
どがある者について、出所後直ちに福祉
サービス（介護サービス、障害者手帳の発
給、年金受給等）を受けられるよう指導・援
助を行った。

　本事業の実施にあたっては、より効果的な支援
を行うため、また県内各市町で同じ支援が提供で
きるネットワークを構築するため、今年度、追加
された加算事業に積極的に取り組み、事業の充実
を図る。

　長崎県福祉のまちづくりの推進のため、
県と協定書を締結した身障者用駐車場を
利用できる事業所等を公表するとともに、
本当に必要な方のための駐車スペースを
確保する必要性から、県内共通のパーキ
ングパーミット（身障者用駐車場利用証）を
交付する。

　今後も事業者への指導等や適合証を交付した事
業者をホームページに掲載するなど、引き続き施
設のバリアフリー化の促進を図り、高齢者や障害
者等すべての人が安心して暮らせるまちづくりに
寄与していく。
　また、パーキングパーミット制度について、身
障者用駐車場を利用できる方を明確にすることに
より、身障者用駐車場の適正利用を図るものであ
るが、利用者及び協力施設のみに限らず、全県民
が制度を理解することにより、利用者及び協力施
設の拡大、制度の適正利用につながるため、今後
も引き続き、制度理解への周知を行っていく。

　社会福祉法人、民間社会福祉施設等の
福祉事業所等の段階で解決できない苦情
やトラブルについて、県社協運営適正化委
員会において、必要な助言・相談を行い、
福祉サービスの適切な利用・提供を支援し
た。

　引き続き福祉事業所等の段階で解決できない苦
情やトラブルなどについて、必要な助言、相談等
を行い、福祉サービスの適切な利用・提供を支援
していく。

5件
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

障害者就
業生活支
援事業

障害福祉
課

改善

障害者一
般就労・
工賃向上
支援事業
費

障害福祉
課

改善

障害者雇
用促進費

雇用労働
政策課

現状維持

　事業群：②高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援
　　　　　　の充実②

　障害者が地域社会において自立した生
活を送れるよう、就労移行支援事業所等職
員の育成を図ることなどにより、一般就労
への移行を支援した。一方、一般就労が困
難な方に対しては、就労継続支援事業所
等の商品・サービスの売り上げ増を図っ
た。
　（第5期障害福祉計画（H30～R2）におけ
る目標値は、厚労省提示の目標値算出方
法により決定。
・R2年度（期末）目標＝H28年度実績×1.5
倍＝230名
・第5期の1ヵ年度あたり目標＝（230名－
153名)/3年＝77名/3年＝26名
・よって、目標値はR2まで毎年26名ずつ増
加。

　引き続き、一般就労に向けた施設職員向けのス
キルアップセミナーを開催するとともに、商品販
売会広報等事業、長崎県ＣＳＲ通信の発行、商品
力・販売力アップ支援事業、農福連携による障害
者の就農促進事業など、各種事業の更なる取組の
充実を図り、工賃向上を目指す。
　工賃向上に向けた施設職員向けのセミナーにつ
いては、引き続き工賃実績が低い事業所に対し積
極的な受講を働きかけるとともに、企業・消費者
へのＰＲや販売力の向上等に寄与する内容とし、
参加者の更なる増加に繋げることで、平均工賃の
底上げを図る。また、その他の工賃向上支援事業
についても、過去の実施内容・実績等を分析・検
証した上で、改善と充実を図っていく。

　対馬圏域にＨ３１年４月よりセンターを開
設することができた。また、障害者就業・生
活支援センター業務を行う法人への指導
及び運営費の補助を行った。
　その他、障害者雇用促進を図るため、障
害者雇用支援のつどいを開催、就職面接
会（県内４会場）や障害者雇用優良事業所
見学会（県内３地域）、障害者雇用セミナー
を実施した。

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

　障害者雇用優良事業所見学会、障害者雇用セミ
ナーについては、新型コロナウイルス感染症の感
染状況を見ながら関係機関と調整のうえ実施を検
討する。
　障害者就業・生活支援センターが未設置の圏域
（上五島、壱岐）について、関係機関と連携しな
がらセンター設置へ向けて前進させていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　障害者の身近な地域において、就業面と
生活面の一体的な相談・支援を行う「障害
者就業・生活支援センター」を設置してい
る。センター経費のうち、生活支援員の経
費を負担した。

　引き続き、「障害者就業・生活支援センター」
の充実を図るとともに、障害のある人で、就職や
定着に関する支援を必要としている人や、雇用者
側で支援を必要としている企業等ができる限り多
く利用できるよう、平成３１年４月に設置された
対馬圏域をはじめ、関係機関と連携しながらさら
なる周知を行っていく。
　また、現在、未設置の圏域（壱岐・上五島）に
ついても、国のセンター設置要件を満たすべく関
係機関と連携しながら、センター設置の方向性を
検討していく。

31



拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 7

30% 70%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

障害者ス
ポーツ振
興費

障害福祉
課

改善

地域生活
支援事業
費

障害福祉
課

現状維持

障害者就
業生活支
援事業

障害福祉
課

改善

団体運営
費補助金

障害福祉
課

改善

保健所精
神保健費

障害福祉
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 2 16

25% 8% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

自立支援
給付費

障害福祉
課

現状維持

　事業群：②高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援
　　　　　　の充実③

　事業群：②高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援
　　　　　　の充実④

　障害者福祉団体の活動を促進し障害者
の福祉の向上を図るため、一般社団法人
長崎県身体障害者福祉協会連合会、一般
社団法人長崎県手をつなぐ育成会及び一
般社団法人長崎県ろうあ協会の運営費に
対し助成を行った。

24件

　長崎県障害者スポーツ大会の開催や、全
国障害者スポーツ大会への本県選手団派
遣、長崎県障害者スポーツ協会運営費の
一部補助を行い、県内の障害者スポーツ
の普及・振興を図った。

　他の行事と重複したことにより、参加者が減少
したと考えられるため、県障害者スポーツ大会の
分散開催や実施時期の見直しについて引き続き検
討する。

令和３年度の方向性

　障害者の身近な地域において、就業面と
生活面の一体的な相談・支援を行う「障害
者就業・生活支援センター」を設置してい
る。センター経費のうち、生活支援員の経
費を負担した。

　引き続き、「障害者就業・生活支援センター」
の充実を図ることで、一般就労の促進と職場定着
を高めていく。
　また、現在、未設置の圏域（壱岐・上五島）に
ついても、国のセンター設置要件を満たすべく各
市町及び障害福祉サービス事業運営法人等と協議
を行い、センター設置の方向性を検討していく。

　障害福祉サービス（居宅介護、生活介
護、施設入所支援、就労継続支援など）の
利用に係る給付費に対する負担金（国
1/2、県1/4、市町1/4）を支出した。

　障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事
業所に対する実地指導や集団指導等を通じてサー
ビスの適正な提供体制を確保していく。

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　障害者の福祉の向上を図るためには障害者福祉
団体の運営経費の助成を通じた活動の活発化が必
要であり、会員数登録増加にむけた活動内容を実
施していく。

　保健所において、精神障害者の相談、訪
問指導、関連組織の育成指導、社会復帰
の促進及び老人精神保健相談に対し、適
切な助言、指導を行った。

　地域保健法の規定により設置義務付けされてい
る機関であり、その業務についても定めがあり、
継続して実施する必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　自立した日常生活又は社会生活を営む
ため、点訳奉仕員養成研修等を実施した
ほか、市町等が実施する意思疎通支援、
移動支援や日常生活用具の給付事業等に
対して助成を行うなど、障害者の福祉の増
進を図った。

　障害者（児）の福祉の増進が図られ、障害の有
無に関わらず相互に人格と個性を尊重し、安心し
て暮らすことができる地域社会を実現するため、
引き続き、地域の特性や心身や生活の状況に応じ
た柔軟な事業の実施が必要である。

評価対象事業件数

10件 令和３年度の方向性

32



移譲施設
支援事業
費

障害福祉
課

終了

障害者更
生相談費

障害福祉
課

現状維持

障害者自
立促進事
業

障害福祉
課

改善

障害者医
療対策費

障害福祉
課

改善

てんかん
地域診療
連携体制
整備事業
費（医療
介護基
金）

障害福祉
課

改善

地域連携
児童精神
医学講座
事業費
（医療介
護基金）

障害福祉
課

終了

発達障害
児地域医
療体制整
備事業費
（医療介
護基金）

障害福祉
課

改善

発達障害
地域療育
連携推進
事業費

障害福祉
課

改善

障害者福
祉医療費
助成費

障害福祉
課

現状維持

　地域の中核となる児童発達支援センター
や児童発達支援事業所、保育所及び幼稚
園において発達障害児の支援を担う職員
の療育スキル向上を目的とした技術的支
援や研修等を実施する。

　発達障害児の支援を担う職員の療育スキル向上
を目的とした前身事業の実績を踏まえ、療育スキ
ルの向上と併せて、地域の中核となる児童発達支
援センター等を中心とした地域の療育体制の構築
に向けた事業を引き続き実施すると共に、地域の
療育に係る事業者及び市町等との意見交換を通じ
て情報共有を行い、発達障害児の支援ネットワー
ク作りを進めていく。

　心身障害者の福祉の増進を図るため、市
町が実施する医療費助成に対し、補助を
行った。（県1/2、市町1/2)

　心身障害者の福祉の増進を図るため、市町が実
施する医療費助成に対し、補助を行うものであり
制度の見直し等にはなじまないが、県と市町から
なる長崎県福祉医療制度検討協議会障害者専門分
科会において決定された医療費助成を実施してい
く。

　てんかん患者や家族が適切な医療や必
要な支援を受けることができるよう、地域連
携体制を整備する。

　本事業は令和元年度からの新規事業であり、て
んかん患者や家族が適切な医療や必要な支援を受
けることができるよう地域連携体制を整備するも
のである。本事業で設置するてんかん診療医療連
絡協議会による提言等を受け、連携を行う医療機
関について機能ごとの基準を令和２年度中に確定
させ、拠点機関の協力機関となる医療機関を令和
２年度から募る。令和３年度も継続して事業を実
施する。

　児童・青年期精神医学を専門とする精神科医が
少なくまた圏域差もあるため、令和２年度までに
長崎大学病院で発達障害等の子どもの心の問題へ
のｻﾎﾟｰﾄができる精神科医育成のために「ｻﾎﾟｰﾄ
医」を制定し、講座を実施して２９名の精神科医
を認定した。しかしながら、子どもを取り巻く背
景は多様化、複雑化し、発達障害だけではなく、
その二次障害や、児童虐待、ゲーム依存等の問題
にも対応できる医療従事者を育成する必要があ
る。これまで育成したｻﾎﾟｰﾄ医の実践と、さらに
スーパービジョン等の役割を担う診療専門医、医
師と連携して支援できる支援員等を養成して、
チーム医療で対応できる人材育成を検討していく
必要がある。

　発達障害児の受診機会の拡大を図るた
め、発達障害児の診察が可能な医師を養
成する研修を実施した。

　施設整備費の助成については募集方法等の見直
しを行い、発達外来受診の機会増に努める。研修
事業については研修の対象、方法等の見直しを行
い、発達障害の診察ができる医療機関の増加を
図っていく。

　つくも苑跡地を活用し、佐世保市が実施
する観光公園整備事業に対し補助を行っ
た。

―

　障害者団体が開催する研修会等の経費
に助成を行った。

　研修会の開催時期及び場所を早期に確定して、
障害者に会への参加を促す時間を十分に確保する
ことにより、参加者数増加を目指しながら、障害
者団体の組織を強化し、障害者の社会参加の促進
に努めていくとともに、併せて事業の内容等も検
討していく。

　精神障害者の措置入院費・自立支援医
療費の公費負担及び通報・申請の処理を
した。
　病院指導・検査、在院患者の病状審査、
入院の要否の審査、入院患者の人権擁護
等精神医療適正化対策を実施した。
　精神障害者保健福祉手帳を交付した。

　今後も継続して精神障害者の外来通院医療費の
負担軽減等を実施していく。
　また、精神科入院患者の人権擁護等を推進し、
精神医療の適正化を図っていることで、退院請求
等の件数は増加傾向にあるが、より一層退院等請
求の審査標準期間内処理に努める。

　発達障害児療育支援体制の充実を図る
ため、長崎大学が開設する児童・青年期精
神医学を専門とする精神科医を養成する
講座の運営経費に対し、補助を行った。

　身体障害者更生相談施設および知的障
害者更生相談施設の運営を行った。

　法に基づき、障害者に関する相談・指導及び医
学的・心理学的・職能的判定を行っていることか
ら、制度の見直し等にはなじまないが、相談、研
修指導を行い、障害者の更生に努めていく。
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多重的見
守りネット
ワーク構
築推進事
業

長寿社会
課

現状維持

日常生活
自立支援
事業

長寿社会
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 3

20% 20% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

人権・同
和問題啓
発推進事
業

人権・同
和対策課

改善

社会人
権・同和
教育推進
事業

人権・同
和対策課

拡充

ハンセン
病対策事
業

国保・健
康増進課

現状維持

人権・同
和教育推
進費

義務教育
課

現状維持

　多重的見守り体制の構築に向けて、市町
や関係機関・団体、民間事業者等で構成
する「長崎県見守りネットワーク推進協議
会」や市町担当者等を対象としたセミナー
を開催するとともに、県内2市町において
ICT・IoT機器を活用した見守りシステムの
実証事業を実施した。

　県内全域で日常的な安否確認から通報体制まで
整えられた多重的見守り体制の構築を図るため、
地域の見守りを行う人的ネットワークを形成する
マンパワー不足への対応など市町の課題にあった
見守り対策を引き続き検討するともに、ICT・IoT
機器を活用した効果的な見守り体制の整備や複数
の市町が連携した広域的な見守りネットワークの
構築を進めていく。

　各地域の社会福祉協議会に設置した「福
祉あんしんセンター」において、対象者等
からの相談・問い合わせに応じ、支援計画
を策定後、契約を締結し、福祉サービスの
利用援助や金銭管理等を行った。

　認知症高齢者等の増加が見込まれる中で、事業
を安定して実施していくため、実施主体である長
崎県社会福祉協議会とともに、事業の適切な運営
方法を引き続き検討する。

　事業群：③人権が尊重される社会づくり

評価対象事業件数

　講演会や研修会、啓発イベントの開催、
企業・団体への講師の派遣、また、市町と
連携した人権啓発活動などを行い、人権啓
発の推進を図った。
　また、性的マイノリティの人権の理解促進
を図るため、県内の性的マイノリティの実態
を把握するためのアンケートの実施や
フォーラム開催、啓発ハンドブックの作成を
行った。

　人権・同和問題に対する正しい理解と認識を深
めてもらうために、継続して、講演会、研修会、
イベント等による啓発を行っていくとともに、時
宜に応じた人権課題をテーマとするなど内容につ
いて見直しを行いながら実施していく。
　また、令和２年度に実施する「人権に関する県
民意識調査」の結果や人権を取り巻く社会情勢の
変化等も踏まえ、「人権教育・啓発基本計画」の
第3次改訂を令和３年度に行い、人権教育・啓発
の方針や具体的施策の方向等を見直す。

　社会教育関係者を中心に、様々な人権
問題に対する理解を広げるため、関係市町
行政及び教育委員会と連携して、研修会
や研究大会を実施した。
　また、人権・同和教育指導者の資質向上
のための研修会を実施し、研修の成果物
である指導者作成プログラムを市町・市町
教育委員会に紹介することによって、地域
における指導者の活用を促した。

　社会教育関係者等へ、様々な人権問題に対する
理解を深め、行動につなげてもらうための研修会
等を、引き続き実施していくとともに、地域の人
権・同和教育指導者の養成に取り組む。その際、
これまでの取組により資質を高めた指導者等を育
成研修の講師として活用し、新たな人材の養成と
指導者の活動の場を提供することにより、地域に
おける人権教育の推進を図っていく。

　教職員の人権意識や指導力の向上を図
るために、指導者用の人権教育啓発参考
資料（「人権教育をすすめるために」）の作
成・配布と資料を活用した教職員研修会の
実施を隔年で行っており、令和元年度は、
指導者用参考資料を作成し配布した。

　令和３年度は、令和2年度に新型コロナウイル
ス感染症の影響により中止となった、「人権教育
をすすめるために第５１集」を活用し、地区別研
修会を実施することにより、教職員の人権意識や
指導力の向上を図っていく。

　ハンセン病について、広く県民に普及啓
発するため、入所者作品展を開催し、入所
者を長崎県に招き（里帰り事業）、入所者
の社会交流を図った。
また、入所者親族に対し、生活援護費の支
給を行った。

　本事業により、毎年、療養所入所者の作品展を
開催し、入所者に一時帰郷していただく「里帰り
事業」及び本県から文化使節団を派遣し、龍踊り
など本県の文化に親しんでいただく「郷土文化使
節団派遣事業」を実施している。今後もこれらの
取り組みを通して、ハンセン病に関する普及啓発
や入所者の社会交流を図っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

5件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

子育て応
援住宅支
援事業

住宅課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

児童養護
施設入所
児童等大
学等進学
支援事業

こども家
庭課

現状維持

ひとり親
家庭等自
立支援事
業

こども家
庭課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（３）きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

2件 令和３年度の方向性

　事業群：④高齢者や子育て世代、障害者等に優しいまちづくり

評価対象事業件数

　ひとり親家庭等自立促進センターを設
置、相談員による就業相談等を行った。ま
た母子・父子自立支援員により個々の状況
に応じた自立支援プログラムの策定、その
他、資格取得のために養成機関で受講す
る場合の生活費支給、入学準備金等の貸
付等を実施した。

　ひとり親家庭は、不安定な就労形態などで困窮
している家庭が多く、引き続き、支援を必要とす
るひとり親を確実に支援へとつなげていくため
に、就職に有利な資格取得のための自立支援給付
金事業等の活用や、ひとり親家庭等自立促進セン
ター事業、プログラム策定事業等により、ひとり
親家庭の安定的な就労による自立を促進するため
事業を実施していく必要がある。プログラム策定
事業については、令和元年度は20件策定したが、
市町との連携強化により、更なる対象者把握に努
めていく。ひとり親家庭等自立促進センターにつ
いては、ひとり親が抱えている家庭問題等の解消
や自立に向けた支援を総合的に行う機関であるこ
とから、引き続き県ホームページや子育て応援
ネット等を利用した情報発信の強化や母子・父子
自立支援員と連携した周知を更に行い、多くのひ
とり親家庭等に対し利用促進を図ることにより就
業につなげていく。

　多子世帯や新たに３世代で同居・近居す
るための改修工事又は中古住宅取得に要
する経費の一部を助成することで、安心し
て子どもを産み育てることのできる居住環
境の整備を図った。

　多子世帯への支援に取り組む市町数及び子育て
応援団体等所属者に対する追加の支援を行う市町
数が増えるよう、市町に対し情報提供や事業周知
を行う。
　不動産事業者や工務店など、業界への事業周知
を行うとともに、事業進捗が悪い市町へヒアリン
グを行い、支援を促すことで、制度利用者の増加
へ取り組む。

　事業群：①貧困に起因する問題を抱える子どもと親への支援

　児童養護施設等入所児童の大学進学等
の機会を増やすため、高校在学中の学習
塾費用を助成した。

　施設長会や事務担当職員の会議など、機会ある
ごとに制度の説明や積極的な活用について周知を
図った結果、高校卒業生４７名中１８名が大学等
に進学し、大学等進学率についても目標である４
０％を概ね達成している。学習塾利用者について
は目標（２４名）とは大きな開きがあることか
ら、引き続き児童相談所のケースワーカーに対し
て当該事業や自立支援資金貸付事業など大学進学
のための各種制度を周知し、児童との面談の際、
当該事業の利用を促し、利用率の向上に努める。

　事業群：②ひとり親家庭等の自立支援の推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性
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ひとり親
家庭等対
策費

こども家
庭課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

児童虐待
総合対策
事業

こども家
庭課

現状維持

子どもを
守る地域
ネットワー
ク機能強
化事業

こども家
庭課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

児童福祉
関係社会
福祉施設
整備事業

こども家
庭課

現状維持

里親育成
支援事業

こども家
庭課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　児童相談所に里親支援員を設置し、里親
支援機関と連携して里親への訪問等の支
援を実施した。里親育成センターを設置し、
里親制度の広報啓発や里親希望者等への
研修を実施した。

　里親等委託率については、国が設置した検討委
員会が示した数値目標を念頭に置きつつ、地域の
実情を踏まえ、昨年、県社会的養育推進計画を策
定した。本県の里親等委託率は、全国平均よりも
低い状況にあるため、里親とフォスタリング機関
がチームで子どもを養育できるよう、里親養育を
理解し支援する体制整備に努める。

　地方公共団体、社会福祉法人等が整備
する施設整備及び設備整備に要する費用
の一部を補助することにより、県家庭的養
護推進計画に則った施設のケア単位の小
規模化をはじめとした施設の整備を促進
し、施設入所者等の福祉の向上を図った。

　昨年策定した長崎県社会的養育推進計画に基づ
き、施設の小規模化、地域分散化を行うこととし
ており、引き続き家庭的養護の推進を図る。

　市町による生活支援講習会・情報交換事
業や日常生活に支障がある場合に家庭生
活支援員を派遣し、必要な生活支援及び
幼児の保育を実施。また、学習塾形式等に
より学習支援の実施を支援した。

　市町が行う、生活支援のための講習会や制度の
説明会、情報交換等については、実施市町が9市
町、生活支援については、5市、また、子どもの
生活・学習支援事業については、平成30年度より
１町のみの実施となっていることから、今後とも
実施市町の具体的な実施状況、事業効果等につい
て未実施市町へ説明を行い、生活困窮者自立支援
制度などの他の制度とも調整しながら実施市町と
参加児童数の増加を図る。

　事業群：③総合的な児童虐待防止対策の推進

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　児童虐待の早期発見・早期対応の促進、
被虐待児童の心のケア及び虐待を加えた
保護者への指導等を行った。

　虐待相談件数は年々増加しており、困難事例も
増えていることから、虐待の発生予防から早期発
見・早期対応、重層的な支援を行なうため、児童
福祉法の改正を踏まえた研修等により、引続き職
員一人ひとりの専門性の強化を図っていく。

4件 令和３年度の方向性

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　市町において、要対協の調整機関の職
員の専門性強化及び要対協構成員の連携
強化を図るととともに、要対協と市町が実
施した乳児家庭への全戸訪問や養育支援
訪問事業との連携を図った。また、虐待防
止等リーフレット等による、地域住民への
周知を図った。

　平成２８年度の児童福祉法改正により、児童や
家庭に対する支援は、身近な場所である市町村が
役割・責務を担うとされたことから、在宅ケース
を中心とする支援のための拠点整備が必要であ
る。関係機関間の調整等を行う要対協に配置され
る専門職については、研修受講等により、児童福
祉司の資格を取得させることにより、育成・確保
を継続的に実施する必要がある。そのため、研修
のアンケート調査結果等を踏まえ、さらに職員一
人ひとりの専門性の強化を図っていく。

　事業群：④社会的養護体制の充実
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

配偶者暴
力相談支
援対策費

こども家
庭課

現状維持

ＤＶ被害
者自立支
援事業

こども家
庭課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

放課後児
童クラブ
推進事業
費

こども未
来課

現状維持

幼稚園私
立学校助
成費

こども未
来課

改善

発達障害
者支援セ
ンター運
営事業

こども家
庭課

現状維持

　私立幼稚園等の運営に要する経費の一
部を助成することで、特色ある学校づくりを
支援し、私立学校における教育の振興と保
護者負担の軽減を図った。

　私立学校は、公教育の一翼を担っているが、少
子化等により学校法人の運営はますます厳しく
なっており、今後とも本事業を継続し、保護者負
担の軽減及び私立学校の活力と魅力を高めること
により、本県教育の充実を図るとともに、幼稚園
等に補助金の積極的な利用を促すことで特別支援
教育を実施できる環境を整えてもらい、幼児が希
望する幼稚園等に入園できるよう働きかけてい
く。

　発達障害の理解を促進するため、住民・
関係機関への啓発研修を行った。
　また、発達障害児及び家族に関する相談
支援や、支援機関への助言等を行い、地
域の体制整備づくりに向けて取組んだ。

　引き続き、従事者の育成研修や発達障害の普及
啓発を行い、発達障害児（者）の途切れのない支
援体制整備の推進を図っていく。

　事業群：⑥障害のある子ども等への支援

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　ＤＶ被害者の自立のため、被害者の立場
にたった相談から自立までのきめ細かな支
援を行うとともに、被害者の早期自立につ
なげ、暴力を未然に防ぐ予防教育や啓発
活動を実施した。

　ＤＶ被害者の自立に向け一時保護所の退所後も
支援が必要な者への支援を引き続き実施してい
く。予防教育の各市町の実施状況・問題点を確認
し、中学校への実施拡大に向けた検討を行う。
　また、ステップハウスについて、支援対象者の
ニーズに応じた各地域への配置について、検討を
行う。

　ＤＶ被害者や同伴する児童に対して、専
門家によるカウンセリングを実施し自立へ
の支援を行った。県ＤＶ対策等推進会議を
設置し、ＤＶ関係機関のネットワークを形成
するとともに、婦人相談員等関係職員の資
質向上を図った。

　婦人相談のうちＤＶ相談についても増加傾向に
あり、ＤＶ被害者の自立のために本事業を引き続
き実施していく。

　放課後児童健全育成事業に係る費用を
補助した。

　年々利用児童が増加する放課後児童クラブの運
営費助成、新たな受け皿確保、質の向上のための
よりよい理解等を深めるための障害児研修等を行
うものであり、引き続き取り組んでいく。

　事業群：⑤ＤＶ被害者への支援及びＤＶ予防について

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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発達障害
児支援体
制整備事
業

こども家
庭課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

障害のあ
る子ども
の医療サ
ポート事
業

特別支援
教育課

改善

新しい時
代の特農
連携・
キャリア
教育推進
事業

特別支援
教育課

改善

発達障害
児等能力
開発・教
育支援推
進事業

特別支援
教育課

改善

高等学校
における
特別支援
教育支援
員活用事
業

特別支援
教育課

改善

　長崎県教育支援チーム等を活用した早
期からの教育相談・支援体制の整備を図っ
た。また特別援教育充実委員会の設置や
特別支援教育推進実践研究校の取組の普
及を通じて、発達障害のある児童生徒への
指導充実を図っている。さらに、外部専門
家を活用し、学校全体の専門性の向上を
図った。

　「見守りシート」の有効な活用事例について、
研修会等やホームページ等で紹介することで、更
なる普及・啓発に努めていく。

　特別支援学校と農業法人等が連携した
「特農連携」によるキャリア教育の実施や、
キャリア検定において従来からの「清掃」に
加えて「事務アシスタント」を実施するなど、
新たな技能を生徒に身に付けさせることに
より、生徒の進路選択の幅を広げ、特別支
援学校における職業教育及び進路指導の
充実を図る。

　特別支援学校と農業法人、関係機関等による
「特農連携協議会」で、職場実習の受入先の情報
共有や就農する上での課題整理を行うなど、障害
の特性に応じた雇用の在り方の研究を引き続き行
い、農業分野での就労につなげていく。また事務
に係る技能の習得につなげるためキャリア検定種
目「事務アシスタント」の開発を令和２年度中に
行い、令和３年度の本格実施を目指す。

　ティーチャー･トレーニングを地域で普及
する指導者を育成することにより、こどもの
特性に応じた適切な支援を提供できる環境
整備を図った。
　また、各地域でティーチャー･トレーニング
を普及することを目的として養成した指導
者に対し、さらなるスキルアップを図るため
の研修を行った。

　県北圏域では、養成したインストラクターが自
信を持って実践研修を行うことができるようスキ
ルアップ研修会を開催し、実施団体へのサポート
を強化し、事業の定着を図る。

　医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍
する特別支援学校に看護師を配置し、医
療的ケアを実施した。また、看護師との連
携・協働による医療的ケアを実施するた
め、特別支援学校の教員を対象に、喀痰
吸引等研修を実施した。

　事業群：⑦インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の
　　　　　　推進

5件 令和３年度の方向性

　特別支援学校において、医療的ケアを必要とす
る児童生徒が安全・安心な学校生活を送り、教育
活動に参加するために、医療面のサポートが必要
であることから、令和３年度についても引き続き
本事業を実施する。より安全で安心な医療的ケア
が実施できるよう、看護師に対する研修の機会を
確保するとともに、医療的ケアの一部（特定行
為）を行える教員の養成を継続し、看護師と教員
の連携・協力を図り、児童生徒の安全確保に努め
ていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

　必要とする高等学校に特別支援教育支
援員を配置し、特別な教育的支援が必要
な生徒のニーズに応じた学習活動や学校
生活上の支援及び安全面の見守り等を、
教職員と連携して実施した。

　特別な教育的支援が必要な生徒一人一人の教育
的ニーズを踏まえた教育的環境整備や合理的配慮
の提供が、高等学校においても求められている。
対象生徒の学習指導や学校生活上の支援だけでな
く、不穏時の安全面の見守りや通常学級に在籍し
て支援が必要な生徒の実態把握等を行うことも求
められることから、令和３年度も同様に特別支援
教育支援員を配置し、教職員と連携した高等学校
における特別支援教育の充実を図っていく。
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発達教育
指導費

特別支援
教育課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

スクール
カウンセ
ラー活用
事業

児童生徒
支援課

改善

スクール
ソーシャ
ルワー
カー活用
事業

児童生徒
支援課

改善

教育相談
事業

児童生徒
支援課

改善

不登校等
児童生徒
に対する
支援事業

児童生徒
支援課

改善

　事業群：⑧いじめや不登校など児童生徒が抱える問題への総合的な対策
　　　　　　の推進

　児童生徒、保護者、教職員が抱える様々
な悩みに適切に対応するため、県教育セン
ターにおいて様々な相談事業や職員研修
等を実施した。
　いじめ問題、不登校に悩む子どもや保護
者等に対し、夜間休日を含めて24時間電
話相談及びSNSによる相談を実施するとと
もに、教職員を対象に、児童生徒の事件・
事故等が発生した場合の対応など、危機
管理や福祉制度・関連法に関する研修会
を実施した。また、解決が困難な法的課題
に対しては、弁護士による法的助言を受け
られる機会を設けることで、課題の解決を
図った。

　来所相談、電話相談、メール相談、ＳＮＳ相
談、巡回教育相談等、より相談者が相談しやすい
窓口づくりの充実化を図るとともに、相談があっ
た際には相談担当職員が適切に対応できるよう、
スキルアップのための研修等を引き続き実施す
る。

　特別支援学級及び通級指導教室が年々増加する
中で、担当する教員の特別支援教育に関する専門
性の向上は大きな課題であることから、学校の
ニーズに応じた内容となるよう、研修内容の充実
を図りながら、引き続き本事業を実施し、教職員
の専門性向上を図っていく。

　問題を抱える児童生徒等の学校生活へ
の復帰のために、適応指導教室のあり方
についての協議や適応指導教室指導員研
修会等の支援を行った。

　不登校児童生徒の学校復帰や将来の社会的自立
を目的としている教育支援教室における児童生徒
への支援、指導員への研修等を引き続き実施し、
通級する児童生徒の学校復帰を目指す。今後は、
教育支援教室と各市町設置の教育支援センター
（適応指導教室）との連携を密にして情報交換な
どを行いながら、不登校児童生徒への総合的な教
育支援を行う。

　スクールカウンセラー等を県内の公立学
校に配置・派遣することにより、学校におけ
る問題行動や悩みを抱える児童生徒・保護
者等に対応した。

　学校では臨床心理士等の資格を持つスクールカ
ウンセラーの活用が不可欠なものとなっており、
配置拡充をすることで更なる教育相談体制の充実
を目指す。

　スクールソーシャルワーカーを各市町教
育委員会及び公立学校に配置することに
より、学校における問題行動や悩みを抱え
る児童生徒・保護者等を教育と福祉の両面
から関係機関等と連携しながら支援した。

　学校では福祉機関等と連携し、福祉的なアプ
ローチを行うスクールソーシャルワーカーの活用
が不可欠なものとなっており、配置拡充をするこ
とで更なる教育相談体制の充実を目指す。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　教職員の専門性向上のため、就学相談
員等養成研修会や発達障害等教育支援研
修会を実施した。また、発達障害等のある
子どもの教育の充実のため、希望する幼
稚園、保育所、小・中・高等学校へ特別支
援学校職員を派遣した。

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

子ども・若
者支援シ
ステム構
築事業費

こども未
来課

改善

ひきこもり
対策推進
事業

障害福祉
課

改善

　中高年ひきこもりをテーマにして長崎こど
も・女性・障害者支援センター主催で専門
研修を実施した。
　また、地域包括支援センター職員等が集
まる研修会等において、ひきこもりの相談
先(ひきこもり地域支援センター)の紹介を
行い、高齢者（ひきこもりの親世代）の支援
者との連携体制の構築を図った。

　中高年のひきこもり支援を充実させるために、
引き続き、支援者向けの専門研修会の開催による
人材養成と、高齢者（ひきこもりの親世代）の支
援者との連携体制の構築を図る。特に令和３年度
は、実態を把握し予防的介入・早期介入を行える
ようにするために、中高年のひきこもりに関する
調査を実施する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　NPO法人「心澄」に業務を委託し、子ど
も・若者育成支援ネットワークにおける総
合的な相談窓口として、関係機関の紹介や
情報の提供及び助言を行った。

　若者の不登校やひきこもり等、問題の早期解決
を図るため、市町の担当者、長崎県子ども・若者
支援地域協議会実務者会議委員、各市町の関係機
関に長崎県子ども・若者総合相談センター「ゆめ
おす」による支援の実態を伝え、教育機関及び民
間を含む支援関係機関との連携を深めていくとと
もに、市町において子ども・若者の一次的な受け
皿としての機能を果たせるよう、長崎県子ども・
若者総合相談センターが持つスキル等を共有し、
各市町の子ども・若者支援担当課との連携体制を
強化していく。

　事業群：⑨ニートやひきこもり等、社会生活を営む上で困難を有する
　　　　　　子ども・若者等への支援

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 28 7 12

6% 56% 14% 24%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5 1 8

13% 31% 6% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県国
保ヘルス
アップ支
援事業
（特定健
診受診率
向上対策
事業）

国保・健
康増進課

改善

長崎県国
保ヘルス
アップ支
援事業

国保・健
康増進課

改善

健康なが
さき２１推
進事業
（計画推
進・連携
事業）

国保・健
康増進課

拡充

健康増進
事業

国保・健
康増進課

改善

地域のみんなが支えあう長崎県
    ４．生きがいを持って活躍できる社会をつくる

名　　称

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　特定健診は、メタボリックシンドロームに着目
した健診であり、健康状態を把握し、生活習慣病
の発症及び重症化の予防を目指している。特定健
診を受診しない主な理由のひとつが無関心である
ことから、かかりつけ医などの理解・協力を得な
がらさらなる啓発拡大を行っていく他、全国や県
内の先進・優良事例を横展開していく計画等の効
果的な取組を長崎県特定健診推進会議等で検討し
ていく。

　医療保険者や医療保健関係団体と連携・
協力した特定健診受診率向上などのため
の街頭啓発活動等を実施した。

　市町における人材不足や、データを活用
した事業の企画・立案のノウハウ不足と
いった課題を解消し、市町が実施する保健
事業への支援の充実・促進を図るため、予
防・健康づくりに関する事業を効率的・効果
的に実施する。

　関係機関と連携しながら、実施する各事業の効
果を見極め、 事業の選択、集中、見直しを図
る。

　健康ながさき２１（第２次）の最終評価のため
の各種調査を実施し、令和４年度に予定している
現計画の最終評価及び新たに計画策定に用いる
データの集計と分析を行う。

　健康増進法の規定に基づき市町が実施
する健康増進対策（健康教育・相談、訪問
指導、歯周疾患健診等）に対して補助を
行った。

　健康教育、健康相談の利用者拡大に向けて、必
要とする人が参加できる環境整備を市町と連携し
進めていく。
　なお、本事業は健康増進法第１７条第１項及び
第１９条の２により市町が行う事業を対象とし、
国が定める補助金要綱に基づき実施しており、本
事業の継続により、市町の健康増進の取組みを支
援していく必要がある。

施策：（１）いつまでも健康で活躍できる社会の実現

　事業群：①健康の保持増進と生活習慣病の予防

評価対象事業件数

16件 令和３年度の方向性

　事業群：⑥生涯スポーツの振興と県民（特に高齢者）の健康増進

　健康ながさき２１推進協議会の構成団体
である行政や医療保険者、関係機関・団体
が行っている健康づくりの取組と県内の健
康課題等を共有し、今後の方針等につい
て協議・検討した。
　また、各保健所管内にて地域と職域が連
携した健康づくりの取組みを実施するため
の協議や活動を行った。

評価対象事業延べ件数

50件 令和３年度の方向性
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健康長寿
日本一の
長崎県づ
くり推進
事業

国保・健
康増進課

拡充

長崎県
フッ化物
洗口推進
事業

国保・健
康増進課

終了

第２次長
崎県歯・
口腔の健
康づくり
推進事業

国保・健
康増進課

改善

地域ス
ポーツ活
性化推進
事業

スポーツ
振興課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 2

60% 40%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

明るい長
寿社会づ
くり推進
機構費

長寿社会
課

現状維持

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　（公財）長崎県すこやか長寿財団が行う、
長崎県ねんりんピック（高齢者スポーツ大
会、文化交流大会、作品展）、令和元年度
全国健康福祉祭への選手派遣、すこやか
長寿大学校の開催、アクティブ・エイジング
サポート事業等に対する助成を行った。

　高齢者の生きがいづくり、健康づくり、社会活
動の振興を図るため、引き続き、長崎県ねんりん
ピック開催等への助成を行う必要がある。

　事業群：②高齢者の社会参加と活躍促進

評価対象事業件数

　県内すべての保育所・幼稚園・小学校・
中学校において、希望する子どもがフッ化
物洗口を受けることができるむし歯予防環
境を整備するため、市町・私立学校設置者
に対して実施経費に係る補助及びフッ化物
洗口に関する技術的な支援を行った。
　なお、平成30年度で保育所・幼稚園・小
学校の補助は終了し、令和2年度には中学
校を対象とした補助事業も終了する予定で
ある。

　保育所・幼稚園・小学校を対象とした補助は、
平成30年度で終了したため、各市町等が継続した
フッ化物洗口実施を行うよう県庁各課及び県歯科
医師会とも連携し働きかけを行う。未実施の保育
所・幼稚園についても引き続き園歯科医師や各種
会議等でも働きかけを行う。また、公立中学校は
100%実施予定であるが、私立中学校は12校中3校
であり、引き続き所管課及び県歯科医師会と働き
かけていく。

　健康長寿日本一を目指して、県民自ら主
体的に「食」・「運動」等の生活習慣改善や
健診受診などの健康づくりに取り組むこと
のできる環境を充実するため、日本健康会
議や民間事業者と連携した健康長寿日本
一長崎県民会議の開催、企業等の優良事
例を幅広く知らせるための表彰制度の創設
並びに将来の生活習慣病発症リスクをシ
ミュレーションできる健康管理サイトの構築
を行った。

　県民の皆様お一人おひとりが主体的に健康づく
りに取組んでいただく環境づくりの構築には、健
康づくり面からだけの取組ではなく、様々な観点
から取組を進めることが大変重要と考えており、
R3年度に向けて部局連携の取組を図っていく。

　人材育成研修などの取組により、総合型
地域スポーツクラブの自立的な運営に向け
た支援を行った。
　多くの県民が参加できる総合的なスポー
ツ大会として、「ながさき県民総スポーツ
祭」を開催し、スポーツの楽しさや喜びを体
験したり、実践する機会の充実を図った。

　総合型地域スポーツクラブの登録・認証制度が
令和４年度から運用開始予定であり、令和３年度
構築予定の中間支援組織を活用し、登録・認証を
推奨するとともに、クラブの自立的な運営促進に
向けた支援も併せて行っていく。
　がんばらんば体操の普及・啓発については、引
き続き「ながさき県民総スポーツ祭」の開会式で
の体操の実施、県庁見学者に対する体験会の開催
を行い、県民の目に触れる機会を創出する。ま
た、地域インストラクターの活用・登録について
も協議を行う。

　県及び保健所圏域毎に協議会を設置し、
関係機関と連携を図るための協議を行い、
特に成人期の歯科保健対策への理解の醸
成を図るための研修や、保健所毎に市町
での歯周病検診等の実施や受診率の向上
に向けて検討する場の設置など成人歯科
保健施策の充実を図った。

　平成３０年度から推進している歯科保健計画
「歯なまるスマイルプランⅡ」に基づき、歯科保
健の推進のため、関係機関と連携協議を行う。
　特に成人期の歯科保健対策について、県全体で
歯周病予防などのリスク管理を市町等と推進し、
高齢期にかけて歯科疾患対策を通じてフレイル対
策など健康長寿対策に寄与する具体的な施策を検
討する必要がある。

5件 令和３年度の方向性
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老人クラ
ブ等育成
事業

長寿社会
課

改善

元気高齢
者の活躍
促進事業

長寿社会
課

改善

長崎で輝
く！人材
マッチン
グ事業

雇用労働
政策課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ながさき
食育推進
事業費

食品安
全・消費
生活課

終了

　単位老人クラブや県・市町老人クラブ連
合会が行う、生きがいづくり、健康づくり、
地域の支え合い活動等に対する助成を
行った。

　老人クラブの活動は、地域のつながりが希薄化
している中、豊かな老後の生活に向け、活力のあ
る高齢社会を構築していくための中核的な役割を
担うものであり、今後もリーダー育成など活動費
等への助成を継続することにより活動の活性化を
図り、生きがいづくり、健康づくり、介護予防等
に寄与していく必要がある。
　また、会員数増加のための活動の誘因となるよ
うな補助金配分の見直しを検討する。

　高齢者の社会参加促進に向けた、機運
醸成を図るため啓発・表彰、地域活動を牽
引していく人材の育成、高齢者の活躍の場
の情報収集や高齢者団体等への社会参
加・活動の呼びかけ・提案など地域課題の
解決に高齢者の力を活かすため取組を一
体的に実施した。

　すこやか長寿大学校については、卒業生の積極
的な社会参加を促すような内容に見直していくと
ともに、生涯現役応援センターとの連携を図る必
要がある。

　事業群：③食育の推進

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　若い世代の食生活に関する課題解決を
目的に、大学生食育向上委員会（4回）の
開催、ポスターや卓上ポップなどの啓発資
材の作成、朝食レシピ動画のSNS配信及
びアンケート調査を実施した。
　また、一般県民を対象とした食育講演会
や、その他の啓発活動等を実施するととも
に、市町や民間団体が実施する食育推進
事業に対して、食育推進補助金を交付し
た。
　なお、これら取組は、新聞、テレビ、ラジ
オ、HP、食育情報誌、Facebook等による情
報発信を行った。

　若い世代はこれから親になる世代でもあるた
め、こうした世代が食に関する知識や取組を次世
代につなげていけるよう、引き続き、大学と連携
した事業を継続しつつ、より効果的な取組方法を
検討していくこととする。

　令和２年度より新たに「長崎県人材活躍
支援センター」を開所し、雇用失業情勢の
変化に対応した窓口体制の見直しを行うと
ともに、これまで支援が届かなかった地域
における巡回相談や就職支援セミナーを
実施する。

　様々な求職者ニーズに対応するため、令和２年
度の実績に応じた事業の見直しを、年度途中にお
いても随時実施していく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

学校体育
研究推進
費

体育保健
課

改善

運動部活
動指導員
配置事業
費

体育保健
課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　運動部活動指導員について、本年度配置校や他県
での有効な活用方法事例の情報収集を行い、更なる
効果的な活用方法について検討を行うとともに、その
情報や検討内容について、各種会議等などの機会を
捉え県内市町へ広めていく。

　事業群：④子どもたちの体力の向上と学校体育の推進

　継続して体力向上アクションプランの作
成・実践及び報告を求めた。また、教員の
指導力の向上をねらい、教科体育・保健体
育及び運動部活動の指導者研修会等開
催、関係団体からの専門的な知識を持った
外部指導者の派遣を行った。

ⅰ）学校独自の体力向上アクションプランの実施
による子どもたちの体力向上推進
○継続的な学校独自の体力向上アクションプラン
を作成し、児童生徒の体力向上を図る。
○ジャックナイフストレッチの実施を継続すると
ともに体力低位の児童生徒の体力向上に取り組ん
でいく。
○体力向上の実践研究に取り組む小学校体育専科
教員の配置拡充を検討する。
ⅱ）教員の指導力向上により子どもたちが運動を
好きになり、意欲的に運動に取り組む姿勢を育成
○研修内容の良さや生かし方等を盛り込んだ研修
広報資料の作成や国の研修講師による研修会の継
続的な実施により、指導力向上を図り、「体育の
授業で運動のやり方やコツがわかった」児童生徒
の割合を向上させる。
○また、子供たちが運動を好きになるよう、親子
体力向上実践セミナーを引き続き実施する。
○「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結
果を分析し作成したプログラムの内容を県内の学
校へ広めていく。
ⅲ）指導者の資質向上による運動部活動の充実
○指導者の資質向上に向け、運動部活動指導者研
修会にアスレティックトレーナー等の専門的人材
を招聘するなど、充実を図る。
○引き続き、「長崎県運動部活動の在り方に関す
るガイドライン」の周知徹底を図る。

　「実技指導、安全・障害予防に関する知
識・技能の指導」、「学校外での活動の引
率」、「用具施設の点検・管理、部活動の管
理運営」、「保護者等への連絡、年間指導
計画の作成」、「生徒指導に係る対応」、
「事故が発生した場合の現場対応」などが
できる部活動指導員を県立中学校・高等学
校に配置したほか、部活動指導員を配置
する市町に対し経費の一部を助成した。

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1 1

66% 17% 17%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

学校保健
研究推進
費

体育保健
課

改善

薬物乱用
対策費

薬務行政
室

改善

学校給食
実施費

体育保健
課

現状維持

学校給食
研究推進
費

体育保健
課

改善

学校保健
研究推進
費
（食物ア
レルギー
対策事業
費）

体育保健
課

改善

　学校給食における食物アレルギー事案
やヒヤリハット事例について、集約した情報
を学校へフィードバックし誤配食防止に努
めた。
　また、学校給食における食物アレルギー
への対応として、ＩＣＴを活用し、児童生徒
が有する食物アレルギー情報の共有化を
図り、食物アレルギー対応食の配膳から喫
食まで栄養教諭や担任をはじめとした教職
員が効率的に複数チェックを行うシステム
の運用を開始し、適宜改修を行った。

　システムの試行や栄養教諭に対する研修会を通
して、システムの有効性や利便性の周知に努め、
市町教育委員会に対してもシステム導入の働きか
けや、学校給食における食物アレルギー事案の未
然防止に努める。

　事業群：⑤子どもの望ましい生活習慣の定着に向けた学校・家庭・地域が
　　　　　　連携した健康教育の推進

　多様化する児童生徒の健康課題に対応するため
には、健康教育の更なる推進充実を図り、各学校
が組織的に対応するための体制づくりを様々な形
で支援することが必要である。そのため、教職員
等を対象とした各研修会や市町教育委員会担当者
会議等を通じ、学校保健委員会の活性化に向けて
取り組んでいくとともに、成果と課題を検証しな
がら研修や担当者会議の内容の充実や改善を図っ
ていく。
　健康長寿日本一の県づくりの実現のために、子
どもの望ましい生活習慣の定着に向けた取組は、
健康教育の推進を図る意味から不可欠な事業であ
る。そのため、令和３年度についても関係部局や
市町教育委員会と連携を図りながら、生活習慣病
予防に関する取組を継続するとともに、フッ化物
洗口についても、むし歯予防対策として最も大き
な効果をもたらすことに鑑み、必要な情報提供を
行いながら、中学校の実施について拡充を図って
いく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

6件 令和３年度の方向性

　県立特別支援学校、夜間定時制高校、中
学校において安全安心な学校給食を円滑
に実施した。

評価対象事業件数

　児童生徒の心身の健康課題に対し、組
織的に対応するための効果的な体制づくり
や教職員の知見を深めることができるよう
研修会を開催した。

　学校給食関係者の資質向上及び「食に
関する指導や衛生管理」の充実を図るため
学校給食研修会等を実施するとともに、地
場産物の食材を使用した「県内まるごと長
崎県給食」を全市町で実施した。

　食物アレルギーをはじめとする現代的健康課題
への対応は、管理職自らがリードして組織的に対
応するための体制づくりが重要である。安心安全
な学校給食の実施のためには、更なる衛生管理体
制及び食中毒防止対策への意識向上と併せて食に
関する指導の充実に向け、成果と課題を検証しな
がら児童生徒の現状やアレルギーに関する最新の
情報を提供することなど研修の内容の改善を図っ
ていく。

　薬物乱用による危害を広く県民に周知す
るため、学校における薬物乱用防止教室を
始め各種広報啓発活動を行った。

　薬物事犯は後を絶たないため、関係機関と連携
し、より早い段階から薬物に対する正しい知識の
普及を図り、薬物乱用を断る固い意志を身につけ
させるため、若年層を中心とした啓発活動を実施
し、これまで以上に若年層を中心とした啓発活動
を実施していく。

　学校給食は、「生きた教材」として学校におけ
る食育の中心的役割を担うものである。今後も、
児童生徒の心身の健全な発達や健康の増進、望ま
しい食習慣の定着などの意義を踏まえて、事業を
継続していく。
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長崎県
フッ化物
洗口推進
事業

国保・健
康増進課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3 1 1

17% 49% 17% 17%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ながさき
県民大学
事業費

生涯学習
課

改善

生涯学習
情報提供
システム
運営費

生涯学習
課

改善

夜間中学
設置調査
研究事業

高校教育
課

終了

図書館管
理運営費

生涯学習
課

拡充

　県内すべての保育所・幼稚園・小学校・
中学校において、希望する子どもがフッ化
物洗口を受けることができるむし歯予防環
境を整備するため、市町・私立学校設置者
に対して実施経費に係る補助及びフッ化物
洗口に関する技術的な支援を行った。
　なお、平成30年度で保育所・幼稚園・小
学校の補助は終了し、令和2年度には中学
校を対象とした補助事業も終了する予定で
ある。

　保育所・幼稚園・小学校を対象とした補助は、
平成30年度で終了したため、各市町等が継続した
フッ化物洗口実施を行うよう県庁各課及び県歯科
医師会とも連携し働きかけを行う。未実施の保育
所・幼稚園についても引き続き園歯科医師や各種
会議等でも働きかけを行う。また、公立中学校は
100%実施予定であるが、私立中学校は12校中3校
であり、引き続き所管課及び県歯科医師会と働き
かけていく。

　事業群：⑦豊かな人生を支える県民の生涯学習環境の整備

　県民が、いつでも気軽に講座情報等を得
られるように、インターネットやスマートフォ
ンによる情報提供を行うシステムの改善を
行った。また、新着情報の更新をこまめに
行うなど、利用者にとって魅力ある情報を
発信することで、利用者の拡大を図った。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　障害者の生涯学習に対応する講座や若者のニー
ズに応える講座の充実を図る。感染症拡大防止対
策のため、多人数を集めての開催が困難な講座に
ついては、動画配信やオンラインによる講座実施
に向けた環境整備について実施機関との連絡調整
を図りながら検討していく。

評価対象事業件数

6件 令和３年度の方向性

　事業群：⑧地域の元気づくりのための社会教育の充実・活性化

　中学校夜間学級の設置に向け、関係機
関とも連携を図りながら、学び直しを求める
者や外国人を対象とした、ニーズ調査を実
施する。また、協議会を発足し本年度は
ニーズ調査を基に夜間中学の設置の可否
や設置者の検討を行う。次年度開校予定
の先進地の視察を実施する。

　県及び市町、大学等で実施している生涯
学習に関する事業を体系化し、県民に学習
機会を効果的に提供することで、地域にお
ける生涯学習の一層の振興を図った。ま
た、障害者を対象としたふれあい交流講座
を継続するとともに、ボランティア養成講座
を開催することで、生涯にわたる学びの場
の拡大を図った。まなびの手帳の子ども版
については離島半島部の市町を中心に配
布した。

―

　新しい生活様式に対応した講座のあり方を検討
し、各機関が実施する講座の動画配信やオンライ
ン講座の情報を「ながさきまなびネット」へ登録
するように依頼する。また、まなびネット上での
動画による講座の受講環境の整備について検討し
ていく。

　公立図書館に対する協力貸出や、協力レ
ファレンス、職員研修等の実施を通じて、
図書館運営に対する支援を図った。

　令和３年度中に「県立図書館郷土資料センター
（仮称）」の開館を目指しており、開館に向けた
準備を進めるとともに、現在の仮施設でのサービ
スを当面継続する。ミライon図書館においては、
市町立図書館等の運営の支援の一層の充実、県内
大学図書館等への情報リテラシー（情報を活用す
る能力）教育支援など、各図書館等と連携・協力
のもと、より一層の支援を図る。
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新県立図
書館整備
事業費

生涯学習
課

現状維持

社会教育
振興促進
費

生涯学習
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 3

40% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

男女共同
参画基本
施策推進
事業

男女参
画・女性
活躍推進
室

終了

男性の家
事育児等
参画促進
事業

男女参
画・女性
活躍推進
室

改善

幸せ家族
ライフデ
ザイン応
援事業

男女参
画・女性
活躍推進
室

改善

　事業群：②女性のライフステージに応じた就労支援及び男女がともに働き
　　　　　　やすい環境の整備

　令和２年度から実施するアウトリーチ型研修会
に離島地区も加え、県内全域での公民館活動の活
性化を目指す。併せて、各種研修会についても、
研修会の開催地や方法について検討していく。
　県社会教育研究大会やその他の社会教育に係る
研修会において、地域のために活動している方々
やこれからの地域を創る若者やNPO等の実践発表
等を取り入れる。また、社会教育関係者以外にも
学校やまちづくり等に関係する地域住民等に対し
て、これまで以上に研修会の周知を図る。

　第３次長崎県男女共同参画基本計画に
基づき、県、男女共同参画推進員・男女共
同参画アドバイザー、市町、男女共同参画
推進センター等の連携を強化し、長崎県男
女共同参画基本計画を効果的に推進し
た。

　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点を踏ま
え、出前講座やリーダー育成事業については、新
たな手法について再検討を行う。リーダー育成事
業については、これまでの実施結果を踏まえ、今
後の各地域の人材育成の方向性を検討するととも
に、出前講座については令和２年度実施結果を踏
まえ、より効果的な実施方法を検討するなど、今
後の事業構築につなげる。

　事業群：③女性の人材育成と活躍促進

　イクボスをテーマにした川柳コンクールの
実施等を通してイクボスの認知度向上を図
るとともに、職場の経営者や管理職等を対
象とした啓発動画や自己診断ツールにより
意識改革の促進を図り、男性の家事・育児
等への参画等に対する職場の理解促進を
図った。

　イクボスの更なる普及啓発と、子育て期の男性
を対象とした意識改革促進（イクメン・カジメ
ン）に取り組む。また、令和元年度に制作した職
場の管理職等（イクボス）向けコンテンツをあわ
せて周知するとともに、各市町及び協力企業等に
おいて啓発素材としての更なる活用を促す。

　県社会教育研究大会や県公民館大会を
通じて、県内の社会教育関係者の資質向
上を図った。
　また、第33期県社会教育委員会答申「活
力ある地域づくりに貢献する実践的人材の
育成方策」に基づき、多世代・多分野協働
を目指した各種研修会を実施した。

　県内大学生および子育て期の夫婦を対
象に、ライフデザインセミナーを実施し、自
身及びパートナーのキャリアデザイン等を
考える機会を設けることで、女性の継続就
業、仕事と家庭の両立などについての意識
啓発を図った。

　令和２年度に実施したセミナーの参加者アン
ケートの結果や、新型コロナウイルス感染防止の
観点を踏まえた実施方法を再検討するとともに、
必要に応じて事業構築の検討を行う。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（２）女性の活躍推進

　事業群：①あらゆる分野における男女共同参画の推進

評価対象事業件数

5件 令和３年度の方向性

　大村市に建設した「ミライｏｎ図書館（旧
称：県立・大村市立一体型図書館※以下
旧称省略）」は令和元年10月に開館した。
　また、長崎市立山に整備予定の「県立図
書館郷土資料センター（仮称）」建設にかか
る設計が完了した。

　「県立図書館郷土資料センター（仮称）」の完
成を目指し、今後も引き続き準備作業を行ってい
く。

47



女性の再
就職応援
事業

男女参
画・女性
活躍推進
室

終了

企業にお
ける女性
活躍推進
事業

男女参
画・女性
活躍推進
室

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

特定非営
利活動促
進法施行
等事務

県民生活
環境課

改善

クラウド
ファンディ
ングチャ
レンジ

県民生活
環境課

改善

ボランティ
ア振興事
業費

県民生活
環境課

改善

地域課題
解決の担
い手とな
るＮＰＯ育
成事業費

県民生活
環境課

改善

施策：（３）多様な主体が支えあう地域づくりの推進

　女性活躍推進法に基づく一般事業主行
動計画の策定・実行等を支援するととも
に、「ながさき女性活躍推進会議」と連携
し、経営者等の意識改革の促進や、女性
管理職の登用に向けた人材育成支援など
により、男女が共に働きやすい職場環境づ
くりを推進した。

　事業群：①多様な主体が地域課題の解決を担う社会づくり

　本事業は令和２年度で終了となるが、行動計画
策定を通じた就労・雇用環境の整備や、経営者層
の意識改革促進、女性管理職登用促進に向けた人
材育成、若い世代の女性が県内企業で働くことを
より具体的にイメージできるための取組など、男
女がともに働きやすく、自己実現をめざせる長崎
県づくりにつながる施策の在り方について、これ
までの事業を踏まえ検討していく。

　事業群：②地域を支える拠点づくり

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

　長崎県総合就業支援センター内に設置し
た「ウーマンズジョブほっとステーション」に
おける就業相談（個別相談・オンライン相
談・電話相談・巡回相談）や就職支援セミ
ナー等の実施により、育児・介護などで制
約が多い女性の就業について、相談者一
人ひとりに寄り添った支援を行った。

　本事業は令和２年度で終了となるが、県内全域
の女性就業希望者に対する再就職等の支援のため
に、ウーマンズジョブほっとステーションにおけ
る幅広い支援のあり方についてこれまでの事業を
踏まえ検討していく。

　ＮＰＯにクラウドファンディングの手法を学
ぶ機会を提供し、実践に向けたサポートを
行ったことで、ＮＰＯが自らの活動を見直す
とともに、資金調達力と広報力の強化など
自立・自走できるＮＰＯの育成につながっ
た。

　ＮＰＯのクラウドファンディングに関する知識
を深め、本事業による事例等から資金調達やＮＰ
Ｏの活動拡大に係る有効性を検証するとともに、
ＮＰＯに対する周知の拡大を図ることで、より多
くのＮＰＯの資金力及び組織力の強化につなげて
いく。

　ボランティア活動への参加促進やボラン
ティアの担い手づくりを推進するため、県社
会福祉協議会が行う生活支援ボランティア
グループ応援事業やボランティア体験事業
等に対して支援を行った。

　ボランティア体験支援事業参加者のアンケート
結果や第三者評価委員会の意見等を参考に、より
幅広い年齢層の参加者増加にもつながるよう常に
事業内容、周知方法等の見直しを図るとともに、
参加者へのフォローを行うことで人材育成にもつ
なげていく。併せて各種事業や情報発信に係るイ
ンターネット活用を拡充し、県民のボランティア
活動の促進を図っていく。

　地域住民主体によるコミュニティの維持・
活性化を促進するため、地域の課題解決
の担い手となり得るＮＰＯを育成し、地域運
営組織等とのマッチングに向けた支援を実
施した。

　地域住民主体によるコミュニティの維持・活性
化を促進するため、地域課題解決の担い手となり
得るＮＰＯの掘り起こしや育成及び、地域運営組
織との連携・マッチングを進めるとともに、他地
域への波及を目指していく。

　ＮＰＯ法人の設立認証・認定等の手続き
支援をはじめ、「ＮＰＯ法人の手引き」の作
成・配付を行い、法人の設立や円滑な運営
等の支援を行った。
※毎年度、法人の決算期前に行う管理運
営説明会は新型コロナウイルス感染防止
のため中止とした。

　県と県民ボランティア活動支援センターとの役
割分担の明確化を進め、ＮＰＯ法人に関する申請
等の相談について相談者の利便性を向上するとと
もに、より多くの相談機会を提供し、ＮＰＯ法人
の新規設立と適正な管理運営の促進を図る。
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NPOとの
協働マッ
チング推
進事業費

県民生活
環境課

改善

多様な主
体との連
携・協働
による動
物愛護推
進事業

生活衛生
課

改善

集落維持
対策推進
費

地域づく
り推進課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

環境保全
活動推進
事
業費

県民生活
環境課

改善

　事業群：③持続可能な社会の構築のための環境保全活動の促進や環境教育
　　　　　　等の推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　環境保全活動の大切さや重要性を広く県
民に啓発するため、地域団体や学校等へ
の環境アドバイザー派遣、環境月間におけ
る街頭キャンペーン、環境学習総合サイト
「環境学習eネットながさき」等による、環境
活動・イベント・人材情報等の情報発信を
実施した。
　また、環境保全活動に取り組む団体等の
ネットワーク会議（壱岐地区）、幼児向けの
環境保全活動指導者養成講座の実施によ
り人材育成等を図った。

　第２次長崎県環境教育等行動計画に基づき、引
き続き若年層を中心に環境教育を推進するととも
に、具体的な行動に移すため、地域や職域の身近
な課題に関連する体験活動を通じた学びの実践や
世代に応じた取組、主体間・地域間・世代間の協
働による学び合いや経験・ノウハウの共有促進の
ための場づくり、コーディネート機能の充実、消
費者教育等他の分野との連携強化など、SDGｓや
ESDを取り入れて、専門家や庁内関係課等と協議
しながら施策展開していく。　また、環境保全活
動への取り組み方がわからず実践できていない割
合を低減させるため、引き続き、幼少期からの環
境意識の定着を図るための学習支援を行うととも
に、子どもと一緒に取り組む環境保全活動の大人
世代への広報啓発活動についても検討する。

　市町における地域運営組織を核とした住
民主体による集落対策を推進するため、市
町のニーズに対応したアドバイザー派遣や
研修会開催、集落維持対策推進事業補助
金等を通じて、市町への支援や働きかけを
実施した。

　県内市町の集落対策に向けた取組、先行事例が
増えてくる中、新型コロナウイルス感染症拡大を
機に、買い物・子育て・見守りなど、「共助」や
「コミュニティ」の重要性を地域が再認識する
きっかけと捉え、県内市町における集落対策のさ
らなる推進につなげるため、県内事例の情報共有
など市町間ネットワークの強化や、地域活動を担
う人材の確保・育成に向けて、外部人材の活躍の
場の創出も含めた地域の人材育成面の強化を図
る。

　野良猫の不妊化の推進、市町の生活環
境被害対策との連携、適正飼養の啓発な
どを、ボランティアを含む多様な主体との連
携・協働により実施し、行政に引き取られる
動物を減らし、殺処分される犬猫の数が減
少することを目指す。

　引取り及び殺処分の多くを占める野良猫の子猫
の引取りを減らす取組として、地域猫活動の不妊
手術費支援とともに、活動が県下全域に広がるよ
う、市町に対しても働きかけを行う。併せて、獣
医師のボランティアによる動物管理所での不妊手
術、複数のボランティアとの合同譲渡会の実施な
ど、多様な主体と協働した動物の愛護及び管理に
取り組む。
　また、今後の動物愛護の拠点施設としての動物
管理所について、機能向上や体制強化に向けた検
討を行う。

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　新たな協働事業の掘り起こしや協働の実
現に向けた協働サポート体制の強化に取
り組むとともに、行政職員の協働意識のさ
らなる向上を目的とした研修会等を実施す
る。

　多様化する県民ニーズに対応するため、協働サ
ポートデスクを中心に協働実現に向けた協働サ
ポート体制の強化を図り、協働サポートデスクの
庁内外への周知拡大を進める。併せて、行政職員
の協働にかかる意識醸成に向けた取組の強化を進
めていく。
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県民参加
の地域づ
くり
事業費

河川課 改善

　県管理公共土木施設の清掃美化活動に
取り組む団体へ消耗品の支給と活動時の
けがや事故に対応した傷害保険及び対
人・対物保険への加入を行い、地域の愛護
活動の活性化を図り、行政と県民との美し
い県土づくりを推進した。

　当事業を実施することにより、県民の環境維持
保全活動への参加機会を確保している。事業の定
着により県民の環境に対する意識も高まっており
登録団体も増加している。
　令和３年度においても、登録団体の増加を図り
ながら、団体への意見聴取等により、活動回数の
増加につながるよう支援方法の見直しを検討し、
引き続き当事業を実施することで公共施設等の環
境維持担い手の多様化に貢献していく。
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 33 1 8 39

1% 40% 1% 10% 47%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 2 5

10% 20% 20% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ながさき
で家族に
なろう事
業

こども未
来課

改善

特定不妊
治療費助
成事業費

こども家
庭課

拡充

健やか親
子サポー
ト事業

こども家
庭課

現状維持

周産期・
小児発達
支援情報
ネットワー
クシステ
ム構築事
業

医療政策
課

終了

次代を担う『人財』豊かな長崎県
    ５．次代を担う子どもを育む

名　　称

評価対象事業延べ件数

82件 令和３年度の方向性

施策：（１）結婚・妊娠・出産・子育ての一貫した切れ目ない支援

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　長崎県婚活サポートセンターを運営し、相
談業務、データマッチングシステムの運用、
婚活サポーターの育成等に取り組むととも
に、結婚支援体制の更なる強化に向け、
県、市町、団体で構成する長崎県婚活サ
ポート官民連携協議会を開催した。更に
は、県で実施する結婚支援事業を連動さ
せ、一体的に推進する体制整備を進め、各
会員や相談者等に対する対応の幅を広げ
た。

　医療保険が適用されず高額な医療費が
かかる配偶者間の特定不妊治療（体外受
精・顕微授精）に要する費用の一部を助成
した。

　夫婦の5.5組に1組が不妊の検査や治療を受けた
ことがあるといわれており、妊娠・出産の希望が
実現できる環境整備及び少子化対策の観点からも
本事業を継続していく。
　また、アンケートの結果を踏まえて、事業の拡
充または改善を検討する。

　赤ちゃん抱っこ体験や妊娠・出産等につ
いて、健康教育を実施した。
　女性の思春期・健康・妊娠等に関する相
談を受け付けたり、相談員の研修を行っ
た。

　周産期医療支援システムへの加入・利用
促進のためのリーフレット作成や研修会の
実施、産科医・小児科医等関係者会議の
開催等を行い、参加施設の増加を図る。

　本事業は、令和２年度をもって終了とするが、
引き続き医療ICT推進による県内の周産期医療体
制の充実に資する事業構築を検討する。

　データマッチングシステム、縁結び隊、ながさ
きめぐりあい、企業間交流事業（ウィズコンなが
さき）の4つの取組の活性化及び相乗効果の発現
に向け、利用者や企業等の声に耳を傾け、長崎県
婚活サポート官民連携協議会の構成団体ととも
に、積極的な見直しを推進する。
　中でも、最も高い成婚目標を設定しているデー
タマッチングシステムにおいては、新しい生活様
式を見据え、情報管理の安全性に十分配慮しつ
つ、自宅での閲覧等を可能にするシステムの改良
などに取り組む必要があるものと考える。また、
利用者の満足度は高いものの、グループ登録が伸
びていないウィズコンながさきについては、共同
事業者である各市町との協議を深め、利用者視点
に立った見直しを進め、活性化につなげたい。

　事業群：①結婚・妊娠・出産の支援

評価対象事業件数

10件 令和３年度の方向性

　健康教育や相談により、正しい知識を得ること
ができ、不安や精神的苦痛の解消につながってい
る。公的機関における相談や健康教育は重要であ
り、今後も継続していく。
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ながさき
少子化克
服戦略推
進事業費

こども未
来課

終了

結婚、妊
娠・出産、
子育て応
援プロ
ジェクト推
進費

こども未
来課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 7

13% 87%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

認定こど
も園推進
事業費

こども未
来課

現状維持

地域子ど
も・子育て
支援事業
費（保育
関係）

こども未
来課

現状維持

保育士人
材確保等
事業費

こども未
来課

改善

　保育士確保は重点課題であり、各種事業を引き
続き実施するほか、本年度実施する潜在保育士向
けのアンケート調査結果を踏まえたうえで必要な
事業構築を図り、保育士確保を図っていく。

　県が実施した合計特殊出生率の分析結
果や国の専門機関の調査結果等に基づ
き、各市町と少子化克服に向けた新たな取
組について協議し、それぞれの状況に応じ
た施策の提案を行った。加えて、各市町に
おける事業化にあたっては、国の地域少子
化対策重点推進交付金の活用を促し、申
請手続に関する支援も実施した。

　平成３０年度以降、長崎県婚活サポート官民連
携協議会や個別訪問などを通じ、各市町との協議
を重ねた結果、データマッチングシステムの窓口
を設置する市町や独自の結婚支援事業に取り組む
市町が増加するとともに、県と21市町が協働して
グループ交流を促進する新たなシステムを事業化
するなどの成果が得られた。
　本事業は令和２年度をもって一旦終了となる
が、少子化対策のさらなる推進に向け、広域連携
の枠組みを県内各地域に広げるなど、市町や関係
団体における効果的な取組を促進するための後継
事業を組み立てたい。

　「幼保連携型認定こども園」の設置認可
の審議会を開催した。
　認定こども園申請事務手続の説明会な
ど、機会を捉えて行った。

　今後も幼児期の教育・保育の充実を図るため、
移行についての申請手続きや設置基準及びメリッ
トをわかりやすく説明し、認定こども園の設置促
進を図る。

　｢保育士・保育所支援センター」に再就職
支援コーディネーターを配置し、保育所に
関する募集採用状況の把握、求職者の
ニーズにあった就職先の提案、求職者と雇
用者双方のニーズ調整、保育所に対し、潜
在保育士の活用に関する助言等を実施し
た。
　また、保育士修学資金貸付事業を実施
し、保育士養成施設の学生に対する修学
資金の一部貸付けを実施した。
　さらに、リーダー的役割を担う保育士等に
対し、処遇改善の要件となっているキャリア
アップ研修を実施した。

　一時預かり事業、病児保育、延長保育
等、地域のニーズに対応した多様なサービ
スに対する助成を行った。

　多様な子育てニーズに対応するため、各市町の
現状を把握し、各事業において未実施の市町に対
し活用を促していくとともに、引き続き事業を継
続していく。

　県民が希望どおりに結婚、妊娠・出産し、
安心して子育てができる社会の実現に向
けて、企業の「応援宣言」など、行政、企
業・団体及び県民が一体となって、結婚や
子育てを応援する機運醸成に向けたキャン
ペーンを展開した。

　他部局と連携した働きかけや企業タイアップに
よる幅広い情報発信を一層推進するとともに、市
町や企業・経済団体等との連携をさらに深め、
ターゲットごとのきめ細かい情報発信の充実を図
るなどの工夫を行うほか、応援宣言申請手続きの
一層の簡略化を図る。

　事業群：②子どもや子育て家庭への支援①

評価対象事業件数

8件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

放課後児
童クラブ
推進事業
費

こども未
来課

現状維持

子育て情
報プラット
フォーム
構築事業
費

こども未
来課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

福祉医療
費助成費

こども家
庭課

現状維持

乳児家庭
全戸訪問
事業

こども家
庭課

現状維持

みんなで
育てる「な
がさきの
子だから」
プロジェク
ト

こども未
来課

改善

　生後4ヶ月までの乳児のいるすべての家
庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身
状況及び養育環境の把握を行い、養育に
ついての相談、助言その他の援助を行う市
町に対して補助を行った。

　育児に関する不安や悩みを聞くことにより、必
要とする情報の提供や適切なサービス提供につな
げることができ、乳児家庭の孤立化を防ぐととも
に、乳児の健全な育成環境の確保が図られるた
め、今後も同様の手法で事業を継続していく。ま
た、訪問率が低い市町に対してヒアリングを行
い、率の向上に努める。

　ホームページ及び携帯端末向けアプリ
ケーションを運営し、子育て支援に関し、県
だけでなく市町等の実施する事業等も併せ
て情報を発信した。

　子育てしやすい環境づくりのために、子育て家
庭が必要としている情報（子育て支援サービス、
イベント情報等）を発信することが必要であり、
今後も掲載内容の充実に努め利用者の拡大に取り
組んでいく。

　事業群：②子どもや子育て家庭への支援③

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　市町が行う乳幼児・母子家庭等の医療費
の一部負担金に対し助成を行い、健康保
持と経済的負担の軽減を図った。

　子どもの健やかな成長を社会全体で応援する機
運をさらに高めるために、今後も長崎県青少年育
成県民会議と連携し、子育てを応援する企業や店
舗の新規開拓、またサービス内容の充実に引き続
き取り組んでいく。
　令和２年度に実施するアンケート結果を踏ま
え、課題を明確化したうえで事業の見直しを行
う。

　子育て世代の経済的負担軽減を図り、子どもを
安心して産み育てる環境を整え、子育て支援を充
実する観点から制度維持を図っていく必要がある
が、制度内容については子どもの医療制度に関す
る国の動向等を見ながら必要に応じて福祉医療制
度検討協議会において検討を行う。

　子育て世帯にお得なサービス等を提供す
る「ながさき子育て応援の店」の取組強化、
子育てを応援するフリーペーパーの発行等
について、子育て支援団体等とのネット
ワークを有する長崎県青少年育成県民会
議と連携して行うことにより、すべての子ど
もが健やかに成長できる社会づくりを推進
する機運の醸成を図った。

令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

　事業群：②子どもや子育て家庭への支援②

見直しの方向

　放課後児童健全育成事業に係る費用を
補助した。

　年々利用児童が増加する放課後児童クラブの運
営費助成、新たな受け皿確保、質の向上のための
よりよい理解等を深めるための放課後児童支援員
認定資格研修・資質向上研修等を行うものであ
り、引き続き取り組んでいく。

評価対象事業件数

5件
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子育て応
援住宅支
援事業

住宅課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

学校保健
総合支援
事業

体育保健
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ココロねっ
こ運動推
進事業

こども未
来課

改善

　事業群：③命の尊さや家庭生活・家族の大切さなど、自分の将来を考え
　　　　　　させる教育の普及

　ココロねっこ指導員・推進員による「ココロ
ねっこ運動」や「家庭の日」の啓発及び運
動の輪の拡大を図った。また、長崎県青少
年育成県民会議と連携して、ココロねっこ
広場などのイベントの場を設定し、「家庭の
日」の啓発活動を行った。

　ココロねっこ指導員による県内各地での「ココ
ロねっこ運動巡回説明」の実施を一層推進し、市
町におけるココロねっこ運動の充実を図るととも
に、ココロねっこ運動の登録について、教育関係
団体のみならず、企業や個人での登録を推進して
いく。
　教育委員会や関係団体との連携を深め、「家庭
の日」の周知と充実を図る。

　教職員に対し、専門医等を講師に現代的
な健康課題である性に関する研修会を実
施した。また、学校保健総合支援事業（文
科省委託事業）を活用した専門医派遣を通
じ、児童生徒に対し、自分の将来を考える
教育の推進を図った。

　命の尊さや家庭生活・家族の大切さなど、自分
の将来を考えさせる教育を普及させるためには、
各学校で指導を行う指導者の養成のための研修
や、各学校への専門医派遣は不可欠な事業であ
る。今後も、引き続き県産婦人科医会の協力を得
ながら、健康課題研修会で性に関する教育の講義
を実施し、教員の指導力の向上を図っていく。

施策：（２）安心して子育てできる環境づくり

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

3件 令和３年度の方向性

1件

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　多子世帯や新たに３世代で同居・近居す
るための改修工事又は中古住宅取得に要
する経費の一部を助成することで、安心し
て子どもを産み育てることのできる居住環
境の整備を図った。

　多子世帯への支援に取り組む市町数及び子育て
応援団体等所属者に対する追加の支援を行う市町
数が増えるよう、市町に対し情報提供や事業周知
を行う。
　不動産事業者や工務店など、業界への事業周知
を行うとともに、事業進捗が悪い市町へヒアリン
グを行い、支援を促すことで、制度利用者の増加
へ取り組む。

令和３年度の方向性

評価対象事業件数

　事業群：①県民総ぐるみの子育て支援

　事業群：②子どもを取り巻く有害環境対策の推進

評価対象事業件数
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非行防
止・環境
浄化対策
費

こども未
来課

改善

長崎っ子
のための
メディア環
境改善事
業費

こども未
来課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

幼稚園耐
震化緊急
整備事業
費

こども未
来課

改善

幼稚園・
保育所耐
震診断事
業費

こども未
来課

廃止

　長崎県私立幼稚園耐震補強工事費補助
金を活用し、耐震補強工事又は耐震化の
ための改築工事費の助成を行うもの。（県
継足補助1/6又は1/3）
　私立学校施設整備費補助金（私立幼稚
園施設整備費）により文科省からの補助を
受ける事業者で、工事内容が「耐震補強」
の場合、本事業の対象となる。
　令和元年度については、上記補助金の
交付を受けた事業者が3園（延べ4件）で
あった。

　施設の耐震化の推進のため、未実施施設を個別
訪問し、具体的な計画や財務状況等のヒアリング
を行い、本事業の活用を促し、全施設の耐震化に
向けて働きかけを行う。また、施設の老朽化のた
めの建替えや認定こども園への移行を検討してい
る施設もあることから、耐震化以外の施設整備補
助金についても内容を説明し活用を促していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　私立幼稚園及び保育所へ市町への間接
補助により耐震診断に要する費用の一部
を助成するもの。（国1/3、県1/3、設置者
1/3）
　令和元年度については、補助を希望する
事業者がいなかったため、実施しなかっ
た。

　耐震診断未実施の主な理由として、耐震診断の
実施に多額の費用がかかり、さらに耐震性が無い
場合は耐震化工事のため多額の工事費が発生する
ことがあり、未実施施設の多くは、耐震診断を実
施せず改築工事を検討しているため、本事業が活
用される見込みはない状況である。
　そのため、本事業は廃止し、改築工事等の補助
活用を促すことによって耐震化向上を図ってい
く。

　子どもや保護者のメディアリテラシーの向
上や、ネットの有害情報から子どもを守る
ため、メディア安全指導員を学校や公民館
などに派遣した。

　メディア安全指導員派遣の要請は多く、県下全
域において、ＰＴＡ研修、学校保健委員会、学校
の授業、教職員研修、各地域の健全育成会研修等
を中心に啓発活動を実施した。令和元年度は345
回派遣し45,402人が参加した。
　ネットパトロール講習会は令和２年度で終了予
定であるが、ネットパトール講習会でのノウハウ
を引き継ぎ、各学校が抱える青少年のインター
ネット利用環境問題の改善につながる事業の構築
と、引き続き、児童生徒支援課や義務教育課等の
教育関係機関と連携を図るとともに、未就学児の
保護者への周知・啓発を図る。

2件 令和３年度の方向性

　事業群：③幼稚園、保育所、幼保連携型認定こども園の耐震化の推進

評価対象事業件数

　立入調査の権限移譲がなされていない長崎市、
川棚町に対する権限移譲を促し、全ての市町に立
入調査の権限移譲を行い、市町主体の立入調査を
バックアップする。
　県では、立入調査マニュアル、資料等の改善を
行うなど、各市への指導の充実を図る。

　少年補導センター等の補導活動等を支
援し、少年非行を未然に防止した。
　少年保護育成審議会への諮問を経て有
害図書類を指定し、告示等により広く県民
に周知するとともに、事業者等に通知する
ことで、少年への有害図書類の販売等の
防止を図るほか、立入調査員に対し、適宜
研修や資料の提供を行うことにより、より実
効性のある立入調査を実施することで、区
分陳列の徹底を図った。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

8 1 1

80% 10% 10%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県学
力調査実
施事業

義務教育
課

改善

２１世紀
型学力向
上推進緊
急プロ
ジェクト費

義務教育
課

改善

児童生徒
の学力向
上のため
の非常勤
講師等配
置支援事
業

義務教育
課

改善

教科等教
育指導費

義務教育
課

改善

教科等教
育指導費

高校教育
課

改善

教育研
究・研修
費
（教育セ
ンター運
営費）

高校教育
課
（教育セ
ンター）

改善

施策：（３）学力の向上と個性を活かした教育の推進

　モデル地区（２地区）にリーディングスキ
ルテスト受検と、読解力育成の課題を踏ま
えた教育実践を委託し、受検結果と実践の
成果を基に「長崎県読解力育成プラン」を
作成した。さらに県下の小中学校に発信す
るとともに、県下142校を訪問し、学力向上
対策の課題の共有と改善策についての協
議を行った。

　県立高校における図書館非常勤職員の配置数を
拡大し、図書館活動及び学習支援活動の更なる充
実を図る。

　児童生徒の学力を検証するための調査
問題を作成し、学力調査を実施した。さら
に、学力向上のための各委員会において、
学力調査の分析結果と改善策について協
議を行うとともに、検証改善のためのモデ
ル授業を実施した。

　事業群：①変化の激しい社会を生き抜く「確かな学力」の育成

　県学力調査において、各教科の重点課題に加
え、読解力育成に係る課題の改善状況を把握し、
その改善状況に応じた児童生徒の学力向上に向け
た取組の充実を図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

　子どもたちの「確かな学力」育成に不可欠
な教職員としての実践的指導力や使命感
を養うため、経年研修（初任者研修等）、職
務研修（管理職研修等）、課題研修（教科・
領域研修等）、出前型研修（学校等に出向
いて行う講座・支援）等を実施した。

　各小・中学校において、学習指導要領の
趣旨に沿った教育の内容や方法等に関し
て、研究指定校を指定し、その研究成果等
を県内に広く公表した。

　引き続き研究指定を実施し、新学習指導要領の
全面実施に対応した授業の工夫・改善等の充実を
図る。

　学校の教育課程の展開に寄与し、授業に
役立つ資料を備え学習支援の役割を担う
学校図書館に、専門的な知見を有する学
校司書を配置し、県立高校における各教科
の教育内容の充実や生徒の言語活動の充
実を図った。

　事業群：③小中一貫教育など特色ある学校づくりの推進

10件 令和３年度の方向性

　児童生徒の学力向上のための非常勤講
師や学習支援員等を市町立小・中学校に
配置する市町を補助し、学校の人的支援
体制の整備を図った。

　児童生徒の個に応じたきめ細かな支援を行うた
め、市町が児童生徒の学力向上のために配置する
非常勤講師や学習支援員及びスクール・サポー
ト・スタッフ等にかかる経費を一部補助すること
で、学校の人的支援を引き続き実施していく。ま
た、学校訪問や活用状況調査によって支援状況や
効果等を把握し、目標達成に向けて事業の充実を
図っていく。
　さらに、スクール・サポート・スタッフを配置
していない市町に対して、事業概要や事業効果の
情報提供を行い、教員の超勤対策のひとつとして
配置の検討を促していく。

　令和２年度に作成・発信する「長崎県授業改善
メソッド」に基づく診断や相談を行う学校訪問や
研修会を実施し、各学校に応じた学力向上に関す
る課題の改善を進める。

　「長崎県　教員等としての資質の向上に関する
指標」に示されている資質能力が、研修講座等を
通じて確実に育成されるように、研修内容の充実
と見直しを図る。
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次期学習
指導要領
への対応
を図る教
科等指導
力向上事
業

義務教育
課

終了

長崎発
未来の創
り手育成
プラン

高校教育
課

改善

地域子ど
も教室推
進事業

生涯学習
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

すいすい
スクール
ネットワー
ク整備事
業費

教育環境
整備課

終了

GIGAス
クール生
徒用端末
等整備事
業

教育環境
整備課

終了

　県内の各小学校区において、放課後や
土曜日等に小学校や公民館等を活用し
て、地域の多様な経験や技能を持つ人材
等の協力のもとに、自然・文化・スポーツ等
様々な体験・交流活動の機会を提供するこ
とで、地域社会の中で、全ての子どもの安
心・安全な居場所づくりと心豊かに育まれ
る環境づくりを推進した。

　学習指導要領の改訂に伴い、小学校で
は令和2年度から、中学校では令和3年度
から全面実施となる新しい教育課程の説
明会を実施した。

　小学校が令和２年度から、中学校が令和３年度
から新学習指導要領の完全実施となることを受け
て本事業は終了するが、研修会や学校訪問を通じ
て変更内容や趣旨等の周知、徹底を継続してい
く。

　事業群：②学校の小規模化やアクティブ・ラーニング等に対応したＩＣＴ活用
　　　　　　の推進

　研修会、推進委員会、視察等を通して、市町及
び運営者の実態理解に努め、地域子ども教室と放
課後児童クラブとの一体型及び連携した取組や子
どもの安全・安心な居場所づくりを推進する。県
のホームページ等で、実施主体や指導者等へ、地
域子ども教室と放課後児童クラブの連携・一体型
の好事例や災害・新型コロナウイルス感染症など
の不測の事態にも対応する情報等を提供し周知・
啓発を行う。また、「ながさき土曜学習応援団」
については、大学・企業・NPO等が少ない離島・
半島地区での子どもの豊かな体験活動の場を提供
していくために、引き継き活用を検討する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　県立中学校及び特別支援学校小・中学
部において、パソコンの１人１台端末と家庭
でのオンライン学習環境を整備。

　県立高校生徒を対象に英語の４技能型
民間資格・検定試験を受検させ、その結果
を県教委と各学校が分析して指導改善プラ
ンを策定し、指導改善を図った。
　県立高校６校を研究指定し、専門家や地
元市町の協力を得ながら、地域活性化に
向けた取組等を行った。

　これまでの事業成果を踏まえて、英語４技能を
バランスよく育成するための取組について検討す
る。
　また、ふるさと教育について、令和３年度まで
に、全県立学校が年間指導計画と体系図を策定で
きるよう、研究指定校の成果を周知していく。

―

　全ての県立学校において、全面的な敷設
工事により１０G対応のケーブルを含めた
高速大容量の教育用通信ネットワークを整
備

―

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

高等学校
私立学校
助成費

学事振興
課

現状維持

中学校私
立学校助
成費

学事振興
課

現状維持

小学校私
立学校助
成費

学事振興
課

現状維持

専修学校
私立学校
助成費

学事振興
課

現状維持

学校力を
パワー
アップ　私
立学校実
践支援事
業（高等
学校私立
学校助成
費）

学事振興
課

終了

　私立小学校の運営に要する経費の一部
を助成するとともに、スクールカウンセラー
等の配置に対し支援を行った。

　私立学校は、公教育の一翼を担っている一方、
少子化等により学校法人の運営はますます厳しく
なっているため、今後とも本事業を継続していく
必要がある。
　保護者負担の軽減及び私立学校の活力と魅力を
高めることにより、本県教育の充実を図ってい
く。

　事業群：④魅力ある私立学校づくりの推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　新たな教育課題等に対応し、学校の教育
力を一層向上させる私立学校の取組を支
援した。

　これまでの取組が継続できるよう、学校と連携
をとりながら特色ある学校づくりを推進し、長崎
県全体の教育力の向上を図る。現在の枠組みでの
事業の実施は一旦終了とし、３年間の取組を踏ま
え、引き続き特色ある学校づくりが推進できるよ
うな事業構築を行う。

5件 令和３年度の方向性

評価対象事業件数

　私立（学校法人立）の専修学校に対し、
運営費の一部を助成した。

　卒業生の多くが県内に就職するなど、県内企業
を支える大きな役割を担っている専修学校のう
ち、専門的な職業教育を中心に実施する学校に限
定して経常費補助を行っており、教育の振興を図
る意味から不可欠な事業であり、今後も同様の手
法により事業を継続する。

　私立学校は、公教育の一翼を担っている一方、
少子化等により学校法人の運営はますます厳しく
なっているため、今後とも本事業を継続していく
必要がある。
　保護者負担の軽減及び私立学校の活力と魅力を
高めることにより、本県教育の充実を図ってい
く。

　私立学校は、公教育の一翼を担っている一方、
少子化等により学校法人の運営はますます厳しく
なっているため、今後とも本事業を継続していく
必要がある。高等学校の運営費に係る助成のあり
方については学校の努力に応じた配分となるよう
生徒数を算定基礎としており、認可定員を基準と
した充足率が７割を下回れば補助金不交付という
制度を導入している。
また、県内の中学3年生人口の減少が見込まれる
中、私学経営の根本をなす生徒数確保の困難さが
増しており、私立学校がそれぞれ独自の魅力をよ
り一層高めることが求められるため、今後とも本
事業を継続していく必要がある。

　私立中学校の運営に要する経費の一部
を助成するとともに、スクールカウンセラー
等の配置に対し支援を行った。

　私立高等学校等の運営に要する経費の
一部を助成するとともに、特色ある学校づく
りを支援した。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

郷土学習
資料作成
事業

義務教育
課

改善

長崎発
未来の創
り手育成
プラン（再
掲）

高校教育
課

改善

「しま」体
験活動支
援事業費

義務教育
課

改善

しまの「ミ
ライ」応援
事業

生涯学習
課

改善

　事業群：①ふるさとを愛し、我が国と郷土長崎に誇りを持つ子どもの育成

　事業群：④子どもたちが直接自然と触れ合う体験活動や農山漁村での交流
　　　　　　体験の推進

　本事業は平成２３年度から展開されており、令
和元年度までに７，５５３人の児童生徒が、しま
部での体験活動を行った。参加した児童生徒の多
くが、日常生活では味わえない体験に感動を覚
え、「しま」のよさを感得している。
　令和３年度においては、参加児童生徒数を維持
するため、引き続き市町と協力し、活動の意義や
具体的な実施方法の周知を引き続き行うととも
に、各学校に対する情報発信に努める。

令和３年度の方向性

施策：（４）我が国と郷土を愛する心や豊かな人間性、社会性の育成

 　離島に住む小学生を対象に、地域活性
化の講話や企業等での体験活動、参加者
同士の交流等を通して、「しま」の魅力や課
題について考え、理解させることで、ふるさ
と長崎県を創っていく意欲を高め、離島で
のリーダー育成につなげる。

　令和２年度は、県北地域を活動の場として事業
を実施した。子どもたちに県内各地の良さを体験
してもらうため、令和３年度は、県央又は県南地
域で事業を展開し、長崎県内の様々な企業や事業
所の取組を体験させる。
　また、令和２年度は、新型コロナウイルス感染
予防対策として、参加者数を２０人に半減して募
集した。令和３年度は、当初の計画通り参加者数
を４０人とし、できるだけ多くの子どもたちに体
験の機会を与えたい。

　令和２年度版「ふるさと長崎県」を改訂
し、県内各学校や関係機関に配布した。主
な改訂内容として、「ナガサキ　トピックス
『ＳＤＧｓ未来都市』壱岐市の取組」、「『し
ま』は長崎県の宝!!シリーズ３～壱岐市～」
などを新規に掲載し、全編にわたり数値等
の修正を行った。

　子どもたちの郷土長崎に対する理解と愛情を深
めるため、本学習資料の果たす役割は大変大き
い。今後も、引き続き内容の充実を図りながら、
本学習資料の継続的な活用を行い、子どもたちの
郷土長崎に対する愛情を深めていく。

　県立高校６校を研究指定し、専門家や地
元市町の協力を得ながら、地域活性化に
向けた取組等を行った。

　令和３年度までに、全県立学校がふるさと教育
について体系図と年間指導計画を策定できるよ
う、研究指定校の成果を周知していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

4件

評価対象事業件数

　令和元年度は、長崎市、大村市の小･中
学校や県立中学校の児童生徒７４７人が
本事業により体験活動を実施した。活動先
は、壱岐市、五島市の２市である。また、
「しま」の魅力を広く伝えるため、実施校か
ら聞き取った活動内容をまとめ、各学校に
情報提供を行った。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

道徳教育
の抜本的
改善・充
実事業

義務教育
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ミライon
（未来に
つなぐ）子
ども読書
活動推進
事業費

生涯学習
課

改善

1件

　事業群：⑤表現力や想像力を高める子どもの読書活動の推進

　道徳教育の充実を図るため、道徳教育パ
ワーアップ協議会を実施し、市町立学校の
管理職員や道徳教育推進教師等２１９名
が参加した。

　令和２年度中止した道徳教育パワーアップ協議
会を実施し、多くの教職員が参加しやすいように
するため、日程等を工夫していく。また、道徳教
育及び道徳科の授業の充実を図るため、協議会内
容をより実践的な内容にしていく。

評価対象事業件数

1件

　事業群：③社会の様々な課題を主体的に判断できる力や政治に参画する
　　　　　　態度を育てる教育の推進

　事業群：②豊かな道徳性を育む道徳教育の推進

令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

評価対象事業件数

見直しの方向

　「長崎県の子どもにすすめる本５００選・
精選版」を作成し、県内に広く周知を行っ
た。併せて、「高校生が選ぶ友達にすすめ
る本」リストを作成した。県中学生ビブリオ
バトル大会を開催し、県内中学生の読書へ
の興味・関心の喚起を図った。
　司書教諭等研修会、図書ボランティア研
修会等を開催し、読書活動を推進する人た
ちの資質向上と連携強化を図った。
　市町に対し「子ども読書活動推進計画」
の策定を促し、新たに１市町が策定した。
市町立小・中学校の学校図書館を訪問し、
読書環境・活動の実態把握に努めた。

　第四次長崎県子ども読書活動推進計画に基づ
き、目標値を達成するため、「家族１０分間読書
運動」や「全校一斉読書活動」の推進等に取り組
み、発達段階に応じた読書習慣の形成を促す取組
を改善・継続していく。併せて、令和元年度から
計画的に実施している図書ボランティア研修会
で、家庭・地域で読書活動に関わる人々の資質向
上と連携を図る。中学生ビブリオバトル大会の実
施や、「高校生が選ぶ友だちにすすめる本」の更
なる活用など、県内中学・高校生の読書への興
味・関心を喚起する取組によって、子どもが自主
的に読書に親しむ機会と環境の整備に努める。

令和３年度の方向性

見直しの方向
事業内容

（事業の実施状況）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 2

60% 40%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

中学校・
高等学校
文化活動
推進事業
費

学芸文化
課

改善

部活動指
導員配置
事業費

学芸文化
課

改善

魅力あふ
れる児童
生徒の作
品展開催
事業

学芸文化
課

改善

子ども舞
台芸術鑑
賞事業

学芸文化
課

現状維持

見直しの方向
事業内容

（事業の実施状況）

　子どもたちの豊かな感性や情操を育み、
文化活動の振興を図るため、小・中・特別
支援学校の児童・生徒を対象として音楽・
演劇・古典芸能など優れた舞台芸術の鑑
賞機会を提供した。

　音楽・演劇・古典芸能など優れた舞台芸術を鑑
賞する機会を提供することにより、歴史・伝統・
文化に対する理解を深め、これらを尊重する態度
や文化芸術を愛好する心情や感性を育み、豊かな
心の涵養を図る。今後も、効果的・効率的な事業
の実施を図り、優れた文化芸術の鑑賞・体験機会
を多くの子どもたちに提供する必要がある。

評価対象事業件数

5件 令和３年度の方向性

　「実技指導、安全・障害予防に関する知
識・技能の指導」、「学校外での活動の引
率」、「用具施設の点検・管理、部活動の管
理運営」、「保護者等への連絡、年間指導
計画の作成」、「生徒指導に係る対応」、
「事故が発生した場合の現場対応」などが
できる部活動指導員を県立学校に配置す
る。このことにより教員の多忙化解消、負
担軽減を図る。

　中学校・高等学校の文化活動の推進とす
そ野の拡大を図ることを目的として、積極
的に活動する部活動等を指定し、その活動
に対する助成を行うとともに、県総合文化
祭及び全国総合文化祭への参加費等への
支援を実施した。

　高等学校においては、令和３年度の九州高等学
校総合文化祭長崎大会の開催に向け、引き続き地
域や市町や学校の枠を越えて県内の文化活動の活
性化を図る必要がある。
　中学校においては、平成30年度第18回全国中学
校総合文化祭長崎大会を契機として、引き続き文
化活動の育成・強化を図るとともに、生徒の文化
に対する意欲向上を継続的に図る必要がある。
　また、中学校、高等学校ともに、全国レベルで
活躍できる学校部活動等に対する活動経費の支援
を行い、各校が切磋琢磨をしながら、さらなる大
会成績向上を目指すために継続的に支援する必要
がある。

　事業群：⑥創造性や独創性など豊かな人間性を育てる子どもたちの文化
　　　　　　芸術活動の推進

　令和２年度から配置している文化部活動指導員
について、本年度配置校や他県での有効な活用方
法事例の情報収集を行い、更なる効果的な活用方
法について検討を行う。
　また、その情報や検討内容について、各種会議
等などの機会を捉え県内市町へ広め、配置拡充の
検討につなげる。

　「子ども県展」は、県内の小中学校の学習活動
の中で制作する図画工作・美術作品の発表機会と
して、県内の子どもたちに広く定着し、子どもた
ちの目標の一つとなっており、年々、児童生徒数
が減少する中、応募率は高い水準を維持してい
る。
　今後も、子どもたちの図画工作・美術に対する
関心を高めるとともに、豊かな情操を育成するた
め、県造形教育研究会との連携を密に図りなが
ら、不参加校への働きかけを引き続き行うなど、
さらなる普及啓発の改善を図る。

　子どもたちの図画工作・美術に対する意
欲・関心を高めるとともに、創造の喜びを味
わわせ、表現力の向上や豊かな情操の育
成を図るため、県内小・中学校の児童・生
徒を対象とする作品を募集し、優秀な作品
の表彰及び展示（総合展・巡回展）を行っ
た。
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ながさき
“若い芽”
のコン
サート開
催費

学芸文化
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

小学校か
らの英語
教育ボト
ムアップ
事業費

義務教育
課

終了

外国語指
導助手招
致費

高校教育
課

現状維持

これから
の社会を
生き抜く
力を持っ
たグロー
バル人材
育成事業

高校教育
課

現状維持

3件 令和３年度の方向性

　子どもたちの豊かな心の育成と青少年の
文化活動の振興を図ることを目的として、
クラシック音楽を志す子どもたちの発表の
機会を提供するため、ながさき“若い芽”の
コンサートを開催した。

　「ながさき“若い芽”のコンサート」は、県内
の他のコンクールには類がない声楽、ピアノ、弦
楽器、ギター、管・打楽器の５部門の構成であ
り、子どもたちの発表機会として広く定着し、ク
ラシック音楽を志す県内の子どもたちの目標の一
つとなっている。音楽の喜びを体験することは、
継続して芸術文化活動に取り組む人材を育成する
うえで非常に有効であり、子どもたちの豊かな情
操を養い、より豊かな人間性を育む。今後も、引
き続き広報活動を実施し、オーディション応募者
のさらなる確保を図る必要がある。

見直しの方向

　小学校外国語教育の早期化・教科化に
向けて、教員の指導力及び英語力の向上
を目指し、外国語の指導経験の少ない教
員を対象に県内3ヵ所、2日間の研修を281
名に対して実施した。

　これまで国費で進めていた英語教育推進協議会
を県としての事業に移行し、さらなる充実を図
る。
　また、小学校教員と中学校英語教員の合同によ
る研修等の充実により、各市町と協力しながら小
中の連携を推進していく。

施策：（５）グローバル化社会を生き抜く力を持った人材づくり

　事業群：②小・中・高を通した外国語教育の充実

　事業群：③高等学校における特色ある国際理解・外国語教育の推進

　事業群：①子どもたちが直接外国語に親しむ体験活動の推進

評価対象事業件数

　令和２年度における事業の実施状況を見なが
ら、必要な見直しがあれば検討していく。

　海外での語学研修とグローバル企業へ
の訪問研修、各学校や生徒の国際的素養
を身に付けるための取組を推進することに
より、グローバルな視野を持って社会を牽
引する人材の育成を図る。

　定時制課程（夜間部）と通信制課程を除
く、すべての県立高校にＡＬＴを配置した。

　生徒のコミュニケーション能力等の向上を図る
ため、今後も事業を継続していく必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

防災教育
推進事業
費

児童生徒
支援課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

県立学校
施設等整
備費

教育環境
整備課

改善

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

　事業群：②安全で快適な学校施設の整備

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　 県立学校施設を安全に保つための保全
点検、改築、大規模改修、並びに教育の
ニーズに対応するための新築、増築、大規
模改修等を実施した。
　 この外、維持補修のための小規模改修
やグラウンド等校地整備を実施した。

　児童生徒が安全な環境のもと安心して学習・生
活ができるよう、引き続き建築（設計）士等専門
業者への委託による外壁打診調査や職員による定
期的な点検等を実施しつつ、老朽化した施設の改
築や大規模改修を計画的に進め、維持･補修等を
実施する。
　今後、県立学校施設等整備に係る予算の平準
化、施設の長寿命化を図るためには、現在の事後
措置型から予防保全型の維持管理へ転換していく
ことを考慮のうえ、施設ごとの個別の改修等計画
を令和２年度までに策定することとしており、同
計画を踏まえて整備を進めていく。
　なお、今後利用が見込めない施設については、
引き続き建物の売却や、解体して土地の売却を行
うとともに、公共のために活用する市町へは譲渡
を検討するなどして適正な管理に努める。

　防災教育を推進し、教職員や児童生徒等
の防災に対する意識の向上を図るととも
に、各学校における学校安全体制の充実
を図った。
　また、事業の一部を再委託した西海市で
は、「予告なし避難訓練」、「引き渡し避難
訓練」等を実施し、家庭や地域と連携した
防災体制の構築を図るとともに、危機管理
マニュアル等の見直しを行った。さらに、児
童生徒の事件・事故を防ぐために、学校安
全に関する研修会を教職員に対して行うこ
とで、教職員の安全教育に関する資質向
上を図った。

　市町とのより一層の連携を図りながら、学校安
全体制を強化し、学校安全教室推進研修会の実施
時期や内容等を見直しながら、更なる学校安全教
育の推進を図る。

施策：（６）子どもたちが安心して学べる教育環境の整備

　事業群：①子どもの安全確保対策の推進

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

高等学校
私立学校
助成費
（高等学
校等修学
支援事業
等）

学事振興
課

現状維持

特別支援
教育就学
奨励費

教育環境
整備課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

私立学校
耐震化促
進事業費
補助金

学事振興
課

改善

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③子どもたちが安心して学ぶことができる修学支援の充実

　特別支援学校への就学に要する保護者
の経済的負担を軽減するため、保護者の
経済状況に応じて、就学に必要な経費（交
通費、学用品費等）を助成した。

　昭和３３年度から実施している国庫補助事業で
ある。障害のある子どもたちの教育環境を確保す
るため、今後も同様に事業を継続していく必要が
ある。

　私立高等学校に係る授業料については、
保護者負担の軽減を図るため、年収910万
円未満（市町村民税と県民税の所得割額
合計が507,000円未満）の世帯の所得に応
じ、就学支援金を支給しており、さらに、年
収430万円未満の世帯に対しては、就学支
援金に加えて授業料軽減補助金を支給し
た。また、低所得の世帯に対しては、授業
料以外の教育費負担を軽減するため奨学
給付金を支給した。

　引き続き、私立高等学校の保護者の経済的負担
の軽減に対する支援を行っていく。

　私立高等学校等の耐震化に要する経費
の一部を助成したことで、施設の耐震化を
促進した。

　施設の耐震化を推進するため、引き続き個別に
学校訪問を行うとともに、会計指導検査時にも具
体的な計画を聞き早期の事業実施の働きかけを行
う。特にIs値0.3未満の建物については、早期の
改修を強く働きかける。
　政府施策要望において、引き続き耐震化事業に
係る国庫補助の充実、補助率の見直し、耐震改築
補助事業の延長を要望していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：④私立学校の耐震化の推進

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

PTA研修
費

生涯学習
課

改善

地域子ど
も教室推
進事業

生涯学習
課

改善

ふるさとを
元気にす
る地域学
校協働活
動推進事
業費

生涯学習
課

改善

　県内の各小学校区において、放課後や
土曜日等に小学校や公民館等を活用し
て、地域の多様な経験や技能を持つ人材
等の協力のもとに、自然・文化・スポーツ等
様々な体験・交流活動の機会を提供するこ
とで、地域社会の中で、全ての子どもの安
心・安全な居場所づくりと心豊かに育まれ
る環境づくりを推進した。

　研修会、推進委員会、視察等を通して、市町及
び運営者の実態理解に努め、地域子ども教室と放
課後児童クラブとの一体型及び連携した取組や子
どもの安全・安心な居場所づくりを推進する。県
のホームページ等で、実施主体や指導者等へ、地
域子ども教室と放課後児童クラブの連携・一体型
の好事例や災害・新型コロナウイルス感染症など
の不測の事態にも対応する情報等を提供し周知・
啓発を行う。また、「ながさき土曜学習応援団」
については、大学・企業・NPO等が少ない離島・
半島地区での子どもの豊かな体験活動の場を提供
していくために、引き継き活用を検討する。

施策：（７）「地域みんなで子どもを育み、家庭教育を支援する」体制
　　　　　　づくり

　市町担当者、社会教育関係者、学校担当
者等、それぞれの立場で、地域学校協働
活動を理解し、地域・学校コーディネーター
の資質向上、配置促進につなげる研修会
を県内５か所で開催した。

　市町行政担当者や学校関係者（校長会等）、地
域・保護者、社会教育関係者等への理解を促進す
るために、義務教育課と連携し、コミュニティ･
スクール導入や地域学校協働活動の推進に向けた
実践例や具体的な導入手順の提示、説明、支援を
行う。また、「五課連携担当者会」を中核としな
がら、県として事業推進を図る。

　事業群：①学校・家庭・地域の連携による地域の教育力の向上

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　ふるさとに愛着を持ち地域と連携・協働し
たPTA活動を実践する意義や人口減少時
代に応じたPTA活動の見直しについて、県
内各地で開催されるＰＴＡ研修会において
講話や助言を行った。さらに、家庭教育や
子育てを支援するために保護者向けリーフ
レットを配布した。

　時代に即したＰＴＡ活動の検討を含め、全会員
に届く研修機会の充実を図るとともに、地域と連
携したＰＴＡ活動の促進を図る研修会の実施を目
指す。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②コミュニティ・スクールなど地域と連携・協働した学校づく
　　　　　　りの推進
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

家庭教育
支援対策
事業

生涯学習
課

改善

　ファシリテーター認定やフォローアップの
研修会を大村市、松浦市、壱岐市、時津町
で実施した。また、県と市町の共催型研修
会として、長崎市で実施した。なお、３月に
も南島原市と共催型で研修会を実施予定
であったが、新型コロナウイルス対策のた
め中止した。
　家庭教育講座は１１会場で実施できたも
のの、本講座の依頼は少ない。また、家庭
教育アドバイザー対象の研修会を３月に計
画していたが、新型コロナウイルス対策の
ため実施できなかった。

　令和２年度で終期を迎えるが、核家族化や子育
ての孤立化等が進む中、家庭教育の重要性は高
まっている。そのため、家庭教育への支援は継続
して取り組むことが必要である。
　令和３年度以降については、多様なニーズに対
応できる家庭教育支援を講じるため、ファシリ
テーターの資質向上に努め、人材育成の強化を図
る。
　また、保護者だけでなく、中高生や祖父母など
様々な地域住民に対して家庭教育の学習機会を提
供できるように新しいプログラムの開発及び提案
を行う。
　併せて、家庭教育支援をより多くの保護者等に
届けるため、様々な機会を捉えて親子ふれあい遊
びや体験版プログラムを提供したり、県ホーム
ページを活用して家庭教育に係る情報を配信した
りするなど、更なる周知・啓発を図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

1件 令和３年度の方向性

　事業群：③家庭教育支援の充実

評価対象事業件数
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 49 1 16 25

2% 54% 1% 17% 27%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ふるさとを
活性化す
るキャリ
ア教育充
実事業費

義務教育
課

終了

高校生の
ためのふ
るさと長
崎就職応
援事業

若者定着
課
（高校教
育課）

改善

キャリア
教育・産
業教育指
導費

高校教育
課

改善

次代を担う『人財』豊かな長崎県
    ６．産業を支える人材を育て、活かす

　ふるさとを活性化しようとする職業体験学
習プログラムの開発・普及のため、市町立
中学校・義務教育学校６校を拠点校として
指定し、研究を進めた。

　学習プログラム開発のための研究から、各校に
おいて「ふるさとを担おうとする実践力を育む職
業体験学習」が浸透するような仕組みづくりへ見
直しを進める。

　就職希望者が多い高校にキャリアサポー
トスタッフを配置し、生徒や保護者に対して
県内企業の魅力と情報を提供するととも
に、学校内での企業説明会、インターン
シップの支援等を実施することで、県内企
業への就職を支援した。

　引き続き「キャリアサポートスタッフ」の業務
内容を充実させるとともに、キャリアサポートス
タッフと県内就職推進員との連携会議をもとに、
効果が上がった取組について情報共有を行い、よ
り効率的で効果が高い支援を検討していく。ま
た、高校教育課職員がキャリアサポートスタッフ
配置校を訪問し、適切な指導助言を行うととも
に、令和３年度の実施内容を検討する。

名　　称

見直しの方向

　企業・研究機関等から講師を招へいし、
産業界の変化に対応できる人材の育成等
を目指した民間講師招へい事業や、プロ
ジェクト研究活動に対する支援（農業）、技
術・技能向上に対する支援（工業）、プレゼ
ンテーション能力等に対する支援（商業）等
を実施した。

　この事業により、本県の高校生は全国的にも高
いレベルの技術、技能を身につけており、各種大
会で多くの日本一を獲得するなど有意義な支援と
なっている。今後も本事業を継続していくことが
必要である一方、講習会や研修については、各学
校の実態や特色を生かした実施が可能となるよ
う、実施方法の改善を図る。社会のニーズを踏ま
え、効果的な内容での事業展開ができるよう、各
取組の教育効果の把握についてこれまで以上に努
め、内容の充実を図る支援を行っていく。

評価対象事業延べ件数

93件 令和３年度の方向性

施策：（１）キャリア教育の推進と企業人材の育成

　事業群：①キャリア教育・職業教育の推進

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 1 1

78% 11% 11%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

高等技術
専門校運
営事業

雇用労働
政策課

改善

特別職業
訓練費
（委託訓
練）

雇用労働
政策課

改善

多様な産
業人材育
成事業費

雇用労働
政策課

改善

緊急離職
者能力開
発事業費

雇用労働
政策課

改善

「人財県
長崎」人
材育成モ
デル構築
事業（成
長分野高
度人材育
成事業、
産業人材
育成戦略
推進事
業、もの
づくりを担
う人材育
成・確保
事業）

雇用労働
政策課

終了

評価対象事業件数

　事業群：②企業が求める人材の育成

9件 令和３年度の方向性

　法令に規定する普通職業訓練（普通課程
及び短期課程）を行った。

　産業技術の進展や県内企業ニーズの変化、求職
者ニーズの変化に対応していくため、３０年度に
策定した「県立高等技術専門校の中長期計画の方
向性」を踏まえ、計画的に訓練内容等(訓練内
容、取得資格、訓練課程、訓練期間、定員など)
の見直し、充実強化に反映させる。また、入校生
確保対策として、効果的な広報手段や情報収集に
努めるとともに、推薦枠の拡大や女性枠の設定な
どについて検討する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　ハローワーク等と連携し、離職者の再就
職のための職業訓練及び就職支援を民間
教育訓練機関への委託訓練として実施し
た。

　労働局及びハローワークとの緊密な連携のも
と、求職・求人ニーズに沿った公共職業訓練を実
施していく。また、訓練を受講した方が1人でも
多く就職できるよう、各高等技術専門校ととも
に、委託先機関に的確な指導・助言を行う。

　高等技術専門校において、資格取得講
習会（試験対策講座）や、溶接、機械、建築
などのものづくり分野における技術研修等
について、在職者等を対象とした短期間
（主に2日～5日間）の職業訓練を実施し
た。

　高等技術専門校の施設･設備を活用した基礎的
技能を中心とした訓練を在職者等に実施するもの
であり、代替できる施設は無く、必要性や企業
ニーズも高い。認知度向上のため、さらなる企業
訪問などの機会を通じ、チラシなどを配布しなが
ら周知に努め、企業ニーズを把握し、応募が少な
いコースの見直しや企業ニーズに沿ったコースの
設定など事業の取り組みを着実に推進していく。
また、受講者の満足度の更なる向上のため、訓練
対象を明確にし、受講者のレベルにあった訓練時
間、定員等の設定に取り組んでいく。

　障害者の職業訓練を民間の教育施設等
で実施し、迅速かつ効果的に障害者の雇
用の推進を図った。

　企業が新産業分野へ展開するために必
要となる高度人材育成に対する支援、高校
生資格取得講習会の開催、若年者ものづ
くり競技会への支援等を行った。

　本事業は令和２年度をもって終了となるもの
の、引き続き高校生資格取得講習会の開催、若年
者ものづくり競技会への支援等により産業人材の
育成・確保に努めるとともに、雇用情勢に応じた
新たな人材育成策についても検討を行う。

　障害者を含めた全員参加型社会の推進を図るた
め、障害者職業訓練は不可欠であるが、訓練を実
施できる国の基準を満たす訓練機関が限られてい
る。今後とも、ハローワーク等と連携し、訓練内
容の周知を行うとともに、入校生の就職支援を実
施するなど訓練機関と連携し障害者のニーズに応
じた訓練を実施する。
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技能向上
対策費

雇用労働
政策課

改善

事業内職
業訓練推
進費

雇用労働
政策課

改善

外国人材
受入促進
事業費

雇用労働
政策課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 7

13% 87%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

「人財県
長崎」人
材育成モ
デル構築
事業（イン
ターンシッ
プ推進事
業）

若者定着
課

改善

産業人材
育成奨学
金返済ア
シスト事
業

若者定着
課

改善

人材確保
に向けた
企業の魅
力向上事
業費

若者定着
課
雇用労働
政策課

改善

　引き続き、魅力向上に向けた企業の主体的取組
を促し、若者に選ばれる雇用環境づくりを進める
とともに、県内企業の認知度向上を図るため各種
媒体を通じ企業情報を発信するなど、必要な見直
しを行いながら実施する。

　事業群：③産業人材の県内定着促進

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

8件 令和３年度の方向性

　県内企業の人材育成やキャリアパス構築
等を支援することで、魅力向上に向けた企
業の主体的取組を促し、若者に選ばれる
雇用環境づくりを進めるとともに、各種媒体
により企業情報を発信して県内企業の認
知度向上を図る。

　県内産業人材の一翼を担う外国人材の
安定的な確保を図るため、クァンナム省（ベ
トナム）等と連携して外国人技能実習生等
の受入体制を構築するとともに、県内企業
の受入促進を支援するため、以下の取組
を実施する。
・技能実習生等の受入体制構築に向けた
クァンナム省等との調整・協議
・受入促進セミナーの開催

　クァンナム省（ベトナム）等との協力関係を活
用した外国人技能実習生等の受入実現を目指し、
クァンナム省等との協議、県内監理団体等との調
整を継続するとともに、受入促進セミナーの開催
等を通じて、県内企業における外国人技能実習生
等の受入促進と適正な実習の実施に向けた支援を
行う。

　技能検定の実施、各種技能競技大会へ
の参加、優れた技能者の表彰などを通じ
て、労働者の技能向上と地位向上を図っ
た。
　また、若年者の技能検定の受検者増加を
図るため、平成29年度後期技能検定試験
から35歳未満の実技試験の受検手数料を
減額する措置を行った。

　長崎県職業能力開発協会と連携し、技能検定の
適正な実施に努める。若年者の技能離れを防止
し、将来のものづくりを担う若年技能者を育成す
る観点から、技能検定の受検者数の増加を目指
し、各種技能士団体、商工関係団体等への制度の
概要、受検に関する情報の提供等により、普及促
進を図る。また、各種技能競技大会への参加、表
彰等を通じて県民の技能についての理解を深め、
技能労働者の技能向上、地位の向上を図る。

　職業能力の開発・資質の向上を図るため
に事業内職業訓練を実施する事業者に対
して、訓練に係る運営費の助成を行った。

　各訓練校における訓練目標の設定、実施状況の
確認、評価を踏まえ、県内中小企業に対して本訓
練の活用に関する情報提供、周知等を図る。
　新規社員等を対象とする訓練を対象に、認定職
業訓練制度のニーズ等の把握に努める。

　本県の地域経済の牽引役となる産業を
担うリーダー的人材の確保を図った。

　本事業は企業からの寄付が前提となっており、
事業継続のために安定的な企業寄付の確保が必要
なことから、寄付に対する企業インセンティブの
あり方について検討していく。

　離島・半島地区の高校生を対象とした県
内本土地区企業でのインターンシップ実
施、並びに県内大学の学生や県内出身大
学生の県内企業でのインターンシップ実施
により、受講者の職業意識の醸成と県内企
業の魅力発信を行った。

　就職・採用におけるインターンシップの重要性
はますます高まっているものの、ワンデーイン
ターンシップの廃止や本県インターンシップ推進
協議会が実施するインターンシップの利用者の減
少などの変化が生じていることから、大学・民間
企業等と協議を行ったうえで、本県におけるイン
ターンシップのあり方を見直していく。
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学生と企
業の交流
強化事業
費

若者定着
課

改善

県外進学
者Ｕター
ン就職促
進事業費

若者定着
課

拡充

高校生の
県内就職
促進事業
費

若者定着
課

改善

私立高等
学校県内
就職推進
事業

学事振興
課

改善

高校生の
ためのふ
るさと長
崎就職応
援事業

若者定着
課
（高校教
育課）

改善

　高校生に対してふるさとの魅力や県内企
業の魅力を伝えることで、県内就職に対す
る意識を醸成する。

　高校生に対してふるさとの魅力や県内企業の魅
力を伝えることで、県内就職に対する意識を醸成
することとしており、令和３年度も必要な見直し
を行いながら実施する。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、県外
学生のＵターン就職活動が制限されていることへ
の対策が必要なことから、令和２年４月補正、６
月追加補正において、大手就職ナビサイトに登録
している本県出身学生へ県内企業の情報を提供す
る対策を行ったところであり、令和3年度以降に
おいても、大手就職ナビサイトを活用した本県出
身学生への情報提供を継続的に実施できる仕組み
づくりを検討していく。
　福岡における学生県人サークル活動について
は、令和２年度の取組を検証しながら、持続可能
なものにするための検討を進めていく。

　キャリアコーディネーターにチーフ職を新
たに配置し、県内大学・企業訪問により、採
用支援活動を強化するとともに、学生と企
業の交流機会充実を強力に推進

　新型コロナウイルス感染症の影響への対策とし
て、令和２年４月補正により、県内企業が最寄り
の本庁・各振興局でオンラインツールを常時に活
用できる環境整備を行ったところであり、採用・
就職活動における新たな生活様式としてオンライ
ンの更なる活用をより積極的に進めていく。
　また、学生が欲しい情報をターゲットを明確し
たうえで情報提供することが求められていること
から、例えば、語学スキルを活用できる県内企業
をリストアップして、国際系学科や外国語学科な
どの学生に県内企業の情報を提供し県内企業にも
目を向けてもらうなど、これまでの取組をさらに
進化させていく。

　就職者が多い高校等にキャ リアサポート
スタッフを配置し、生徒や保護者に対して
県内企業の魅力と情報を提供するととも
に、学校内での企業説明会、インターン
シップの支援等を実施することで、県内企
業への就職等を支援した。

　引き続き「キャリアサポートスタッフ」による
就職支援を行うとともに、キャリアサポートス
タッフと県内就職推進員との連携会議を開催し、
効果が上がった取組について情報共有を行い、よ
り効率的で効果が高い支援を検討していく。ま
た、キャリアサポートスタッフ配置校を訪問し、
適切な指導助言を行うとともに、令和３年度の実
施内容を検討する。

　私立高校生の県内就職率の向上を図る
ため、県内就職推進員を配置し、関係機関
と連携した取組として、県内企業の情報発
信、学校内での県内企業説明会やインター
ンシップ、卒業生に対するフォローアップ等
の教育支援を行った。また高校１、２年生
や保護者を対象とした県内企業説明会を
行うことで、県内就職への意識の醸成を早
期に図り、私立高校生が魅力ある県内企
業へ就職することを支援した。

　本事業は令和元年度から改めて新規事業として
おり、私立高校生の県内就職率の向上を図るた
め、県内就職推進員を配置し、関係機関と連携し
て事業に取り組むとともに、県内就職への意識の
醸成を早期に図り、私立高校生が魅力ある県内企
業へ就職することを支援している。令和２年度は
新型コロナウイルス感染症の影響による求人数の
減少や、活動時期の遅れ等が見込まれ、その影響
も踏まえ、必要な見直しを行いながら事業を実施
する。

　本県出身者が多く進学する福岡県及び
首都圏の学生を中心に、新たに担当キャリ
アコーディネーターを各１名配置し、県内企
業を知る様々な機会を提供するとともに、
SNSの活用によりふるさと情報や県内就職
情報等を発信することで県内就職に対する
意識を醸成する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

新規就農
者確保対
策費

農業経営
課

終了

地域循環
型人材育
成システ
ム構築事
業費

農業経営
課

終了

ながさき
森林づく
り担い手
対策事業
費

林政課 改善

林業事業
体雇用確
保対策事
業

林政課 終了

　農業高校生等の就農意欲を喚起するた
め、農業高校生を対象にした合同研修会
や農業ガイダンス、農業高校教諭との意見
交換等の取組を実施するとともに、就農後
の青年農業者に対する組織活動等の支援
を実施した。

　新規学卒者の就農、農業大学校への進学促進等
による新規就農者・雇用就業者の増大を図るた
め、教育関係者と農業関係者で構成される「長崎
県人材育成検討会」との連携強化高校生を対象と
したアカデミーの開催、並びに農業法人等への１
DAYインターン事業等の取組を進める必要がある
ことから、新規事業の検討を行う。

　林業への新規参入に向けた各種研修を
実施したほか、労働安全衛生対策、社会
保険制度加入促進助成等を行うなど、既存
の林業事業体の雇用管理の改善について
も支援した。加えて、諫早農業高等学校へ
のインターンシップ等を行うなど林業への
就業支援を行った。

　本事業は、林業担い手育成の基礎となる事業で
あるため、雇用管理の改善や林業の就業支援、林
業参入研修、高校生等に対する林業体験や説明会
等での就業促進の支援や安全講習として、伐木等
の特別教育などを充実させ、新規参入者の確保を
目指す取組を引き続き実施するとともに、これま
での研修に加えて、新たにSNSや就職サイトなど
ICTを活用した就業活動支援や事業体の定着率向
上に向けた研修の構築を行う。

　林業事業体の雇用を維持するため、公有
林等の境界明確化及び既存森林作業道の
簡易な改良・改修を行う。

―

施策：（２）地域に密着した産業の担い手の確保・育成

　事業群：①農林業における新規就農・就業者の増大

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　新規自営就農者・新規雇用就業者５００
人/年を確保するため、地域全体で就農希
望者を受け入れるための態勢整備等の取
組支援を行うとともに、本県の魅力、産地
の受入態勢等の情報を発信することにより
就農希望者を地域に呼び込む仕組を強化
した｡

　本事業は令和２年度で終了予定であるが、今後
は、産地部会に対し、将来の担い手確保に向けた
行動計画の策定支援やJAが主体となった研修機関
の設立と運営支援等により、ＵＩターン者の就
農・定着を図る新規事業の検討を行う。
　新型コロナウイルス感染拡大による就職環境の
変化に対応するため、Ｗｅｂを活用した就農相談
等を加えた、就農希望者に対する情報発信、呼び
込みの強化も併せて検討する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 3 6

31% 23% 46%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

元気ある
担い手ア
クション支
援事業費

農業経営
課

終了

農業法人
経営体育
成推進事
業費

農業経営
課

終了

農業産地
指導力強
化事業

農政課 改善

長崎県農
業経営継
続支援事
業費

農業経営
課

終了

林業普及
指導事業

林政課 改善

森林組合
育成指導
費

林政課 改善

　林業事業体に対し、現場での林産技術指
導や森林経営計画の実行支援、経営指導
等を行い、生産性の向上や労働安全の確
保、事業体経営安定等の支援に取り組ん
だ。
　併せて持続可能な森林経営を牽引する
役割を担える林業普及指導員を確保する
ため、森林総合監理士の資格を持つ職員
の育成に取り組んだ。

　林業専業作業員の所得向上を目指し、効率化・
省力化を目的とした林産作業システム（路網・機
械化）をより高度化するためのICT等を活用した
技術者育成研修や現場管理者に対するOJT研修
（安全性・生産性の向上）を行う。市町職員に対
し、林業のノウハウを習得するための林業教室を
開催する。
　また、森林総合監理士の登録者数を増やすた
め、主に若手職員を対象にセミナーへの参加や、
技術向上を図る研修会の開催など、資格取得を支
援する。

　農業所得１，０００万円を志向する経営体
の規模拡大の実現を支援するため、普及
指導員の指導力強化を図る研修を実施し
た。

　先進的な技術やスマート農業等は日進月歩であ
るため、研修を継続して普及指導員の資質向上を
図り、農業所得1.000万円以上を志向する経営体
の規模拡大に向け、効果的な支援を図る。

　新型コロナウイルス感染症の影響を克服
するために、感染拡大防止対策を行いつ
つ、販路回復・開拓や事業継続・転換のた
めの機械・設備の導入や人手不足解消の
取組を支援する。

　経営継続補助金（国庫）が令和２年度単年度事
業であるため県事業も併せて終了する。

　長崎県森林組合連合会、森林組合の林
業経営の振興を図るため、事業資金の低
利貸付けを実施した。
　併せて森林組合の指導及び検査を実施
し、業務の適正化を図った。
　また、平成30年度より森林組合合併を支
援するための経営マネジメント診断等の助
成に取り組んだ。

　森林組合の更なる経営力の強化を図るため、組
合系統の産地計画の確実な実行について、施業集
約化等による事業量の確保やより効率的な作業シ
ステムの検討、生産性・安全性向上に向けた作業
員への技術・安全指導等、支援のさらなる強化を
図るとともに、進捗管理を進め、森林整備事業の
拡大と事業量安定化を目指す。

　本事業は令和２年度終了予定であるが、今後
は、農業者の経営状態に対してアドバイス等がで
きる体制を各市町ごとに構築するなどにより、地
域の中心経営体である認定農業者を確保するとと
もに、農業経営改善計画の達成に向けた支援を行
い農業所得の向上を図るための新規事業を検討す
る。

　事業群：②農林業における個別経営体の経営力強化

評価対象事業件数

13件 令和３年度の方向性

　家族経営農家等の法人化、企業の農業
参入を促進するとともに、法人化後の経営
安定化を支援し、法人経営体の育成を図っ
た。

　今後は、農業者に予め相談カードを配布し農業
者が抱える課題を事前に把握した上で個別相談会
を併せて開催することにより農業者の多様な課題
に効率よく対応できる相談体制を整え、農業者の
課題解決につなげていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　家族経営から農業所得を上げて新たな
雇用を創出する雇用型経営体を育成する
ため、農業所得１，０００万円以上が可能と
なる経営体の経営改善計画達成に向けた
個別支援や経営能力向上に向けた取組み
等を実施するとともに、認定農業者の確保
と経営改善・発展支援を関係機関と一体と
なって実施した。
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森林環境
譲与税事
業費
（意欲と
能力を育
む林業プ
ログラム・
森林の守
り人強化
促進事
業）

林政課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ながさき
集落営農
育成総合
支援事業
費

農産園芸
課

終了

農業支援
体制総合
推進事業
費

農業経営
課

縮小

農業労働
力育成緊
急支援事
業費

農業経営
課

終了

見直しの方向

　事業群：③地域における農林業生産を支える多様な担い手の確保・育成

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

　意欲と能力のある林業経営体を目指す
林業事業体や林業参入事業体に対してお
ためし林業等の研修を実施する。
　また、意欲と能力のある林業経営体の育
成を図るため、新規参入・生産拡大・処遇
改善に取り組む事業体に対して係る経費を
支援する。

　引き続き、生産拡大等に取り組む事業体に対し
て支援を行うほか、林業作業員だけでなく事務職
員の事業体間の交流を深め、意欲と能力のある林
業経営体の育成を図る。

　集落営農の組織化・法人化に向け、集落
リーダーの掘り起こし、集落リーダー育成
塾の実施、法人化への重点支援や支援拠
点の整備などに取り組んだ。

　農作業受託組織や集落営農組織等の設立を進
め、組織数は増加したが、中山間地域等で組織化
の意向を示す集落があるため、更なる支援が必要
となっている。また、既存の農作業受託組織や集
落営農組織等では、新規構成員の確保・育成や組
織運営をサポートする外部人材の確保等の人材育
成、組織間連携や合併等に取り組む必要がある。
さらに、集落営農法人等が新規就農者等の次代を
担う人材の受け皿となるために、儲かる集落営農
組織の育成に取り組む必要があるため、新たな事
業を検討する。

　経営体の規模拡大を図るため、農地の利
用集積に加え、地域内外での労力確保・調
整等を総合的に進めていくことが必要であ
り、特定技能外国人材の派遣受入や既存
の労力支援システム強化、農福連携の推
進などによる多様な人材の確保に取り組ん
だ。

　既存の地域労力支援システムについては、機械
導入等により一定の成果をあげており、補助事業
を終了する。今後は労力不足の解消に向けて、外
国人材の活用を中心に支援する。外国人材の受け
入れについては、県内各地域で受入態勢を整備し
農業者のニーズに対応できるようにするととも
に、農福連携については、農業者と福祉事業者の
マッチング体制を整備する。

　令和２年度単年度事業のため終了する。

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う労
働力確保のため、農業大学校生を農家に
派遣するために必要となる技術研修用農
業機械の導入や人材確保対策への支援等
を実施する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

水産業所
得向上支
援事業

水産経営
課

改善

漁村グ
ループ活
動支援事
業費

水産経営
課

改善

ながさき
水産業大
賞

水産経営
課

改善

次代を担
う漁業後
継者育成
事業費

水産経営
課

改善

　事業群：⑤漁村地域の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業就業者の
　　　　　　呼び込み

　漁業士が行う新規漁法の試験操業及び
結果報告会、IoT導入や魚病対策などの養
殖経営安定化等に関する先進地視察や講
習会の開催など、各地域のニーズに応じた
新しい知識や技術の導入、普及に関する
活動支援を行った。また、各地域の特色を
生かした先進的な取組を整理し、県域また
は全国大会での発表や、その参加経験を
通じて漁青連、女性連等の組織活動意欲、
個々の漁業経営意欲の向上につながる活
動を支援した。

　意欲ある若い漁業者や、経営感覚に優れた漁業
者を育成するため、学習会のテーマについて常に
研究し、生産性の向上や各地区特有の課題解決に
つながる新しい技術や知識の導入、普及を支援す
る。また、県漁青連、県女性連の会合等に県から
も積極的に参加し、県の事業の活用や連携した学
習会の開催、研修等を行い、効果的な活動支援を
継続する。

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　地域の特色を活かした先進的な漁業活
動を展開し、成果を上げている漁業者や漁
業組織を表彰した。

　受賞者の個々の経営強化意欲を助長するととも
に県民の水産業に対する理解の深化を図るため、
ＨＰやSNS等による情報発信を行うとともに、運
営委員として参画するメディアとの連携を強化し
ながら、受賞者の取組を広く県民へPRしていく。

　漁業者の経営強化のために関係機関が
連携して経営指導・支援を行うとともに、経
営感覚・意識を醸成する機会を提供しなが
ら、優良漁業経営体の育成を図り、漁業所
得向上を推進する。

　事業期間は平成３０年度からの３年間であり、
引き続きモデル型経営計画の策定を進めていく。
また、取組の成果等を把握しながら、優良事例を
地域へ波及させることで経営指導のさらなる加速
化を進めるとともに、経営塾事業では、カリキュ
ラムを経営安定に直結させるように常に見直して
いく。またこれまで、ICT技術を活用した機器等
を導入して経営強化の成果を挙げた事例があるこ
とから、今後は変化に強く収益性の高いスマート
な『次世代型水産業』を展開し、革新的技術の波
及も推進していく。

　漁業就業者の確保・育成のため、ＨＰや
移住相談会、国の就業支援フェア等におけ
る従来の情報発信・呼び込みに加え、令和
元年度からは、YouTubeやSNSを活用した
若者向けの情報発信や、県主催の就業支
援フェア開催による就業希望者と県内業者
のマッチングを強化するとともに、就業前の
技術習得研修においては漁家子弟の研修
対象を拡大するなど、情報発信から就業、
定着まで、ターゲットに応じた切れ目ない支
援を実施した。

　YouTubeやSNSの活用も含め、幅広い年代へ向け
た情報発信の強化や、県主催の水産業就業支援
フェアの拡大を図る。
　また、関係部局や市町が実施している移住者を
対象とした多様な働き方の創出、住居、生活、就
労環境などのフォローアップや独立後のネット
ワークづくりなど、呼び込み・マッチングを強化
した新規就業者の円滑な定着を支援する制度創設
の検討を行う。

　事業群：④水産経営支援ときめ細かな離職防止
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

魅力ある
建設産業
促進事業

建設企画
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

11 2 13

42% 8% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

大学地域
枠医学修
学資金貸
与事業
（医療介
護基金）

医療人材
対策室

改善

医学修学
生実地訓
練費（医
療介護基
金）

医療人材
対策室

改善

ながさき
地域医療
人材支援
センター
運営事業
（医療介
護基金）

医療人材
対策室

改善

施策：（３）医療・介護・福祉人材の育成・確保

　事業群：①医療人材の育成・確保

評価対象事業件数

　「ながさき地域医療人材支援センター」に
よる、県内医師不足状況の把握・分析、医
師不足病院の医師確保の支援、医師の
キャリア形成支援、求人情報等の発信等を
行った。

　昨年度策定された医師確保計画に基づいた医師
派遣等をセンターが担うことで、医師確保計画の
着実な推進につなげ、地域における医療提供体制
の確保を進める。また、医師募集説明会について
は、都市圏での開催と併せ、ＷＥＢによる開催も
検討し、離島・へき地勤務医師の確保を図る。

　医学修学生及び自治医科大生が、在学
時から離島医療に対する認識を深め、意
欲向上を図ることを目的として、ワーク
ショップや研修等を行った。

見直しの方向

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

26件 令和３年度の方向性

　産学官で『「土木の日」実行委員会』を組
織し、建設産業の技術・在りようを広く県民
に周知するため、「土木の日」イベントを行
うなどし、建設業を身近に感じてもらい、イ
メージアップにつなげる取組みを行った。

　実行委員会で更に議論を深め、若年層のイベン
トへの参加増の取組みを強化していくとともに、
ＰＲ映像等新たなツールも活用しながら引き続き
効果的な建設産業のイメージアップを図る。加え
て建設業の職場環境の向上へ向けた取組を進める
ことで、担い手の育成・確保に繋げる。

事業内容
（事業の実施状況）

　事業群：⑥建設業における人材の確保・育成に向けた取組

評価対象事業件数

　本事業は、医学修学生が、在学時から離島医療
に対する認識を深め、意欲向上を図ることを目的
として夏期研修等を行う事業であり、今後もへき
地等における医師の確保に資するものであるた
め、本事業を継続していく。なお、研修への参加
率を上げるため修学資金貸与申請の際に日程の再
確認を行うことや貸与者がいる大学訪問の際に参
加を促したり新規貸与者を対象とした事前の説明
を実施する。また、都合により現地研修に参加で
きない医学修学生に対するICTを活用した研修の
参加等について検討し、全ての医学修学生の地域
医療従事への意識の維持を図る。

　 へき地等に勤務する医師を養成するた
めに、地域枠医学生へ修学資金の貸与を
行った。

　本事業は、へき地等に勤務する医師を養成する
ために、地域枠医学生へ対し修学資金の貸与を
行っている制度である。入学者の確保のため、県
内高校及び予備校を訪問し、地域枠制度の意義や
魅力をＰＲする。さらに、確保した医学修学生の
中途離脱を防ぐため、ながさき地域医療人材支援
センターと連携し、医学修学生に対し、きめ細や
かな支援を行っていく。

3件 令和３年度の方向性
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専門医師
確保対策
資金貸与
事業（医
療介護基
金）

医療人材
対策室

改善

看護師等
養成所運
営等事業
費（医療
介護基
金）

医療人材
対策室

現状維持

看護師等
育成対策
費

医療人材
対策室

改善

看護行政
費

医療人材
対策室

改善

ナースセ
ンター事
業費

医療人材
対策室

改善

長崎県看
護キャリ
ア支援セ
ンター事
業（医療
介護基
金）

医療人材
対策室

改善

新人看護
職員研修
事業費
（医療介
護基金）

医療人材
対策室

改善

プラチナ
ナース活
躍推進事
業（医療
介護基
金）

医療人材
対策室

終了

特定行為
（３８行
為）研修
修了者育
成支援事
業（医療
介護基
金）

医療人材
対策室

改善

　看護職員を養成する学校・養成所に在学
する学生に対し、卒業後に県内で看護職
員として一定期間業務に従事することを条
件に修学資金の貸与を行い、県内の看護
職員の確保を図った。

　看護職員の県内確保を図るため、未就業
の看護職員への就業に関する相談及び支
援、就業相談窓口や看護業務のPR等を
行った。

　引き続きナースセンターと看護キャリア支援セ
ンターの連携を図り、未就業者の就労支援を強化
していくとともに、就業に繋がらなかった未就業
者の原因等を分析することで効果的な就業につな
げていく。また、ハローワークとの連携を深め、
出張相談の実施強化を図り、相談体制の強化を行
う。

　質の高い看護職員の安定的な確保を目
的に、看護職員の離職防止、就業支援等
に資する研修、相談事業を実施した。

　引き続き、ニーズ等に沿った見直しを行いなが
ら、効果的な研修・相談事業を実施していく。

　看護の質の向上や安全な医療の確保、
看護職員の早期離職防止の観点から、新
人看護職員研修に必要な人件費等の経費
の補助を行った。

　適切な教育環境が確保されているか等について
把握を行い、引き続き新人看護職員の教育環境の
充実を図るとともに、早期離職率増加の要因を分
析し、必要な対策を検討していく。

　熟練した看護技術と対人スキルを持つプ
ラチナナースが、ライフスタイルに合った就
業継続（復帰）がしやすい仕組みを検討
（働く場の確保対策として職場開拓や業務
の洗い出し、モチベーションの向上）し、必
要な支援を行った。

　県内で不足する専門医の確保を図るた
め、将来県内で勤務する後期研修医に対
し研修資金の貸与を行った。

　医師不足が特に課題となっている小児科・産科
等志望の研修医に対し研修資金を貸与し、公立医
療機関等に勤務するこれら地域医療を支える医師
を１人でも多く確保していく。応募が少ない診療
科については、周知に努めつつ、継続について検
討を行う。

　看護師等養成所の教育内容の充実を図
るため、運営に要する経費（専任教員経
費、部外講師謝金、教材費等）の補助を
行った。
　なお、令和元年度から卒業生の県内就業
率に応じた調整率を導入し、県内就業率の
向上に繋げた。

　看護職員の養成の充実、教育の質を確保するた
めには、看護師等養成所の安定的運営を図る必要
があり、また、質の高い看護職員を確保するた
め、引き続き事業を継続する。

　令和２年度に事業に係る仕組みを構築し、ナー
スセンター等に引き継ぐことで、事業の継続を
図っていく。

　令和３年度においても引き続き事業を実施しな
がら、修学資金貸与要件の見直しを進め、実施し
ていく。また、最終学年である貸与者への制度理
解の再確認、新規貸与者への制度理解の促進など
の制度の周知徹底もより一層行っていく。

　県内医療機関への就業促進を図るため、
県内医療機関の合同就職説明会を２ヶ所
で開催した。

　令和３年度においては開催時期を変更したうえ
で開催し、学校との連携を強化し参加者数の増
加、医療機関の魅力をアピールし、看護師確保に
つながるよう効果的な活用を促していく。

　医師が不足する離島地域の医療提供体
制を確保するため、特定行為38行為の資
格取得を目指す者（取得者を含む）に修学
資金の貸与を行う長崎県病院企業団に対
し、その経費の一部補助を行った。

　離島地域の医療提供体制の確保のため、資金貸
与者へ離島勤務への意識付けを図っていく。
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看護師等
県内就業
定着促進
事業費
（医療介
護基金）

医療人材
対策室

改善

潜在看護
師再就職
研修事業
（医療介
護基金）

医療人材
対策室

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9 4 1

64% 29% 7%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

福祉人材
センター
運営委託
事業

長寿社会
課

改善

介護人材
確保対策
事業〔理
解促進〕
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

介護人材
確保対策
事業〔マッ
チング強
化〕（医療
介護基
金）

長寿社会
課

改善

介護福祉
士修学資
金等貸付
事業

長寿社会
課

改善

介護人材
育成・確
保対策地
域連携支
援事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

ターゲット
に応じた
介護人材
確保・育
成事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

終了

　令和元年度の国の経済対策補正予算により、貸
付原資の積み増しを行うことができたため、数年
分貸付は、実施可能となったが、令和３年度以降
も安定的に貸付ができるよう、国に対し制度の継
続を要望していく。

　潜在看護師に対し、地域の診療所におけ
る現場実技による研修を行い、再就業を支
援する。

　令和２年度はモデル的に事業を実施しており、
評価・検証を行ったうえで、他地域への波及等を
検討する。

　キャリア支援専門員が事業所を訪問し、
求人動向の把握や、求職者ニーズにあわ
せた職場開拓を行った。また、合同面談会
や新入職員合同入職式の開催、相談窓口
の設置等を行った。

　昨年度の面談会と今年度の代替方策、両方の効
果を検証したうえで、令和３年度の事業内容の見
直しを行っていく。

　福祉人材センターでの求職登録者数を増加させ
るため、各種研修施設との連携を強化するなど、
より効果的な事業となるよう見直しを行ってい
く。

　介護の仕事への理解促進を図るため、一
般県民を対象に啓発イベントを開催した。

　昨年度のイベントと今年度の代替方策、両方の
効果を検証したうえで、令和３年度の事業内容の
見直しを行っていく。

評価対象事業件数

14件 令和３年度の方向性

　事業群：②介護・福祉人材の育成・確保

　介護未経験者に介護に関する基礎的な
講座や職場体験を実施し、介護分野への
参入を促進するとともに、介護福祉士養成
施設の入学者確保のため、県内の高校で
出前講座や出張学校説明会を実施する養
成施設に助成を行った。
　また、介護事業所等が負担する初任者研
修等の受講料を補助し、介護職員の資質
向上と定着を図った。

　人手が不足する介護の現場では、現場の業務を
切り分け、多様な人材で介護の仕事を支えていく
必要があることから、対象者を「元気な高齢者」
に限らず、障害者や主婦等への拡大を目指すとと
もに、業務の切り分けの方法や事例を整理して、
他の介護事業所にも導入してもらえるよう普及啓
発を図っていく。

　県内８圏域で、介護事業所や関係機関等
により設立した地域連絡協議会において、
介護人材の育成・確保に関する地域の課
題を解決するため、小・中・高生に対する理
解促進の取組や、関係機関が連携・協働し
て実施する人材育成・確保対策事業に対し
て補助を行なった。

　令和２年度に県内の全ての小中高校へ基礎講座
等の実施状況調査を行った結果をもとに、取組が
なされていない学校へ介護の仕事の魅力ややりが
い、重要性の理解を促すための働きかけを積極的
に行っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　福祉介護の無料職業紹介、福祉の仕事
や職種・資格取得についての相談業務、イ
ンターネット等を活用した求人情報の提
供、面接指導等を実施した。

　介護人材確保のため、介護福祉士養成
校修学資金や実務者研修受講資金、再就
職のための準備金の貸付を実施した。

　県内の医療機関等における看護職員の
確保を図るため、県内の看護師等学校や
大学が実施する県内就業促進に係る取組
に対し経費の補助を行った。

　各学校訪問や学校養成所会議等の場で、他の好
事例を紹介し、各学校の新卒者の県内定着及びU
ターン就職に繋がる取組を引き続き促していく。
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介護入門
者の育
成・参入
促進事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

終了

外国人介
護職員の
確保・定
着支援事
業（医療
介護基
金）

長寿社会
課

終了

介護職員
処遇改善
加算取得
促進特別
支援事業

長寿社会
課

現状維持

職場環境
改善取組
事業所の
宣言制度
推進事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

終了

介護ロ
ボット・ＩＣ
Ｔ普及促
進事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

介護サー
ビス生産
性向上支
援事業
（医療介
護基金）

長寿社会
課

改善

離島にお
ける介護
人材確保
事業（医
療介護基
金）

長寿社会
課

改善

福祉・介
護職員等
によるた
んの吸引
等研修事
業（医療
介護基
金）

障害福祉
課

改善

　介護サービスの生産性向上を目指し、業
務改善等にかかるセミナーの開催や、専門
家によるアドバイス等により、改善に取り組
む事業所を支援する。

　令和２年度にモデル事業として実施した事業所
については、引き続き支援していくとともに、そ
の取組を見える化して他事業所へ積極的に周知
し、各介護事業所の業務改善等の取組を推進して
いく。

　研修の機会に限りのある離島地域の住
民に対し、介護職員確保のための基礎的
な研修を実施した市町に対し支援を行っ
た。

　研修参加者及び就労者をさらに増やすため、今
年度の取組実績を分析するとともに、研修実施主
体である各市町と情報を共有する。

　平成２９年度から、介護職員処遇改善加
算において、新たな加算区分が追加された
ことから、専門家派遣による助言・指導を
実施するなど、介護事業所等の加算取得
に向けた取組を支援した。

　処遇改善加算及び特定処遇改善加算の未取得事
業者の加算取得に向けて、引き続き支援してい
く。

　令和２年度に作成したマニュアルを他事業所へ
周知するツールとして活用するとともに、モニタ
リングの効果検証を元に、補助対象機器の拡大を
検討する。また、国が補助基準を拡大しているた
め、さらなる普及を促進するため、補助基準の見
直しを検討していく。

　介護職員の労働環境改善を図るため、介
護ロボット・ICTをより一層普及促進させる
ため、効果検証や普及活動に協力してい
ただける事業所等に対し、導入経費の助
成を行うとともに、導入効果を見える化する
ための効果検証を実施するとともに、未導
入の介護事業所へはモニタリング（試用貸
出）を通じ効果的な導入支援を行う。

　介護事業所等の改善への取組をこれま
で以上に促進するとともに、求職者等に対
して改善内容等の見える化を図るため、介
護事業所等が環境、処遇改善に取り組む
改善取組事業所として宣言するとともに、
給与や休暇等の詳細な情報を公表する制
度を創設し、ホームページでの公表や冊子
によるＰＲ等、宣言事業所の人材確保に資
する支援を実施した。

　宣言制度の運用状況を検証するとともに、国が
平成３１年３月に策定した認証評価制度の運営に
かかるガイドラインに基づき、本県における認証
評価制度の創設について検討していく。

　介護分野への参入のきっかけを作るとと
もに、介護の業務に携わる上での不安を払
拭することにより、多様な人材の参入を促
進するため、国が新たに定めた、介護の業
務に携わる上で知っておくべき基本的な技
術を学ぶことができる入門的研修を実施し
た。

　本年度の研修受講状況を踏まえつつ、より受講
人数及び就労者を増やすことを念頭に見直しを
行っていく。

　現地大学等と協議及び調整を行い、覚書
の締結や現地説明会をすることとしていた
が、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、令和2年度へ延期となった。
　外国人介護人材受入対策協議会での協
議及び県内介護事業所向けの受入セミ
ナーを開催し、受入施設の意識の醸成を
行った。
　また、現在長崎県内の介護施設等にいる
技能実習生を対象に集合研修を行い、実
習生の円滑な就労と定着に向けた取組も
行った。

　友好交流を活かしたベトナム国クァンナム省等
の大学からの学生等を受け入れ後、受入外国人が
安心して長崎県で就労・生活できるための支援を
行っていく。

　医療行為である喀痰吸引について、介護
職員等に必要な知識及び技能を修得させ
る研修（重度障害者等を対象とした特定の
者）を実施する。

　喀痰吸引を実施できる障害福祉サービス事業者
等（通所）を各圏域に1箇所以上確保するため、
未確保圏域において実施でき得る事業者等へ働き
かけを行う。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

人材確保
に向けた
企業の魅
力向上事
業費

若者定着
課
雇用労働
政策課

改善

学生と企
業の交流
強化事業
費

若者定着
課

改善

県外進学
者Ｕター
ン就職促
進事業費

若者定着
課

拡充

　新型コロナウイルス感染症の影響への対策とし
て、令和２年４月補正により、県内企業が最寄り
の本庁・各振興局でオンラインツールを常時に活
用できる環境整備を行ったところであり、採用・
就職活動における新たな生活様式としてオンライ
ンの更なる活用をより積極的に進めていく。
　また、学生が欲しい情報をターゲットを明確し
たうえで情報提供することが求められていること
から、例えば、語学スキルを活用できる県内企業
をリストアップして、国際系学科や外国語学科な
どの学生に県内企業の情報を提供し県内企業にも
目を向けてもらうなど、これまでの取組をさらに
進化させていく。

　県内企業の人材育成やキャリアパス構築
等を支援することで、魅力向上に向けた企
業の主体的取組を促し、若者に選ばれる
雇用環境づくりを進めるとともに、各種媒体
により企業情報を発信して県内企業の認
知度向上を図る。

　就職・採用におけるインターンシップの重要性
はますます高まっているものの、ワンデーイン
ターンシップの廃止や本県インターンシップ推進
協議会が実施するインターンシップの利用者の減
少などの変化が生じていることから、大学・民間
企業と協議を行ったうえで、本県におけるイン
ターンシップのあり方を見直していく。

施策：（４）大学と連携した県内学生の人材育成と地元定着

　事業群：①産学官連携による人材育成と若者の地元定着

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　本県出身者が多く進学する福岡県及び
首都圏の学生を中心に、新たに担当キャリ
アコーディネーターを各１名配置し、県内企
業を知る様々な機会を提供するとともに、
SNSの活用によりふるさと情報や県内就職
情報等を発信することで県内就職に対する
意識を醸成する。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、県外
学生のＵターン就職活動が制限されていることへ
の対策が必要なことから、令和２年４月補正、６
月追加補正において、大手就職ナビサイトに登録
している本県出身学生へ県内企業の情報を提供す
る対策を行ったところであり、令和3年度以降に
おいても、大手就職ナビサイトを活用した本県出
身学生への情報提供を継続的に実施できる仕組み
づくりを検討していく。
　福岡における学生県人サークル活動について
は、令和２年度の取組を検証しながら、持続可能
なものにするための見直しを検討していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　キャリアコーディネーターにチーフ職を新
たに配置し、県内大学・企業訪問により、採
用支援活動を強化するとともに、学生と企
業の交流機会充実を強力に推進
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

運営費交
付金

学事振興
課

改善
　県立大学を設置・管理する公立大学法人
の運営費

　県内就職率の目標達成に向けて、就職支援、実
践的教育の充実を図っていく。具体的には、学生
のスキルを活かせる企業と学生とのマッチングの
充実や、長期インターンシップ受入企業の開拓及
びカリキュラムの充実のほか、関係部局と連携し
た取組を進めることで、県内企業に対する意識を
高める。また、引き続き県内学生の進学促進のた
め高校訪問等を進める。
　さらに、長期インターンシップや、道の駅等の
企業での現実の経営課題を学び、それに対する解
決策を提示する「地域と企業演習」の実施など実
践的な教育を推進し、社会人基礎力を有する人材
の育成や県内定着を図る。実践的教育が卒業生の
県内定着や県内産業の振興にしっかりと結びつく
よう取組を進めていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②魅力ある県立大学づくり

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 31 4 6 26

3% 45% 6% 9% 38%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

海洋エネ
ルギー関
連産業創
出促進事
業

新産業創
造課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ロボット・Ｉ
ｏＴ関連産
業育成事
業費

新産業創
造課

改善

名　　称
力強い産業を創造する長崎県
    ７．たくましい経済と良質な雇用を創出する

　事業群：②ロボット関連産業などの新産業の創出と新たな成長分野への参入

　県内のロボット・ＩｏＴ関連企業の高度人材
の育成や、これらの先端技術を提供する企
業と活用する県内企業とのマッチング等に
よって、技術の活用を促進するとともに、事
業拡大や新たなサービスの創出等につな
げ、県外需要の獲得や生産性の向上、付
加価値の向上等を図った。

①県内企業と誘致企業とのマッチングを行うこと
で、新技術の開発と受注環境の整備を推進
②新技術開発に関して、県内大学や誘致企業と連
携した県内企業を重点的に支援
③人材育成等に関して、県内大学や誘致企業との
連携強化を目的とした新たな仕組みの構築を検討

　実証フィールドを中心とした県内海域へ
の国内外の実証プロジェクト誘致、及び産
学が連携した専門人材の育成や研究開発
等により、県内企業の海洋エネルギー関連
産業への参入、企業群の創出を促進し、受
注拡大を図る。

　今後、海洋再生可能エネルギーの商用事業が本
格的に進んでいく中で、海洋関連産業専門人材の
育成に関する更なる支援と、県内企業と海洋エネ
ルギー分野との業務マッチングによる新規参入の
促進及びそれらによる共同受注体制やサプライ
チェーンの構築に対して重点的に支援を行う。

3件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業延べ件数

69件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（１）新産業の創出と新たな成長分野への参入

評価対象事業件数

1件 令和３年度の方向性

　事業群：①海洋エネルギーを中心としたエネルギー関連産業の拠点の形成

評価対象事業件数
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

11 1 4 1

64% 6% 24% 6%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

地場取引
拡大支援
事業

企業振興
課

現状維持

新成長も
のづくり
産業支援
事業

企業振興
課

終了

地場企業
立地推進
助成事業

企業振興
課

改善

ナガサキ
地域未来
投資促進
ファンド助
成事業

企業振興
課

改善

長崎県航
空機クラ
スター強
化推進事
業費

企業振興
課

改善

プロフェッ
ショナル
人材戦略
拠点事業

雇用労働
政策課

改善

中小企業
新規事業
展開等支
援プロ
ジェクト事
業

経営支援
課

廃止

　県内中小企業等に対して、中小企業診断
士が、ワンストップ相談対応や事業計画の
策定・磨き上げから実践に至るまでの伴走
型支援を行うことで、県内中小企業者の事
業拡大や生産性向上による付加価値額の
増大を実現する。

　新型コロナウイルス感染症の影響で多くの企業
の経営環境が悪化し、経営改善の取組が喫緊の課
題となっている。国、県、市町のさまざまな支援
制度を県内企業が有効に活用し、事業を継続して
いくために、新規事業展開、事業継承、県外から
の移住創業等について、計画から実践までを総合
的に支援する新たな事業を構築する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

17件 令和３年度の方向性

施策：（２）地域経済を支える産業の強化

　事業群：①ものづくり企業の事業拡大対策

　意識喚起やプロフェッショナル人材の活
用促進を目的としたセミナーを開催するとと
もに、積極的な企業訪問を行い経営者との
面談を重ね、県内企業に対して「攻めの経
営」への転換を促進した。

　一昨年の銀行への人材紹介業解禁により、九州
内の地方銀行グループが人材紹介業へ参入する
等、本事業を取り巻く環境が変化している。今
後、金融機関との連携を通じ、本事業のあり方を
含めた検討を行う。

　県内で製造業・情報通信業を営む中小事
業者等の製品開発や見本市出展など、事
業化に向けた一貫した支援について、長崎
県産業振興財団を通じて実施した。

　新製品の研究開発や販路開拓への取組などを支
援しており、今後も引き続き運営事業者等と連携
しながら、より高い効果が得られるように工夫す
る。

　県内企業の航空機産業への新規参入と
事業拡大を加速するため、技術力向上や
認証所得など、企業のステージに応じた支
援強化と航空機に特化した企業間連携等
を促進する。

　新たな基幹産業の創出に向け、本県航空機関連
産業のサプライチェーンの充実・強化を図るとと
もに、企業間連携や取引支援による新規参入や事
業拡大のため、企業の各ステージに応じた支援を
実施、検証することで、より高い効果が得られる
ように工夫する。

　県内サプライチェーンの維持・強化による
県外需要の獲得を促進するため、成長も
のづくり分野（産業機械・ロボット、ＩｏＴ、航
空機、造船・プラント、半導体）における企
業間連携を伴う事業拡大・生産性向上へ
の取組を支援した。

　認定した企業グループでは、新たな事業展開に
向けた体制の整備が進められたほか、新規受注の
獲得や県外受注の増など、一定の成果が出てきて
いるが、優れた技術を持ちながら活かしきれてい
ない企業が潜在するため、企業のニーズを踏ま
え、実施事業の手法等の検討を行い、より高い効
果が得られるように工夫する形で新規事業化を検
討する。

　製造業を営む地場企業が、規模拡大の
ために行う、新規雇用を伴う工場新増設等
の設備投資に対して助成することにより、
県内における事業拡大の促進を図り、県内
経済の活性化と雇用の拡大を進めた。

　地場企業の規模拡大に着実につながっており、
引き続き地場企業の規模拡大を効果的に後押しで
きる制度となるよう検討していく。

　県内産業の振興を図るため、製造業を営
む県内中小企業者の取引拡大や受注量の
安定的確保に資する事業に対して助成し
た。

　（公財）長崎県産業振興財団が実施するﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ及びｽﾎﾟｯﾄ商談会の開催に要する経費な
どに対して助成することにより、県内中小製造業
の経営安定化のための受注量の安定的確保、取引
促進のための情報収集及び提供、経営基盤の改善
強化を重点目標とした支援策を実施しており、一
定の成果をあげている。引き続き強力な支援体制
を維持し、県内中小企業者の取引拡大を支援す
る。

82



売れる！
デザイン
強化事業
費

企業振興
課

改善

感染症対
策型サプ
ライチェー
ン強靭化
支援事業
費

企業振興
課

終了

長崎フー
ド・バ
リューアッ
プ事業

企業振興
課

改善

長崎県農
商工連携
ファンド助
成事業

企業振興
課

改善

食品加工
センター
施設整備
費

新産業創
造課

終了

産地活力
強化事業
費

企業振興
課

改善

窯業人材
育成等産
地支援事
業

企業振興
課

改善

陶磁器産
業活性化
推進事業

企業振興
課

改善

長崎べっ
甲対策事
業

企業振興
課

改善

産地力パ
ワーアッ
プ緊急支
援事業費

企業振興
課

終了

　デザインの力による売上拡大を目指すた
め、優れたデザインの商品を表彰するとと
もに、県内企業や大都市圏での知見やネッ
トワークを有する事業者と連携し、県内製
造業者の販路開拓を支援する。

　新たな消費者ニーズに対応するため、デザイン
の優れた商品を選定するための視点など見直すこ
とで、より高い効果が得られる事業を構築してい
く。

　衛生向上対策や新しい生活様式等への
対応並びに新規需要の獲得等に向けた設
備投資に取り組む県内製造業者を支援す
る。

―

　商工関係団体など関係機関と連携し、消
費者ニーズを反映した商品づくりなど販路
を見据えた取組を支援し、県内食料品製造
業者の付加価値向上を図った。

　これまでの事業効果の検証を行い、商工関係団
体や金融機関などの関係機関と引き続き連携しな
がら、より高い効果が得られる事業を構築してい
く。

　県内の中小企業者と農林漁業者が連携
して取り組む新商品開発や販路開拓を支
援した。

　県内の中小企業者と農林漁業者が連携して行う
新商品の開発や販路開拓への取組など支援し、引
き続き運営事業者等と連携しながら、より高い効
果が得られるように工夫する。
【参考】ファンド運用期間
　　　　平成３０年度～令和１０年度（１０年）

　陶磁器産地の認知度向上・販路開拓に
向けた展示会出展、商談会の実施等の取
組や後継者育成に向けた研修等を支援し
た。

　産地との協議の上、実施事業の手法等の検討を
行い、より高い効果が得られるように工夫する。

　食料品製造業の振興を図るため、県産材
や消費者ニーズにこだわった高付加価値
商品の試作開発からテスト販売までの一
貫した支援を行う食品加工センターを整備
する。
　平成元年度は、本体工事に着手した。
（令和２年度までの債務負担行為）

―

　地域産業の振興を図るため、産地形成が
なされている地域産品の販路拡大等を支
援するとともに、県指定伝統工芸品への支
援を新たに実施する。

　産地や市町との協議の上、実施事業の手法等の
検討を行い、より高い効果が得られるように工夫
する。

　後継者に対するロクロ、絵付けの研修や
首都圏での展示会出展などを支援した。

　産地との協議の上、実施事業の手法等の検討を
行い、より高い効果が得られるように工夫する。

　タイマイ養殖の実用化に向けた取組や、
「長崎べっ甲」のPR活動等を支援した。

　県内べっ甲事業者の実態把握調査の手法等検討
を行う。

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け
て売上が減少している地域産品について、
非接触型の販売チャンネルの拡充などを
図る産地に対し市町と連携して支援する。

―
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1

33% 33% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

建設企業
のアジア
展開のた
めの啓
発・戦略
策定支援
事業

監理課 廃止

海外ビジ
ネス展開
促進事業

経営支援
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎港活
性化推進
事業費

経営支援
課

改善

　アジアの建設需要の開拓による外貨と人
材の獲得を目指す建設企業に対し、専門
家による助言や予備調査への助成等によ
りアジア進出に向けた支援を行った。
・個別相談会の開催
・事業可能性調査等経費への助成

　新型コロナウイルス感染症対策により海外への
渡航が制限され、先行きの見通しが困難となって
おり、また、建設業者の取り組みも慎重となって
いる現状において、事業継続が困難である。
　なお、政府系公的資金の獲得や各種支援制度の
活用に向けた窓口の紹介など、引き続き、必要な
支援に取り組んでいく。

　事業群：③外貿物流体制の構築

評価対象事業件数

　県内企業に対して、東南アジアビジネス
サポートデスクの設置、補助金による海外
市場調査等に対する支援、上海事務所を
通じた中国ビジネスに係る支援を行った。
また、各支援機関と連携し、企業訪問や個
別相談会の開催等を通して企業ニーズに
応じた支援を実施した。

　事業群：②県内企業の海外市場開拓

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

3件 令和３年度の方向性

　県の海外展開支援施策について、市町、商工団
体、金融機関、他の支援機関、県内企業等の意見
を聞きながら、方向性の再整理を図り、効果が高
い施策の実施について検討を進める。
　セミナー・相談会、ビジネスマッチング等はオ
ンラインを活用した効率的な事業の実施に努め
る。

　コンテナ航路の維持・充実を通じて県内
企業にとって利便性の高い物流体制を構
築し、発展を続ける海外の活力を取り込み
取扱コンテナ貨物の増加を図るため、ポー
トセールス等を実施した。また、「木材の輸
出増加促進事業」、「農水産物の輸出増加
促進事業」、「古紙の輸出維持・増加促進
事業」にも取組んだ。しかし、国外向け古紙
の販売価格下落により輸出量が減少した
ほか、木材や農水産物の輸出量も目標ど
おりには伸びなかった。さらに大口貨物で
あったＬＮＧ船の船舶資材の輸入が終了し
たこと等により、長崎港取扱コンテナ貨物
量は、大幅に減少することとなった。

　コンテナ航路の維持・定着を図るための集貨活動の
強化を図るほか、商社・フォワーダー（物流事業者）へ
のアプローチを通じた輸入貨物の取込強化の検討を
行う。
　コンテナによる原木輸出の取組の継続をはじめ、長
崎港活性化センターにおいて県内荷主企業、フォワー
ダー等のニーズを捉えた物流活性化策の検討を引き
続き行う。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

1件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 10

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

小規模事
業経営支
援助成費

産業政策
課

改善

小規模事
業者支援
計画推進
事業費

産業政策
課

改善

中小企業
連携組織
対策事業

産業政策
課

改善

地域産業
活性化計
画推進事
業

産業政策
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 1

50% 25% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

移住創
業・事業
承継促進
事業

経営支援
課

廃止

先進地連
携型ス
タートアッ
プ集積・
創出促進
事業

新産業創
造課

改善

　中小企業等が連携して共同施設の整備
や共同購買など協同化・協業化を推進する
ため、長崎県中小企業団体中央会が総合
的に実施する事業に対して支援した。

　組織の整備、運営、共同事業の支援にとどまら
ず、地域振興の視点等も取り込みながら、引き続
き事業メニューの積極的な見直し・検討を行う。

　今後成長が見込まれるスタートアップ企
業等による革新的サービスの創出を図るた
め、出島交流会館に整備したCO-DEJIMA
で交流会や勉強会等の各種イベントを開
催するとともに、県外スタートアップの誘致
活動にも取り組む。また、CO-DEJIMAの支
援体制を拡充させるため、県内外のスター
トアップ経験者やベンチャーキャピタル、弁
護士等による相談体制を構築し、各種専門
家とのマッチングを進めていく。

　県内外の民間事業者等とオープンイノベーショ
ン型新規事業の創出に取り組むとともに、県内大
学や高校等とも連携したイベント等を開催するこ
とにより、機運醸成につなげる。

　商工会及び商工会議所の行う小規模事
業者のための経営改善普及事業に対する
助成並びに商工会連合会の行う商工会指
導事業等を助成した。

　新型コロナウィルス感染症拡大等の影響を受け
た事業者を支援するため、経営改善のための相談
体制構築や、各種施策の情報提供など商工会・商
工会議所と一体的に実施していく。

　事業継続力強化支援計画や経営発達支
援計画等の策定・実施等を支援するため、
計画推進員配置や計画推進コーディネー
ター派遣、専門アドバイザー活用を支援す
る。

　令和２年度に引き続き、商工会・商工会議所と
連携しながら、事業者の災害リスクの認知や災害
対応力の強化、持続的な発展に向けた販路拡大等
の取組への支援を実施する。

　事業群：④中小企業・小規模事業者の持続的発展

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

14件 令和３年度の方向性

　事業群：⑤創業・起業支援

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

　地域毎に策定した地域産業活性化計画
において、注力すべき分野の意欲ある事業
者グループが取り組む域外需要獲得につ
ながる事業に要する経費を支援した。

　コロナウイルス感染症拡大の収束を見極めなが
ら、事業者への周知や取組のフォローアップ等を
実施し、域外需要獲得に向けた取組を推進してい
く。

　創業や事業承継に係る各種支援制度の
周知を図るとともに、廃業予定事業者に対
して、県が費用を負担して事業価値の簡易
査定を行った。

　新型コロナウイルス感染症の影響で多くの企業
の経営環境が悪化し、経営改善の取組が喫緊の課
題となっている。国、県、市町のさまざまな支援
制度を県内企業が有効に活用し、事業を継続して
いくために、新規事業展開、事業承継、県外から
の移住創業等について、計画から実践までを総合
的に支援する新たな事業を構築する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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九州・山
口ベン
チャー支
援プラット
フォーム
構築事業

新産業創
造課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

産学官イ
ノベーショ
ン創出プ
ロジェクト

新産業創
造課

改善

知的財産
活用支援
事業

新産業創
造課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1 1

25% 25% 25% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

観光関連
産業経営
支援事業

経営支援
課

廃止

ヘルスケ
ア産業創
出促進事
業

経営支援
課

拡充

商店街活
性化指導
事業

経営支援
課

改善

　サービス産業の中でも従業員数や付加
価値額が大きなシェアを占め、今後の成長
が期待される「ヘルスケア産業」をターゲッ
トとして、各地域の複数事業者グループに
よる事業化を目指す取組４件を支援した。

　介護周辺・健康サービス分野は、引き続き成長
が見込まれることから、同分野における新サービ
スの事業化をさらに促進するため、先進的な県内
外企業を含む、より規模の大きい事業者の参画や
大学との連携等について、R2年度の取組の結果を
踏まえながら、さらに有効な取組の検討を進めて
いく。

　長崎県商店街振興組合連合会が行う、
商店街振興組合及び商店街振興組合連合
会の設立・運営等に関する指導、商店街活
性化のための各種研修等について助成を
行った。

　長崎県商店街振興組合連合会が行う各種指導や
商店街活性化のための研修等により活動指標、成
果指標ともに達成しているが、より商店街を構成
する事業者のニーズに合った事業が行われるよ
う、連合会に対する働きかけを行っていく。

　各地域の商工団体が策定した「地域産業
活性化計画」において、「宿泊」「飲食」「食
料品小売」などの観光関連のサービス業を
「注力する分野」としている地区のうち、各
地の「強み」を活かして売上増等の目標を
達成しようとする複数事業者グループの取
組５件を支援した。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、観光
関連産業を取巻く状況は急速に悪化している。コ
ロナ禍が一定収束するまでは、事業の継続、再起
に向けた緊急度の高い取組に重点を移して支援を
行うため、当事業は廃止を含めて見直しを行う。

　事業群：⑦商業・サービス業の振興

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

見直しの方向

4件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　知的財産に関する普及啓発を図るととも
に、県公設試や県内大学、大企業等が保
有する特許・技術を活用した県内中小企業
による新製品の開発や新事業への展開を
支援し、県内産業の振興を図る。

　知的財産に関する普及啓発を図るとともに、県
公設試や県内大学、大企業等が保有する特許・技
術を活用した県内中小企業による新製品の開発や
新事業への展開を支援する。

　県内企業の新たな事業展開を推進する
ため、事業化支援コーディネーターの配置
や大学等が有する技術紹介の場の創出等
を行い、産学官連携による研究開発の推
進と研究成果の実用化・事業化の支援を
行った。

　新型コロナウイルス対策のための「新しい生活
様式」を前提として、国等の大規模な競争的資金
獲得支援に注力するなど、県内企業の新事業展開
を支援していく。

事業内容
（事業の実施状況）

　事業群：⑥企業の技術力向上

評価対象事業件数

　九州･山口各県のベンチャー企業と投資
家等のマッチングイベント「九州･山口ベン
チャーマーケット」を開催することで、国内
外で活躍できる九州発のベンチャー企業を
輩出した。

　令和２年度の改善の結果を踏まえ、ベンチャー
キャピタル、コーポレートベンチャーキャピタ
ル、金融機関等のニーズの事前把握及び参加企業
への事前の情報提供など、資金調達成約件数の増
加に向けて、各県と連携しながら取り組む。
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商店街等
を核とす
る地域の
にぎわい
創出支援
事業

経営支援
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

市町営工
業団地整
備支援事
業

企業振興
課

現状維持

企業誘致
特別強化
対策事業
（長崎金
融バック
オフィスセ
ンター構
想事業）

企業振興
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

企業立地
推進助成
事業

企業振興
課

現状維持

企業誘致
特別強化
対策事業

企業振興
課

現状維持

　事業群：①企業誘致の受け皿の整備

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　企業訪問活動（年間２，９６７社）や本県
の強み（ＢＣＰ、人材、採用支援等）を活か
した効果的な立地提案、本県視察（年間49
件）などを通じて、積極的な企業誘致に取
り組んだ。

　新たな基幹産業創出に向けた航空機関連、AI・
IoT・ロボット関連産業の誘致、また、新卒者や
UIターン希望者等、若者に魅力のある良質な雇用
を創出に向け、本県の強みを生かした機動的かつ
効果的な企業誘致活動を展開するとともに、既立
地企業による評価が次なる誘致に繋がることか
ら、採用支援等のアフターフォローに積極的に取
り組む。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②効果的な企業誘致の実施

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　市町が取り組む工業団地の整備を支援
することで、企業誘致の受け皿となる用地
の確保、企業が立地しやすい環境の整備
を図った。
　また、工業用水道の整備に要した費用の
起債償還金の補助及び工業団地整備事業
にかかる基金を積み立てた。

　整備中の３箇所の工業団地について進捗を図
る。工場立地動向や企業ニーズを適確に捉え工業
団地のあり方を検討するとともに、新たな工業団
地の整備については、整備主体となる市町と意見
交換を行いながら検討していく。
　また、工業用水道の整備に要した費用の起債償
還金の補助及び工業団地整備事業にかかる基金の
積み立てを行い、計画的な整備促進を図る。

　保険会社や情報サービス系企業の誘致
を推進した。

　新たな基幹産業創出に向けた航空機関連、AI・
IoT・ロボット関連産業、新卒者やUIターン希望
者等、若者に魅力のある良質な雇用を創出に向
け、本県の強みを生かした機動的かつ効果的な企
業誘致活動を展開するとともに、既立地企業によ
る評価が次なる誘致に繋がることから、採用支援
等のアフターフォローに積極的に取り組む。

　立地企業の円滑な事業運営を図るため、
立地企業に対して補助金による支援を行っ
た。

　新たな基幹産業創出に向けた航空機関連、AI・
IoT・ロボット関連産業、新卒者やUIターン希望
者等、若者に魅力のある良質な雇用を創出する企
業を誘致するため、企業ニーズに合致した補助支
援制度の見直しに努める。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　人口減少社会に対応する力強い商店街
の創出のため、ビジョン（将来像、コンセプ
ト）やその実現のための実施事業を盛り込
んだ｢商店街活性化プラン｣に基づく取組及
び商店街以外のエリアにおける商業者等
による地域活性化の取組を市町と連携して
支援する。

　令和３年度においても、市町、商店街関係機関
と連携を図りながら、市町が自ら認定する「商店
街活性化プラン」に基づく取組や、商店街以外の
エリアにおける商業者等による地域の新たなにぎ
わい創出の取組等を幅広く支援していく。

施策：（３）戦略的、効果的な企業誘致の推進
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 7

12% 88%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎で輝
く！人材
マッチン
グ事業費

雇用労働
政策課

改善

高年齢者
等雇用安
定対策費

雇用労働
政策課

改善

人材確保
に向けた
企業の魅
力向上事
業費

若者定着
課
雇用労働
政策課

改善

学生と企
業の交流
強化事業
費

若者定着
課

改善

県外進学
者Ｕター
ン就職促
進事業費

若者定着
課

拡充

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②高校生の県内就職を支援する人材の配置

評価対象事業件数

8件 令和３年度の方向性

　令和２年度より新たに「長崎県人材活躍
支援センター」を開所し、雇用失業情勢の
変化に対応した窓口体制の見直しを行うと
ともに、これまで支援が届かなかった地域
における巡回相談や就職支援セミナーを
実施する。
（※事業費は、取組項目ⅱの同事業と重
複）

　様々な求職者ニーズに対応するため、R２年度
の実績に応じた事業の見直しを、年度途中におい
ても随時実施していく。

　高年齢者等の失業の防止及び再就職の
促進等、雇用の安定を図った。

　高年齢者等の雇用の安定に関する法律（国及び
地方公共団体はシルバー人材センターの育成など
に努める）に基づき、運営費補助をしている「県
シルバー人材センター連合会」に対し、効率的・
効果的な運営支援を図るため、派遣事業の拡大な
ど環境変化を踏まえた助言・指導を行う。

　県内企業の人材育成やキャリアパス構築
等を支援することで、魅力向上に向けた企
業の主体的取組を促し、若者に選ばれる
雇用環境づくりを進めるとともに、各種媒体
により企業情報を発信して県内企業の認
知度向上を図る。

　就職・採用におけるインターンシップの重要性
はますます高まっているものの、ワンデーイン
ターンシップの廃止や本県インターンシップ推進
協議会が実施するインターンシップの利用者の減
少などの変化が生じていることから、大学・民間
企業と協議を行ったうえで、本県におけるイン
ターンシップのあり方を見直していく。

　キャリアコーディネーターにチーフ職を新
たに配置し、県内大学・企業訪問により、採
用支援活動を強化するとともに、学生と企
業の交流機会充実を強力に推進した。

　新型コロナウイルス感染症の影響への対策とし
て、令和２年４月補正により県内企業が最寄りの
本庁・各振興局でオンラインにおける新たな生活
様式としてオンラインの活用を積極的に進めてい
く。
　また、学生が欲しい情報をターゲットを明確し
たうえで情報提供することが求められていること
から、例えば、語学スキルを活用できる県内企業
をリストアップして、国際系学科や外国語学科な
どの学生に県内企業の情報を提供し県内企業にも
目を向けてもらうなど、これまでの取組をさらに
進化させていく。

　本県出身者が多く進学する福岡県及び
首都圏の学生を中心に、新たに担当キャリ
アコーディネーターを各１名配置し、県内企
業を知る様々な機会を提供するとともに、
SNSの活用によりふるさと情報や県内就職
情報等を発信することで県内就職に対する
意識を醸成する。

　県外学生のＵターン就職促進の最大の課題は、
県外学生への情報提供が十分ではないことであ
り、また新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、県外学生のＵターン就職活動が制限されてい
ることへの対策が必要なことから、令和２年４月
補正、６月追加補正において、大手就職ナビサイ
トに登録している本県出身学生へ県内企業の情報
を提供する対策を行ったところである。
　このため、令和3年度以降においても、大手就
職ナビサイトを活用した本県出身学生への情報提
供を継続的に実施できる仕組みづくりを検討して
いく。

施策：（４）就業支援と良質な職場環境づくり

　事業群：①若者などの就業支援
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高校生の
県内就職
促進事業
費

若者定着
課

改善

長崎で輝
く！人材
マッチン
グ事業費

雇用労働
政策課

改善

高校生の
ためのふ
るさと長
崎就職応
援事業

若者定着
課
（高校教
育課）

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 3

17% 33% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

誰もが働
きやすい
輝く企業
推進事業
費

雇用労働
政策課

改善

テレワー
ク導入促
進事業費

雇用労働
政策課

終了

緊急雇用
創出事業

雇用労働
政策課

終了

　令和２年度において、企業支援のモデル地区を
設定の上、支援を実施し、支援手法の確立する。
　令和３年度においては、令和２年度の実績を元
に他の地域への横展開を図るとともに、市町や商
工会等との役割を整理し、将来的に県の介在なし
に機能する手法を確立する。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受
け、テレワーク導入環境を整備する県内中
小企業に対して、テレワーク機器の導入・
運用にかかる経費の助成を実施する。

　県内企業のテレワーク導入状況やテレワーク導
入助成金の活用状況、新型コロナウイルスの感染
状況などを見て令和３年度も支援を続けていく必
要性があるか検討する。

　採用に課題を抱える県内企業の採用力
を向上するため、採用力向上支援員が市
町や商工会等と連携の上、伴走型支援を
実施し、県内企業の人手不足解消と求職
者の県内就職・県内定着促進を図る。
（※事業費は、取組項目ⅰの同事業と重
複）

　新型コロナウイルス感染の影響により、
離職を余儀なくされた失業者に対して、緊
急対策として短期の雇用機会を支援する。

　新型コロナウイルス感染の影響により離職を余
儀なくされた失業者に対する、緊急対策として短
期の雇用機会の創出を図るものであることから、
今後の状況等をふまえ支援の実施について検討す
る。

　Ｎぴか認証の取得促進、Ｎぴかカフェの
開催、企業内推進員養成研修会、魅力あ
る職場づくり研修会の開催、テレワークセミ
ナーの開催、職場環境づくりアドバイザー
派遣及び九州・山口連携ワークライフバラ
ンス推進キャンペーン事業を実施した。

　Ｎぴか企業のさらなる拡大やランクアップのた
め、各施策の利用者の増加策やアンケート結果の
施策への反映等、効果を見極めながら、より効果
的に事業を実施していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③働きがいのある魅力的な職場環境の整備

評価対象事業件数

　就職希望者が多い高校にキャリアサポー
トスタッフを配置し、生徒や保護者に対して
県内企業の魅力と情報を提供するととも
に、学校内での企業説明会、インターン
シップの支援等を実施することで、県内企
業への就職を支援した。

　引き続き「キャリアサポートスタッフ」の業務
内容を充実させるとともに、キャリアサポートス
タッフと県内就職推進員との連携会議をもとに、
効果が上がった取組について情報共有を行い、よ
り効率的で効果が高い支援を検討していく。ま
た、高校教育課職員がキャリアサポートスタッフ
配置校を訪問し、適切な指導助言を行うととも
に、令和３年度の実施内容を検討する。

6件 令和３年度の方向性

　高校生に対してふるさとの魅力や県内企
業の魅力を伝えることで、県内就職に対す
る意識を醸成する。

　高校生に対してふるさとの魅力や県内企業の魅
力を伝えることで、県内就職に対する意識を醸成
することとしており、令和３年度も必要な見直し
を行いながら実施する。
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 57 1 41 60

1% 36% 1% 25% 38%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 2

67% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

新水産業
経営力強
化事業

水産経営
課

改善

水産業所
得向上支
援事業

水産経営
課

改善

漁業経営
継続支援
事業費

水産経営
課

終了

力強い産業を創造する長崎県
    ８．元気で豊かな農林水産業を育てる

名　　称

160件

6件

　漁業者の経営強化のために関係機関が
連携して経営指導・支援を行うとともに、経
営感覚・意識を醸成する機会を提供しなが
ら、優良漁業経営体の育成を図り、漁業所
得向上を推進する。

　事業期間は平成30年度からの3年間であり、引
き続きモデル型経営計画の策定を進めていく。ま
た、取組の成果等を把握しながら、優良事例を地
域へ波及させることで経営指導のさらなる加速化
を進めるとともに、経営塾事業では、カリキュラ
ムを経営安定に直結させるように常に見直してい
く。またこれまで、ICT技術を活用した機器等を
導入して経営強化の成果を挙げた事例があること
から、今後は変化に強く収益性の高いスマートな
『次世代型水産業』を展開し、革新的技術の波及
も推進していく。

見直しの方向

　新型コロナウイルス感染症の影響を克服
するために、感染拡大防止対策を行いつ
つ、販路回復・開拓や事業継続・転換のた
めの機械・設備の導入や人手不足解消の
取組を総合的に支援することによって、漁
業者の経営の維持を図る。

―

　浜プラン・地域別施策展開計画を基軸と
して、H27以降に経営指導・支援体制で育
成した収益性の高いモデル型経営体の取
組事例の普及を進め、所得向上と優良経
営体育成の加速化を図るとともに、漁家所
得向上、安定経営を目的とした漁協や市町
等が行う漁村の生産基盤整備や活性化の
取組、漁協の経営力強化を併せて支援す
る。

事業内容
（事業の実施状況）

評価対象事業延べ件数

令和３年度の方向性

施策：（１）水産業の収益性向上に向けた取組の強化

　事業群：①経営改善計画の策定及び実行による漁業者の経営力強化

　事業群：③しごと創出のための雇用型漁業の育成

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　経営計画を策定して経営強化の取組を実施して
いる漁業者に対するフォローアップをさらに強化
し、目標とする所得の達成のために引き続き必要
な指導を行っていく。
　また最近は、漁業情報がデータ化され、ICT技
術を活用した機器等が開発されており、これら機
器を導入して経営強化の成果を挙げた事例があ
る。そこで令和３年度以降は、変化に強く収益性
の高いスマートな『次世代型水産業』を展開し、
革新的技術の普及を行っていく。
　これと連動して、育成した漁業者が漁業生産を
持続的に行えるように、生産活動の下支えとなる
漁協協同組合等の共同利用施設の整備・機能改善
を併せて行っていく。
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定置網漁
業育成強
化事業費

水産経営
課

改善

地域を担
う漁協機
能強化支
援事業費

漁政課 改善

漁協向け
新型コロ
ナウイル
ス感染症
緊急対策
支援事業
費

漁政課 終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 6

22% 11% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県知
的財産活
用推進事
業

漁政課 改善

長崎県産
高品質魚
類種苗の
生産技術
開発研究

漁政課 終了

成長産業
化のため
の養殖産
地育成事
業

水産加工
流通課

現状維持

9件

　事業群：②漁業・養殖業の収益性向上

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　漁協において、新型コロナウイルス感染
症に関連した制度周知や漁業者の各種申
請の作成支援、相談体制を整備する際の
掛かり増しとなる経費を支援する。

―

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　養殖業の成長産業化に向け、漁場再編、
新規参入、産地強化の３本柱で養殖業を
支援する。漁場再編、新規参入の実践に
あたっては、本事業と併せて水産政策の改
革に伴う国事業を積極的に活用する。ま
た、養殖業の産地強化では、養殖産地育
成計画の実践に対して支援を実施する。

　水域の有効活用及び産出額の増大並びに養殖業
者の所得向上を図るため、水産政策の改革に伴う
国事業を積極的に活用しながら、漁場再編、新規
参入、産地強化の3本柱で養殖業の成長産業化を
支援していく。

　総合水産試験場が開発した新規性・独創
性の高い技術を効率的に特許化し、取得し
た特許について、県内企業への技術移転
等による有効活用を図った。

　総合水試が開発した新規性・創造性の高い技術
の特許取得や、取得した特許の保全を推進する事
業である。研修会等により特許技術の普及を図
り、効率的な技術移転を実施することで、本県独
自の技術を活用した地域産業の振興を図ってい
く。また、新たな実施許諾先を開拓するため、R
元年度とH30年度に新規取得した2件の特許を軸
に、特許技術の普及に努めていく。

　クロマグロ種苗の安定供給体制を構築す
るため、県内種苗生産機関が取り組める種
苗生産技術を開発するとともに、クエ、ヒラ
メ種苗の高品質化技術開発を行った。

―

　定置網漁業について、大型台風や急潮
等の気象変化に対応した漁具の改良、漁
撈機器の向上等に対する支援を通して経
営モデルづくりを確立することで経営改善
を図る。

　令和２年度から更に地域展開を進め、漁村地域
で重要な雇用の場となっている定置網漁業につい
て、関係機関と連携しながら各地域における海域
及び操業形態に応じた経営モデルを確立すること
で、経営改善による新たな雇用の創出や雇用条件
の向上を図り、国の『水産業成長産業化沿岸地域
創出事業』の活用に繋げていく。

　漁協の機能強化を図り、強い漁業経営体
をつくるため、漁協の指導力向上のための
研修実施、経営不振漁協の財務改善、組
織再編等による経営基盤強化の取組を支
援した。

　地域に貢献する漁協の機能強化を図るため、引
き続き、県・市町・系統団体等が一体となり、令
和２年度から追加した事業も活用することで、外
部の専門家の客観的・効果的な意見を取り入れな
がら、今まで以上に経営不振漁協の財務改善や組
織再編等による経営基盤強化等に向けた取り組み
を支援していく。
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有明海沿
岸漁業不
振対策指
導事業

水産加工
流通課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1

75% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎俵物
PR事業

水産加工
流通課

改善

ながさき
のおいし
い魚
消費拡大
事業費

水産加工
流通課

改善

売れる商
品開発・
生産加工
連携によ
る販売力
強化事業
費

水産加工
流通課

改善

　漁場調査及び関係者への調査結果の提供は、い
ずれもノリ養殖漁家をはじめとする有明海沿岸漁
業者に必要不可欠なものであるため、引き続き継
続する。令和元年度は冷凍網生産期における生育
不良により１経営体あたりのノリの生産枚数が昨
年度より減少したが、生産者間の情報交換による
反省点の洗い出し等を促し、令和２年度の生産に
反映できるよう支援していく。

　事業群：④本県水産物の県内・地域内向け供給体制の強化

　事業群：⑤大消費地のニーズ等に応じた商品づくりと付加価値の向上

　長崎県の海の幸を知ってもらい、もっと食
べてもらうため「長崎県の魚愛用店」のPR
と県内外への魚食普及の取組を支援し、
県産水産物の消費拡大を推進した。

　認定店の維持拡大や利用率の向上を推進しつ
つ、増加する外国人観光客向け飲食店の新規認定
や県産魚の利用促進を図るとともに、魚食普及活
動により、家庭内外で県産魚を食べる機会を増や
すとともに、県産魚の美味しさを認識してもらう
ことにより、水産県長崎の認知度向上と県産魚の
消費拡大を図る。

　消費者ニーズを的確に捉えた売れる商品
づくりによる本県水産物の販売力強化及び
漁業者と加工業者の連携体制の推進によ
る安定供給に対応した生産体制の確立を
支援した。

　引き続き今ある支援を継続し、新型コロナウイ
ルスの影響等により変化する消費者ニーズを的確
に捉えた売れる商品づくりを推進し、県産水産物
の販売力強化を図っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　本県水産加工品のリーディング商品であ
る長崎俵物について、首都圏・県内等にお
いてプロモーション活動,商談会参加及びア
ンテナショップの店頭を使ったPRを行い、
県内外における長崎俵物のブランドイメー
ジの定着を目指した。

令和３年度の方向性4件

評価対象事業件数

　県南水産業普及指導センターを中心とし
て、濃密なノリ養殖漁場観測を実施すると
ともに、国や有明海関係３県との連携に基
づく総合的なノリ不作対策の検討や漁業者
に対する的確な情報提供と現地指導を実
施した。

　長崎俵物は平成11年から続く本県水産加工品の
リーディング商品であり、今後のさらなる水産加
工業振興のため、引き続き県内外におけるＰＲ活
動を続けていく必要がある。その上で、俵物のカ
テゴリー新設や取組項目ⅱと連携した新商品の掘
起し、新たな広告媒体、PR手法等の検討を行うこ
とにより、俵物の更なるブランド力強化と消費拡
大に向け、本事業を展開していく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

売れる商
品開発・
生産加工
連携によ
る販売力
強化事業
費

水産加工
流通課

改善

長崎県水
産物輸出
倍増事業

水産加工
流通課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1 6

36% 9% 55%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

離島漁業
再生支援
費

漁政課 現状維持

放流用種
苗生産委
託費

漁業振興
課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（２）活力にあふれる浜・地域づくりと漁場・漁村の整備

　事業群：②他産業との連携強化などによる浜の活性化

11件

　事業群：③資源管理の推進

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　消費者ニーズを的確に捉えた売れる商品
づくりによる本県水産物の販売力強化及び
漁業者と加工業者の連携体制の推進によ
る安定供給に対応した生産体制の確立を
支援した。

　引き続き今ある支援を継続し、新型コロナウイ
ルスの影響等により変化する消費者ニーズを的確
に捉えた売れる商品づくりを推進し、県産水産物
の販売力強化を図っていく。

　海外での本県産水産物のＰＲや輸出国
が求める衛生管理体制の充実、ニーズに
応じた商品力強化を図るとともに、新たな
輸送ルートや新規販路の開拓を推進する。

　ＨＡＣＣＰ導入を進めるため、講習会開催や国
事業の活用推進、また、事業者の要望や課題に応
じ個別業者への指導及び相談対応、商談支援など
的確に対応し、効率的な認証取得を図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：①「浜の活力再生プラン」の作成と具体化の推進など
　　　　　　による浜と地域の活性化

　次の取組を行う漁業集落に対し、市町を
通じ交付金を交付した。
①基本交付金
　・漁業の再生に関する話し合い
　・漁業の生産力向上に関する取組
　・漁業の再生に関する実践的な取組
②新規就業者に対する漁船リース
③特定有人国境離島地域における雇用創
出活動への支援

　市町が策定した離島漁業集落活動促進計画(令
和２年度から令和６年度)に沿って、より高い事
業効果が得られるよう市町と協力して集落に対す
る情報提供、支援や指導を継続して行う。
　特定有人国境離島漁村支援交付金については、
国及び関係市町との情報交換を積極的に行い、漁
業集落が行う雇用創出活動を推進するとともに、
雇用の定着が図られるよう支援･指導を行ってい
く。

2件

　県内漁業者の需要に基づき、栽培漁業セ
ンターで９魚種２，１４１千尾の魚介類種苗
を生産した。

　令和３年度も、種苗の需要動向をより的確に把
握し、計画的な効率生産による安定供給を目指
す。また、公認会計士の指導の下、生産経費等の
精査を行い、より経済的かつ効率的な事業となる
よう見直しを行う。

　事業群：⑥輸出拡大に資する流通・輸送体制の構築

　事業群：⑦海外で評価される魚づくり

　事業群：⑧高度衛生管理やコスト削減に対応した流通体制の構築

評価対象事業件数

令和３年度の方向性
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ヒラメ共
同放流強
化支援事
業費

漁業振興
課

終了

有明海漁
業振興技
術開発事
業費

漁業振興
課

改善

広域種共
同放流推
進事業

漁業振興
課

改善

漁業取締
費

漁業取締
室

現状維持

悪質密漁
連携監視
事業費

漁業取締
室

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 3

20% 20% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

藻場回復
等総合推
進事業

漁港漁場
課

現状維持

漁場環境
保全対策
費
（トビエイ
駆除）

漁港漁場
課

改善

　漁業違反事件の送致、行政処分、取締関
係機関との協議及び研修等を行った。
　漁業取締船の維持管理を適正に行い、
漁業取締の充実強化に努めた。
　密漁事犯の取締り及びその防止対策を
推進した。
　悪質漁業違反に対する夜間取締体制の
整備並びに効率的な夜間取締を実施した。

5件

　漁業取締を行うには取締船の維持管理、取締体
制の整備は不可欠なものであり、今後も本事業を
継続する。

　有明海においてナルトビエイによるアサ
リ、タイラギ等の食害を軽減するため、諫早
湾内の漁協で構成する共同体へ委託し、
ナルトビエイの駆除を行った。

　令和３年度以降も、有明海の有用二枚貝類の減
少対策として、来遊するナルトビエイの駆除を他
の有明海３県（佐賀県、福岡県、熊本県）と連携
して、継続していく必要がある。
　事業の効率的な推進のために、他県の駆除の状
況や来遊状況等について情報の共有化を行う。

　事業群：④「藻場回復ビジョン（仮称）」に基づく総合的な藻場
　　　　　　回復など漁場づくりの推進

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性

　漁業者等で構成する活動組織が取り組
む藻場の維持回復活動等への支援を行う
とともに、漁業者、行政、研究機関が連携
して、藻場回復技術の検証、普及啓発を実
施し、藻場の回復を総合的に推進した。

　令和３年度以降も、漁業者自ら藻場回復活動に
取組む藻場見守り隊と地域藻場回復計画の履行に
対し、支援を継続するとともに、研究機関や水産
業普及指導センターと連携して、藻場回復技術の
普及啓発を行い、藻場の回復を総合的に推進す
る。

　ヒラメ資源回復のため、高い放流効果が
得られる内湾域にヒラメ種苗を集約して放
流するための経費に対する支援を行った。
　あわせて、将来の関係県との共同放流体
制整備に向けたデータ収集等を実施した。

　本事業は、本年度終了予定であるが、放流効果
や手法の検証を引き続き行う必要があるため、そ
のための調査を関係者と協議を行いながら次年度
以降も実施していく。

　県内１３海域の漁場監視連絡協議会等
が実施する監視活動、密漁防止啓発活動
に対する支援を実施する。

　本事業により、漁業者自らが取り組む法令遵守
の意識づくりを促進するため、漁場監視連絡協議
会等の活動への支援を行う。
　メール等で各漁場監視連絡協議会からの情報収
集を密に行い、密漁が想定される時期や場所を対
象として合同取締を行い、効果的・効率的な監
視・抑止活動を行う。

評価対象事業件数

　有明海特産魚介類について、効果的な増
養殖技術を開発するため、種苗量産・育
成・放流技術等の確立に取り組んだ。

　本事業は、国から補助を受け3年周期で実施す
るものであり、令和3年度から第5期に切り替わ
る。令和3年度以降も、地元のニーズ等を踏ま
え、対象となる魚種の技術の高度化に取り組んで
いく。

　広域回遊種について、魚種や海域の特
性に応じた適切な手法による放流と資源管
理を行い効果的かつ効率的に水産資源の
維持・回復を図った。

　適地・適時期・適サイズでの放流を実施すると
ともに、トラフグについては漁獲サイズ制限に加
え、休漁日設定等を検討し、クルマエビについて
は現在の漁具規制に加えて新たに休漁日を設定し
取り組んでいく。
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水産基盤
整備事業
効果調査
費

漁港漁場
課

拡充

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 6

13% 13% 74%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ＦＲＰ漁船
リサイク
ル処理等
体制普及
推進事業

漁港漁場
課

終了

廃棄魚を
活用した
循環型社
会推進調
査費

漁港漁場
課

改善

　平成３０年度に五島市で実施したFRP漁
船処理体制づくり事業の結果を整理した。
　壱岐及び対馬地区においては、造船所、
漁協、市等で構成する協議会を設立した。

―

8件 令和３年度の方向性

　造成漁場の現況調査や魚礁利用研修会
を開催し、人工魚礁漁場の利用促進及び
効果的な漁場造成のための知見蓄積を
図った。

　近年の海水温上昇に伴い藻場が衰退するなど、
一部で沿岸漁場に機能低下がみられていることに
対し、環境変化に対応した藻場回復対策を実施す
ることで、機能低下がみられる沿岸漁場の再生を
図る。

　事業群：⑤漁港整備や浜の環境整備の推進

評価対象事業件数

　藻場において増大する食害魚（廃棄魚）
の積極的な駆除（漁獲）を推進し、消滅した
藻場の回復と海域の生産性向上の一助と
なるよう、農林水産業が連携し、廃棄魚肥
料としての再利用の実用可能性について
検証する。
　検証結果を踏まえ、県内他漁港において
も漁港用地の有効活用を推進する観点か
ら、廃棄魚の肥料としての再利用に意欲の
ある集落での展開を目指す。

　令和２年度から廃棄魚肥料としての再利用の実
用可能性について検証し、簡易プラント建設や堆
肥マニュアル作成、実証実験に繋げていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1

33% 33% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

儲かるな
がさき水
田経営育
成支援事
業費

農産園芸
課

終了

スマート
農業営農
体系確立
支援事業
費

農産園芸
課

改善

施策：（３）農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策
　　　　　　の強化

　事業群：①品目別戦略の再構築（水田）

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性3件

　売れる米づくりや水田農業による所得向
上を推進するため、水稲高温耐性品種の
生産拡大、県民米ブランド化の推進、実需
者ニーズの高い麦・大豆等の生産拡大、排
水対策など水田汎用化による高収益品目
導入等水田フル活用の取組を支援した。

　米については、近年の夏場の高温による品質低
下による価格低下、農家所得の減少を回避できる
高温耐性品種の面積拡大のため、「なつほのか」
を重点に、「にこまる」「つや姫」の品質向上に
向けた農業者等の部会活動への支援が必要であ
る。また、多様な実需者ニーズに対応するため、
多収性の業務用米向け品種として「恋初めし」を
本格導入し、新たな需要に応える産地を支援する
必要がある。
　麦については、需要の拡大が見込まれている県
育成麦（ちゃんぽん麺用小麦｢長崎Ｗ２号｣、味噌
用はだか麦「長崎御島」）への転換・作付拡大や
単収向上に向けた技術・機械の導入を支援する必
要があある。
　担い手の減少・高齢化等に伴う水田での耕作面
積の減少を防ぎ、水田農業での所得を増大させる
ために、米・麦・大豆に加え園芸品目などによる
農地活用を高める話し合いや取組を行う集落（担
い手・組織）へ支援する必要がある。
　水田への園芸品目の導入拡大にむけて、モデル
地区の成果を県下へ波及させる必要があり、他の
地区での栽培実証や畑地化･汎用化の推進、作物
毎の団地化の合意形成などを進める新たな事業の
検討が必要である。

　中山間地域の水稲の持続的生産に向け
た産地の課題解決のため、先進技術を組
み込んだ新たな営農体系を検証する取組
を支援した。

　産地の実情や抱える課題を踏まえつつ、産地に
適したＩＣＴ等の先端技術の検証を行い、先端技
術を産地全体に普及していく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

次世代へ
つなぐ果
樹産地活
性化推進
事業費

農産園芸
課

終了

革新的農
業技術対
応人材育
成促進事
業

農政課 終了

チャレン
ジ園芸１
０００億推
進事業費

農産園芸
課

終了

魅力ある
「ながさき
オリジナ
ル品種」
開発事業
費

農産園芸
課

終了

コスト縮
減対策技
術確立事
業費

農産園芸
課

終了

　ICT、IoT、ロボット技術等急速に進展する
革新的農業技術等の情報の収集や本県で
の導入を推進するため、研究員等の民間
企業での研修やセミナー等を行った。

　次期農林業活性化計画を見据え、本県農林業の
飛躍的な成長を実現するためには、本県農林業が
直面する困難だが実現すれば大きなインパクトが
期待される課題等を解決できる、挑戦的な技術開
発を先導できる人材が必須である。そのため、農
林業のみならず異分野、異業種にまたがる独創的
な知見・アイディアを構築できる人材育成を可能
とする新規事業を検討する。

　「いちご」では新品種及び重要病害耐病
性付与、「花き」は輸出に対応した新品種
や輸送試験、「かんきつ類」では中晩柑、ウ
ンシュウミカンの新品種の開発などオリジ
ナル品種の作出に取り組んだ。

　中晩柑の新品種開発は、令和１２年度の品種登
録出願に向けて実生の育成に取組む。交配による
実生作出の他に、穂木や実生苗にシンクロトロン
光等の放射線を照射し、トゲや種子の無い変異系
統を選抜し、優良品種の開発を目指す。

　コスト縮減のために必要な先駆的な技術
を各品目において現地で実証し、新技術導
入効果の分析･評価を行うことで、県内に
普及可能なコスト縮減技術を確立した。

　「長崎果研原口１号」については、従来の品種
と比較して着色が早く糖度も高いことから評価は
高かったが、「長崎果研させぼ１号」には果頂部
突起の現象や出荷量の安定化の課題が残ったたた
め、引き続き、かんきつ担い手の規模拡大に向け
た新品種･新技術の確立に取り組んでいく必要が
ある。また、果樹経営については、単収の伸び悩
みやコストの増加、販売価格の低迷が続いている
ことから、農業所得を向上させるための新技術の
確立に取り組んでいく必要がある。

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地
計画」に基づき、令和７年の園芸産出額１０
００億円達成を目指し、定時・定量・定質出
荷の実現や収量・品質の向上を図るため
の環境制御機器等の導入を支援した。ま
た、担い手の規模拡大を図るため、施設の
リノベーション、省力化施設の整備を支援
した。

　園芸作物のさらなる振興を図り、令和７年の本
県園芸産出額１，０００億円の達成により農業者
所得を向上させるため、引き続き、所得向上効果
の高い環境制御機器や省力化技術の導入、コスト
縮減対策を講じ、産地計画の達成による園芸産地
の振興を図る必要がある。

　事業群：①品目別戦略の再構築（果樹）

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性6件

　担い手の規模拡大、ブランド力強化、消
費構造の変化に応じた消費拡大対策等を
推進し、農家の所得向上と産地の活性化
を図ることを目的とした、「第11次長崎県果
樹農業振興計画」の達成のため、支援を
行った。

　令和２年４月に国が新たな果樹農業振興基本方
針を策定し、需給調整による生産抑制的な政策か
ら、供給力を回復し、生産基盤を強化する政策に
転換した。本県においても令和２年度に果樹産地
の活性化と果樹農業の所得向上を目的とした「第
１２次長崎県果樹農業振興計画」を策定予定であ
り、生産基盤強化対策として、労働生産性の向上
のため省力樹形やスマート農業機械を活用した機
械作業体系の導入、担い手の規模拡大や防災・減
災のための基盤整備や収入保険制度等の加入推進
など、果樹産地の構造改革に必要な取組を支援す
る事業の組立てを検討する。
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ながさき
アグリイノ
ベーショ
ン技術実
証事業費

農産園芸
課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5 1

14% 72% 14%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

野菜産地
イノベー
ション推
進対策事
業費

農産園芸
課

終了

病害虫防
除対策強
化事業費

農業経営
課

終了

長崎県
型次世
代施設
園芸推
進事業

農産園芸
課

改善

チャレン
ジ園芸
1000億推
進事業費

農産園芸
課

終了

  病害虫の生態解明を図り、耕種的防除法
や物理的防除資材等の各種の防除技術を
組み合わせた総合的病害虫防除・雑草管
理（IPM)技術の確立・普及を推進した。

　環境に配慮した農業生産の拡大には総合的病害
虫・雑草管理（ＩＰＭ）技術の普及が必要であ
り、技術の内容として品目や地域の実情を踏まえ
た最適な防除手段を選択することが大切である。
このため、国の交付金を活用し地域関係者と連携
した現地実証により地域の実態に沿ったＩＰＭ技
術を組み立て地域への波及を図る。

　本県農業を牽引する野菜において、基幹
品目のいちご、アスパラガス及びばれい
しょの更なる推進を行うとともに水田等へ
の野菜作付け拡大、施設園芸における新
たな複合環境制御技術の導入による単収
向上及び実需者ニーズに対応した生産流
通体制の強化を進め、生産振興を図った。

　本事業の成果として、いちごなどの施設野菜の
産出額は順調に推移している。
しかしながら、次期活性化プラン検討のため生産
者に対するアンケートを行ったところ、単収向
上、コスト縮減などの課題が残されていることが
明らかとなった。これらの課題解決につながる方
策を盛り込んだ次期活性化プランを策定し、施設
野菜の産出額l向上に向けた支援に継続して取り
組む必要がある。

　園芸用ハウスの設置コスト上昇により経
営規模の拡大が困難となる中、県内企業と
の連携により長崎県型統合環境制御装置
を開発し、単収向上を図るとともに、生産者
及び指導者の環境制御技術の技術力向上
を図り生産安定に繋げる。

　本年度の実証結果を元に課題等を精査し、令和
３年度においても引き続き長崎県型統合環境制御
装置を活用した現地実証を実施する。

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地
計画」の策定及び計画実現に向けた活動
の支援を図る。令和７年の園芸産出額１０
００億円達成を目指し、定時・定量・定質出
荷の実現や収量・品質の向上を図るため
の環境制御機器等の導入を支援した。ま
た、担い手の規模拡大を図るため、作業の
分業化、省力化施設の整備を支援した。

　園芸作物のさらなる振興を図り、令和７年の本
県園芸産出額１，０００億円の達成により農業者
所得を向上させるため、引き続き導入効果の高い
環境制御機器や省力化技術の導入、コスト縮減対
策を講じ、産地計画の達成による園芸産地の振興
を図る必要がある。

7件

　ロボット、ＩＣＴ、ドローン技術などを活用し
たスマート農業を展開していくため、生産
者・農業団体・試験研究機関・企業などと
連携し、ドローンによる防除の実証、みか
んの画像診断による生産環境モニタリング
技術開発、露地野菜のＩＣＴを活用した圃場
管理システムのモデル実証など８つの新技
術の開発・改良・実証に取り組んだ。

　ドローンによる空撮画像から樹体の3Dマップの
作成や糖度、酸含量を測定する非破壊センサーの
開発、技術確立を図ってきている。
　本県の農業については、担い手の減少・高齢化
などにより産地の縮小が懸念される状況の中、ロ
ボットやＡＩ、ＩＣＴなどの革新的な技術を活用
した「スマート農業」の導入・普及は欠かせない
ものとなっているため、引き続き民間企業や大学
などと連携し、革新的な技術の開発、改良、実証
を進める必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：①品目別戦略の再構築（施設野菜）

評価対象事業件数

令和３年度の方向性
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魅力ある
「ながさき
オリジナ
ル品種」
開発事業
費

農産園芸
課

終了

コスト縮
減対策技
術確立事
業費

農産園芸
課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 1

88% 12%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

野菜産地
イノベー
ション推
進対策事
業費

農産園芸
課

終了

　本県農業を牽引する野菜において、基幹
品目のいちご、アスパラガス及びばれい
しょの更なる推進を行うとともに水田等へ
の野菜作付け拡大、施設園芸における新
たな複合環境制御技術の導入による単収
向上及び実需者ニーズに対応した生産流
通体制の強化を進め、生産振興を図った。

　本事業では、｢長崎ばれいしょ｣こだわり産地づ
くり推進事業を通じて県全体のばれいしょ振興、
野菜作付け拡大プロジェクトを通じて地域ごとの
課題解決に取り組んだ。全国３位のばれいしょ産
地を維持していること、畝立施肥機等の有用性を
認識できたことが成果として挙げられるが、単価
の向上、栽培面積の拡大などの課題が残されてい
る。
　今後も県全体、地域ごとの支援を継続して行
い、露地野菜産地の振興を図る必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性8件

　コスト縮減のために必要な先駆的な技術
を各品目において現地で実証し、新技術導
入効果の分析･評価等を行うことで、県下
に普及可能なコスト縮減技術を確立する。

　施設野菜（いちご、アスパラガス、トマト）に
関するコスト縮減対策の技術確立に取り組み、新
品種導入による作業の省力化、ハウス内環境の見
える化と効果的灌水技術、一定収量を確保するた
めの灌水量において農家の意識改善を図ることが
できた。
  本県の農業については、担い手の減少・高齢化
などにより産地の縮小が懸念される状況の中、ロ
ボットやＡＩ、ＩＣＴなどの革新的な技術を活用
した「スマート農業」の導入・普及は欠かせない
ものとなっているため、引き続き民間企業や大学
などと連携し、革新的な技術の開発、改良、実証
を進める必要がある。

　事業群：①品目別戦略の再構築（露地野菜）

評価対象事業件数

　「いちご」「かんきつ類」「花き」の農家所得
向上のため、オリジナル品種の作出に取組
んだ。「いちご」では新品種及び重要病害
である炭疽病耐性を付与するため、交配母
本育成を行った。

　令和７年度のオリジナル品種の登録出願に向け
て平成２８年度より新品種候補となる優良系統の
選抜に取組んできており、平成２８年度交配分で
は４次選抜により４系統を選抜している。また、
今後開発する品種に重要病害である炭疽病への対
病性を付与するために、本病耐病性交配母本の育
成に取組み、母本候補として８系統を選抜してい
る。今後は、品種登録出願に向けて優良系統の中
から更なる選抜を行う必要がある。また対病性母
本候補株については、収量性等を評価することに
より優良系統を選抜する必要がある。
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フードクラ
スター構
築支援事
業費

農産加工
流通課

終了

病害虫防
除対策強
化事業費

農業経営
課

終了

革新的農
業技術対
応人材育
成促進事
業

農政課 終了

チャレン
ジ園芸
1000億推
進事業費

農産園芸
課

終了

ながさき
アグリイノ
ベーショ
ン技術実
証事業費

農産園芸
課

終了

加工業務
用野菜産
地緊急支
援事業費

農産園芸
課

終了

　新型コロナウィルスの影響により需要減
となり、出荷できなくなっている加工業務用
野菜の産地に対し、緊急的に青果用として
出荷する際の掛かり増し経費を支援

―

　県及び地域にフードクラスター協議会を
設置し、加工業務用の生産・出荷に対応し
た栽培体系を確立するため、栽培実証試
験や研修会の開催、実需者ニーズの調査
等を実施.し、産地の育成を図った。
　また、産地と食料品製造業者との情報交
換やマッチングを行うとともに、試作等の支
援を行い、商品開発を促進した。

　フードクラスター協議会を通じ、農業者と食品
事業者の連携体づくりを推進しH28年から4年間で
８２の商品化につなげるなど、農工連携による商
品化の仕組みづくりは構築できた。しかしなが
ら、商品の定着化までのフォローアップ支援がで
きなかったことから、商品規模増に伴う県内原料
生産の体制が追いつかなかったり、開発商品が売
れず製造を断念するなどの課題がでてきた。今後
は、実需ニーズに対応できうる加工用農産物の供
給体制づくりや、R３年度開設予定の食品加工セ
ンター（仮称）等の支援による商品開発や既存商
品のブラッシュアップを行うことで、商品規模が
大きく、かつ商品力の高い商品への展開を図り、
農産物の付加価値向上につなげていくための事業
を構築する。

　たまねぎ栽培において問題となっている
べと病の感染時期、発症時期を明確にし、
効果的かつ効率的な防除技術を検証する
ための実証試験を実施した。
　また、無人ヘリで散布可能な農薬の拡大
を推進するため、農薬登録拡大に必要な
試験を実施した。

　平成２８年産のたまねぎで全国的に大発生し、
本県にも大きな被害をもたらした「たまねぎべと
病」は、現在は栽培圃場巡回時に感染源となる病
気苗の除去の徹底や防除体系の改善等により発生
は抑えられているが、生産者の労力や農薬費用の
削減のためにもより効果的でかつ効率的な防除体
系への改善が必要であるため、今後とも国の交付
金事業を活用して事業を実施する。

　ICT、IoT、ロボット技術等急速に進展する
革新的農業技術等の情報の収集や本県で
の導入を推進するため、研究員等の民間
企業での研修やセミナー等を行った。

　次期農林業活性化計画を見据え、本県農林業の
飛躍的な成長を実現するためには、本県農林業が
直面する困難だが実現すれば大きなインパクトが
期待される課題等を解決できる、挑戦的な技術開
発を先導できる人材が必須である。そのため、農
林業のみならず異分野、異業種にまたがる独創的
な知見・アイディアを構築できる人材育成を可能
とする新規事業を検討する。

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地
計画」の策定及び計画実現に向けた活動
の支援を図る。令和7年の園芸産出額1000
億円達成を目指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上を図るための
環境制御機器等の導入を支援した。また、
担い手の規模拡大を図るため、作業の分
業化、省力化施設の整備を支援した。

　加工業務用集出荷施設の改修や集出荷作業省力
資材の導入を中心に事業を行ってきたが、令和７
年の本県園芸産出額1,000億円の達成による農業
者所得を向上を目指すために、更なる作付面積の
拡大が必要である。そのためには、引き続き集出
荷施設の改修や省力化技術の導入を支援するとと
もに、現場のニーズに沿った対策を検討し、露地
野菜産地の振興を図る必要がある。

　ロボット、ＩＣＴ、ドローン技術などを活用し
たスマート農業を展開していくため、生産
者・農業団体・試験研究機関・企業などと
連携し、ドローンによる防除の実証、みか
んの画像診断による生産環境モニタリング
技術開発、露地野菜のＩＣＴを活用した圃場
管理システムのモデル実証など８つの新技
術の開発・改良・実証に取り組んだ。

　ばれいしょに関するスマート農業の改良、実証
に取り組み、防除作業の省力化、圃場管理システ
ムによるＧＡＰ関連資料の作成軽減、病害の発生
予察システムの精度向上の成果が見えてきた。
　本県の農業については、担い手の減少・高齢化
などにより産地の縮小が懸念される状況の中、ロ
ボットやＡＩ、ＩＣＴなどの革新的な技術を活用
した「スマート農業」の導入・普及は欠かせない
ものとなっているため、引き続き民間企業や大学
などと連携し、革新的な技術の開発、改良、実証
を進める必要がある。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 1

83% 17%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

活力ある
「ながさき
の花」１０
０億達成
プラン推
進事業費

農産園芸
課

終了

チャレン
ジ園芸１
０００億推
進事業費

農産園芸
課

終了

魅力ある
「ながさき
オリジナ
ル品種」
開発事業

農産園芸
課

終了

コスト縮
減対策技
術確立事
業費

農産園芸
課

終了

　令和３年度においては、産地計画の達成による
園芸産地の振興を図るため、環境制御技術などに
よる収益性の向上や作業性の改善等の取り組みを
支援に向けて見直しを図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性

　事業群：①品目別戦略の再構築（花き）

評価対象事業件数

6件

　活力ある「ながさきの花」１００億達成プラ
ンに基づき、本県花き生産振興に向けた更
なる規模拡大、生産性・品質の向上、生産
コストの縮減、担い手の確保、消費拡大や
新たな需要の創出、及び輸出の拡大等に
向け、以下の施策に取り組んだ。
・花き輸出拡大支援研修会の開催
・花き法人志向農家育成研修会の開催
・技術検討会の開催
・県外における販路拡大のための展示会
開催

　経営規模の拡大及び更なる単収・品質向上のた
め、環境制御技術の確立を目指し、法人志向農家
育成研修会や、品目ごとの勉強会を実施した。ま
た、他産地との差別化による単価向上、安定生産
に資するため、オリジナル品種を開発した。
　更なる産出額向上に向け、経営規模拡大・栽培
技術の向上に向けた研修会等を実施する。また、
輸入量の増加、国内の花き需要が低迷している
中、海外における県産花きのPR活動や、海外輸送
に適した品種・技術の開発等に取り組むことで、
輸出額の拡大を図る。さらに、消費拡大・需要喚
起を図るため、県内外の市場や花屋等に向けた県
産花きPR活動や、販売促進活動に取り組む。

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地
計画」の策定及び計画実現に向けた活動
の支援を図る。令和7年の園芸産出額1000
億円達成を目指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上を図るための
環境制御機器等の導入を支援した。また、
担い手の規模拡大を図るため、作業の分
業化、省力化施設の整備を支援した。

　「いちご」「かんきつ類」「花き」の農家所得
向上のため、オリジナル品種の作出に取組
んだ。「いちご」では新品種及び重要病害
耐病性付与、「かんきつ類」では中晩柑、ウ
ンシュウミカンの新品種開発、「花き」は輸
出に対応した新品種及び輸送試験を行っ
た。

　花きの輸出に適した優良系統作出については、
令和元年度にラナンキュラスの２系統作出した
が、輸出を拡大させるためには、現在、県で育種
を進めているオリジナル系統を品種として選抜
し、輸出に向けた生産を強化する必要がある。あ
わせて、ラナンキュラスについては、種苗の増殖
技術が十分に確立されておらず、種苗の安定供給
に問題があるため、民間企業と県試験研究機関と
の連携により、茎頂培養による増殖技術の確立に
取り組んでいく必要がある。

　コスト縮減のために必要な先駆的な技術
を各品目において現地で実証し、新技術導
入効果の分析･評価等を行うことで、県下
に普及可能なコスト縮減技術を確立する。

　トルコギキョウの防除が困難な新病害の栽培対
策技術の確立について、技術が確立され、病害対
策に一定の効果が上がっている。また、輪菊の炭
酸ガス施用による消灯期栽培管理技術の確立につ
いても、技術の導入が進んできおり、単収向上が
図られている。
　しかしながら、花きの経営については、単収の
伸び悩みやコストの増加、販売価格の低迷が続い
ていることから、農業所得を向上させるための新
技術の確立に取り組んでいく必要がある。
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県内農畜
産物消費
拡大対策
事業費

農産園芸
課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

茶・葉た
ばこ等産
地構造改
革推進事
業費

農産園芸
課

終了

チャレン
ジ園芸１
０００億推
進事業費

農産園芸
課

終了

コスト縮
減対策技
術確立事
業費

農産園芸
課

終了

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受
けた花きの消費喚起を図るため公共施設
や小学校等への花装飾展示を実施すると
ともに、新しい生活様式に対応したウェブを
活用したサイトの構築を支援する。
　また、県内農畜産物の消費拡大を図るた
めの広報の支援を実施する。

―

　事業群：①品目別戦略の再構築（工芸作物）

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

令和３年度の方向性

　足腰の強い経営体の育成と優良品種、
新技術の導入による産地の構造改革と全
国お茶まつりを契機とした県産茶の認知度
向上及び消費の拡大を図り、本県茶産地
の維持、拡大と農業所得向上に取り組ん
だ。
　葉たばこ産地の中核的担い手や後継者
を中心に、技術力、経営能力の向上を支援
するとともに、病害対策、肥培管理の徹底
などによる収量・品質の安定に取り組ん
だ。また、実証圃を活用し、アブラムシに有
効な新しい薬剤の検証を行った。

　県産茶のＰＲなど認知度向上対策に取り組んだ
結果、首都圏で県産茶の販売が新たに開始される
など販路の拡大が図られつつある。一方で県産茶
の認知度は依然として低いため、更なる販路及び
消費拡大に向け認知度向上対策を加速化させると
ともに、県内外に向けた「長崎玉緑茶」の情報発
信を行う。さらに、全国茶品評会や日本茶AWARD
など全国レベルの品評会において継続的な上位入
賞を目指した取り組みを進める。

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地
計画」の策定及び計画実現に向けた活動
の支援を図る。令和７年の園芸産出額１０
００億円達成を目指し、定時・定量・定質出
荷の実現や収量・品質の向上を図るため
の環境制御機器等の導入を支援した。ま
た、担い手の規模拡大を図るため、作業の
分業化、省力化施設の整備を支援した。

　令和３年度においては、産地計画の達成による
園芸産地の振興を図るため、環境制御技術などに
よる収益性の向上や作業性の改善等の取り組みを
支援に向けて見直しを図る。

3件

　コスト縮減のために必要な先駆的な技術
を各品目において現地実証し、新技術導
入効果の分析・評価を行うことで、県下に
普及可能なコスト縮減技術の確立に向け
取り組んだ。

　劇的に農薬散布量を減らした茶栽培技術の確立
については、従来の60％程度の散布量でも同等の
防除効果が得られた。輸出の拡大を見据え、ＥＵ
等の残留農薬基準をクリアできるよう農薬散布量
をさらに削減する中で、収量が低下しない栽培技
術の確立を目指し引き続き検討を行う。
　また、茶業経営は単収の伸び悩みやコストの増
加、販売価格の低迷が続いていることから、農業
所得を向上させるための新技術の確立に取り組ん
でいく必要がある。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 1 1 6

43% 7% 7% 43%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

畜産クラ
スター構
築事業費

畜産課 縮小

肉用牛コ
スト縮減
推進事業
費

畜産課 改善

飼料生産
総合対策
費

畜産課 改善

肉用牛経
営体質強
化緊急支
援事業費

畜産課 終了

肉用牛改
良対策事
業費

畜産課 改善

肉用牛改
良セン
ター費

畜産課 改善

　事業群：①品目別戦略の再構築（肉用牛）

評価対象事業件数

令和３年度の方向性14件

　肉用牛の産肉性、繁殖性等経済能力の
向上を図るため、優良雌牛との計画交配、
産肉能力検定、受精卵移植、ＤＮＡ解析等
を活用した能力の高い県産種雄牛を造成
するとともに、データ収集及び育種価分析
等による能力の高い繁殖雌牛の保留を推
進した。

　肉用牛の改良は、種雄牛造成と雌牛群整備の両
面から行う必要性があるが、種雄牛造成には５年
７ヶ月という長期間を要するなど改良スピードを
上げることが課題となっている。そのため、さら
なる育種価判明率の向上、受精卵移植技術、ゲノ
ミック評価の実用化など新技術を活用し、効率的
な種雄牛造成技術を検討する。

　計画に基づく検定等の実施により、優秀
な県有種雄牛を造成選抜し、凍結精液の
製造及び安定供給により肉用牛の生産性
向上を図った。

　肉用牛の改良は各種検定を長期計画の下で実施
するものであり、今後とも継続的かつ効率的に実
施していく必要がある。また、新規種雄牛につい
ては、県内外に幅広い利用を進め早期に肥育成績
を判明させる必要があるため、新たな媒体を活用
した広告掲載を実施し、利用推進の充実化を図
る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　飼料生産に対する技術指導のほか、飼
料生産組織の設立支援や放牧候補地の検
討・地権者とのマッチングなどを行った。

　放牧の取組は頭数が拡大する等、一定成果を上
げた結果、牛舎近隣にある好条件の土地を十分な
面積確保することが困難となってきており、放牧
頭数は伸び悩んでいることから、ＩＣＴ機器（カ
メラ）等を活用した、牛舎から離れた遠隔地や耕
作放棄地等の条件の悪い土地における放牧の取組
を推進し、放牧の取組拡大によるコスト縮減、省
力化につなげていく。

　新型コロナウイルス感染拡大による影響
で子牛を含む肉用牛の価格が下落する
中、経営の体質強化に取り組む意欲ある
農家を支援すると共に、家畜市場における
感染拡大防止対策を支援する。

―

　地域特有の実態を踏まえた新たな取組を
推進し、地域の中心的な畜産経営体を育
成するため、高収益型畜産体制（クラス
ター）を構築した。
　肉用牛においては、増頭のための牛舎等
整備や家畜導入支援により地域の生産性
向上を推進した。

　引き続き、分娩間隔短縮による生産性向上や放
牧の導入による生産コスト縮減、低コスト牛舎仕
様書の普及による牛舎建設コストの削減を推進す
ることで、生産者の負担を軽減する。また、令和
３年度以降は新規就農等を除いた県費継ぎ足しを
廃止とする。

　低コスト牛舎の標準仕様化やＩＣＴを活用
した分娩間隔短縮技術の普及、放牧場（牧
柵）の補改修等による放牧の推進などによ
り肉用牛生産基盤の強化並びにコスト縮減
と省力化を図った。

　生産コストが上昇する中、生産性向上とコスト
縮減を積極的に推進することで、農家所得の向上
および規模拡大を図る。なお、目標に１日届かな
かった分娩間隔については、各地域でターゲット
を絞りICT導入を進めることで短縮を図る。
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家畜伝染
病予防対
策費

畜産課 改善

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

畜産課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 6

40% 60%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

畜産クラ
スタ―構
築事業費

畜産課 現状維持

乳用牛改
良対策費

畜産課 改善

酪農経営
安定対策
費

畜産課 改善

酪農増産
体制構築
事業費

畜産課 現状維持

　産業動物診療獣医師や公務員獣医師を
確保するため、獣医学専攻大学生に対し
修学資金を貸与した。また、就職誘引を図
るため、大学訪問やインターンシップ研修
を実施した。

　安定的な獣医療の提供のためには獣医師の確保
が必要であり、引続き、獣医系大学の訪問やイン
ターンシップ研修を通して、修学資金貸与者や就
職試験の受験者を確保するとともに、獣医師免許
取得済者も含めて本県への就職誘引を図るため、
ターゲティング広告の活用に加え、ツイッターや
インスタグラムなどのSNSを活用し、本県の魅力
及び採用情報を積極的に発信する。

　口蹄疫等の家畜伝染病の発生予防のた
め畜産農家の防疫対策の指導を実施する
とともに、家畜伝染病が発生した場合には
迅速な初動防疫が可能となるよう体制を整
備した。

　本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に
不可欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準
じて、継続的に実施していく必要がある。また、
高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫等の家畜伝染
病の発生予防及びまん延防止のために、農場の飼
養衛生管理基準の遵守指導の充実や、防疫演習に
より得られた問題点を防疫マニュアルに反映させ
るなど、初動防疫体制の強化を図る。

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　長崎県酪農・肉用牛近代化計画及び長
崎県家畜改良増殖計画の達成に向け、高
品質乳用牛の導入支援と性判別精液の活
用による後継牛の確保推進を行い、酪農
経営の安定を図った。

　乳質改善のため高品質乳用牛を導入し、効率的
に後継牛を確保する仕組みを実行することで、生
乳生産量の維持・拡大に向けて牛群を整備してい
く方法について、現状の課題に対応した新たな計
画目標を見直す中で、乳用牛改良対策事業費と併
せて事業の再構築を検討する。

　牛舎環境の改善による泌乳能力の最大
化と営農指導体制の強化により、酪農経営
の安定と生乳生産量の拡大を図る。

　引き続き、個々の牛舎環境を見直し、牛本来の
もつ泌乳能力を最大限発揮させるため、農家の庭
先で行うバーンミーティング方式の研修会を各地
で開催し、生乳生産性の向上を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（酪農）

　乳用牛の乳量及び乳質の向上による酪
農家の経営安定を図るため、乳用牛群検
定及び乳用種雄牛後代検定を推進し、酪
農家の経営安定を図った。

　引き続き、検定加入率の向上を図るため、毎月
の検定回数の削減が可能なAT法の普及を継続して
行う。また、生乳生産性向上に効果が高い取組み
であり、新たなICT技術の開発も進んでいること
から、酪農経営安定対策費と併せて事業の再構築
を進める。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　地域特有の実態を踏まえた新たな取組を
推進し、地域の中心的な畜産経営体を育
成するため、畜産クラスタ－協議会の取組
みを支援した。　酪農経営においては、R1
年度畜産クラスター事業の実施に対する事
業推進・進捗管理を行った。

　畜産クラスター協議会において、地域の取組状
況や優良事例などの情報交換を行いながら、増頭
や地域波及への効果の高い事業計画（搾乳ロボッ
ト導入等）の策定と実現に向けた指導を図る一方
で、本事業の予算（国）確保に努めていく。

10件
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家畜伝染
病予防対
策費

畜産課 改善

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

畜産課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

畜産クラ
スター構
築事業費

畜産課 現状維持

チャレン
ジ養豚増
頭事業費

畜産課 現状維持

家畜伝染
病予防対
策費

畜産課 改善

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

畜産課 改善

7件 令和３年度の方向性

　産業動物診療獣医師や公務員獣医師を
確保するため、獣医学専攻大学生に対し
修学資金を貸与した。また、就職誘引を図
るため、大学訪問やインターンシップ研修
を実施した。

　安定的な獣医療の提供のためには獣医師の確保
が必要であり、引続き、獣医系大学の訪問やイン
ターンシップ研修を通して、修学資金貸与者や就
職試験の受験者を確保するとともに、獣医師免許
取得済者も含めて本県への就職誘引を図るため、
ターゲティング広告の活用に加え、ツイッターや
インスタグラムなどのSNSを活用し、本県の魅力
及び採用情報を積極的に発信する。

事業内容
（事業の実施状況）

評価対象事業件数

　口蹄疫等の家畜伝染病の発生予防のた
め畜産農家の防疫対策の指導を実施する
とともに、家畜伝染病が発生した場合には
迅速な初動防疫が可能となるよう体制を整
備した。

　本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に
不可欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準
じて、継続的に実施していく必要がある。また、
高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫等の家畜伝染
病の発生予防及びまん延防止のために、農場の飼
養衛生管理基準の遵守指導の充実や、防疫演習に
より得られた問題点を防疫マニュアルに反映させ
るなど、初動防疫体制の強化を図る。

見直しの方向

　産業動物診療獣医師や公務員獣医師を
確保するため、獣医学専攻大学生に対し
修学資金を貸与した。また、就職誘引を図
るため、大学訪問やインターンシップ研修
を実施した。

　安定的な獣医療の提供のためには獣医師の確保
が必要であり、引続き、獣医系大学の訪問やイン
ターンシップ研修を通して、修学資金貸与者や就
職試験の受験者を確保するとともに、獣医師免許
取得済者も含めて本県への就職誘引を図るため、
ターゲティング広告の活用に加え、ツイッターや
インスタグラムなどのSNSを活用し、本県の魅力
及び採用情報を積極的に発信する。

　地域特有の実態を踏まえた新たな取組を
推進し、地域の中心的な畜産経営体を育
成するため、高収益型畜産体制（クラス
ター）を構築した。養豚経営においては、生
産性を高めるための施設導入の検討を
行った。

　増頭や地域波及効果の高い事業計画の策定を指
導し、国庫補助金の予算確保に努める。

　多産系母豚の導入等により、母豚１頭当り出荷
頭数は増加し肉豚出荷頭数も増加していることか
ら、令和３年度においても引き続き事業を実施し
ながら、肉豚出荷頭数を拡大し、養豚産出額の向
上につなげていく。

　口蹄疫等の家畜伝染病の発生予防のた
め畜産農家の防疫対策の指導を実施する
とともに、家畜伝染病が発生した場合には
迅速な初動防疫が可能となるよう体制を整
備した。

　本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に
不可欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準
じて、継続的に実施していく必要がある。また、
高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫等の家畜伝染
病の発生予防及びまん延防止のために、農場の飼
養衛生管理基準の遵守指導の充実や、防疫演習に
より得られた問題点を防疫マニュアルに反映させ
るなど、初動防疫体制の強化を図る。

　母豚舎設備のリノベーションや多産系母
豚の導入により、肉豚出荷頭数を増加さ
せ、養豚算出額の増加を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（養豚）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

畜産クラ
スター構
築事業費

畜産課 現状維持

家畜伝染
病予防対
策費

畜産課 改善

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

畜産課 改善

6件

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

 地域特有の実態を踏まえた新たな取組を
推進し、地域の中心的な畜産経営体を育
成するため、高収益型畜産体制（クラス
ター）を構築した。養鶏においては、R2年度
クラスター事業の要望に向け、計画作成支
援を行った。
＜事業内容＞
　・ウィンドレス鶏舎、ＧＰセンター等

　畜産クラスター協議会の中で、地域の取組状況
や優良事例などの意見交換を行いながら、増羽や
地域波及への効果の高い事業計画（ウインドレス
鶏舎等）の実現に向けて、本事業(国）の予算確
保に努めていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　産業動物診療獣医師や公務員獣医師を
確保するため、獣医学専攻大学生に対し
修学資金を貸与した。また、就職誘引を図
るため、大学訪問やインターンシップ研修
を実施した。

　安定的な獣医療の提供のためには獣医師の確保
が必要であり、引続き、獣医系大学の訪問やイン
ターンシップ研修を通して、修学資金貸与者や就
職試験の受験者を確保するとともに、獣医師免許
取得済者も含めて本県への就職誘引を図るため、
ターゲティング広告の活用に加え、ツイッターや
インスタグラムなどのSNSを活用し、本県の魅力
及び採用情報を積極的に発信する。

　鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生
予防のため畜産農家の防疫対策の指導を
実施するとともに、家畜伝染病が発生した
場合には迅速な初動防疫が可能となるよう
体制を整備した。

　本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に
不可欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準
じて、継続的に実施していく必要がある。また、
高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫等の家畜伝染
病の発生予防及びまん延防止のために、農場の飼
養衛生管理基準の遵守指導の充実や、防疫演習に
より得られた問題点を防疫マニュアルに反映させ
るなど、初動防疫体制の強化を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（養鶏）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

合板・製
材生産性
強化対策
事業費

林政課 現状維持

対馬しい
たけ活性
化対策費

林政課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 4 1

50% 40% 10%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎農産
物商品力
強化事業
費

農産加工
流通課

改善

ながさき
の米消費
拡大対策
事業費

農産加工
流通課

改善

長崎和牛
銘柄推進
事業費

農産加工
流通課

改善

評価対象事業件数

　対馬しいたけ原木供給協議会に対して、
しいたけ原木を安定して供給できる体制を
構築するための取組を支援。

　令和３年度においては、対馬しいたけ原木供給
協議会を主として、原木を安定して供給できる体
制の構築と人材の育成に取り組んでいく。しいた
け原木の伐採経費削減については、他の補助事業
と合わせた取り組みを検討していく。また、前年
度のしいたけ原木供給実証試験結果をもとに、原
木伐採コストの検証や価格を定め、生産者へ提示
することで原木の安定的な供給を行っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：①品目別戦略の再構築（林産物）

　 長崎和牛指定店の協力によるキャン
ペーン開催や県外量販店での宣伝販売促
進員による販売促進、販促資材の製作や
広告看板の掲出、インターネットを活用した
PR活動等により、販路拡大、訴求力向上
に努めた。
　 また、香港やハワイの飲料店でのフェア
や香港からバイヤー招へいにより輸出拡
大を図った。

   令和３年度においても、新型コロナウイルス
感染症の影響により消費形態の変化に対応した販
売促進活動のやり方を検討し、PRキャンペーンや
指定店の拡大等のＰＲ事業を実施する。

　県産米の消費拡大及び米食の推進の観
点から、平成３０年産米の食味ランキング
において『特Ａ』評価を受けた「にこまる」と
「なつほのか」を中心に、『長崎県民米』の
消費拡大につなげるため、県内イベント等
に協賛し、パネルの掲示やパンフレット等
の配布または試食等をおこない、ＰRを実
施した。

  県産ブランド米の県民の認知度は90％と高いも
のの、優先的に購入している割合は56％に留まっ
ていることから、県民向けのPRとともに購入につ
ながるような取組を行うことで生産団体とも連携
しブランド米の出荷量の向上を図る。

　長崎産棚の拡大と継続、消費地量販
チェーン店舗担当者との連携を深化しつ
つ、輸送費高騰を視野に入れた九州地区
での新たな地域中核量販店の開拓を行う。

　 販売強化支援事業においては、これまでの事
業主体の要望に全て対応する形ではなく、地域や
品目の政策目的に対応した支援や新たな産地形成
のための取組の支援につながるよう改善に向けて
検討する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②品目別戦略を支える加工・流通・販売対策①

評価対象事業件数

令和３年度の方向性10件

　地元説明会等を通じて事業体や森林所
有者に事業内容の周知と事業実施の合意
形成を図り、間伐材の生産及び路網整備
等を一体的に実施した。また、林業事業体
の生産性の向上を図るため、高性能林業
機械の導入を支援。

　生産性向上等、体質強化を図るための製材工場
等の整備と原木を安定的に供給するための間伐材
の生産及び路網整備等、川上から川下まで一体と
なった取組を引き続き実施していく必要がある。
令和2年度も国制度を最大限に活用した施設整
備、間伐材の生産及び路網整備等を進めるため、
国に事業継続要望を行っていく。

令和３年度の方向性3件
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長崎県産
農水産物
販売促進
事業

農産加工
流通課

終了

長崎県産
和牛肉等
国産牛肉
学校給食
活用推進
事業

農産加工
流通課

終了

ながさき
農産物輸
出促進事
業費

農産加工
流通課

改善

フードクラ
スター構
築支援事
業費

農産加工
流通課

終了

６次産業
化ネット
ワーク推
進事業費

農産加工
流通課

改善

　令和３年度においては、国内輸出業者との連携
強化に向けて、継続的に海外小売店でのPRやバイ
ヤーの産地招へいを実施するとともに、輸出に対
する理解醸成のため勉強会等を開催し、輸出を販
路の一つとして取組む産地の育成を図る。
　また、新型コロナウィルス感染症により入出国
や対面での商談が制限されることから、オンライ
ンでの商談によるマッチング推進や越境ECサイト
での輸出など新たな取組み手法を検討する。

　６次産業化の推進を行う６次産業化サ
ポートセンターを設置し、プランナー派遣に
よる事業計画支援、商品開発及び販路拡
大の支援等を行うとともに、新たに６次産
業化を目指す事業者の育成に向けた研修
会、個別相談会を実施した。また、九州が
一体となった取組として商談会等を実施し
た。

　６次産業化のセミナーや個別相談などを実施
し、農産加工に取り組みたい人材の掘り起こしと
育成を進めるとともに、異業種との交流・連携に
よる商品化や販路開拓等に向けた取組を支援す
る。
　また、６次産業に取組む事業者については、国
の補助金・交付金を活用した支援体制のスキーム
により、経営全体の付加価値額を向上させていく
ための経営改善の取組を伴奏的に支援する。

　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、影
響を受けた「長崎和牛」「茶」「マグロ類」「フ
グ類」等について、消費喚起を図るため、
県内量販店、直売所等が実施する販売促
進の取組を支援する。

　新型コロナウィルス感染拡大における影響の中
で、国の令和２年度補正予算である国産農林水産
物等販売促進緊急対策事業を活用した事業の実施
主体に、県より臨時交付金を活用した緊急対策事
業として支援するものであり、単年度で終了。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り、単価が下落している長崎和牛など県産
牛肉等について価格の安定化を図るため、
県内の小中学校等の学校給食の食材に県
産牛肉等を提供する。

　新型コロナウィルス感染拡大における影響の中
で、国の令和２年度補正予算である国産農林水産
物等販売促進緊急対策事業を活用した事業のた
め、単年度で終了。

　セミナーや勉強会による輸出への理解醸
成、テスト輸出支援や商談会出展、バイ
ヤー招へいによるマッチング機会の創出に
より、輸出事業者の増加と相手国の需要
や植物検疫等の規制に対応できる産地の
育成を図る。また、国内輸出商社やオール
九州と連携したフェア開催により輸出促進
を図る。

　県及び地域にフードクラスター協議会を
設置し、加工業務用の生産・出荷に対応し
た栽培体系を確立するため、栽培実証試
験や研修会の開催、実需者ニーズの調査
等を実施.し、産地の育成を図った。
　また、産地と食料品製造業者との情報交
換やマッチングを行うとともに、試作等の支
援を行い、商品開発を促進した。

　フードクラスター協議会を通じ、農業者と食品
事業者の連携体づくりを推進しH28年から4年間で
８２の商品化につなげるなど、農工連携による商
品化の仕組みづくりは構築できた。しかしなが
ら、商品の定着化までのフォローアップ支援がで
きなかったことから、商品規模増に伴う県内原料
生産の体制が追いつかなかったり、開発商品が売
れず製造を断念するなどの課題がでてきた。今後
は、実需ニーズに対応できうる加工用農産物の供
給体制づくりや、R３年度開設予定の食品開発支
援センター等の支援による商品開発や既存商品の
ブラッシュアップを行うことで、商品規模が大き
く、かつ商品力の高い商品への展開を図り、農産
物の付加価値向上につなげていくための事業を構
築する。
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長崎四季
畑ブランド
推進事業
費

農産加工
流通課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 2

40% 20% 40%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県知
的財産活
用推進事
業

農政課 改善

長崎ECO
ひいき農
産物支援
事業費

農業経営
課

終了

農業セー
フティネッ
ト推進強
化費

農産園芸
課

改善

5件

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　長崎県ブランド農産加工品認証制度「長
崎四季畑」を運営するとともに、「長崎四季
畑」の認知度向上と販路拡大、商品力向上
につなげるため、フェア開催、キャンペーン
の実施等によるＰＲ活動や商談会等への
出展を実施した。

　国際水準ＧＡＰ（農業生産工程管理）を実
践する農業者やその指導にあたる人材の
育成や農業者がGAP認証取得に要する経
費への助成を行った。
　また、県内有機農産物への理解促進と消
費拡大を進めるため、長崎県有機農業推
進ネットワークが行う有機農業者と消費者
との交流活動を支援した。

　国際水準ＧＡＰや有機栽培・特別栽培の推進の
ためには、指導、支援する指導員の資質向上・育
成が必要であり、研修機会の確保や実践活動への
参加等による人材確保を進める。

　本県農産物ブランド化推進を目的に、新
規性、独創性の高い研究開発から生み出
されたカーネーション、コギク等の新品種に
ついて、品種登録出願と実施許諾契約を
行った。

　農水省公表の時期については予測困難なため、
関係機関と許諾希望者に関する情報共有を事前に
進め、公表後スムーズに許諾契約が出来るように
する。知的財産の取得・活用を有効に進めるた
め、知財が発生した段階で農政課・農産園芸課・
農林技術開発センター等県関係部局や知財を活用
する農協や生産者等外部関係者とも協議を行い、
生産現場のニーズと乖離を生じないよう、研究の
計画段階から新品種などの知財開発の方向性を明
確にする。

　事業群：②品目別戦略を支える加工・流通・販売対策②

　「長崎四季畑」認証商品の販売総額は令和元年
度で７４５百万円と順調に伸びているが、認証商
品の８割が販売額５百万円未満に留まっている。
「長崎四季畑」が農産加工品のトップブランドと
して農林業振興に寄与するためには、多様化した
支援ニーズを的確に把握し、商品の生産規模や売
り込み先によって差別化した販路開拓支援を実施
するとともに、販売額が伸び悩む商品を中心にバ
イヤー等専門家による商品のブラッシュアップ支
援の場を設けるなど、商品改善につなげる効果的
な支援を実施する事業の構築が必要である。
　また、「長崎四季畑」の県民の認知度は３５％
と低いことから、「長崎四季畑」認知度のさらな
る向上につなげるため、フェアの開催、キャン
ペーンの実施及びＣＭ放送等によるＰＲ活動を継
続し、認知度を高める。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　リスク回避、経営の安定化を図るため、
農業共済組合等が行う、農業共済制度の
見直しや収入保険の周知・加入推進、損害
防止事業等を支援した。

　近年、豪雨や台風等の自然災害が多発する中
で、災害対策の柱として収入保険や農業共済への
加入を推進していく必要がある。特に、農業共済
の見直しにより県内の多くの水稲を栽培している
農業者が加入している一筆方式が令和３年産の令
和３年６月の田植えまでで廃止されることから、
他の引受方式への移行や収入保険への加入を促す
必要があるため、令和２年の加入状況を踏まえ、
再度、加入推進のための補助を実施するか令和３
年度予算要求までに検討する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

農山村地
域力向上
支援事業

農山村対
策室

改善

ながさき
地産池消
活性化支
援事業費

農山村対
策室

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 1 1

72% 14% 14%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

農業基盤
整備促進
事業（団
体営）

農村整備
課

改善

林業成長
産業化総
合対策事
業

森林整備
室

改善

令和３年度の方向性7件

　地産池消強調週間に関する周知や、地
産地消こだわりの店等についてホームペー
ジでの情報の公開・更新、さらには県内各
地での収穫祭や直売所等に関するパンフ
レットの作成・配布により、消費者へのＰＲ
など地産地消を推進した。

　地産地消のさらなる活性化に向けて、消費者と
生産者の地産地消に対する相互理解を促進するた
め、ホームページやＰＲ活動等による認定店の県
民への周知促進、県産食材の活用促進に向けた取
組の強化など、関係団体と連携調整の上、地産地
消拡大に向けた新たな取組を検討する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③地域資源を活用した農山村地域の活性化

評価対象事業件数

令和３年度の方向性2件

　事業群：④担い手確保のための生産基盤の整備

評価対象事業件数

　高性能林業機械の導入、林業専用道の
整備を支援し、搬出間伐の実施を促進し
た。

　国が進める強い農業作りビジョンの基本施策と
して、農地集積の加速化や農業の高付加価値化な
どを実現するため、農業生産基盤の課題につい
て、迅速かつきめ細やかに対応するものであり、
社会的ニーズはますます高まっている。効果的な
整備を進めるため関係機関との連携を強化してい
く。

　市町等が事業主体となって、簡易な農地
整備（暗渠排水等）をきめ細かく実施した。
県は、事業費の一部を補助した。

　令和３年度においても引き続き、木材の生産量
を増大させるために、搬出間伐や高性能林業機械
等の導入などの既存活用メニューの推進のほか、
主伐再造林の推進として、造林メニューの活用や
苗木供給体制の整備に取り組み、国庫事業の活用
の充実を図っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

　農産物直売所について、販売額の増加
や生産者の所得確保に留まらない、地域
活性化に寄与する交流拠点へ育成するた
め、直売所の運営者等を対象としたセミ
ナー等の開催、地域貢献にモデル的に取
り組む直売所への支援を行った。
　農泊推進に向けて、研修会開催による人
材育成等の受入体制の向上を図るととも
に、県内外への情報発信を行った。

　直売所については、地域活性化の拠点となる直
売所の更なる機能強化に向けた支援を行うととも
に、農泊推進に向けて国内外への誘客対策を継続
するとともに、新たな農泊実践者の掘り起こしを
行う。
　農山村集落における移住・定住の取り組みにつ
いては、モデル集落における移住希望者の受入態
勢の整備を支援するとともに、移住希望者から選
ばれる集落づくりを行い、他地域の取り組みにつ
なげる。

見直しの方向
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主伐・再
造林推進
対策事業

森林整備
室

改善

農地中間
管理機構
事業促進
対策費

農地利活
用推進室

改善

長崎県耕
作放棄地
解消総合
対策事業
費

農地利活
用推進室

改善

新構造改
善加速化
支援事業
費

農政課 終了

施策：（４）地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり

　新ながさき農林業・農山村活性化計画に
基づき「収益性の向上に向けた生産・流
通・販売対策の強化」、「経営感覚に優れ
た次代の担い手の確保・育成」、「地域の
活力と魅力にあふれる農山村づくり」の推
進に必要な生産施設や農業用機械等の施
設整備に対し支援を行った。

　この事業は、担い手等の規模拡大による生産効
率の向上やコスト縮減対策に資するため、生産施
設や農業用機械等の整備に対し支援を行い、認定
農業者や農業後継者の経営規模拡大、認定新規就
農者の経営開始に有効であったことから、今後も
引き続き担い手に対する支援は重要である。
　そのため、次期「新ながさき農林業・農山村活
性化計画」の基本方針に沿い、新たな目標達成に
向けて農山村集落の維持・活性化につながる支援
策を構築する。

　搬出間伐より生産性の高い主伐を行うこ
とにより、木材生産量を増大させ、さらに、
主伐後に再造林を行い森林資源の再造成
を行うことにより、森林資源の構成を適正
化し、長期的に持続可能な林業経営を図
る。また、主要な林業事業体、関係団体及
び主要な地方機関担当者を参集し、課題を
明らかにするため、検討会を開催した。

　本事業は平成３０年度からの新規事業であり、
主伐・再造林推進協議会を設置し、主伐・再造林
実施への支援体制構築するとともに支援策を検討
して行く。

　事業群：①地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり
　※本事業群は地域別・品目別・産地別に生産・流通・販売対策・
　　担い手対策を組合わせた取組をすすめ、農林業・農山村全体の
　　所得向上を図るという農林業全体に関わるものであり、具体的
　　な事務事業の取組実績については、他の事業群の中で評価。

　農地中間管理事業の実施主体である（公
財）長崎県農業振興公社の運営費を助成
した。また、農地の出し手に対する支援とし
て機構集積協力金を交付した。

　令和２年度までの「人・農地プランの実質化」
の取組みの中で、将来方針に位置付けられた担い
手に対して農地中間管理事業による農地の集積・
集約化を進める。
　さらに、営農条件の改善が必要な貸出希望農地
については、農地中間管理機構関連農地整備事業
等を活用した条件整備を行い、農地中間管理事業
による取り組みを進める。

　本事業で耕作放棄地解消に向けた推進
を図り、農地中間管理機構関連事業や農
地耕作条件改善事業等活用しての条件整
備を推進しながら、耕作放棄地の解消も進
めていく。

　本事業で耕作放棄地解消に向けた推進を図り、
更に、令和２年度までの「人・農地プランの実質
化」の取組みの中で、将来方針に位置付けられた
基盤整備への取り組みに対して、農地耕作条件改
善事業等他事業を推進しながら耕作放棄地の解消
を進め、意欲ある経営体へ農地の集積・集約を促
進する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

自然災害
防止事業

農村整備
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9 1 5

60% 7% 33%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

鳥獣害に
強い地域
づくり推
進事業費

農山村対
策室

改善

狩猟取締
費

農山村対
策室

改善

野生鳥獣
管理事業
費

農山村対
策室

改善

　鳥獣の被害情報、防護柵の対策情報を
一元化するマップを作成し、市町が戦略的
な３対策を企画・実施できるシステムの整
備とマップを基にした対策の指導、実践を
支援する。
　また、高齢化等により人口減少が進行し
ている中山間地域の集落においては、鳥
獣対策の中核となる人材の育成や外部人
材等を活用した集落ぐるみによる被害防止
対策を推進する。

　令和２年度から３対策をより効率的に進めるた
めシステム開発・実証と被害対策情報のマップ化
に取り組んでおり、令和３年度以降は各地域で戦
略的３対策を現地に普及させる取組みを行う。

　事業群：②農山村地域の暮らしを支える環境整備②

　事業群：②農山村地域の暮らしを支える環境整備①

評価対象事業件数

令和３年度の方向性3件

15件

評価対象事業件数

令和３年度の方向性

　災害の発生または拡大を防止するために
農業用ため池や農地海岸保全施設の整備
を行った。
　地すべり指定区域等での対策工事、調査
等を実施した。

　老朽化した農地海岸施設や小規模な農業用ため
池等の整備及び地すべり危険箇所における対策工
の実施等、県民の要望に対し、市町を通して適宜
対応しており、自然災害を未然に防止し民生の安
定を図るうえで事業の必要性は非常に高い。
　今後も、県民の要望に対し迅速かつ適切に対応
し、目標の達成に向け、関係機関との更なる連携
の強化を図る。

見直しの方向
事業内容

（事業の実施状況）

　有害鳥獣の捕獲のための狩猟免許所持
者の確保や捕獲時の違反、事故防止を目
的として、狩猟免許試験、適性検査、取締
り等を行った。

　狩猟や有害鳥獣捕獲における法令順守や事故防
止を目的として、狩猟免許試験、適性検査、取締
り等を実施する。
　また、狩猟に関する統計資料について、環境省
が平成30年度より運用開始した「野生鳥獣捕獲情
報等収集システム」を活用し、より迅速な統計処
理を実施する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　イノシシやシカなど生息数が増加し、被害
が深刻化している野生鳥獣の管理のた
め、捕獲技術の向上や生息数の把握を
行った。また、新たな捕獲の制度である指
定管理鳥獣捕獲等事業を活用して、シカの
集中的な捕獲に取り組んだ。

　引き続き、ニホンジカの生息密度についてのモ
ニタリング調査を実施する。
　また、環境省の交付金事業である指定管理鳥獣
捕獲等事業を活用し、特にニホンジカについては
第二種特定鳥獣管理計画に掲げる生息密度の削減
目標を達成するために、より効率的な捕獲方法を
導入する。
　さらに、指定管理鳥獣捕獲等事業完了後も地元
の捕獲体制や捕獲技術の向上に繋がるように、市
町や地域住民との連携を密に取りながら進めてい
く。
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中山間地
域等直接
支払費

農山村対
策室

改善

多面的機
能支払事
業

農山村対
策室

改善

ひと・水・
土が調和
した長崎
農業実現
事業費

農業経営
課

終了

環境保全
型農業直
接支援対
策事業費

農業経営
課

改善

ながさき
森林環境
保全事業

林政課 改善

森林環境
譲与税事
業費

林政課 改善

ながさき
森林環境
保全事業

林政課 改善

　地域共同で行う農業・農村が有する多面
的機能の維持・発揮を図る活動や、地域資
源の質的向上を図る活動の支援を行った。

　多面的機能支払交付金の取組断念の主原因は、
事務の煩雑化及び事務担当の高齢化等に伴う担い
手不足であり、これまで農地法面の草刈や水路の
泥上げなどの実践活動には取り組めていたが、事
務処理が困難になったために取り組みを断念して
いる状況である。このため、事務の担い手確保を
目的とした活動組織の合併及び広域化を推進する
とともに、単独では取組困難であった集落を組織
に参画促進することで、取組面積の拡大を推進し
ていく。

　化学肥料・化学合成農薬の使用量を通
常の5割以上低減する取組に併せて地球
温暖化防止や生物多様性に効果のある取
組を行う農業者の組織する団体等に対して
支援を行った。

　令和３年度の環境保全型農業直接支払制度の要
望額に対応した予算確保のための国への要望、新
規取組の掘り起こしや既存取組の拡大など関係機
関と一体となって環境保全型農業の普及を図る。

　市町や森林ボランティア団体が行う森林
づくり活動を支援することで、森林に対する
意識の醸成を図った。

　県民参加の森林づくり事業や市町と連携したふ
るさとの森林づくり事業は、森林ボランティアの
育成、森林に対する県民意識の醸成に効果的であ
ることから、引き続き事業を推進するとともに、
県民や子どもたちへの森林教育・木育のより一層
の推進を図る。また、国の環境譲与税と県の環境
税とが両輪となり、森林の保全を図るよう、その
あり方について検討していく。

　環境問題に対する世論の関心が高まる
中で、閉鎖性水域が多く、地下水を水源に
たよっている地域が多い長崎県において農
業全体の在り方を環境保全を重視したもの
に転換していく取組を推進した。

　有機栽培や特別栽培の取り組みは、環境負荷低
減をけん引する生産方法であり、面積拡大により
地域での波及が期待されることから、国の支援事
業の活用と併せ水稲や露地野菜等土地利用型品目
など対象を選定しながら推進を図る。

　中山間地域等において、農業生産活動を
継続的に行うための耕作放棄地の発生防
止や県土の保全、水資源のかん養、自然
環境の保全等の多面的機能の確保を図る
取組に対する支援を行った。

　中山間地域等直接支払制度の取組推進に向け、
令和元年度に引き続き、令和２年度も同様に市町
と連携し、集落への取組推進に向けて働きかけを
行う。また、取組面積の拡大として、多面的機能
支払のみに取組んでいる組織に対して、新規取組
の推進を行っていく。また多面的機能支払事業と
連携した広域化や第５期対策の加算措置等の制度
改正の活用の推進し集落の維持・活性化を図って
いく。

　新たな森林管理システム（経営管理が行
えない森林について市町が仲介役となり森
林整備を行う仕組み）を進めるため、地域
林政アドバイザーを育成し市町の実施体制
を支援する。また、市町が同アドバイザー
を活用した林地集約化の取組みを推進す
る。

　令和３年度においては、地域林政アドバイザー
を活用している市町の事例報告会を開催し、未活
用市町への周知と取組みを指導支援する。

　未整備森林の解消を図るため、荒廃した
人工林等の整備やより効率的に森林整備
を進めるために必要な高性能林業機械の
リース支援等を行った。

　令和元年度から国の環境譲与税を財源とする新
たな制度が施行された。市町が主体となって取り
組む事業であることから、その取り組み状況を把
握するとともに、国税と県税2つの税を有効活用
し、事業を推進できるよう、第4期ながさき森林
環境保全事業の開始される令和4年度までにその
あり方について検討していく。
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 60 2 1 2 10 58

3% 45% 1% 1% 1% 7% 42%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3 1 1

17% 49% 17% 17%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

振興局活
動推進費
（県北プ
ロジェク
ト）

地域づく
り推進課

終了

振興局活
動推進費
（県央プ
ロジェク
ト）

地域づく
り推進課

改善

２１世紀
まちづくり
推進総合
支援事業
（再掲）

観光振興
課

改善

安心快適な暮らし広がる長崎県
    ９．快適で安全・安心な暮らしをつくる

見直しの方向

　佐賀県及び関係自治体、団体等と連
携し、地域共有の資源である「やきも
の」を中心に地域の魅力等を広く発信
するとともに、誘客の促進を図る文化
ツーリズムの創出や商品造成等を行っ
た。

　諫早湾干拓地について、地域住民が
身近に親しむ機会（学ぶ・遊ぶ・観
る・使う）を創出するために、諫干見
学会、諫干まつり等のほか、新たに釣
り体験会や星空観測会を開催するなど
各種イベントを実施した。

　令和２年度終了予定であるが、２０２２年の九
州新幹線西九州ルート開業に向けて「肥前窯業
圏」を活用した地域活性化を図るため、関係団体
とともに新たな運営体制を検討し、これまでの事
業の成果を活用して肥前窯業圏の持つ様々な魅力
について効果的かつ積極的な情報発信を継続・強
化する必要があり、事業の再構築を検討し、今後
も県北振興局プロジェクトの一環として、肥前窯
業圏の取組を支援していく。

　地元市や関係団体との連携や情報共有を図り、
諫早湾干拓地の利活用の定着と推進に取り組みな
がら、令和元年度に設立した現協議会の実施体制
の成果・実績・あり方を引き続き検証する。ま
た、県央プロジェクトを構築する各事業の見直し
と、実施可能団体の検討を行う。

事業内容
（事業の実施状況）

名　　称

評価対象事業延べ件数

137件 令和３年度の方向性

施策：（１）しまや過疎地域等の活性化と持続可能な社会の基盤づくり

　事業群：①地域の底力を活かした特色ある地域づくりへの支援

　事業群：③過疎・半島地域の活性化

　事業群：⑥市町の行財政基盤の強化

評価対象事業件数

6件 令和３年度の方向性

　交流人口の拡大、地域課題の解決、資源
の活用による地域の活性化を推進するた
め、市町等地域が取り組む観光振興等の
まちづくりの事業に対し支援した。

　観光客の滞在日数の延長やリピーター化に直接
つながる取組を優先的に採択するとともに、県内
の観光地づくりのモデルケースとなりうる先駆的
な取組や地域が主体的に取り組む実現可能性の高
いまちづくり構想等に対する集中的な支援を引き
続き行う。
　また、新幹線開業等に向けて、まだ顕在化して
いないまちづくりの動きや素材を顕在化・商品化
し、観光による経済波及効果を高めていく必要が
あることから、各地域の動向や素材等を踏まえ、
さらなる観光まちづくり推進のための支援体制の
再構築や拡充についても検討を行う。
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２１世紀
まちづくり
推進総合
補助金
(美しい景
観形成推
進事業)
（再掲）

都市政策
課

拡充

集落維持
対策推進
費

地域づく
り推進課

改善

半島振興
推進費

地域づく
り推進課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1 3

43% 14% 43%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

国境離島
創業・事
業拡大等
支援事業
費

地域づく
り推進課

現状維持

「長崎しま
雇用・しま
人材確
保」促進
事業費

地域づく
り推進課

終了

　半島振興対策実施地域の振興を図るに
は、国の財政措置等の充実が不可欠であ
るため、県内外の関係団体と連携し、要望
活動を実施した。

　市町が実施する住民主体による地域運
営組織を核とした集落対策の仕組みづくり
に対して、研修会を開催し市町への働きか
けや機運醸成を図るとともに、市町の取組
ニーズに応じたアドバイザーの派遣や集落
維持対策推進事業補助金等により、市町
が進める集落対策を支援した。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

7件 令和３年度の方向性

　国境離島創業・事業拡大等支援事業費
における島外からの事業者の掘り起こしと
人材確保を図るため、都市部において、離
島での事業展開を促すとともに、移住相談
会の開催等にあわせて、しまの事業者との
就職面談会を実施した。

　令和２年度終了予定であるが、雇用の拡大は、
離島内の事業者による雇用拡大のみでは限りがあ
り、引き続き、都市部事業者の離島における創
業・事業拡大の掘り起しが必要であることから、
雇用機会拡充や人材確保について強化を図るため
に新たな事業構築を検討する。

　事業群：②しまの活性化

評価対象事業件数

　住民主体の集落対策に向けて市町の機運醸成を
図るとともに、地域運営組織の立ち上げや育成を
進める市町の集落維持・活性化の取組に対して、
市町と意見交換等を行いながら、中山間地域対策
や生活支援対策などの観点も含め、きめ細やかな
支援を行う。また、新型コロナウイルス感染症を
機に、「共助」や「コミュニティ」の重要性を地
域が再認識するきっかけと捉え、買物支援や地域
の子育て支援、見守り支援等の集落対策をより積
極的に推進する。併せて、県内取組事例の共有や
研修の充実により、市町職員や地域住民への働き
かけを強め、県内全域での集落対策の推進につな
げていく。

　今後も継続して、本県の実情等を踏まえた具体
的な要望・提案を国に対して行っていくととも
に、国の補助金等を活用した半島活性化の新たな
取組の検討も行っていく。

　地域景観の核となる景観資産1件の修
景・保全、また1件の景観形成関連事業に
係る補助を実施した。
　修景・保全等による資産の魅力向上や景
観形成により、地域のまちづくりへの活用
が推進された。

　景観計画を策定するに至っていない市町につい
ては、景観意識の不足や景観計画の策定・運用方
法についての複数の課題が挙げられるが、厳しい
財政状況が主な課題となっていることから、市町
への財政支援の一助として今後も本制度を継続す
ることで、粘り強く景観計画策定を促す必要があ
る。
　また、歴史や文化の残る古いまちなみ景観の保
全と利活用を促し、交流人口の拡大を図るため、
地域の実情に応じた決め細やかな面的整備ができ
るよう制度拡充に向けて取り組んでいく。

　特定有人国境離島地域において、民間
事業者が雇用増を伴う創業又は事業拡大
を行う場合の設備投資資金や、人件費、広
告宣伝費などの運転資金の一部を支援し
た。
　また、令和２年４月補正において、新型コ
ロナウイルス感染症対策として、本事業を
活用して新たな雇用を創出した事業者に対
して、経営基盤の維持に必要な支援を実
施。

　令和２年度第1回目の事業採択としては、国境
離島地域全体で９２件、１４２人の雇用の場の創
出が見込まれており、引き続き関係市町と連携し
ながら、新たな事業の掘り起こしや人材確保等を
行い、雇用の場の創出に努め、離島の活性化を
図っていく。
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しま旅滞
在促進事
業費

観光振興
課

改善

しま旅グ
レードアッ
プ事業費

観光振興
課

改善

しまの産
品振興に
よる地域
活性化プ
ロジェクト
推進事業
費

地域づく
り推進課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

高校生の
離島留学
推進事業

高校教育
課

拡充

　しまの産品振興による地域活性化を図る
ため、食品流通専門の団体と連携しなが
ら、消費者視点を重視した官民一体となっ
たプロジェクトを展開するほか、しまの地域
商社による販路拡大の取組などを支援。

  引き続き、食品流通専門の団体や、市町、しま
の地域商社等と連携しながら、しまの食品製造事
業者の高付加価値商品の開発や、販路拡大への支
援を実施するとともに、プロジェクトに参画する
しまの食品製造事業者を増加させ、島全体への波
及を図っていく。

　離島でもう1泊してもらうための仕掛け作
りや島ごとのイメージ構築と認知度向上対
策を実施した。また、しまにおける着地型
旅行商品の開発及び販売等を実施した。

　対馬市における韓国人観光客減少に続き、新型
コロナウイルス感染症感染拡大により、離島地域
の観光産業には大きな影響があった。今後は特定
地域からの観光客に依存することがないよう、多
面的な誘客を進めていく必要があるとともに、R2
年度に国内客を中心とした誘客を強化しているこ
とを踏まえ、引き続き、国内客等誘致について、
関係市町と連携しながら、地元の特性を活かした
体験プログラム等の充実や受入体制の強化を図
り、随時、改善・見直し等を行い、国境離島地域
への観光誘客を図っていく。

　事業群：④しまや過疎地域の教育の活性化に向けて、地域と協働した
　　　　　　県立学校の魅力化

1件 令和３年度の方向性

　体験入学や宿泊体験への参加者を増や
すべく、年度前半の広報活動に力を入れる
とともに、在校生が各コースの魅力を中学
生等に広く発信することで、コースへの関
心を喚起するよう努めた。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症
の影響により、関係機関への訪問回数が
減少した。

　令和３年度においては、離島留学生が安心して
生活できるような受入体制の構築や里親の維持・
開拓等のため、壱岐高校への「離島留学広報業
務・離島留学生支援業務員」の配置を検討する。
また、すべての実施校において安定した生徒募集
が可能になるような体制づくり、里親の維持・開
拓等を進めるとともに、引き続き、島外からの入
学者増加のための広報活動等、必要な取組を検討
していく。

評価対象事業件数

　旅行会社が造成・販売する体験プランと
宿泊、交通を組み合わせた旅行商品に対
する開発・販売助成支援及び企画乗船券・
航空券の販売を実施した。また、対馬市に
おける韓国人観光客減少対策として国内
観光客の誘致強化に取り組んだ。

　対馬市における韓国人観光客減少に続き、新型
コロナウイルス感染症感染拡大により、離島地域
の観光産業には大きな影響があった。今後は特定
地域からの観光客に依存することがないよう、多
面的な誘客を進めていく必要があるとともに、R2
年度に国内客を中心とした誘客を強化しているこ
とを踏まえ、引き続き、国内客等誘致について、
関係市町や旅行会社等と連携しながら、地域の魅
力を活かした旅行商品等の販売を促進し、随時、
改善・見直し等を行い、国境離島地域への観光誘
客を図っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

市街地再
開発事業
等補助金

住宅課 現状維持

移住者向
け住宅確
保加速化
支援事業

住宅課 改善

都市対策
費（基礎
調査）

都市政策
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

10

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

地域安全
活動推進
事業

生活安全
企画課

改善

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：⑤人口減少に対応したまちづくりの推進

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

　防犯講習会、防犯キャンペーン等の実施
により自主防犯意識の高揚及び自主防犯
活動の活性化を図るとともに、防犯カメラの
設置拡充、コールセンター事業による特殊
詐欺被害防止広報、防犯ＣＳＲの働き掛け
等を実施し、犯罪の起きにくい社会づくりを
推進した。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、安
全・安心講話の受講者数の減少が見込まれること
から、自治体、事業者等の関係機関と連携の上、
あらゆる機会・手段を通じた情報発信により県民
の防犯意識の高揚と自主防犯活動の活性化を推進
していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　本事業は、都市における土地の合理的
かつ健全な高度利用と、都市機能の更新
を図る市街地再開発事業等に対して、施設
建築物及びその敷地の整備に要する費用
の一部を補助するもので、令和元年度は2
市に対して調査設計計画費、補償費、解体
費、共同施設整備費の一部の補助を行っ
た。また、施行者、地元市と県で行う協議
会を２地区で合計２０回開催した。

 　民間事業者により、都市における土地の合理
化かつ健全な高度利用と、都市機能の更新を図る
ため、適切な事業計画や設計が行われており、現
行以上の成果を図る手法はないと判断される。

　事業群：④組織犯罪対策の推進

　事業群：⑤国際テロ対策等の推進

評価対象事業件数

10件 令和３年度の方向性

　社会経済情勢の変化等に対応し、適切な
都市計画の見直しを行うため、都市計画区
域について、人口や産業、土地利用などの
現状と見通しについて調査を行った。
（H30：1市、R1：2町）

　都市計画基礎調査については、都市計画の見直
しを行うために必要な基礎資料が得られており、
調査結果に基づいた都市計画の変更の有無の判断
が適切に実施できている。法に定められた調査項
目を実施しており、現行以上の少ない業務量で成
果を得る手法はないと判断される。

施策：（２）犯罪や交通事故のない安全・安心なまちづくりの推進

　事業群：①安全で安心して暮らせる犯罪の起きにくい社会づくりの推進

　五島市における空き家活用団体の公募・
認定のため、県・市によるミーティングを開
催し、令和元年9月に空き家活用団体が認
定され、事業着手した。
　また、空き家の掘り起しや当事業を活用
し、住まいを確保する移住希望者と空き家
のマッチングや空き家状況調査等が行わ
れ、令和２年度の空き家改修に向けた準備
が行われた。

　市、空き家活用団体と更なる連携を図り、空き
家所有者や移住希望者に向けて、空き家を活用し
たDIYイベント等を開催し、空き家活用団体の認
知と空き家の利活用の可能性について情報発信を
行い、移住希望者の移住・定住と空き家の利活用
を促進する。
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少年非行
防止対策
事業

少年課 改善

サイバー
犯罪対策
推進事業

サイバー
犯罪対策
課

改善

安全・安
心まちづ
くり推進
事業

交通・地
域安全課

改善

道路照明
灯（防犯
灯）整備
事業

道路維持
課

改善

犯罪被害
者等支援
事業

交通・地
域安全課

改善

暴力団総
合対策の
推進事業

組織犯罪
対策課

改善

　サイバー犯罪捜査用資機材を活用し、サ
イバー犯罪の捜査を推進した。
　また、産・学・官の長崎県サイバーセキュ
リティに関する相互協力協定を活用し、県
内事業者のセキュリティ意識の向上に資す
る連携した活動を実施した。
　サイバー犯罪に関する相談については、
相談内容に応じて、捜査に着手したり、助
言指導を行ったりと、全ての相談に対処し
た。
　さらに、高校生等に正しい知識やモラル
を身につけさせ、その生徒が小中学生に分
かりやすく授業を行うサイバーセキュリティ
ボランティア事業についても推進した。

　各警察署に配分している解析用資機材の更なる
有効活用に向け、解析用資機材の活用頻度が高い
捜査員を対象として資機材を用いた教養を実施す
る。
　また、サイバー犯罪被害抑止に向けたサイバー
セキュリティボランティアなどの各種広報啓発活
動については、遠隔授業や啓発動画作成の導入な
ど、環境の変化に適応できるような活動を推進す
る。

　防犯・交通安全に取り組む県内の事業者
等をパートナーシップ事業所として登録す
るため、企業・団体への訪問活動などを通
じて登録を呼び掛けた。
　そのほか、安全・安心まちづくり宣言団体
の募集に関しては、市町・県警を通じた募
集依頼のほか、自治会等の代表者に直接
募集を呼び掛けた。

　「長崎県安全・安心まちづくりパートナーシッ
プ事業所」への登録事業は令和２年度をもって終
了するが、これまで登録した事業所に今後も防
犯・交通安全活動に取り組むよう、積極的に情報
発信をして相互の情報交換を図るなど、これまで
の事業を発展させることにより、犯罪のない安
全・安心なまちづくりをより効果的に推進してい
く。

　夜間に発生する犯罪を未然に防ぐため、
県が管理する国道・県道において関係市
町と連携し、防犯灯の設置を行った。

　夜間に発生する犯罪を未然に防ぐため、波佐見
町における意見交換の結果を踏まえ、効率的に事
業を実施する。なお、当事業は令和３年度に全計
画箇所の実施を完了する予定である。

　各種広報媒体(新聞・広報誌・ホームペー
ジ)等を活用した広報やイベントにおいて、
県警等の関係機関・団体との協働による広
報に加え、中学校新１年生を対象に携帯
カードを配布して10代へのサポートながさ
きの周知を行った。
　なお、令和元年７月に「長崎県犯罪被害
者等支援条例」を制定し、犯罪被害者等に
対する支援充実が図られた。

　「サポートながさき」における令和元年度の相
談対応件数は、平成28年の開設から平成30年度ま
では年々増加していたものの、令和元年度は減少
に転じたので、今後は性犯罪・性暴力被害の潜在
化を防止するために、既存のマスメディアを使用
した広報活動のほか独自で製作したグッズを活用
した広報活動に取り組む。

　県下警察署における相談窓口のほか、
暴力団対策テレホン等による相談窓口を２
４時間開設し、暴力相談の受理体制を充実
させるとともに、長崎県暴力追放運動推進
センターと連携し、暴力団員等による不当
要求防止等を目的とした不当要求防止責
任者講習や、企業・行政機関に対する研修
会を開催し、２，３０７人が受講した。暴力
相談を端緒とし、継続的に掘り下げた捜査
や被害者に寄り添った対策を実施し、積極
的な事件化に努めるとともに、捜査手法の
高度化を図る等して、暴力団犯罪の検挙、
取締りを強化した。

　暴力団壊滅のためには、取締りと暴力団排除活
動により暴力団の人的、物的基盤と資金源に打撃
を与える各種対策が必要不可欠であり、潜在化し
やすい暴力団犯罪を１件でも多く掘り起こし、検
挙に繋げる。また、暴力団排除の機運をさらに高
めるため、あらゆる機会を活用し、企業や自治体
単位の研修会等を積極的に開催し、一人でも多く
の県民に受講を促し、内容を実効性のあるものに
充実させるとともに、暴力相談の重要性を地域社
会に更に広める活動を推進する。

　「非行少年を生まない社会づくり」を目指
し、少年の規範意識醸成のため、少年サ
ポートセンターの少年補導職員を中心に、
県下12名配置の警察ＯＢからなるスクール
サポーターと連携して学校との情報交換を
行ったほか、児童・生徒に対する非行防止
教室や再犯のおそれのある少年に対する
立ち直り支援活動等を推進した。

　少年の非行情勢を的確に把握し、その分析を踏
まえた上で、関係機関・団体、ボランティアとの
連携強化や、担当職員の資質向上を図るなどし
て、非行防止教室や立ち直り支援活動の更なる充
実を図ることにより、少年の非行防止対策を推進
する。
　また、児童の安全確保を最優先とした児童虐待
への対応を強化するための取組を推進する。
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来日外国
人犯罪対
策の推進
事業

組織犯罪
対策課

改善

薬物・銃
器対策推
進事業

組織犯罪
対策課

改善

薬物乱用
対策費

薬務行政
室

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 4

60% 40%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

交通安全
教育推進
事業

交通企画
課

改善

「高齢者
交通安全
チャレン
ジ」総合
対策事業
費

交通・地
域安全課

改善

　警察では、道路交通法の規定に基づき、
安全運転管理者等に対して法定講習（安
全運転管理者２７回、副安全運転管理者３
回）を実施したほか、地域交通安全活動推
進委員として２５０人を委嘱し、同委員によ
る交通安全活動等を通して、県民の交通
安全意識の高揚を図った。
　このほか、知事部局や関係機関・団体と
連携して、交通事故発生状況の分析結果
に応じた、幼児から高齢者までの歩行者及
び職場・高齢者・若年者・二輪車利用者等
の運転者に対する参加・体験・実践型を始
めとした交通安全教育を実施した。

　交通事故分析結果に基づいて、各種メディアを
活用した交通安全教育を実施するほか、歩行シ
ミュレータなどの教育機材を活用したより効果的
な参加・体験型の交通安全教育を実施する。

　長崎市３５人、佐世保市１５人の高齢運
転者モニターを募集し、合計５０人に対して
２か月間モニタリングを実施し、急制動等
の発生日時・場所のデータ及びその際のド
ライブレコーダ映像を収集するとともに、モ
ニターごとの分析結果について、各モニ
ターに対して通知した。
　安全運転サポート車を県下に３回派遣
し、高齢運転者に先進安全技術の普及を
図った。

　収集したデータは、急加速、急減速、急ハンド
ルの運転行動挙動情報とそれが発生した日時、場
所（緯度・経度）及びその際のドライブレコーダ
記録映像であり、これらをより高度に分析するこ
とで、高齢者特有の運転行動を浮き彫りにするほ
か、道路環境に起因するかどうかの判断要素とな
ることやドライブレコーダ映像によってより説得
力のある安全運転教育資料を作成することなどが
可能となることから、より効果的な高齢運転者の
交通安全教育ツールの構築を目指すものである。

　薬物乱用による危害を広く県民に周知す
るため、学校における薬物乱用防止教室を
始め、各種広報啓発活動を行った。

　薬物事犯は後を絶たないため、関係機関と連携
し、より早い段階から薬物に対する正しい知識の
普及を図り、薬物乱用を断る固い意志を身につけ
させるため、若年層を中心とした啓発活動を実施
し、これまで以上に若年層を中心とした啓発活動
を実施していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②交通安全対策の推進

評価対象事業件数

10件 令和３年度の方向性

　外国人犯罪に対する取締りを行ったほ
か、捜査能力の向上を目的とした語学研修
会等を開催するとともに、来日外国人に係
る犯罪被害の防止等を目的とした大学等
各種教育機関、外国人雇用企業等に対す
る各種講習会を開催した。

　社会の国際化は、今後ますます進展していくも
のと予想され、それに伴い多様化する来日外国人
犯罪に的確に対応するだけでなく、外国人との共
生社会の実現に向け、来日外国人に係る犯罪被害
の防止と合わせて、外国人コミュニティへの犯罪
組織等の浸透を防止するため、各種会議、講習会
等を通じた広報啓発及び管理者対策等の取組を強
化するとともに、関係行政機関等と協力し、来日
外国人を対象とした相談等への対応ができる体制
を整備するなど、実態に即した効果的な方法で本
事業を推進していく。

　潜在化する薬物・銃器犯罪に対する効果
的な取締りを行うとともに、対応能力向上
のための訓練・研修を実施したほか、違法
薬物の乱用防止、銃器根絶と取締りに対
する理解と協力を求めるため、関係機関と
連携したキャンペーンを年２回実施し、パン
フレット等の広報資料を配付するなどして、
広報啓発活動を推進した。

　薬物・銃器事犯については、多様化、潜在化が
進んでいることから、これら事犯に対する取締り
を強力に進めるとともに、対処能力の向上に努め
ていかなければならない。また、違法薬物・銃器
に対する県民の排斥意識を醸成し、若年層への薬
物事犯の浸透を阻止すると同時に、警察捜査に対
する協力を確保していくために広報啓発活動を更
に推進していく。
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交通安全
指導員等
育成費

交通・地
域安全課

改善

交通安全
施設整備
事業

交通規制
課

改善

運転免許
行政の推
進

運転免許
管理課

改善

交通秩序
の維持事
業

交通指導
課

改善

　 交通安全対策基本法等により策定した
交通安全実施計画に基づき、下記事項を
推進した。
①交通安全の街頭指導、幼児・児童・生徒
や高齢者に対する交通安全教育、広報活
動等に従事する交通安全指導員を設置す
る（一財)長崎県交通安全協会に補助金を
交付するとともに、研修会を通じて交通安
全指導員の指導力の向上を図り、その活
動によって各地域における交通事故の防
止を図った。
②市町が委嘱している交通指導員に対し
て交通事故情報、交通法規、活動状況の
情報交換等を内容とする研修会を県内ブ
ロック別に実施し、交通指導員の指導力向
上を図った。

　 交通安全指導員は、児童等への交通安全教
育、交通安全の広報活動、街頭指導など児童等を
中心とした歩行者の交通安全確保・交通安全指導
の中核的存在であり、その活動が児童等の交通事
故被害防止に大きく寄与していることから、本事
業を継続していく。その一方で、高齢者の交通事
故抑止が大きな課題であるため、高齢者の交通事
故抑止に向けた活動を幅広く展開して行く必要が
ある。
　市町交通指導員は、各地域の交通安全維持に必
要不可欠な存在であり、その活動が県下の交通秩
序維持に大きく貢献していることから、「長崎県
交通安全の保持に関する条例」に規定されたとお
り、県の責務として交通指導員への指導教育を
行って交通指導員の資質向上を図るためにも本事
業を継続していく。

　運転免許新規取得者に対する技能試験
を始めとする各種試験、運転免許保有者
に対する、更新時における講習を始めとす
る各種講習、悪質・危険な運転者に対する
行政処分等の運転免許行政を適正に推進
した。
　また、一定の病気にかかっている者及び
高齢者が安全に自動車等を運転すること
ができるよう、運転者やその家族からの相
談（安全運転相談）を受け付け、病状や相
談内容に応じた対応を行い、運転継続が
困難な高齢者に対しては、自治体と連携を
図りながら、各種支援を受けやすい環境を
醸成した。

　安全運転意識の高い運転者による安全な交通環
境の根幹となる運転免許行政に係る事務や更新時
講習を始めとする各種講習が適正に実施できるよ
うな体制の確立に努める。
　令和２年に改正された道路交通法に応じた対策
が必要となることから準備検討を行う。

　 前年中の交通事故発生状況を分析した
結果、交差点及び交差点付近における交
通事故が全事故件数の約半数を占めてい
たことから、横断歩行者妨害をはじめとした
交差点関連違反の交通指導取締りに重点
を置くとともに、悪質性・危険性の高い飲酒
運転・無免許運転等の交通指導取締りを
推進した。

　 令和３年においても、基本的な方向性に変更
はないが、引き続き、交通事故発生状況の分析・
検討を行うこととしており、交通事故実態に応じ
た交通指導取締りとなるよう、交通指導取締り計
画の随時見直しを図り、交通秩序の維持に貢献し
ていくこととしている。

   交通管制センターで制御する信号機のエ
リア拡大及び更新、バリアフリー対応の信
号機・標示等の改良、交通信号機や横断
歩道の新設等交通安全施設の整備を推進
し、交通事故の抑止を図った。

　令和３年度においても、道路の新設改良、県民
からの要望等による信号機の新設、交通管制シス
テムの高度化及び更新、道路利用者に分かりやす
い標識・標示の設置及び維持管理等を推進してい
く。
　信号機、道路標識等の設置・管理による交通規
制については、道路交通法第４条において、都道
府県公安委員会の権限とされており、道路の新
設・改良、地域開発、道路利用者の変化等に伴
い、交通環境は毎年変化することから、交通の安
全と円滑のバランスに配意しつつ、本事業を検討
していく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

交通安全
施設整備
事業

道路維持
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

県内食品
の安全性
確保事業

生活衛生
課

改善

食肉衛生
検査所運
営事業

生活衛生
課

現状維持

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　事業群：①食品の安全性の確保

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③交通安全確保に向けた通学路等の整備

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　国道・県道の５６箇所で小規模な歩道、防
護柵、区画線等の整備を行った。

　通学路の安全性の確保が求められている状況に
変わりはなく、引き続き小規模な歩道、防護柵、
区画線等の整備を進める必要がある。また、用地
取得が困難な箇所については、防護柵やポスト
コーン設置等による簡易的な整備を行うことで、
進捗を図る。

施策：（３）食品の安全・安心の確保と安全・安心な消費生活の実現

　食肉衛生検査所の職員が、と畜場に出
向き、食肉となる獣畜（牛、馬、豚、めん
羊、山羊）の全頭について、一頭毎にと畜
検査を行い、必要に応じて精密検査を実施
して、食用の可否を判定。食用にできない
獣畜の全部廃棄等の行政処分を行った。

　「と畜場法」に基づき県が実施しなければなら
ない事業である。食用に供する獣畜（牛、馬、
豚、めん羊、山羊）は一頭ごとに全て県職員であ
る獣医師のと畜検査を行なわなければ食用にでき
ない。本事業は、食肉の安全性を確保するために
は必要不可欠であることから、引き続き事業を継
続する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　安全な食品の流通等を確保し、食品によ
る健康被害の発生を防止するために、食
品衛生法に基づき、県内食品取扱施設の
監視指導を行うとともに、流通食品の検査
を実施し、基準に適合しない食品を流通か
ら排除することで食中毒発生防止に寄与し
た。

　本事業は、「食品衛生法」に基づき、食品の製
造・調理・加工及び販売の各段階における安全確
保を担っており、食品の安全確保のため、食品製
造施設、飲食店等の監視・指導並びに流通してい
る食品等の検査を実施することで、基準に適合し
ない食品を流通から排除し、食中毒の発生を防止
するものである。
令和3年度も前年度の事業実施状況、食中毒の発
生状況等を踏まえて監視指導計画を策定し、事業
を実施する。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

食肉・食
鳥肉
HACCP導
入推進事
業

生活衛生
課

終了

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

食品安
全・安心
推進事業
費

食品安
全・消費
生活課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

消費生活
苦情相談
推進費

食品安
全・消費
生活課

現状維持

　と畜場、食鳥処理場での処理工程にかか
る衛生管理について、HACCPに基づく衛生
管理の制度化を見据え、すべてのと畜場
（４箇所）及び大規模食鳥処理場（３箇所）
へのHACCPによる衛生管理の導入を支援
した。

　導入後は、ＨＡＣＣＰの検証・改善を支援し、
システムの定着及び向上を図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：②食品のより高い安全性確保のための食品関連事業者による
　　　　　　取組の促進

　消費生活トラブルに関する県民からの苦
情相談に対して、助言、斡旋、情報提供な
どを行い、消費者の利益の擁護と被害の
救済、未然防止を図るとともに、消費者の
消費生活に関する知識の普及に努めた。

　社会経済情勢の動向により変化する消費者トラ
ブルを適切に解決するため、専門分野の相談業務
研修や他県との相談事例研究など、有意義な研修
等への参加などにより、県専門相談員の相談対応
能力の更なる向上を図るとともに、市町相談員の
斡旋対応能力を向上させるため、引き続き市町相
談業務への助言、指導も併せて行っていく。

　事業群：④消費生活苦情相談の実施

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③食品の安全性に関する理解促進

評価対象事業件数

2件 令和３年度の方向性

　安全・安心推進計画をより着実に実行す
るため、各種リスクコミュニケーションの対
象者に学校教育関係者や市町職員、将来
食品に関する指導的立場となる大学生を
加えることで、子どもや住民等への教育又
は質問等に適切に対応できるよう、知識と
情報を提供した。
　また、新たな取組として小学生を対象とし
たキッズ食品安全教室を県内6小学校で開
催し、食べ物を安全に食べるための大切な
考え方を多くの小学生に学んでもらった。

　令和３年度においても、「食品の安全」につい
て安心している人の割合を増加させるため、リス
クコミュニケーションや食品の安全・安心に関す
る情報発信等の事業をより効果的に推進し、食品
の安全に関する正しい知識の普及啓発を図る。

1件 令和３年度の方向性

評価対象事業件数
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消費者行
政活性化
事業費

食品安
全・消費
生活課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

消費者行
政活性化
事業費
（行政と
警察のコ
ラボによ
る消費者
被害防止
事業分）

食品安
全・消費
生活課

現状維持

規格表示
危害防止
等適正化
推進事業
費

食品安
全・消費
生活課

現状維持

貸金業対
策指導費

食品安
全・消費
生活課

現状維持

　不当な表示による消費者被害を防止し、
消費者の適正な商品選択の確保を図るた
め、立入検査を実施し、適正な指導を実施
した。

　本事業は不当景品類及び不当表示防止法などに
基づき県が調査・指導等を行っているものであ
る。県内全域にわたり製品の安全性に関する表示
の有無を確認するとともに、法改正に伴う事業者
説明を行うなど一定の成果が出ている。
　今後とも製品表示の適正化や消費者被害の未然
防止・拡大防止のために、必要な事業者指導を行
う必要がある。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　県登録貸金業者に対する立入検査を実
施し、適正な指導を実施した。

　本事業は貸金業法に基づき県が検査・指導等を
行っているものである。
　平成２２年６月に施行された改正貸金業法で
は、業者に金利の適正化、返済能力の調査、貸金
業務取扱主任者の配置など、法の厳格な遵守を求
めている。これまで、当事業による成果はあがっ
ており、引き続き、業務の適正化を図るため、当
事業を通して、立入検査、指導を適切に行う必要
がある。

　事業群：⑤高齢者等の消費者トラブルの未然防止・拡大防止

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

①市町の消費生活センターや消費者相談
窓口の維持・拡充、相談員の研修、市町支
援相談員による指導を実施し、市町の消費
者行政の強化を図った。
②消費者の利益擁護を図るため、事業者
の不当行為に対し差止請求ができる「適格
消費者団体」の認定を本県で目指すNPO
法人を支援した。

　国の地方消費者行政強化交付金を活用した市町
専門相談員のレベルアップのための研修参加支
援、研修会の開催、市町支援相談員の訪問指導に
よる市町の相談機能の強化を図っていく。
また、国の交付金が活用できるうちに、適格消費
者団体への早期の認定に向けた当該団体の活動の
充実を促していく。

　「行政と警察のコラボによる消費者被害
防止事業」が平成２９年度で終了したこと
から、同事業のうち本事業群の指標として
いる「ダイレクトな啓発を行う独居高齢者等
の人数」に係る警察の協力による戸別訪問
の際の啓発チラシ配付やハガキでの直接
的な注意喚起を本事業に引き継ぐととも
に、啓発講座や街頭キャンペーンの共同開
催による効果的な啓発を行うことにより、悪
質商法や特殊詐欺による被害防止を図っ
た。

　二次被害の可能性が高い高齢者への直接注意喚
起を促すハガキによる啓発活動は、消費者トラブ
ルに関する情報弱者対策として現在のところ最も
効果的なものの一つであり、高齢者の消費者被害
の未然防止のため継続して実施したい。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1 1

25% 25% 25% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

消費者教
育・啓発
事業費

食品安
全・消費
生活課

改善

学校での
消費者教
育強化事
業費

食品安
全・消費
生活課

終了

金融広報
生活設計
推進費

食品安
全・消費
生活課

現状維持

新生活運
動推進事
業補助金

食品安
全・消費
生活課

廃止

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4 2

25% 50% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

総合防災
情報ネッ
トワークシ
ステム事
業

危機管理
課

改善

　平素における防災知識や災害時におけ
る緊急情報等を地理情報（GIS）と併せてわ
かりやすく提供するとともに、関係部局や
関係機関の情報を集約させることで一度に
情報を集めることができるインターネット
ホームページを構築することにより、迅速
かつ的確に県民や防災関係機関に対し情
報提供を行った。

　総合防災ポータルサイトの提供する情報の拡
充・整理に向けた市町村との協議を進め、防災・
災害に関する県民への情報提供を行う。
　総合防災ポータルサイトの普及については、引
き続き他の情報ツール等を活用した効果的な周知
方法を検討していく。

　長崎県金融広報委員会の一員として、市
町・関係団体等と連携し、自立・自助を目
指した合理的な生活設計の勧めや子ども
たちに健全な金銭感覚や賢い消費者として
の基礎能力を身につけさせる金融教育の
普及に努めた。

　本事業は金融広報委員会からの助成金を財源と
しているが、長崎県金融広報委員会の一員として
市町や関係機関と連携しつつ、効果的な消費者教
育を引き続き進めていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（４）災害に強く、命を守る県土強靭化の推進

　事業群：①総合的な防災、危機管理体制の構築

評価対象事業件数

8件 令和３年度の方向性

　各種消費者講座や研修会等の講師とし
て啓発活動・消費者教育を行うなど、消費
者の自立支援に努めた。

　これまで行ってきた消費者講座や啓発の充実を
図るとともに、今年度策定を予定している次期
「長崎県消費者基本計画」に基づき、学校・市
町・民間など多様な主体と連携した効果的な消費
者教育を引き続き進めていく。

　学校での実践的な消費者教育を実施す
るため、「若年者への消費者教育に関する
アクションプログラム」に基づき、県立高等
学校及び中学校での授業支援実施や高度
な教育教材の活用等を進めた。

―

4件 令和３年度の方向性

　事業群：⑥消費者教育の推進

評価対象事業件数

　「心豊かな住み良いまちづくり運動」を推
進するため、県内各生活学校・生活会議へ
助成金を交付し、各種活動（食品ロス削減
運動・環境活動・地域活性化活動等）を実
施した。

　令和３年度より、当該補助金については廃止す
ることで協議会と合意しており、今後は、協議会
の自立した運営のあり方について、助言を行って
いく。
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雲仙岳噴
火災害対
策事業

危機管理
課

拡充

防災ヘリ
コプター
運航事業

危機管理
課

拡充

防災行政
無線整
備・維持
管理事業

危機管理
課

改善

自主防災
組織結成
推進事業

危機管理
課

改善

河川砂防
情報シス
テム維持
管理費

河川課 現状維持

砂防情報
システム
維持管理
費

砂防課 現状維持

災害福祉
広域支援
ネットワー
ク事業費

福祉保健
課

改善

　災害時の避難所・福祉避難所等における
福祉的支援体制を整えるため、福祉関係
団体等の職員登録名簿を更新した。
　全国社会福祉協議会が開催した災害福
祉支援ネットワーク構築・運営リーダー養
成研修に、登録者から4名、事務局から１
名受講し、県内登録者向けの研修会開催
に向け、協議を行った。

　新規登録者を対象に引き続き養成研修を開催
し、災害派遣福祉チームの役割等の理解に繋げ
る。
また、今後は、国が開催する災害福祉支援ネット
ワーク研修会に、事務局だけでなく各登録団体の
代表者等にも受講を促し、受講後にチームの運営
について検討する場にも参加をしてもらい、効果
的な派遣について協議を進める。

　自主防災組織の結成促進について各種
会議を利用した市町担当者への働きかけ
を実施。地域の防災の担い手となる人材を
育成する防災推進員養成講座を実施し
た。

　熊本地震や平成３０年九州北部豪雨をはじめ、
近年頻繁に発生している豪雨災害などを契機にし
て、防災に関する関心が高まっていることから、
市町に対する地域の自主防災組織の結成促進依
頼、防災推進員（自主防災リーダー）養成講座の
実施、地域の自主防災リーダーを育成するための
防災士アドバイザー派遣制度、県政出前講座など
を活用しながら、市町に対する呼びかけだけでは
なく、県としても積極的かつ継続的な支援を実施
していく。

　河川水位・雨量・土砂災害危険度情報等
の提供を一般住民に行うシステムの維持
管理を行った。

　災害発生時に県民の生命や財産を守るための防
災情報の提供を適切に住民へ提供し、水害での死
者数0を目指す。

※救助活動事例
・令和元年 5月 12日
　平戸市高越長の磯場での海上救助
・令和元年 6月 9日
　大村市黒木町舞岳付近での救助
　その他、山岳・海難事故における捜索活
動や急患搬送等を実施した。

　災害時の迅速な情報収集活動、山岳事故におけ
る救助活動、山林火災の空中消火などは、防災ヘ
リ以外での対応は困難であるが、飛行に伴う安全
性は絶対であるため操縦士２人体制が求められて
おり、必要な人員確保と免許取得を図るととも
に、安定的かつ継続的な運航体制を確保するため
の訓練等を実施していく。

　県庁、振興局等、無線中継所に設置する
無線設備や電源設備、鉄塔等の定期保守
点検を実施した。

　防災行政無線網の１つである衛星システムにつ
いては、令和元年より次世代システムが運用開始
され、現行システムが使用できるのが令和７年度
までであること、また、令和３年以降はメーカー
の修理対応ができない部品が発生することから、
順次機器の改修を実施していく。

　雲仙岳火山防災協議会を1回、同幹事会
を２回、作業部会を３回開催し、県関係課、
関係3市、警察・消防・自衛隊等救助機関、
雲仙復興事務所をはじめとする国の関係
機関を交えて雲仙岳火山防災対策につい
ての検討会議を行った。

　令和３年度においても、雲仙岳火山防災計画の
策定等に加え、溶岩ドームの崩壊による住民避難
の為の取り組み及び雲仙岳の火山防災対策を推進
する。
　また、令和２年度まで雲仙復興事務所が主催し
ていた溶岩ドームソフト対策委員会を、令和３年
度から火山防災協議会において所掌することと
なったため、以降は県が事務を引き継ぎ、関係市
町と連携して更なるソフト対策を実施していく。

　河川水位・雨量・土砂災害危険度情報等
の提供を一般住民に行うシステムの維持
管理を行った。

　災害発生時に県民の生命や財産を守るための防
災情報の提供を適切に住民へ提供し、水害での死
者数０を目指す。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

一般防災
対策事業

危機管理
課

改善

特殊防災
対策費

危機管理
課

改善

国民保護
対策事業
費

危機管理
課

改善

原子力災
害対策整
備事業

危機管理
課

改善

　国民保護法に基づく、県民の避難、救
助、武力攻撃等への対応のための国民保
護訓練を実施した。

　有事の際のあらゆる対策を様々な視点から検証
するためには、国民保護法に基づき、危機管理の
あり方を平時から備え対応する必要があり、今後
も市町と合同で訓練を実施し有事即応体制を構築
する。

　原子力災害に対処するための防災資機
材の整備及び整備済み機器の維持管理を
行った。
　県内の災害応急対策活動に従事する関
係機関との連携を図るため、原子力防災
訓練を実施した。

　県民の生命、身体及び財産を災害から保護する
ため、防災に関し必要な体制を確立し、万が一の
原子力災害に備える必要がある。引き続き、様々
な事故を考慮した多面的な訓練を計画するととも
に、新型コロナウイルスの感染防止対策を講じた
避難訓練を実施する。

　県内の災害応急対策活動に従事する関
係機関との連携強化、有次即応体制の確
立を図るため、総合防災訓練を実施した。

　多様化する自然災害や危機事象に的確に対応で
きるよう、新型コロナウイルス感染症が再流行し
た場合の複合災害への対応など様々な災害等の想
定に応じた各種訓練を実施する。

　関係機関との連携を図るための石油コン
ビナート等防災訓練について、訓練予定地
区の九州電力相浦発電所の廃止に伴い、
他指定地区と訓練の実施について協議を
行ったが、事業者の年間計画が既に策定
されている中で、訓練を実施するよう調整
することは困難であった。
　現指定地区での訓練輪番の見直し及び
防災計画の訓練に関する項目の見直しを
行った。

　石油コンビナート等総合防災訓練のあり方、訓
練内容及び開催時期等についても関係機関との合
意に向けた協議を行い、より実効性の高い防災計
画の策定を目指す。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③原子力防災対策の推進、広域避難対策の推進

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

　事業群：②各種災害の規模を想定した防災訓練、有事発生時の対応
　　　　　　訓練の実施
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

消防団活
動充実強
化事業

消防保安
室

改善

消防業務
指導費

消防保安
室

改善

自主防災
組織結成
推進事業
費

危機管理
課

改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

道路災害
防除事業

道路維持
課

現状維持

　消防団協力事業所の登録数を増加さ
せるため、事業所を会員とする商工会
議所等に対し、消防団員への理解協力
を促す講演会を実施することで、消防
団協力事業所の登録数を増加させ、消
防団活動への理解を深め、消防団員確
保と活動しやすい環境づくりを促進す
る。
　大学生向けの消防団加入を促進する
各種セミナーや高校生向けの体験講
座、女性消防団員の指導者養成に取組
み、若者、女性の団員確保を図る。
　消防団と自主防災組織の連携を図る
ための研修を実施し、地域防災力の向
上を図る。

　県のメディカルコントロール協議会
と７地域で同協議会を開催し、救急業
務に必要なプロトコル（手順）の一部
改定や転院搬送における救急車の適正
利用等について協議し、的確で、円滑
な救急業務の推進を図った。

　令和２年度に実施する消防団員勧誘促進対策事
業、事業所の協力のためのインセンティブ創出の
ための調査研究の結果を踏まえ、より効果的な施
策を構築していく。

　消防離島の消防体制の維持強化に関する調査研
究や長崎県消防広域化推進協議会幹事会、委員会
における協議の結果に基づき、更に、協議調査研
究を進める。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　自主防災組織の結成促進について各種
会議を利用した市町担当者への働きかけ
を実施。地域の防災の担い手となる人材を
育成する防災推進員養成講座を実施し
た。

　熊本地震や平成３０年九州北部豪雨をはじめ、
近年頻繁に発生している豪雨災害などを契機にし
て、防災に関する関心が高まっていることから、
市町に対する地域の自主防災組織の結成促進依
頼、防災推進員（自主防災リーダー）養成講座の
実施、地域の自主防災リーダーを育成するための
防災士アドバイザー派遣制度、県政出前講座など
を活用しながら、市町に対する呼びかけだけでは
なく、県としても積極的かつ継続的な支援を実施
していく。

　小規模な危険箇所69箇所の災害防止対
策を実施した。

　小規模な危険箇所については、降雨などによる
突発的な異常箇所が多く、予測が困難であるた
め、見直しを行わず継続的に災害防止対策を実施
する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：④消防団を中核とした地域防災力の充実強化

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　事業群：⑤地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備
　　　　　　など防災対策の推進①
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 10

8% 8% 82%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

河川整備
計画総合
調査費

河川課 改善

河川維持
修繕費

河川課 現状維持

ダム管理
費

河川課 現状維持

海岸維持
修繕費

港湾課 現状維持

緊急河川
自然災害
防止事業
費（ダム）

河川課 終了

　河川改修事業における国の補助（交付金
等）事業採択に向けての調査・設計及び整
備計画の策定を行った。

　河川法において、河川管理者はその管理する河
川について、計画高水流量その他当該河川の河川
工事及び河川の維持についての基本となるべき方
針「河川整備基本方針」を定めておかなければな
らず、整備を実施する区間については「河川整備
計画」を定めなければならないとなっている。
　今年度については、早期発注を行い、関係機関
との調整を計画的に進め、住民説明会等を前倒し
して実施するなどの改善を図る。

　洪水被害の防止を図るため、ダム設備の
点検、維持や巡視の委託等、ダムの適切
な維持管理を行った。

　ダムを適切に維持管理し、洪水の軽減を図るこ
とにより、県民の安全、安心に資する事業であ
り、今後とも本事業を継続する必要がある。

（令和２年度新規）
　県が管理する３５ダムに係る施設の老朽
化に伴い、観測設備・通信設備等の更新・
改良を行い、ダム管理の適正化を図るも
の。

　県が管理する３５ダムに係る施設の老朽化に伴
い、観測設備・通信設備等の更新・改良を行い、
ダム管理の適正化を図るものであり、今後とも本
事業を継続する必要がある。

　河川管理上、支障をきたしている箇所に
おいて、管理施設の修繕や河川敷の掘
削、伐木等を行った。

　河川においては、現在老朽化対策・維持補修に
対して、補助事業メニューが全く整備されていな
いため、河川を良好、適切に維持管理し、もって
県民の安全、安心に資する事業であり、今後とも
本事業を継続する必要がある。

　海岸保全施設の維持補修工事を行った。
　海岸施設を適切に維持管理し、県民の人命・財
産を守る安全・安心に資する事業であり、今後と
も本事業を継続する必要がある。

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

12件 令和３年度の方向性

　事業群：⑤地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備
　　　　　　など防災対策の推進②
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 8

11% 89%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

ハザード
マップ作
成支援シ
ステム事
業

砂防課 改善

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎県大
規模建築
物耐震化
支援事業

建築課 改善

耐震・安
心住まい
づくり支
援事業

建築課 改善

耐震・安
心住まい
づくり支
援事業
（木造・戸
建住宅）

住宅課 改善

　木造住宅の所有者が地元市町の補助事
業を活用して耐震診断、耐震改修工事を
行う場合、県が市町を通じて助成を行う。
令和元年度は21市町を通じて67件耐震補
助（診断49件、改修工事18件）を行った。

　木造住宅耐震化においては、戸別訪問等により
耐震化の必要性と制度の更なる周知を図るため、
総合支援制度の活用を市町に働きかける。
　危険ブロック塀等の除却事業においては、建築
物防災週間での重点点検などによる通学路の安全
性の確保と補助制度の策定を市町へ強く働きかけ
ていく。

　耐震診断を義務付けられた多数の者が
利用する民間大規模建築物の耐震診断、
耐震改修計画作成及び耐震改修工事にお
いて、地元市町が所有者に対して実施する
補助事業に、県が市町を通じて助成を行っ
た。

　引き続き、耐震改修計画に着手していない所有
者に対し、早期の耐震化への着手を強く促す。
　また、緊急輸送道路沿道のブロック塀調査を引
き続き行い、事業対象に追加することを検討す
る。

　地元市町が実施する多数の者が利用す
る建築物の耐震診断及び緊急輸送路沿い
の建築物の耐震診断、耐震改修計画作成
に対する補助事業に対して、県が市町を通
じて助成を行った。

　多数の者が利用する建築物について、引き続き
これまでのPRを強化し、事業化していない市町に
強く働きかけていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

3件 令和３年度の方向性

　事業群：⑥住宅、建築物の耐震化の推進

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　ハザードマップ支援システムを構築するこ
とで、土砂災害の発生するおそれがある土
砂災害警戒区域において早めの避難が出
来るように、市町に対してハザードマップ作
成の支援を行った。

　県としては土砂法に基づく基礎調査を進め、３
１，５００を超える区域の調査を完了し、区域を
公表しており、令和２年度も引き続き、ハザード
マップの作成が遅れている市町へ直接出向き、利
用方法の説明や指導を行うことで、ハザードマッ
プ作成をさらに推進していく。

9件 令和３年度の方向性

評価対象事業件数

　事業群：⑤地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設
　　　　　　整備など防災対策の推進③

　事業群：⑦県庁舎の整備
　※本事業群は平成２９年度に新庁舎の完成・移転を目標として
　　いたが、平成２９年１１月に行政棟、警察棟、議会棟、駐車
　　場棟すべてにおいて完成した。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1

75% 25%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

浄化槽
設置整
備費

水環境対
策課

改善

環境監
視測定
費（水
質）

地域環境
課

改善

工場監
視指導
費（水
質）

地域環境
課

改善

　市町が国の交付金を活用して実施する浄
化槽設置整備事業について、19市町へ補
助した。

　平成３０年度から市町を個別に訪問するなどし
て、個人設置型浄化槽に対する市町単独費による
上乗せ補助の創設や拡充を働きかけている。ま
た、令和３年度は、PFI事業による市町村設置型
浄化槽（公共浄化槽）の実施を検討している島原
市の取り組みを、汚水処理人口普及率が比較的低
い市町へ情報提供して導入促進を図る。
　引き続き、個人設置型浄化槽の整備を図るとと
もに、今年度の取り組みの中で明らかになる市町
の課題や要望を令和３年度事業に反映させ、さら
なる普及促進を図る。

　水質測定計画に基づき、県下の47水域
95地点(河川３９水域３８地点、海域8水域
57地点)において水質汚濁状況の監視測
定を行った。

　県の事務として、公共用水域や地下水につい
て、環境基準の達成状況や経年変化等を継続して
把握している。本県は水生生物保全環境基準の類
型指定が未指定の状態となっているため、令和３
年度は、過去の現況把握調査で優先的に類型指定
を行うべき水域として選定した９河川の類型指定
を行い、未指定の状態を解消する。
　地点数及び調査頻度に関しては、平成３０年度
に見直しを行ったところであり、当分の間、現体
制で継続して監視する。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：①汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

評価対象事業件数

4件 令和３年度の方向性

　特定施設、指定施設に対し立入検査を実
施し、届出内容の確認及び維持管理状況
等の確認を行った。排水基準適用の工場・
事業場に対しては水質検査を実施した。

　依然として一部の工場・事業場で排出基準の違
反が発生しているため、過去に違反が認められた
工場・事業場を重点的に立入検査し、排水基準違
反のさらなる未然防止を図る。

施策：（５）良好で快適な環境づくりの推進

130



拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

「いさか
ん」水辺
の保全と
活用加速
化プロ
ジェクト事
業

地域環境
課

改善

みらいに
つなぐ大
村湾事業

地域環境
課

改善

諫早湾干
拓調整池
水辺空間
づくり事
業

地域環境
課

改善

希少野生
動植物保
全事業費

自然環境
課

改善

　レッドリスト掲載種のモニタリング調査を
実施するとともに、保護が必要な野生動植
物の捕獲・採取等を規制する地域指定を
行った。

　専門家による希少野生動植物種モニタリングを
実施するとともに過年度モニタリングデータを整
理し、生物多様性保全戦略の着実な遂行のための
基盤となるレッドリストを改訂するとともに、生
物多様性情報見える化事業と連携し当該リストを
ＨＰで公表することにより県民への生物多様性保
全への理解度を深め、もって県民の多様な主体に
よる保全活動等への参画向上につなげていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

4件 令和３年度の方向性

　諫早湾干拓調整池の水辺環境の保全と
創造を図るため、諫早湾干拓調整池中央
干陸地における利活用に係る基礎調査、
環境学習などを実施した。

　中央干陸地の適正管理や再生可能エネルギーの
導入手法等について、関係機関と連携して取り組
むとともに、引き続き調整池・中央干陸地におけ
る環境学習を実施する。

　大村湾の環境改善や沿岸を含む地域活
性化を図るため、造成済みの浅場を活用し
た環境学習、関係団体と連携し大村湾内
の浮遊ごみの除去などを実施した。

　造成浅場のモニタリング調査を継続して実施す
るとともに、沿岸域生き物調査で得たデータを踏
まえて大村湾生物調査マニュアルを作成する。

　「第２期諫早湾干拓調整池水辺環境の保
全と創造のための行動計画」（令和元年８
月から　「第３期諫早湾干拓調整池水辺環
境の保全と創造のための行動計画」へ移
行）を推進するため、各種事業の進捗管理
や各種イベント等に参加し、水質保全の必
要性を説明した。

　諫早湾の水質改善のためには、関係機関が一体
となって取り組む必要があり、第3期諫早湾干拓
調整池水辺環境の保全と創造のための行動計画に
掲げる各種の対策を推進するとともに、九州農政
局等関係機関と連携して追加対策についても検討
を進めていく。

評価対象事業件数

　事業群：②大村湾・諫早湾干拓調整池の水質改善
　※施　策：（７）人と自然が共生する地域づくり
　　事業群：　④　大村湾周辺地域の里海づくり
　　の事業群と統合して評価
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

長崎発東
アジアの
環境技術
発信事業

県民生活
環境課

現状維持

海岸環境
保全対策
推進事業

資源循環
推進課

改善

工場監視
指導費
（大気）

地域環境
課

現状維持

大気汚染
監視テレ
メータ運
営費

地域環境
課

改善

　東アジア地域との環境保全に関する交流
を通じた相互の人材育成や課題解決への
貢献等を図るため、中国福建省環境保護
庁（現：生態環境庁）と、備忘録に基づく交
流団の招聘、相互の職員派遣及び受入
（各２人）を行うとともに、福建医科大学、福
建省CDCとの共同研究に向けた協議を実
施した。
　また、日韓海峡沿岸県市道交流知事会
議（環境技術交流事業）において実施した
「地下水の成分等の調査」の結果を報告書
に取りまとめるとともに、Ｒ２～３年度の事
業について合意文書を作成した。

　福建省生態環境庁との交流は、コロナ禍によっ
て延期となった交流事業を回復させ、引き続き、
産業労働部も交えた環境技術交流を行い、県内環
境産業の実利に繋ぐべく、県内企業も含めた交流
に展開していく。
　日韓海峡沿岸県市道環境技術交流事業について
は、Ｒ元年度の交流会議においてＲ２年度からの
２年計画で政策・研究発表会を実施することが決
定されており、Ｒ４年度以降の共同事業について
は、発表会の実施結果を踏まえて検討していく。

　ばい煙発生施設及び一般粉じん発生施
設等に対し立入検査を実施し、届出内容の
確認や維持管理状況等を確認した。

　大気汚染防止法では、県の事務として工場・事
業場の監視・指導が規定されている。現状におい
て排出基準の違反は確認されていないが、排出基
準の遵守状況の確認は必要であることから、引き
続き法に基づく監視・指導をより効果的に行って
いく。特に、自主測定が義務付けられている規模
の大きい工場・事業場を中心に立入検査を行い、
排ガスの排出状況を確認する。

　県民の健康を保護し生活環境を保全する
ため、県下１１箇所の大気環境測定局にお
いて大気汚染の常時監視を行った。

　大気汚染防止法では、県の事務として大気環境
中の大気汚染状況の常時監視が規定されており、
大気環境に係る施策を進めるうえでも環境基準の
達成状況や経年変化等を把握することは重要であ
る。また、PM2.5や光化学オキシダントの越境汚
染が確認され、県民の健康を保持するためその観
測体制の維持が必要なことから、継続して監視を
行う必要がある。しかし、長年環境基準を超過し
ていない項目についてはより効率的な調整を行う
ため、引き続き見直しを検討する。

6件 令和３年度の方向性

　事業群：③ＰＭ２．５等大気汚染物質や漂着ごみ対策等の推進

評価対象事業件数

　県内離島や釜山広域市等の高校生や
NPOを新上五島町に招聘し、相互理解と発
生抑制に関するワークショップを実施した。
　市町に対し、海岸漂着物の回収・処理及
び発生抑制対策を実施するための長崎県
海岸漂着物等地域対策推進事業補助金を
交付した。また、県管理海岸所管課（漁港
漁場課・港湾課・諫早湾干拓課）において
海岸漂着物の回収・処理を実施した。

　海洋プラスチックごみ問題などに対応するた
め、令和元年５月に「プラスチック資源循環戦
略」が国において策定され、令和２年７月１日に
はレジ袋が有料化となった。
　引き続き、海岸管理者による国の交付金を活用
した海岸漂着物等の回収・処理を推進するととも
に漁業者等のボランティアにより回収された漂
流・海底ごみの運搬・処理に係る補助について活
用を図ることはもとより、海洋ごみの８割は陸域
からの流入と言われているため、陸域において清
掃活動等を行うＮＰＯ等と市町が連携した河川の
流域圏一体で実施する新たな形の回収処理や海洋
へのごみの発生抑制対策によりプラスチックごみ
削減の推進を図る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

地球温暖
化対策推
進事業費
（排出抑
制対策及
び適応
策）

地域環境
課

終了

地球温暖
化対策推
進事業費
（低炭素
化への取
組）

地域環境
課

終了

地球温暖
化対策推
進事業費
（普及啓
発活動）

地域環境
課

終了

　「長崎県地球温暖化対策実行計画」に掲
げる削減目標達成に向け、民生部門での
二酸化炭素排出量を削減するために、住
民参加型の普及啓発事業を実施した。
・地球温暖化防止活動推進センターへ業務
委託
・地球温暖化防止活動推進員の支援　等

　本事業は令和２年度で終了予定であるが、家庭
での二酸化炭素排出削減を推進するうえで、推進
員の普及啓発活動は今後も変わらず重要な取組で
あるため、より効果的な啓発を行うべく、推進員
の意見も反映しながら事業の再構築を検討する。

　「長崎県地球温暖化対策実行計画」に掲
げる削減目標達成に向け、九州７県と歩調
を合わせた家庭での節電活動、環境保全
活動等の推進を図った。

　本事業は令和２年度で終了予定であるが、共同
事業「九州版炭素マイレージ制度」の後継制度と
して、「環境アプリ（※）」をR２年度中に開発
予定であり、これを活用した低炭素化への取り組
みについて、事業の再構築を検討する。
※家庭での節電活動、エコドライブの実施、環境
イベントへの参加など、地球温暖化対策とともに
環境に配慮した取組を実践した場合に、各種店舗
等で利用できる特典や抽選プレゼントを付与する
アプリ。Ｒ３年度から新たに運用開始する予定で
あり、九州各県と連携して開発するもの。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　県実行計画に掲げる削減目標達成に向
け、特に対策が必要な民生・運輸部門に係
る排出削減対策を推進した。
・事業者・工務店への省エネセミナー等の
開催
・スマートムーブ普及啓発チラシの作成
・ながさき太陽光倶楽部の運営

　本事業は令和２年度で終了予定であるが、今後
は、地域特性（斜面地、離島等）を踏まえつつ、
地域課題（高齢化、交通空白地域）の解決にもつ
ながるようなスマートムーブの展開、EV等の次世
代自動車の普及について検討を進める。
　エコドライブ、公共交通機関の利用、次世代自
動車への買換え等、その地域の実情に応じた取組
のメリット情報（健康面、経済面、環境面など）
の発信方法の工夫や各種支援制度の更なる周知等
を図る。

施策：（６）低炭素・循環型社会づくりの推進

　事業群：①節電や省エネルギー等の取組促進

　事業群：②地域における再生可能エネルギーの導入促進

　事業群：③気候変動への適応策の検討及び推進

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 2 2

29% 13% 29% 29%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

４R・ゴミ
ゼロ推進
事業

資源循環
推進課

終了

食品ロス
削減推進
事業

資源循環
推進課

改善

長崎県廃
棄物処理
計画策定
事業

資源循環
推進課

終了

産業廃棄
物対策事
業

資源循環
推進課

改善

ポリ塩化
ビフェニ
ル廃棄物
処理推進
事業

資源循環
推進課

縮小

　PCB廃棄物等の適正な保管及び処理を
図るため、保管事業者等に対する立入調
査を実施した。また、照明器具のPCB使用
安定器を使用又は保管している可能性の
ある県内事業者へアンケート調査を実施
し、使用状況の把握及び適正処理等の指
導を行った。

　令和３年度においては、低濃度ＰＣＢ廃棄物の
使用・保管事業者に対して適正な保管及び処理の
指導を実施する。

　長崎県内の産業廃棄物の発生・排出及
び処理現状の実態を調査し、長崎県環境
審議会において審議のうえ「長崎県廃棄物
処理計画」を策定する。

―

　職員及び廃棄物適正処理推進指導員に
よる産業廃棄物処理業者等への立入検査
を行った。
　処理業者及び排出事業者への研修会を
開催した。
　市町、関係機関、団体と協働し、不法投
棄監視パトロールを実施した。

　令和３年度においても、産業廃棄物の適正処理
の推進について、行政・警察・関係団体等との連
携を図り、継続的且つ効果的な取組を実施してい
く。関係団体向けの研修会等の実施については、
不参加者に対する周知方法を検討し、より効果的
な取組を進めていく。

7件 令和３年度の方向性

　事業群：④廃棄物の４Ｒと適正処理の推進

評価対象事業件数

　県民・事業者・行政等から構成される「な
がさき環境県民会議」等を中心に、ゴミゼロ
意識の確立のための県民運動（マイバッグ
キャンペーンや生ごみ減量化活動）を展開
した。

　本事業は令和２年度終了予定であるが、今後は
新たに令和２年度に策定する長崎県廃棄物処理計
画に基づき、県及び市町における廃棄物の排出抑
制やリサイクル促進の事業構築を検討する。
　また、「ながさき環境県民会議（４Ｒ部会）」
を中心に、ゴミゼロ実践計画に基づく県民運動に
より廃棄物の発生抑制・リサイクルを推進する。

　食品ロスの削減の推進に関する法律及
び国の「基本方針」に基づき「長崎県食品
ロス削減推進計画」を策定する。
　フードバンク活動への参加や九州食べき
り協力店の拡大など、食品ロス削減のため
の取組を推進する。

　令和２年度に策定する「長崎県食品ロス削減推
進計画」に基づき、普及啓発の施策や、フードバ
ンク活動等の食品ロスの削減に取組む事業者の支
援を実施していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 4

14% 29% 57%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

鳥獣保護
費

自然環境
課

現状維持

希少野生
動植物保
全事業費

自然環境
課

統合

生物多様
性情報見
える化事
業

自然環境
課

統合

負傷鳥獣
救護活動
強化事業
費

自然環境
課

現状維持

自然観光
資源回復
事業

自然環境
課

改善

　鳥獣保護区の設定・管理、ガンカモ調査
及び鳥インフルエンザ対策の実施、対馬野
生生物センターにおける展示解説及び小
中学生を対象とした講演会や県央地区で
探鳥会を実施した。

　本県を特徴付ける生物種や生態系の保全には、
広域的な鳥獣保護区の設定や維持が不可欠であ
り、地域社会への影響が大きい鳥インフルエンザ
対策も極めて必要性が高い。併せて生物多様性保
全には県民や将来を担う子供達への普及啓発が必
要であり、今後も継続が必要である。

　レッドリスト掲載種のモニタリング調査を
実施するとともに、保護が必要な野生動植
物種の捕獲･採取等を規制する地域指定を
行った。

　専門家による希少野生動植物種モニタリングを
実施するとともに過年度モニタリングデータを整
理し、生物多様性保全戦略の着実な遂行のための
基盤となるレッドリストを改訂するとともに、生
物多様性情報見える化事業と連携し当該リストを
ＨＰで公表することにより県民への生物多様性保
全への理解度を深め、もって県民の多様な主体に
よる保全活動等への参画向上につなげていく。

　一般県民等から救護要請のあった負傷
鳥獣を救護し、自然復帰を図った。

　一般県民等からの救護要請は引き続き多く、そ
の救護には専門的な技術と経験が不可欠である。
また、今後も人間活動との軋轢による野生鳥獣の
負傷もあることから、救護活動の継続が必要であ
る。

　生態系被害の防止を図るため、壱岐対馬
国定公園対馬地区上県町棹崎及び御岳周
辺において、ニホンジカの捕獲（わな猟、銃
猟）を実施した。
　専門家や地元関係者による協議会を開
催し、捕獲事業の検討を行った。

　対馬におけるシカの捕獲については、希少野生
動植物種の食害や希少野生動植物種の生息環境に
影響が生じている国定公園区域内において作業を
行っており、被害が許容できる規模になるまで頭
数を減じる必要があることから、捕獲圧を高める
ための効率的な捕獲手法、場所選定及び時期を関
係機関と調整の上、検討していく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

施策：（７）人と自然が共生する地域づくり

　事業群：①多様な主体による長崎の生物多様性の保全

　事業群：②野生鳥獣と共存した地域づくりの推進

評価対象事業件数

7件 令和３年度の方向性

　県内の生物多様性の保全上重要な野生
動植物等の生息生育状況等の基礎情報を
地図情報として集積し、それらに関する規
制情報を併せて整理し、Webサイト等を活
用して最新の知見を公開するため、生物多
様性保全基礎情報を公開するWebサイトの
整備を行った。

　希少野生動植物保全事業と連携を図りながら、
生物多様性情報（希少野生動植物種分布、自然公
園等区域等）を順次Webサイトで公開していくこ
とにより、県民の生物多様性保全への理解を促
し、もって県民の多様な主体による保全活動等へ
の参画向上につなげていく。
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1 4

44% 12% 44%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

自然公園
計画検討
費

自然環境
課

改善

自然公園
施設補修
費

自然環境
課

改善

花のある
街かどづ
くり事業
費

自然環境
課

廃止

自然公園
標識設置
費

自然環境
課

改善

緑といき
もの賑わ
い事業

自然環境
課

現状維持

国立公園
雲仙利用
拠点上質
化プロ
ジェクト推
進事業

自然環境
課

改善
　国立公園雲仙の利用拠点である雲仙温
泉地域の滞在環境の上質化及びインバウ
ンド対策を行う。

　国立公園の利用拠点として、周辺資源等を活用
し、市や民間と連携して更なる魅力向上に取り組
む。

　長崎県生物多様性保全戦略に基づいた
各種保全対策を推進するため、従来の緑
化事業に加え、保全地域等の保全事業や
希少野生動植物の保護増殖等に民間団体
等とともに取り組んだ。

　豊かな生活空間確保・地球温暖化防止のための
緑化事業及び生物多様性の保全は、今後益々重要
な環境問題であり、今後も本事業の継続を検討す
る。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　事業群：③豊かな自然とふれあえる、人にやさしい公園施設づくり

評価対象事業件数

9件 令和３年度の方向性

　美しい長崎県づくり推進のために、長崎
市の玄関口にあたる道路沿線に整備した
緑地の維持管理を行った。

　事業開始（昭和５３年）から約４０年経ってお
り、事業目的の「道路景観の修景」を一定達成で
きたため、R2年度で事業廃止とし、ＪＲと調整を
行い返地する。

　自然公園の適正な保護管理と利用の増
進を図るため、案内板・解説板・指導標等
を設置した。

　利用の利便性や快適性を確保するため、計画的
に本事業を実施していく。

　壱岐対馬国定公園において、利用計画
の見直しの必要性について関係市と調整
を行った。

　国定公園・県立自然公園は、自然公園としての
資質を維持するために保護と利用を計画的に実施
する必要があり、今後も本事業を継続し定期的に
区域内外の自然環境の変化や区域線の明確化、利
用形態の変化等を検討していく。

　既設の自然公園施設について、安全かつ
快適な利用を図るため、維持補修を実施し
た。

　老朽化した施設の損傷や不具合により利用者の
安全が損なわれることがないよう、計画的に本事
業を実施していく。

　事業群：④大村湾周辺地域の里海づくり
　※施　策：（５）良好で快適な環境づくりの推進
　　事業群：②大村湾・諫早湾干拓調整池の水質改善
　　の事業群と統合して評価（調書は９－（５）－②で記載）
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●基本戦略の名称

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

8 2 31

20% 5% 75%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

新幹線・
鉄道整備
促進事業

新幹線対
策課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

企画調査
費

道路建設
課

現状維持

3件 令和３年度の方向性

　国等への要望活動を行う際の資料とし
て、現状の問題点や課題を整理したうえ
で、ストック効果（整備効果）などを整理した
資料作成を行った。

　令和３年度以降も、引き続き予算確保や新たな
新規事業化に向けて、現状の問題点や課題を整理
したうえで、道路整備に併せて行っている地元の
取組を踏まえたストック効果（整備効果）などを
整理した資料を作成し、国等へ要望活動を継続し
て行っていく。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

安心快適な暮らし広がる長崎県
    １０．にぎわいと暮らしを支える社会基盤を整備する

名　　称

　事業群：②高規格幹線道路・地域高規格道路の整備による高速交通
　　　　　　ネットワークの構築

評価対象事業延べ件数

41件 令和３年度の方向性

　事業群：①九州新幹線西九州ルートの整備促進

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

施策：（１）九州新幹線西九州ルートなどの人流・物流を支える交通
　　　　　　ネットワークの確立

　全線フル規格の実現に向け、国等への
要望活動や情報収集、県内向けの広報・
啓発活動を行った。また、県内鉄道網の整
備ならびに改善の促進を図った。

　国土交通省と佐賀県の協議状況を注視するとと
もに、西九州ルートの関係者の一員として、必要
な際には、しっかりと考えを述べていくなど、議
論が前進するよう積極的に対応し、全線フル規格
による整備の実現に向けて力を注いでいく。
　また、令和4年度の開業とフル規格の実現に向
けて、長崎新幹線・鉄道利用促進協議会を通じた
各種広報活動を実施し、県民の気運を高めてい
く。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

評価対象事業件数
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

道路整備
事業（単
独）

道路建設
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

航空路線
利用促進
事業（国
際線対
策）

国際観光
振興室

改善

県内空港
活性化推
進事業

交通政策
課

改善

長崎空港
２４時間
化推進事
業

交通政策
課

改善

　県、市町及び各種団体等で構成する長崎
県空港活性化推進協議会を通じて、県内
市町及び航空会社等とも連携し、国内線、
離島路線の利用促進対策を実施し、長崎
空港の利用者増を図った。長崎空港発着
の新たな国内定期航空路線を開設する航
空会社に対し、就航促進にかかる助成を
行った。長崎空港国内線に係る県民調査
を実施した。新型コロナウイルス感染症の
影響により運休・減便している県内空港発
着の国内定期航空路線を早期に回復させ
るため、各航空会社等が行う利用促進事
業及び感染拡大防止対策を支援する。

　県内各空港の路線の利用促進のための広報活動
等の充実・強化を図っていく。

　長崎空港の運用時間延長に向け、国内・
海外航空会社の誘致、貨物関係者との協
議を実施するとともに、長崎空港24時間化
推進委員会において協議を行った。

　航空管制の深夜早朝帯における一部リモート化
により運用時間の段階的な延長を図り、将来的に
は24時間化に繋がるよう、引き続き官民一体と
なって取り組んでいく。航空貨物事業の振興に向
けて、庁内関係課や関係事業者と連携して、長崎
空港からの航空貨物需要を成す輸出・移出商材の
掘り起こしを行い、採算性を確保するボリューム
での商流を確固たるものとする。

　官民一体の組織である長崎県空港活性
化推進協議会を通じて航空会社に対し、安
定的な運航を図るため、着陸料等の助成
を行ったほか、インバウンド・アウトバウンド
双方の利用促進を図ることを目的とした助
成等を行った。

　新型コロナウイルスの収束状況、各国の出入国
規制、日本の入境規制等を踏まえながら、定期路
線の早期の運航再開を図る。また、上海線、香港
線、新規就航に向けて取り組む台湾線について
は、航空会社や旅行社と連携しながら、より一層
の情報発信等の強化により、さらなるインバウン
ド・アウトバウンド両面での利用促進対策を図
る。昨年3月末から運休しているソウル線につい
て、状況を注視しながら運航再開に向けて航空会
社への働きかけを続けていくと同時に、韓国向け
に本県の観光情報発信をより強化していくことで
再開後の安定した路線利用につなげていく。
　国際チャーター便については、定期便化の可能
性が高い航空会社を絞り込み、まずはチャーター
便の就航を目指す。

見直しの方向

　事業群：③生活に密着した道路の整備による道路ネットワークの拡充

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

3件 令和３年度の方向性

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　「地域をつなぐ道路ネットワークの整備」
のため、国県道の整備のうち、短区間の視
距改良や路肩拡幅等の小規模な整備を県
単独事業で実施した。

　交通支障箇所はまだ多く存在しており、今後も
事業を計画的に推進していくため、市町と連携し
た事業用地の取得に取り組み、事業推進を図って
いく。

　事業群：④２４時間化の実現などによる長崎空港とその周辺の活性化

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

港湾機能
施設整備
事業・ふ
頭用地造
成事業

港湾課 現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 5

13% 25% 62%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

地域公共
交通再編
推進事業

交通政策
課

改善

公共交通
事業継続
等支援事
業費

交通政策
課

終了

ＩＣカード
導入支援
事業

交通政策
課

終了

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　公共岸壁等背後埋立のふ頭用地造成や
用地舗装などの整備を行った。

　港湾の利用形態に応じたふ頭用地及び施設整備
を行い、港湾物流環境の利便性・安全性を向上し
ていく必要があり、特別会計の収支にも留意し、
令和３年度も引き続き事業を継続する。

8件 令和３年度の方向性

　県内の公共交通事業者が進める全国で
相互利用が可能な交通系ＩＣカード（ｎｉｍｏｃ
ａ）の導入にかかる経費に対する支援を行
う。

　令和元年度新規事業かつR２への繰越であり、
令和２年度で終了。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

　持続可能な公共交通ネットワークの確保
に向け、市町にアドバイザーを派遣し、定
住促進などの集落対策や高齢者の日常生
活の移動を支える地域のコミュニティ交通
の再編を促す。

　アドバイザー派遣等の中で見えてくる各市町が
抱える課題等に対し、今後更なる支援を検討して
いく。

　新型コロナウイルス感染症の影響により
利用者が激減する中、県民の移動手段を
確保・維持するため運行（運航）を継続して
いる地域公共交通事業者に対して、今後も
感染防止対策を講じながら事業を継続して
いけるよう支援を実施。

　新型コロナウイルス感染症の影響下における予
算措置であり、現時点では令和２年度限りであ
る。

評価対象事業件数

　事業群：⑤交流・物流の拠点となる港湾の整備

評価対象事業件数

3件 令和３年度の方向性

　事業群：①地域活性化につながる地域公共交通の基盤強化

施策：（２）離島・半島等の暮らしと交流を支える地域公共交通の
　　　　　　確保

　事業群：②地域公共交通の経営安定とまちづくり、観光振興等の
　　　　　　地域戦略との連携の促進
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拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

14

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

道路維持
補修費

道路維持
課

現状維持

道守育成
事業

道路維持
課

現状維持

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%
主な評価
対象事業

事業
所管

見直し
区分

スマート
県庁プロ
ジェクト

情報シス
テム課

改善

クラウド・
オープン
データ等
推進事業

次世代情
報化推進
室

改善

　ＲＰＡやＡＩツール等の先進技術を導入し、
定型的業務の業務量削減を推進

　定型・定期的なメール送信など、多くの所属で
利用可能と思われる作成済みロボットをポータル
サイト、説明会などを通じて庁内へ紹介し、利用
所属増に努める。

　昨年度から引き続き、官民協働クラウドを
活用した産学金官連携による新サービス
の創出、市町・民間との連携・支援等を推
進した。また、県が公開するオープンデータ
の充実や市町のオープンデータに対する
取組を強化し、県民サービスの向上を図っ
た。

　Society5.0の実現に向けて、内部の連携組織や
産学金官で構成する庁外連携組織との連携を図り
ながら、様々な分野での取組を推進していく。さ
らに、産業労働部との連携を強化し、スタート
アップ企業等の誘致や起業に官民協働クラウドの
有効活用を図る。また、オープンデータの活用に
ついても、プラットフォームの中で新たなサービ
スに繋がるアプリケーション創出などを図る。

　道路施設の適切な維持管理のために、
道路移設の点検に不可欠な高度な技術力
を持つ道守を育成した。

　インフラ構造物の維持管理や再生・長寿命化に
携わる人材は確実に養成されているが、今後も引
き続き道路施設の点検に必要な技術力を持つ道守
の育成を継続し、県内全域での人材確保を行う必
要がある。

施策：（４）ながさきＩＣＴ戦略の推進

　事業群：①地域を支える地域情報通信基盤の整備

　事業群：②電子自治体の推進

　事業群：③クラウドサービス等によるＩＣＴ利活用の推進

評価対象事業件数

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向

4件 令和３年度の方向性

施策：（３）インフラの長寿命化の推進

　事業群：①インフラの戦略的な維持管理、更新の推進

評価対象事業件数

14件 令和３年度の方向性

　苦情処理、除草、舗装補修等の危険箇所
の緊急補修及び交通安全施設等の維持管
理を行った。

　道路管理者として道路を適切に管理する義務が
あり、今後も本事業を継続し、道路の安全な利用
を図る。
　なお、近年は豪雨が頻発しており、災害復旧事
業の対象とならない内容があるため、これに対す
る出費が維持補修費全体の２～３割に上ってい
る。また、野生動物の増加に伴い落石などが増加
していることなどもあり、本来早期に対応すべき
措置や、地域からの要望に対する措置などが後送
りにならざるを得ない状況であり、道路管理に大
きく支障を来たしている。このため、予算の確保
に努め、利用者の安全性・快適性を確保してい
く。

事業内容
（事業の実施状況）

見直しの方向
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電子県庁
推進事業

情報シス
テム課

改善

ロボット・Ｉ
ｏＴ関連産
業育成事
業費

新産業創
造課

改善

　県内のロボット・ＩｏＴ関連企業の高度人材
の育成や、これらの先端技術を提供する企
業と活用する県内企業とのマッチング等に
よって、技術の活用を促進するとともに、事
業拡大や新たなサービスの創出等につな
げ、県外需要の獲得や生産性の向上、付
加価値の向上等を図る。

　技術革新のスピードが非常に速い業界なので、
小まめな現状分析を行いながら、効果的な支援内
容となるように協議・検討を行っていく。

　電子申請のシステム化により、県民や企
業がインターネットを利用して行政情報の
入手や行政手続きができる環境の整備を
図った。
　また、庁内庶務事務システムの開発（改
修）により行政事務の効率化・迅速化を
図った。

　自治体クラウドサービス　県内利用団体増に向
け、テレビ会議システム等を活用し行革部門等の
担当者向け説明会の開催を継続して計画する。併
せて、活用事例等の紹介を行っていく。
　電子県庁システムライセンス　有償ツール等を
利用しており市場流通化の支障となっているた
め、無償ツール等を利用するよう引き続き計画的
な再開発を行う。
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